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1章 序論 
 
1.1 循環型社会への転換と PVC建材の再資源化 
 
大量消費、大量廃棄により発展してきた経済と社会は、資源消費の速度を急激に加速さ
せ、地球温暖化や最終処分場の逼迫など環境問題を顕在化させるようになった。そのため、
社会全体として環境問題に対する意識が芽生え、環境庁(現、環境省)が循環型社会推進基
本法を平成 12 年に施行し、資源有効活用の方針が法律として法制化された。このように、
旧来の経済発展モデルであった大量消費、大量廃棄による発展は、地球の環境負荷を自浄
する許容にも限界があるとの認識から、資源を有効活用するような社会形成が求められる
ようになったと言える。 
日本国内では各廃棄物において個別リサイクル法が制定され、大量の資源を消費してい
る建設産業においても建設リサイクル法が平成 14 年に施行された。この建設リサイクル
法により再資源化が義務付けられているコンクリートや木材などの特定建設資材は、高い
割合で再資源化が行われるようになり、最終処分量は大幅に削減された。 
一方で、建設産業、特に建築業界は、多種多用な建設資材を使用していることから、特
定建設資材でない建材が多く存在しており、今後、これらの建設資材についても資源の有
効活用を図るための方策を示す必要があると言える。その中でポリ塩化ビニル(PVC 以下
省略する)樹脂は、図 1 に示すように建材として多く用いられており、代表的な製品として
塩化ビニル管(以下、塩ビ管と省略する)や樹脂サッシが挙げられる。これらは、各解体現場
において一定の排出量があることや、まとまった性状で排出されることから、回収と再資
源化を実施することが可能な建材であると言える。 
 
 
図 1 PVC樹脂の用途別出荷量(Unit : kton) 1.1) 
 
617, 58%
47, 5%
71, 7%
114, 11%
47, 4%
64, 6%
40, 4%
57, 5%
建設部門 容器・包装 雑貨・その他 工場設備
農林・水産 車輌 電気・機械 輸出製品
1 章 序論 
2 
 
各建材の再資源化状況をみると塩ビ管は、塩化ビニル管・継手協会により塩ビ管の再資
源化システムが運用されており、積極的に回収されている。一方で、国内における樹脂サ
ッシの排出は本格化していないため、国内での再資源化実績は乏しいが、ドイツでは業界
団体により樹脂サッシの再資源化システムが構築され、再資源化が積極的に行われている
ことから再資源化可能な建材であると言える。 
このように、これら PVC 建材は、塩ビ管を中心に国内で回収されてはいるものの、再生
原料として多くが東アジア諸国へ輸出されていると考えられており、多国間において資源
循環システムが構築されていると想定される。しかしながら、PVC 建材の再資源化のマテ
リアルフローは国内、海外ともに明らかにされておらず、有効な再資源化システムが構築
されているか判断することが困難な状況である。以上より、他の製品と比べ、比較的容易
に回収及び再資源化可能であると考えられる塩ビ管及び樹脂サッシにおいても、再資源化
システムの実態を明らかにして、有効な再資源化システム構築に向けた方策を示すことが
求められていると言える。 
 
1.2 PVC樹脂製品と再資源化 
 
 PVC 樹脂製品の再資源化方法は図 2 に示すように、大きく分類しマテリアルリサイク
ルとケミカルリサイクル、サーマルリサイクルの 3 つの再資源化方法がある 1.2)。塩ビ管や
樹脂サッシなどの PVC 建材は、まとまった性状で排出されることからマテリアルリサイ
クルが行われており、塩ビ管などの硬質 PVC 建材の原料として利用され、PVC 建材の再
資源化手法としてマテリアルリサイクルが主流であると言える。一方で、日本国内では、
PVC 製品の再資源化手法としてケミカルリサイクルやサーマルリサイクルに関する技術
開発が行われ、一部実用化されている。このような技術開発は、今後も、循環型社会を形
成するためには求められる技術であるものの、これらの再資源化技術は、現在、世界各国
で汎用的に実施可能な再資源化手法であるとは言えない。そのため、本研究では、マテリ
アルリサイクルに焦点をあて、再資源化の実態を把握することとした。 
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図 2 使用済み塩ビ製品のリサイクル方法 1.2) 
 
1.3 再資源化とライフサイクルアセスメント 
 
 再資源化は、副産物や廃棄物を再原料化し利用するという省資源化に資する行為である
ため、資源を有効活用する有用な手段であると考えられている。一方で、再資源化を行う
には、排出現場から回収された後、再生処理がなされ、再生原料となる一連のプロセスを
経る。各プロセスにおいて、何かしらのエネルギー投入がなされ再生原料化が行われた後、
再生原料を用いた製品の製造が行われる。この再資源化に至る一連のプロセスは、各資材
で異なり、また、再資源化に必要となるエネルギー量も同様に異なる。 
このような再資源化に至る一連のプロセスを定量的に評価する手法として、ライフサイ
クルアセスメント（以下、LCA と省略する）がある。LCA は、1969 年に米コカ・コー
ラ社が、リターナブル瓶と使い捨て PET ボトルの環境負荷を比較したことが始ま
りとされている。現在、その手法は ISO14040 にも規定されており、様々な製品の CO2
排出量を定量化する手法として、世界各国で用いられている評価手法である 1.3)。 
 国内で、一般的に用いられている LCA 評価は、大きく分類し産業間の資金及び物質量
の授受の関係性を示した産業連関表を用いた手法（以下、産連法）と、個別の製品の製造・
廃棄プロセスに資源投入量やエネルギー投入量を調査して評価を実施する積上法とよばれ
る手法が存在している。産連法は、国内のマクロ的データを集約していることから、俯瞰
的な LCA 評価を実施する場合に適した手法であるといえ、積上法は、個別のプロセスを
詳細に分析することに適した手法であると言える。 
PVC 建材の再資源化の LCA 評価に関する研究として、塩化ビニル環境対策協議会 1.4)や
中澤ら 1.5)は、国内をバウンダリにとった積上法により、新規塩ビ管とリサイクル塩ビ管の
製造プロセスを比較し、リサイクル塩ビ管を新規塩ビ管に代替できれば、環境負荷低減効
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果があることをインベントリデータの分析で明らかにしている。このような既往研究があ
るものの、実態を考えると海外へ多く輸出されていることから、他国間をバウンダリ―に
取った評価が必要であると言える。 
 本研究では、各国における硬質 PVC 建材の再資源化プロセスに焦点をあてていること
から、LCA 評価の手法として、積上法を採用して再資源化に係る LCA 評価を実施し、環
境負荷低減の可能性や経済性の観点から分析を行った。 
LCA 評価の条件として、主要なエネルギーに係る原単位である電力に関する原単位に関
しては、電力中央研究所が世界各国の電力のエネルギー原単位を調査した報告書 1.6)を参考
にし、LCA 評価を実施した。また、国内における PVC 建材の再資源化システムの実態は、
東アジア、特に韓国、台湾、中国の三カ国にある程度依存している状況であることから、
韓国、台湾、中国の原単位についても整備した。関係各国のエネルギーに係る CO2原単位
を表 1 に示す。 
 
表 1 関係各国における主要なエネルギーの CO2原単位 1.6) 
品目 データ 
(kg-CO2/kwh) 
引用文献 
日本の電力 0.454 電力中央研究所：「日本の発電技術のライフ
サイクル CO2排出量評価 2009 年に得られ
たデータを用いた再推計」 
韓国の電力 0.464 
台湾の電力 0.595 
中国の電力 0.801 
 
1.4 国際資源循環と PVC 建材 
 
国内で排出される副産物や廃棄物の中には、国内だけの処理で完結されずに、海外で資
源として消費されているものも少なくない。このように海外へ輸出される副産物や廃棄物
については、適切なトレーサビリティを高める必要性があると考えられている 1.7）。 
その中で、廃プラスチックなどは、再生原料として海外へ輸出される傾向にあり塩ビ管
も同様に国内で積極的に回収されているものの、多くの再生原料は国内で消費されず、海
外で消費されている。このような再生原料の国際資源循環は、開発途上国の旺盛な資源需
要によって誘発されることが多く、環境配慮が十分になされない条件下で再資源化が行わ
れるケースもあり、有害物質を他国で拡散させてしまった事例などもある。現在は、有害
物資などの拡散を防ぐため、「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関す
るバーゼル条約(以下、バーゼル条約と省略する)」によって有害物質の輸出入については
適正に管理されるようになってきている。このような国際条約のもと各国においても、適
正な処理がされるよう独自の法整備などが敷かれ再資源化が行われている。各国の法制度
などの観点からは、小島道一ら 1.8）によって、国家間を跨ぐ廃棄物処理について研究が行
われており、中国をはじめとしたアジア各国の法制度の違いを明らかにしている。加えて、
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(社)プラスチック処理促進協会 1.9)により、中国における廃プラスチックの再資源化の実態
調査が実施されており、中国における廃プラ処理の実態の全体像が把握されている。他方、
中谷ら 1.10),1.11)は、PET 樹脂に着目し日本と中国との二国間における国際リサイクルの評
価によりシナリオごとに環境負荷や経済性などを定量的に把握し、インベントリデータの
整理を行っている。 
上記のように他のプラスチック製品や一般的な廃棄物などにおいては、既往の研究によ
り諸外国との状況などが明らかにされてきているものの、PVC 建材の国際資源循環を捉え
た既往研究はほとんどなく、各国における再資源化システムは未だ不透明である。再資源
化システムにおいては、個別の材料ごとに、再資源化方法や法制度による規制などが異な
るため個別の資材ごとに把握する必要があると考えられることから、PVC 建材の国際資源
循環の実態を捉える必要があると言える。 
 
1.5 バーゼル条約と PVC 建材 
 
 昨今の多様化した資源循環において国家間を越えた不適切な廃棄物処理の問題が発覚す
るようになり、開発途上国に廃棄物が輸出され有害物質の拡散に関する事件が相次いだ、
そのため、国際資源循環による有害物質の拡散を防ぐためにバーゼル条約が締結され、国
際移動する廃棄物に関して適正に処理が実施されるよう様々な有害物質を対象に輸出入の
規制をしている。2014 年現在、アジアでは日本、中国、韓国をはじめ世界の 179 カ国 1.12)
で批准されており、バーゼル条約を中心に世界各国で、廃棄物の輸出入による有害物質の
拡散を防ぐような対策が取られている。 
その中で国内における PVC 建材の安定剤は、一般的に鉛系安定剤が利用されていた。
鉛はバーゼル条約上、有害物質に該当することから、鉛を含有している PVC 廃材を輸出
する際は、鉛の含有率が 0.1%の未満であるか分析をする必要があるほか、この基準を超え
る場合は、バーゼル条約により事前に両国の通達及びが必要となっている。そのような中、
国内における鉛系安定剤の使用量は年々減少し 1999 年は 51%であったものが、現在は
35%1.13)まで減少してきている。しかしながら、塩ビ管や樹脂サッシについては、市場投入
から廃棄までタイムラグがあることから、現在、排出されるこれらの廃材の多くが鉛系含
有建材であることが懸念されている。現在、輸出されている PVC 廃材においては、分析の
結果、鉛含有基準を適合しているものが輸出されていると考えられるが、今後、国内にお
ける排出量も増加していく事が想定されるため、PVC 建材においては、鉛含有状況につい
ても議論していく必要があると言える。 
 他の PVC 製品において、いち早く電線被覆材は、選別技術の視点から鉛系含有建材の
再資源化の対策として(社)電線総合技術センター1.14)が中心となり、X 線を用いた鉛含有廃
材の選別手法の開発及び分別精度の検証が行われた。その検証結果より、X 線を用いた選
別手法は、鉛系安定剤を含む被覆材の選別手法として有用性があることが示されている。
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このように選別技術については、他建材においても参考事例があることから、これら塩ビ
管や樹脂サッシにおいて、国内の鉛含有の状況を明らかにした上で再資源化システムの構
築への議論を進めていくべきであると考えられる。 
 
1.6 研究の背景と目的 
 
 PVC 建材は、上述のとおり、再資源化可能な建設資材であると同時に、現状の再資源化
システムにおける PVC 廃材に関する市場からみて、国際的な資源循環を考慮しなければ
いけない資源であると言える。国際的な資源循環のメリットとしては、国内のみで再生原
料を消費するよりも、大きな需要を獲得でき、環境負荷の削減をより大きなものにできる
という側面がある。一方で、デメリットとしては、有害物質を拡散させてしまうなどの懸
念事項もある。特に PVC建材に関しては鉛系安定剤を使用している製品もあることから、
鉛を含有している建材については、バーゼル条約の関係上、海外への輸出する場合は、各
国間において事前同意を交わす必要があるなど再資源化システムを構築する上で様々な留
意点を有している建設資材であると言える。以上、PVC 建材について、東アジアを含めた
再資源化システムを構築するメリット及びデメリットを明らかにし、多面的な側面から最
適であると考えらえる再資源化システムを示すことが必要であると言える。 
そこで、本研究では、他の PVC 製品と比べ、比較的容易に回収及び再資源化可能である
と考えられる塩ビ管及び樹脂サッシを対象に、PVC 建材の国際資源循環の実態及びその課
題を明らかにする。加えて、環境負荷及び経済性の観点より、LCA 評価手法などを用いて
PVC 建材の国際資源循環を考慮した再資源化システムを評価して、日本から排出される
PVC 建材を中心に、東アジアを含めた環境負荷低減に向けた再資源化システムの在り方を
提案する事を目的とする。 
 
 
 
 
写真 2.1 塩ビ管  写真 2.2 樹脂サッシ 
 
本研究の構成は、国内における PVC 建材の再資源化システムを構築するための方策を示
すために、主に各国における PVC 建材の再資源化システムに関して、『1)実態の把握』、
『2)排出量推計とマテリアルフロー』、『3)マテリアルフローに基づく環境負荷及び経済性
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の検証』の 3 つの視点から調査及び検証を行っている。以下、研究フローを図 3 に示し、
各章における研究目的と検証内容の概要を記述する。 
 
 1 章 序論  
   
2章 国内における PVC製品及び建材のライ
フサイクル 
 3 章 東アジア各国における PVC 製品及び
建材のライフサイクル 
⇒ 国内のPVC建材の現状と将来排出量を把握 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⇒ 各国の PVC 建材の現状とマテリアルフロ
ーの把握 
 
  
 
 
 
 
 
     
 4 章  東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システム  
 ⇒ 東アジアの PVC 建材の再資源化システムを把握 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 5 章 東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システム 
の定量的評価 
 
 ⇒各シナリオに基づく再資源化システムの環境負荷削減ポテ
ンシャルと経済波及効果の検証 
 
 
 
 
 
   
 6 章 研究のまとめ  
 ⇒ 東アジアを含めた再資源化システム実現へ向けた課題と
方策 
－東アジアを含めた再資源化システム構築の方針 
－東アジアを含めた再資源化システム構築への課題と方策 
⇒ 本研究の課題と展望 
 
図 3 本研究の構成 
 
   
3) マテリアルフローに基づく環境負荷・経済性の検証 
－再資源化システムのシナリオ整理 
－シナリオに基づく再資源化システムの定量的評価 
(環境負荷、経済波及効果) 
1) 実態の把握 
－東アジアにおける PVC 建材の再資源化に係る 
法制度の分析 
－東アジアにおける PVC 建材の再資源化の実態 
 2) 排出量推計とマテリアルフロー 
－東アジア各国の PVC 建材の排出量とマテリアルフロー 
2) 排出量推計とマテリアルフロー 
－PVC 廃材の排出量推計                －各国における PVC マテリアルフロー 
－PVC 製品及び建材のマテリアルフロー             －各国における PVC マテリアルフロー 
1) 実態の把握 
－PVC 製品及び建材の現状              －各国における PVC 製品及び建材の現状 
・統計資料などによる市場調査            ・統計資料などによる市場調査 
 ・生産工場、再資源化施設などの実態調査       ・生産工場、再資源化施設などの実態調査 
－再資源化促進制度                 －各国における再資源化促進制度 
 
1 章 序論 
8 
 
本研究は、6 章の構成となっている。 
2 章では、国内の PVC 建材のライフサイクルを文献調査や実態調査を行い、実態に即し
た再資源化システム構築への課題点を把握するとともに、明らかにされていない PVC 建
材のライフサイクルを通したマテリアルフローを作成する。また、国内における PVC 製
品の将来推計により、PVC 樹脂の将来需要と排出量を把握して、今後、国内における PVC
建材を中心に、PVC 製品全体のマテリアルバランスを明らかにする。 
3 章では、韓国、台湾、中国の 3 カ国における PVC 製品の需要や再資源化状況及び再資
源化原料の輸出入状況を把握し、PVC 製品のマテリアルフローを作成する。加えて、2 章
同様、各国における PVC 製品の将来推計を実施して、各国のマテリアルバランスを明ら
かにする。 
4 章では、東アジアにおける PVC 建材の再資源化システムを把握するために、2 章、3
章で明らかにした PVC 建材の再資源化状況、法制度などについて比較・検証する。次に、
東アジアを含めた PVC 建材のマテリアルフローモデルを作成して、日本を中心とした東
アジアを含めた PVC 製品の資源循環を明らかにする。 
 5 章では、4 章までに行った実態調査や、本章で得られた文献調査のデータにより、イン
ベントリデータの分析を行う。次に、各国のとり得る PVC 再資源化方針のシナリオを整
備し、そのシナリオに基づいて 4 章で作成した東アジアを含めた PVC 建材のマテリアル
フローモデルと将来推計のデータを用い、LCA 評価及び経済分析を実施する。その上で、
各シナリオにおける環境負荷の削減ポテンシャルを定量化するのと並行し、再資源化シス
テムの違いによる国内及び各業種の経済的な影響を明らかにする。以上のプロセスを経て、
環境面及び経済面から東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システム構築により、もた
らされる環境負荷の低減効果や経済影響を明らかにする。 
 6 章では、研究のまとめとして前章までで得られた結果より、日本の塩ビ管及び樹脂サ
ッシの再資源化システムの最適であると考えられる形態を示し、東アジアを含めた再資源
化システム構築への課題を整理しその方策を示す。また、本研究の課題と今後の展望を述
べ、本研究の総括を行う。 
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2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
 
はじめに 
 
近年、環境問題の顕在化により循環型社会の形成が求められている。日本では、建設リ
サイクル法が平成 14 年に完全施行され、特定建設資材であるコンクリートや木材等とい
った特定建設資材の再資源化率は、2014 年現在、高い水準を示している。一方で、その他
の建設資材については、未だ高い水準で再資源化はされておらず、今後、より一層の循環
型社会形成に寄与するためには、他の建設資材についても再資源化システムの構築を検討
していく必要があると言える。その中で PVC は、建材の原料として最も利用されている
樹脂の一つである。日本国内における PVC の消費量は図 2.1 に示すよう 2012 年では
1,057[kton]であり、そのうち 58%にあたる 617[kton]が建設部門に原料として投入 2.1)さ
れている。 
また、PVC を用いた建材は、解体現場でまとまった性状として排出される塩ビ管や樹脂
サッシなどであることから、解体現場においては分別・回収が容易な建設資材であると言
える。そのため、これら硬質 PVC 建材は、今後、再資源化が期待される建材の一つである
と言える。そこで、本研究では、循環型社会に寄与する可能性の高い建材として塩ビ管及
び樹脂サッシに着目して、その再資源化システムの実態及び環境負荷削減の可能性を明ら
かにし、再資源化システム構築の方策などを示す事を目的とした。 
 
 
図 2.1 PVC の用途別出荷量 2.1)(Unit : kton) 
 
 
 
 
  
617, 58%
47, 5%
71, 7%
114, 11%
47, 4%
64, 6%
40, 4%
57, 5%
建設部門 容器・包装 雑貨・その他 工場設備
農林・水産 車輌 電気・機械 輸出製品
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写真 2.1 塩ビ管  写真 2.2 樹脂サッシ 
 
現在の塩ビ管や樹脂サッシの再資源化状況について整理すると、塩ビ管は、塩化ビニル
管・継手協会の再資源化システムにより積極的に回収が実施されているほか、リサイクル
塩ビ管など、塩ビ管を製造するメーカー各社において普段から製造が行われている。一方
で、樹脂サッシは、現在、排出が本格化しておらず再資源化などは全国的に実施されてい
ない状況であると言える。加えて、これらの廃材については、国内で回収され再資源化さ
れているものの、再生原料として輸出されるものも少なくないと考えられている。 
塩ビ管や樹脂サッシの再資源化状況は、上述したよう把握されている。しかしながら、
生産から再資源化もしくは最終処分に至るフローにおいて、明らかにされている部分は少
ない。また、再資源化システムの有効性を把握するためには、リサイクル製品の環境負荷
を定量的に把握する必要があると言える。以上のように、塩ビ管及び樹脂サッシの有効な
再資源化システム構築を考える上では、再資源化処理の実態及びマテリアルフロー、塩ビ
管及び樹脂サッシのライフサイクルに至る環境負荷データを明らかにする必要があると言
える。 
現在、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に関する既往研究としては以下のものが挙げら
れる。 
再資源化の実態を捉えた研究は活発に実施されておらず、その再資源化処理の実態は不
透明な部分が多い。 
マテリアルフローに関連する既往研究としては、2000 年に中井らによって PVC 製品の
ストック量及び排出量の推計がなされており、1999 年時点の国内における PVC 製品のマ
テリアルフローが物量ベースで把握されている 2.2)。また、(社)プラスチック循環利用協会
はプラスチックのマテリアルフローを整備しており、PVC のマテリアルフローに関する量
的データが整理されている 2.3)。中井らによる PVC 製品のマテリアルフローにおいては、
1999 年までのデータを用いて整備されたマテリアルフローとなっているが、現状の再資
源化状況とは乖離があることや、本研究で着目している海外フローに関連する視点はない。
(社)プラスチック循環利用協会が整備しているマテリアルフローに関連する量的データは、
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製品区分が明らかにされておらず、塩ビ管や樹脂サッシに特定した再資源化情報を読み解
くのは極めて困難である。以上より、現在の塩ビ管及び樹脂サッシの国内及び海外を含め
た再資源化に関連するマテリアルフローは、詳細には把握されていない状況であると言え
る。 
PVC 建材の環境負荷に関連する既往研究として、塩ビ管に関しては活発に行われてい
る。1999 年に塩化ビニル環境対策協議会 2.4)によって、PVC 樹脂製品に関して塩ビ管や
PVC 板材、フィルムなどの製品に関して定量的な環境負荷の報告がなされている。2001
年に塩ビ工業・環境協会 2.5)によってリサイクル塩ビ管の再資源化フローが把握され、その
環境負荷が報告されている。2007 年において中澤ら 2.6)によってバージン管とリサイクル
塩ビ管の環境負荷が比較検証されている。このように業界団体や学識者により塩ビ管に係
る再資源化の環境負荷に関する既往研究は、多く報告されており、国内における塩ビ管の
環境負荷に関連するデータは整備されている。一方で、樹脂サッシに関しては、2002 年に
M Asif ら 2.7)によって、アルミニウムサッシ、樹脂サッシ、木製サッシの環境負荷が定量
的に把握されている。加えて 2013 年に H Stichnothe ら 2.8)によって欧州における樹脂サ
ッシリサイクルの環境負荷低減効果が示されている。しかしながら、国内における樹脂サ
ッシの環境負荷データは整備されておらず、その環境負荷は明らかにされていない。 
以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化システム構築を図る基礎データとして、塩
ビ管及び樹脂サッシの再資源化処理の実態及びマテリアルフローや樹脂サッシにおいては
実態調査を中心に環境負荷データを明らかにする必要があると言える。 
そこで、本章では、国内における塩ビ管と樹脂サッシの再資源化状況を明らかにするた
めに、中間処理施設での再資源化の実態やリサイクル製品製造の実態を把握するとともに、
これら PVC 建材の再資源化状況を俯瞰的に把握するためにライフサイクルを通したマテ
リアルフローを作成した。また、実態調査及び文献調査などにより塩ビ管及び樹脂サッシ
の各プロセスにおける環境負荷データを整理した。 
上記目的を達成するために、本章では以下 5 つの節で構成することとした。本章の構成
を図 2.2 に示す。 
 
(1 節) PVC 建材の生産システム 
再資源化を考える際、その製品の製造方法や市場などを整理することは、再資源化原料
の利用可能性や可能量を捉える意味でも重要である。そこで、1 節では塩ビ管及び樹脂サ
ッシの市場や生産に係る事項、また、生産に係る環境負荷に関連するデータの整理をする。 
(2 節) PVC 建材の再資源化システム 
塩ビ管や樹脂サッシの再資源化状況を把握するためには、再資源化に係る制度や中間処
理工場などでの処理実態を整理する必要があると言える。そこで、2 節では再資源化に係
る制度、中間処理施設等における実態調査、また、統計を用いた海外への輸出状況を中心
に、国内における PVC 建材の再資源化を取り巻く状況を把握する。 
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(3 節) PVC 製品及び建材の排出量推計 
塩ビ管や樹脂サッシの排出状況は、未だ十分に把握されていないことから、3 節では塩
ビ管及び樹脂サッシの生産量データなどを用いて、2050 年までの各建材の排出量の推計
をする。加えて、PVC 樹脂製品の中におけるこれら建材の位置付けを把握するために、
PVC 製品全体の排出量推計を実施して、将来を含めた塩ビ管や樹脂サッシの排出の特徴を
把握する。 
(4 節) PVC 製品及び建材の国内マテリアルフロー 
塩ビ管や樹脂サッシの再資源化状況を俯瞰的に把握するために、4 節では 1 節から 3 節
までの得られたデータに基づいて PVC 製品及び建材のマテリアルフローを作成して PVC
樹脂の消費の実態を俯瞰的に捉える。また、本研究で作成するマテリアルフローは、各国
の入手データの関係上、2011 年を基準年とする。 
(5 節) 小結 
本章で得られたデータ等に基づいて国内における PVC 建材の再資源化システムについ
て明らかにしたことを総括する。 
 
 (1 節) PVC 建材の生産システム  
 -PVC 建材の市場 
-PVC 建材の種類及び生産フローの整備 
-PVC 建材の環境負荷のデータ整備 
 
   
 (2 節) PVC 建材の再資源化システム  
 -国内における再資源化促進制度の整備 
-再資源化施設への実態調査 
-海外への輸出状況 
 
   
 (3 節) PVC 製品及び建材の排出量推計  
 PVC 製品及び建材の生産データを用いて、2050 年
までの PVC 製品及び建材の排出量の推計を実施 
 
   
 (4 節) PVC 製品及び建材の国内マテリアルフロー  
 PVC 製品及び建材の国内マテリアルフローを作成  
   
 (5 節) 小結  
図 2.2 本章の構成 
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2.1 PVC 建材の生産システム 
  
 PVC 建材のライフサイクルは、原料調達、製造、使用、再資源化・廃棄といった一連の
フローとなる。PVC 建材の再資源化を考える際、その製品の製造方法や市場などを整理す
ることは、再資源化原料の利用可能性や可能量を考える意味でも重要である。そこで、本
節では、PVC 建材の生産に係るデータを整備した。ここでは、生産に係る情報として、表
2.1.1 に示す、以下 3 つのプロセスに分類し、表の右に示すデータの収集方法により PVC
建材の生産に係るデータを収集し、国内における PVC 建材の生産の全体像を把握した。 
 
表 2.1.1 PVC 建材の生産に係るデータの収集方法 
 データの収集方法 
① 生産量  ウェブ調査、文献調査 
② 製造プロセス  実態調査、文献調査 
③ 製造に係る環境負荷  実態調査、文献調査 
 
2.1.1 PVC 建材の市場 
 ここでは塩ビ管及び樹脂サッシの生産量・出荷量に関するデータを可能な限り過去に遡
及し、表 2.1.2 に示す文献にしたがって生産・出荷に関するデータを整備した。 
 
表 2.1.2 PVC 建材の生産に係るデータ整理 
 データの収集方法 
(1) 塩ビ管 1955-2000 年データ、需要分野別の生産量 
経済産業省：塩化ビニル管産業の課題と将来展望に関する研究会
報告書 2.9) 
2001-2013 年データ 
塩化ビニル管・継手協会：塩化ビニル管・継手統計 2.10) 
(2) 樹脂サッシ 1979-2013 年データ 
樹脂サッシ工業会；塩ビサッシリサイクル合同 WG「2002～2012
年 活動・調査報告書」2.11) 
 
(1) 塩ビ管 
 塩ビ管は、1936 年、世界で初めてドイツで製造がされ、日本では 1951 年に製造が始ま
った 2.12)。現在、塩ビ管は、一般的に土木・建築用に用いられるようになっており、下水
道用、水道用、農業用水用、ケーブル保護管用などの用途に用いられている。 
塩ビ管の統計資料は既往文献 2.9)によって 1955 年-2000 年までの生産量データが示され
ているほか、出荷用途別のデータは 1989 年、1994 年から 2000 年までのデータが整備さ
れている。また、2001 年から 2013 年までの近年のデータは、塩化ビニル管継手協会のホ
ームページ内に統計データ 2.10)がある。そこで、表 2.1.2 に示す資料によるデータを用いて
1955 年から 2013 年までの塩ビ管の生産量及び需要用途を整理した。塩ビ管の需要用途別
出荷量を図 2.1.1 に示す。 
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図 2.1.1 塩ビ管の用途別出荷量 2.9),2.10) 
 
 最も出荷量が多い用途は、設備の用途であり、次いで、下水道、配水となっている。塩
ビ管の約 9 割は、建築及び土木に関連するものに利用されている事が分かる。また、生産
量は、1955 年から 1996 年まで増減はあるものの単調に増加し 2004 年を境に減少傾向に
転じ、現在は、300[kton]強の出荷量で推移している。今後の出荷量の推移については、ほ
ぼ横ばい傾向で推移すると考えられている 2.9)。 
(2) 樹脂サッシ 
樹脂サッシは、1955 年にドイツのヘキスト社が開発したのが始まりで、欧州や欧米にお
ける寒冷な地域に普及している建材であり、日本においては、1980 年代から特に寒冷地で
ある北海道を中心に普及 2.11)してきた。樹脂サッシの生産量は、国内において単独での統
計が取られていない。そこで、日本サッシ協会、樹脂サッシ工業会によって集計されたも
のを引用 2.11)した。国内における生産量の推移を図 2.1.2 に示す。 
 
 
図 2.1.2 樹脂サッシの出荷量 2.11) 
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樹脂サッシの生産量は 1996 年の 30,800[ton]をピークに減少し、2007 年に単年増加し
たものの、その後は 20,000[ton]前後を推移している。一方で、近年、住宅の省エネルギー
化に伴って樹脂サッシは注目を集めており 2012 年 3 月に 7%前後の普及率である 2.13)が、
樹脂サッシを用いた樹脂窓についても省エネルギーを促進するトップランナー製品の指定
を受け、普及率が高くなっていくことが予測されている。 
 
2.1.2 PVC 建材の製造プロセス 
ここでは、原料調達を含めライフサイクルアセスメント(LCA)的観点から原料調達から
製品製造にいたるプロセスに着目し、実態調査及び文献調査を中心に整理した。以下、表
2.1.3 に調査概要を示す。 
  
表 2.1.3 PVC 建材の製造プロセスに係る調査概要 
 調査方法 
(1) 塩ビ管 実態調査の概要 
‐バージン管・リサイクル管製造工場 1 社、 
リサイクル管製造工場 2 社 
‐塩ビ管製造プロセスの調査 
文献調査 
‐塩ビ管製造プロセス及び環境負荷 
(2) 樹脂サッシ 実態調査の概要 
‐樹脂サッシ押出・組立工場 3 社、組立工場 1 社、押出工
場 1 社 
‐樹脂サッシ製造プロセスの調査 
‐樹脂サッシの環境負荷 
文献調査 
‐樹脂サッシの再資源化手法、再資源化状況 
 
(1) 塩ビ管 
(1-1) 塩ビ管の種類 
国内で流通している塩ビ管の種類は様々あるが、再資源化という視点から分類すると、
バージン管、リサイクル三層管、リサイクル発泡三層管、排水用リサイクル塩ビ管(以下、
REP 管と省略する)、その他規格外の塩ビ管がある。塩ビ管は、日本工業規格が定める JIS
と日本水道協会が定める JWWA、日本工業用水協会が定める JIWA、日本下水道協会が定
める JSWAS や、塩化ビニル管・継手協会が定める AS 規格などによって性能基準や試験
方法、材料などについて規格化されている。 
ここでは、PVC の再資源化との関係が強いと考えられる国内規格として、JIS 規格及び
AS 規格を表 2.1.4 に示す。 
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表 2.1.4 塩ビ管の主な規格 2.14) 
規格番号 規格名 管種の概要 
JIS K6741 硬質ポリ塩化ビニル管 低圧、無圧用の管として利用されている
塩ビ管 
JIS K6742 水道用ポリ塩化ビニル管 排水管、給水管として利用されている塩
ビ管 
JIS K6776 耐熱性硬質ポリ塩化ビニル管 耐熱性を持つ塩ビ管、主な用途として
は、給湯や冷暖房の配管などに利用され
る。 
JIS K9797 
AS62 
リサイクル硬質ポリ塩化ビニル管 三層構造の塩ビ管であり、中間層にリサ
イクル原料を用いた塩ビ管 
JIS K9798 リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡
三層管 
三層構造の塩ビ管で、発泡した中間層を
持ち、その中間層にリサイクル原料を用
いた塩ビ管 
AS 58 排水用リサイクル硬質ポリ塩化ビニ
ル管(REP 管) 
単層管であり、リサイクル原料を主原料
とした塩ビ管 
規格外 ライト管と呼ばれ、JIS 規格などを取得し
ていない塩ビ管 
 
JIS 規格及び AS 規格の中で、再生原料を用いている塩ビ管として JIS K9797/AS62、
JIS K9798、AS 58 のものがある。これら 3 つの規格においては再生原料の利用が規格の
中に明記されているが、再生原料の割合までは指定されていない。また、JIS K6741 にお
いて再生原料を利用した塩ビ管を製造している事業者もあるため、JIS 規格と AS 規格の
中では、これら 4 つの規格において再生原料が用いられている事になる。また、規格外の
塩ビ管も一部製造されており、これら規格外の管についても再生原料が用いられている物
がある。国内で流通している塩ビ管の管種は、主に、これらに分類することができる。 
(1-2) 塩ビ管の製造フロー 
塩ビ管の生産フロー及び環境負荷は、塩化ビニル環境対策協議会調査研究委員会の報告
書 2.4)によって、一般的な塩ビ管である VU200（直管）の製造フローが紹介されているの
で、ここに概略を説明する。塩ビ管の製造フローを図 2.1.3 に示す。また、リサイクル三
層管、発泡三層管、REP 管については、実態調査によって製造フローを整備した。 
 
-バージン管の製造フロー 
一般的な塩ビ管は、熱可塑型押出成形方法によって製造されている。まず、PVC と安定
剤、顔料、滑剤等を混合し原料の配合が行われる。次に、これらミックスコンパウンドに
したものを押出成形機にかけて加熱、スクリューによって圧縮混錬をしながら高温の状態
でゲル化した原料が押し出される。金型を通過したパイプは、サイザーを通過し、冷却水
槽へと進入し、一次冷却が行われる。一次冷却では、成形時の高温が管の肉厚内部までは
冷却されていないことから、さらに二次冷却水槽に進入させ冷却固化し、引取機で引き取
る。この過程で管の印字が行われ、採寸し切断される。切断された塩ビ管は適合品、不良
品に分類され、不良品は粉砕され再度原料として利用される。 
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図 2.1.3 バージン管の製造フロー 
 
-リサイクル三層管・発泡三層管の製造フロー 
 リサイクル三層管・発泡三層管は、三層構造になっており、内外層はバージン管、中間
層にリサイクル原料を用いた塩ビ管である。これら塩ビ管の構造を図 2.1.4 に示す。また、
製造フローを図 2.1.5 に示す。 
 
リサイクル三層管 リサイクル発泡三層管 
   
図 2.1.4 リサイクル三層管とリサイクル発泡三層管の構造 2.15) 
 
 
図 2.1.5 リサイクル三層管とリサイクル発泡三層管の製造フロー 
 
これらの三層管の製造フローは、内外層はバージン原料同様の製造フローとなるが、再
生原料利用の前処理工程が行われる。内外層と中間層を同時に押出して成形が行われる。 
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-REP 管の製造フロー 
 ここでは、2 つの事業者の実態調査に基づいて REP 管の製造フローを整備した。REP
管は、再生原料を主原料とした塩ビ管である。事業者 P11 注)において、原料として利用さ
れる廃塩ビ管及び粉砕品を写真 2.1.1、写真 2.1.2 に示す。このように原料として利用され
る廃塩ビ管は泥汚れ等の付着物があるほか、粉砕品においても多少の異物混入が見られる
ことから、異物などの混入の影響を極力低減させる必要がある。そのため、異物の影響を
低減するためにペレット化するなどの前処理が行われ、リサイクル塩ビ管が製造される。
一方で、前処理を行うことは手間が係るため、加工端材や製造ロスなどの異物の少ないも
のを再生原料として利用する場合は、前処理を実施せずフレーク状の原料で利用すること
も可能である。 
 
 
 
 
写真 2.1.1 回収された廃塩ビ管  写真 2.1.2 購入した廃塩ビ管の粉砕品 
 
REP 管の製造フローを図 2.1.6 に示す。 
 
 
図 2.1.6 REP 管の製造フロー 
 
 REP 管は、解体現場などから回収されてきた廃塩ビ管などをフレーク状にし、再生原料
とする。異物の少ないものであれば、フレーク状のまま安定剤や顔料などの添加剤を加え
て押出成形が行われる。異物の多いものであれば、フレーク状のものをペレタイザーによ
ってペレット化し、押出時においてペレタイザー内に設置されているメッシュによって異
物除去が行われる。 
注) 次節、実態調査における中間処理及びリサイクル塩ビ管の製造をしている業者を指す。(p.29 参照) 
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(2) 樹脂サッシ 
 樹脂サッシの製造フローは、実態調査を中心にフローの整備を実施した。実態調査及び
ヒアリング調査を、国内における 3 社 4 つの事業所に行った。国内における樹脂サッシ出
荷量はおおよそ 20[kton]であり、これら調査を行った事業所における生産量の合計は、
10[kton]を上回ることから、国内生産シェアは過半を占めており、国内における樹脂サッ
シの一般的な生産体制を把握できたと考えられる。ここで、ある事業者における樹脂サッ
シの製造フローを図 2.1.7 に示す。 
 
 
図 2.1.7 樹脂サッシの製造フロー 
 
 樹脂サッシの原料は PVC 樹脂が約 8 割を占め、残りの 2 割が添加剤となっている。組
成は各社ともノウハウがあり異なっていると考えられる。これら原料が混合された後、押
出機によって加熱され、圧縮、押出成形される。押出成形された形材は水槽で冷却固化さ
れ、採寸し、裁断される。裁断された形材は、窓の枠となるように組立が行われ、様々な
部品が取り付けられるほか、形材の内部に補強材として金属製の芯材が挿入され、窓枠が
構成される。窓枠が構成された後、ガラスがはめ込まれ樹脂窓として出荷される。 
このような製造フローの中で、不良品となった樹脂サッシは、回収され再度原料として
利用される。一方で、木粉が混入されているものや軟質系 PVC が一体化されているサッ
シなどは外部に有価で売却され、外部で再資源化されている。国内における樹脂サッシの
再資源化原料の利用は、工場内の端材や不良品のみの利用となっており、実態調査を実施
した工場では市中から回収された樹脂サッシの再資源化原料の利用は行っていない。 
 
2.1.3 PVC 建材の環境負荷 
ここでは、塩ビ管及び樹脂サッシに関するインベントリデータを整理する。塩ビ管の環
境負荷に関するデータについては、事業所特有のデータとならないよう文献調査を中心に
サイロ
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行った。しかしながら、樹脂サッシについては、国内における既往研究がなされていない
ことから実態調査を中心に整備した。 
(1) 塩ビ管 
 塩ビ管の LCA に関するインベントリデータは、中澤ら 2.6)によって実施されているほか、
業界団体においても公表されている 2.4),2.5)。業界団体の報告書によって公表されているイ
ンベントリデータは、実際の市場で利用されているバージン管、リサイクル三層管、リサ
イクル発泡三層管、REP 管のインベントリデータを取り揃えているため、本研究ではこの
データを引用した。各種塩ビ管のインベントリデータを表 2.1.5 と図 2.1.8 に示す。 
  
表 2.1.5 塩ビ管のインベントリデータ 2.4),2.5) (Unit: kg-CO2/kg) 
 原料 
(バージン) 
粉砕 微粉砕 ペレット
工程 
成形加工 合計 
インベントリデータ 1.373 0.163 0.163 0.104 ‐ ‐ 
バージン管(200Φ) 1.373 ‐ ‐ ‐ 0.115 1.488 
リサイクル三層管 
(再生原料 70％) 
0.411 0.228 ‐ ‐ 0.150 0.789 
リサイクル発泡三層管 
(再生原料 30%) 
0.961 ‐ 0.098 ‐ 0.150 1.209 
REP 管 
(再生原料 100%) 
‐ 0.163 ‐ 0.104 0.217 0.484 
 
図 2.1.8 塩ビ管のインベントリデータ 2.4),2.5)  
 
 バージン管のインベントリデータをみると PVC 樹脂製造に係る負荷が大きな割合を占
めていることが分かる。また、三層管や発泡三層管においては、製造の負荷が少し上がる
ものの、バージン原料の消費量が削減となるため、全体としては CO2削減効果がある事が
分かる。100%再資源化原料を用いた REP 管においても、粉砕やペレット工程などが行わ
れるため製造に係る負荷が増加するが、原料分の CO2 排出量が軽減されるため CO2 削減
が可能となり、リサイクル管の中で、最も CO2削減効果の高い製品であると言える。 
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(2) 樹脂サッシ 
 ここでは樹脂サッシ及びリサイクル樹脂サッシのインベントリデータを把握する。樹脂
サッシは、国内において明らかにされているインベントリデータがない。そのため、ヒア
リング調査により製造に係るエネルギー消費量の情報を入手して、押出成形に係る CO2排
出量を把握した。また、PVC 以外の組成は各社のノウハウがあるため情報を得ることが出
来なかった。そこで、本研究では原料調達に係る負荷については便宜的に添加剤を考慮せ
ず PVC 樹脂のみのインベントリデータ 2.16)を用いることとした。加えて、リサイクル樹脂
サッシは国内市場にはない。そこで既往文献における形材、再生原料利用可能性に関する
押出成形の実験のフローを参考に、リサイクル樹脂サッシの製造フローを想定しインベン
トリデータを作成した。以下に、樹脂サッシの評価のバウンダリを図 2.1.9 に示す。次に、
樹脂サッシの製造に係る CO2排出量注 1)を図 2.1.10 に示す。 
 
 
図 2.1.9 樹脂サッシの評価のバウンダリ 
 
表 2.1.5 樹脂サッシのインベントリデータ注 2) 
 合計 PVC 樹脂 
(バージン原料) 
押出成形 再資源化処理 
樹脂サッシ 
(再生原料 0%) 
 
2.07 
 
1.44 
 
0.63 
 
0 
樹脂サッシ 
(再生原料 20%) 
 
1.82 
 
1.152 
 
0.63 
 
0.04 
樹脂サッシ 
(再生原料 20%) 
 
1.85 
 
1.152 
 
0.63 
 
0.07 
樹脂サッシ 
(再生原料 50%) 
 
1.46 
 
0.72 
 
0.63 
 
0.11 
樹脂サッシ 
(再生原料 50%) 
 
1.52 
 
0.72 
 
0.63 
 
0.17 
 
注 1) 樹脂サッシの再資源化処理に関する CO2排出原単位は、次節における実態調査のデータを用いている。(pp.39- 
40) 
注 2) 樹脂サッシの原料組成に関して、一般的に公表されているデータはなく各社とも企業ノウハウがあるため情報
を得ることが出来なかった。そのため、添加剤の分は検討していない。 
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図 2.1.10 樹脂サッシのインベントリデータ 
 
 ヒアリング調査より得た樹脂サッシの押出に係る CO2 排出量は 0.63[kg-CO2/kg]となる。
再生原料を用いずに全量バージン原料を用いて樹脂サッシを製造した場合は 2.07[kg-
CO2/kg]となることが分かった。再生原料を 20%用いた場合、手選別で 1.82[kg-CO2/kg]、
機械選別で 1.85[kg-CO2/kg]となる事が分かった。再生原料を 50%用いる事が可能であれ
ば、手選別で 1.46[kg-CO2/kg]、機械選別で 1.52[kg-CO2/kg]となる事が分かった。以上よ
り、塩ビ管と同様、樹脂サッシにおいても再生原料を用いる事で CO2 削減効果が得られ、
再生原料を 50%使用する事が可能となれば、再生原料を用いない樹脂サッシと比較して
25%の CO2排出量が削減可能であることが分かった。 
 以上、塩ビ管及び樹脂サッシの国内における利用状況などを、統計資料から把握したほ
か、文献及び実態調査より、塩ビ管及び樹脂サッシの CO2排出原単位を整理した。 
 
2.2 PVC 建材の再資源化システム 
 
 塩ビ管や樹脂サッシの再資源化状況を把握するためには、再資源化に係る制度や中間処
理工場などでの処理実態などを捉える必要があると言える。そこで本節では、日本国内の
塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に関する制度及び取組みついて整理する。加えて、回収
から再資源化に至る中間処理に着目し、実態調査を実施して塩ビ管及び樹脂サッシの再資
源化の現状を捉えることとした。 
2.2.1 PVC 建材の再資源化制度及び再資源化への取り組み 
(1)塩ビ管 
国内において塩ビ管の再資源化促進制度は、主に 2 つの種類がある。1 つは塩化ビニル
管・継手協会が運営している再資源化システムであり回収及び再資源化を支援する制度と
なっている。もう 1 つは、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（以下、
グリーン購入法と省略する。）など、公共建築及び土木工事において、優先的に環境物品を
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購入し、環境配慮製品の一定需要を確保する制度がある。ここでは、塩ビ管・継手協会の
再資源化システムと、グリーン購入法や各自治体の取り組みによる塩ビ管の再資源化シス
テムについて記述する。 
（塩ビ管・継手協会の再資源化システム） 
塩ビ管・継手協会が運営している再資源化システムは、1994 年から運用が開始され廃塩
ビ管の回収から再資源化に至る一連の再資源化フローを支援するシステムとなっている。
塩化ビニル管・継手協会の再資源化システムを図 2.2.1 に示す。 
 
 
図 2.2.1 塩化ビニル管・継手協会の再資源化システム 2.17) 
(塩化ビニル管・継手協会のパンフレットを参考に筆者作成)         
 
この仕組みは、主に、回収する仕組みと再生原料を購入し利用する仕組みに分ける事が
できる。回収する仕組みとして塩化ビニル管・継手協会は、中間処理会社とリサイクル協
力会社もしくは中間処理会社と契約を交わす。リサイクル協力会社には、基本金と処理量
に応じた処理金を支援金として援助し、塩ビ管の再資源化に経済的なインセンティブを与
えるような支援している。一方で契約中間処理会社は、支援金などの援助は受けていない
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が協会内のウェブ等で、回収拠点として排出事業者に周知されるため、広報としての役割
を担っていると言える。このように、塩化ビニル管・継手協会は、回収拠点を整備し、廃
塩ビ管の回収する仕組みを構築している。次に、再生原料を購入し利用する仕組みは、塩
化ビニル管・継手協会の基準に適合している粉砕品であれば、全量購入するシステムとな
っている。協会で購入した粉砕品は、管・継手メーカーに供給されリサイクル管の原料と
して消費される仕組みとなっている。リサイクル協力会社及び契約中間処理会社における
回収量の実績は、図 2.2.2 に示すとおりとなっており、再資源化システム内における回収
量は年々増加し、平成 25 年においては約 16,000[ton]の回収量となっている 2.18)。 
 
図 2.2.2 塩化ビニル管・継手協会の再資源化システム内の回収量 2.18) 
 
（グリーン購入法やその他の制度） 
再生原料を用いたリサイクル三層管やリサイクル発泡三層管、REP 管などはグリーン購
入法や、各自治体の再資源化を促進する制度の中において、特定調達品目になっている。
そのため、優先的に使用される製品となっているものの、これらリサイクル管が公共工事
で利用されるためには各行政庁の仕様書に明記されなければならない。このように、公共
工事において利用されるまでは、いくつかのハードルを越えなくてはならない。また、別
途、価格面などの項目によっても判断されることなどもある。 
2014 年 11 月時点、各行政機関の再資源化促進制度において塩ビ管の認証を行っている
ものをウェブにより調査した。塩ビ管の認証を行っている制度を表 2.2.1 にまとめる。2014
年 11 月時点では、塩ビ管は 16 の行政機関において再資源化促進制度の認証を受けてい
る。 
これらの再資源化促進制度は、認証を取得した製品を優先的に購入する制度や認証を取
得した製品を PR するなどといった広報活動の支援を行う制度などもある。優先購入の制
度となっているのは、16 の制度の内 9 つである。 
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これら制度の中には、再資源化原料や製造事業者の立地など、調達先の制約を設けてい
る制度が多く、そのような規定を設けていない制度は、環境省、神奈川県、愛知県、福岡
県の 4 つの行政機関が運用している制度のみである。これらの制度は、調達先の制約がな
いことから、国内で排出された再資源化原料を用いた製品を優先的に購入できる制度とな
っているため、調達先に制約を設けている制度に比べ、調達できる製品の選択肢が多くな
っていると考えられる。以上より、日本全体として再資源化を促進することを考えれば、
調達先の制約がない方が望ましいといえるが、制度を運用する行政機関の目的に即した制
度となっているため、管轄内の環境負荷低減や経済の活性化などの観点から地域を調達先
として設けるケースが多いと考えられる。 
 
表 2.2.1 再資源化促進制度の一覧 
 制度名 実施機
関 
制度の概要 調達先の制
約 
① グリーン購入法 2.19) 環境省 国の物品調達において、環境配慮
製品である優先的に特定品目を購
入する制度 
規定なし 
② 北海道リサイクル製品認定制度
2.20) 
北海道 道内の循環資源を利用した製品を
認定し PR を実施する制度 
道内 
(排出) 
③ 秋田県リサイクル製品認定制度
2.21) 
秋田県 県内の循環資源を利用した製品を
認定し PR を実施する制度 
県内 
(排出) 
④ 山形県リサイクル製品認定制度
2.22) 
山形県 県内で生産されたリサイクル製品
を認定する制度(広告費など補助
制度あり) 
県内 
(製造) 
⑤ 岩手県再生資源利用認定製品
2.23) 
岩手県 県内の循環資源を利用し、県内で
製造された製品の認定を行い、ま
た、優先的に購入する制度 
県内 
(排出/製造) 
⑥ 宮城県グリーン製品認定制度
2.24) 
宮城県 県内の循環資源を利用した製品も
しくは、県内の事業者で循環資源
を利用した製品を認定する制度 
県内 
(排出もしく
は製造) 
⑦ 茨城県リサイクル建設資材評価
認定制度 2.25) 
茨城県 公共工事の建設資材としてリサイ
クル建設資材を認定し、優先的に
利用する制度 
県内 
(排出) 
⑧ 彩の国リサイクル製品認定制度
2.26) 
埼玉県 県内の循環資源を利用した製品を
認定し PR を実施する制度 
県内 
(排出) 
⑨ 県土整備局公共工事グリーン調
達基準 2.27) 
神奈川県 公共工事の建設資材として認定を
取得した資材を優先的に調達する
制度 
規定なし 
⑩ 山梨県リサイクル製品認定制度
2.28) 
山梨県 県内の循環資源を利用し、県内で
製造された製品の認定を行い、ま
た、優先的に購入する制度 
県内 
(排出/製造) 
⑪ 福井県リサイクル認定制度 2.29) 福井県 県内の循環資源を利用し、県内で
製造された製品の認定を行い PR
などする制度 
県内 
(排出/製造) 
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⑫ 愛知県リサイクル資材評価制度
2.30) 
愛知県 公共工事の建設資材として認定を
取得した資材を優先的に調達する
制度 
規定なし 
⑬ 和歌山県リサイクル認定製品
2.31) 
和歌山県 県内の循環資源を利用した製品も
しくは、県内の事業者で循環資源
を利用した製品を認定し、優先購
入する制度 
県内 
(排出もしく
は製造) 
⑭ 山口県認定リサイクル製品 2.32) 山口県 県内の循環資源を利用し、県内で
製造された製品の認定を行い PR
などする制度 
県内 
(排出/製造) 
⑮ 福岡県リサイクル製品認定制度
2.33) 
福岡県 公共工事の建設資材として認定を
取得した資材を優先的に調達する
制度 
規定なし 
⑯ 沖縄県リサイクル資材評価認定
制度 2.34) 
沖縄県 県内の循環資源を利用した製品の
認定を行い、公共工事の建設資材
として優先的に調達する制度 
県内 
(排出/製造) 
 
塩化ビニル管・継手協会にリサイクル塩ビ管の販売実績についてヒアリング調査をした
ところ、会員企業及び塩ビ管・継手協会のリサイクルシステムにおける協力会社によるリ
サイクル塩ビ管の販売量が把握されており、2005 年から 2013 年にかけて増加してはいる
ものの、年間の販売実績としては 3,000[ton]弱となっている。 
このようにリサイクル塩ビ管は、グリーン購入法や各自治体における環境配慮物品の調
達制度によって、公共工事で優先的調達される建設資材となっているが、これらリサイク
ル塩ビ管を用いる公共工事の需要は、一定量あるものの排出量の削減に大きく寄与するほ
どの需要はなく、ほぼ横ばい程度の生産推移となっている。 
他方で、リサイクル塩ビ管の中にはこれら規格外の塩ビ管もあるため、リサイクル塩ビ
管の全体像を示したものではないが、今後、廃塩ビ管の排出量が、本格化することなどを
考えると、国内において需要を拡大していく事は重要であると考えられる。 
 
(2)樹脂サッシ 
 樹脂サッシは、2014 年現在、国内において排出が本格化していないと考えられているこ
とから、具体的な再資源化促進に係る制度の運用はなされていない。一方で、2002 年より
清家らと樹脂サッシの業界団体である樹脂サッシ工業会などを中心に、技術的な観点から
樹脂サッシへの再生原料利用の可能性の検証などが積極的に行われている。ここでは既往
文献 2.11)を参考にして国内における樹脂サッシの再資源化技術の検証内容について、概要
をまとめる。 
 
① 住宅解体における樹脂サッシの分離調査（2002 年、2004 年） 
 ドイツ等では、樹脂サッシの再資源化が積極的に行われている。しかしながら、海外と
日本の住宅構法は異なる事から、排出状況が異なる事が想定される。そこで、国内の解体
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
28 
 
現場において樹脂サッシの分離調査を実施し分離作業の課題を整理している。 
 
② 再生原料化の実証実験（2002 年～2004 年、2008 年～2013 年） 
 改修や解体工事より排出された樹脂サッシは、汚れや異物等の付着物がある他、樹脂サ
ッシ自体にも、多くの部品が使用されている。そのため、これらを硬質塩ビのみに選別す
るには、相当な労力がかかると想定される。そこで、本実証実験では分解・選別手法の違
いによる再生原料の異物除去や作業負荷を整理し、それら課題を抽出している。 
 
③ 再生原料利用による塩ビ押出製品の品質評価（2002 年～2004 年、2008 年～2013 年） 
市中より回収した樹脂サッシ由来の再生原料を用いて、サッシ形状の試験体を押出し、
物性値や成形性、また、生産性の検証を実施することにより、国内における製品基準を満
足するか検証している。 
このように樹脂サッシの再資源化システムを構築するために、分離調査、再生 PVC 原
料化の実証実験、再生 PVC 原料利用の検証など、様々な検証が実施されている。その中に
おいて 2002 年に品質面、生産性の観点から、実際の解体現場から回収してきた樹脂サッ
シを用いて、再生 PVC 原料利用可能量について検証が実施された。検証内容としては図
2.2.3 に示す形材の断面を用いて生産技術の観点から、再生原料が利用可能であるか検証
されている。その結果として内部層に 20%程度の再生原料を用いる事が、技術的に可能で
あることが示されている。現在も、分別手法の違いによる再生原料利用可能量についての
検証が実施されているほか、中間処理工場との分別精度向上の手法など、引き続き再生
PVC 原料を利用する検証が実施されている。 
 
 
図 2.2.3 樹脂サッシの再生原料利用可能性の検証に用いた試験体の断面図 
                          (文献 2.11)を参考に筆者作成) 
 
2.2.2 再資源化処理の実態調査 
 ここでは、実態調査を中心に塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化及び最終処分に係る施設
の調査を実施して、これら国内における PVC 建材の再資源化状況の実態を把握した。 
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(1)塩ビ管 
塩ビ管は、全国的に給排水管として利用されているほか、下水道などインフラなどの管
渠にも使用されており、全国的に利用されている建設資材である。そのため塩ビ管は、樹
脂サッシと異なり、全国区で排出されている建設資材であると言える。そこで、本研究で
は、関東圏、近畿圏、中部圏を中心に、16 の事業者を対象に塩ビ管の中間処理業者へのヒ
アリング調査を実施した。調査先の概要を表 2.2.2、位置を図 2.2.4 に示す。 
 
表 2.2.2 塩ビ管の実態調査一覧 
事業者 所在地 事業者の業務概要 再資源化
状況 
調査年月 
事業者 P1 愛知県 建設廃棄物処理、廃プラ処理 ○ 2012.01 
事業者 P2 奈良県 建設廃棄物処理、廃プラ処理 ○ 2012.07 
事業者 P3 大阪府 廃プラ処理 ○ 2012.07 
事業者 P4 茨城県 廃プラ処理 ○ 2012.07 
事業者 P5 埼玉県 廃プラ処理、リサイクル塩ビ管製造 ○ 2012.08 
事業者 P6 埼玉県 廃プラ処理、リサイクル塩ビ管製造 ○ 2013.06 
事業者 P7 埼玉県 建設廃棄物処理、廃プラ処理 ○ 2012.07 
事業者 P8 北海道 廃プラ処理 ○ 2013.06 
事業者 P9 北海道 廃プラ処理 ○ 2013.09 
事業者 P10 東京都 建設廃棄物処理 ○ 2014.07 
事業者 P11 千葉県 プラ処理、リサイクル塩ビ管製造 ○ 2014.07 
事業者 P12 愛知県 廃プラ処理 ○ 2014.07 
事業者 P13 愛知県 廃プラ処理 ○ 2014.07 
事業者 P14 愛知県 廃プラ処理 ○ 2014.07 
事業者 P15 岐阜県 廃プラ処理 ○ 2014.07 
事業者 P16 福島県 建設廃棄物処理 × 2014.10 
 
 
図 2.2.4 塩ビ管の実態調査先の位置図 
事業者P8
事業者P9
事業者P16
事業者P7
事業者P11
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事業者P5
事業者P6
事業者P10
事業者P15
事業者P14
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廃塩ビ管は、建設廃棄物全体を取り扱う産業廃棄物処理業者、廃塩ビ管のみを取り扱う
中間処理業者、廃塩ビ管の再生処理から塩ビ管製造を一貫して実施している中間処理及び
製造事業者などで実施されている。塩ビ管が排出されてから再資源化に至る主な流れは、
排出段階、選別段階、中間処理段階、再生処理段階・再生 PVC 製品製造段階に分類するこ
とができる。ここでは、この 4 つの段階に分け、塩ビ管の再資源化実態の流れを把握する。 
(排出段階) 
排出段階は、建設現場や流通段階の不良品として、塩ビ管が廃棄された段階である。排
出される塩ビ管の性状から新築現場、解体現場から排出される廃塩ビ管と、流通の過程で
傷や変色により不良品になったものの 3 つに分けることができる。 
新築及び設備工事現場などから排出される廃塩ビ管や、在庫品やキズが付いた不良品と
なった廃塩ビ管は、使用されていないことから異物などの付着物がなくきれいなものが多
い。一方で、解体現場などから排出される廃塩ビ管は、ドロ汚れや異物などが多く付着し
ているものも多く、品質としては安定していないと言える。これらの排出条件の異なる廃
塩ビ管を写真 2.2.1、2.2.2、2.2.3 に示す。 
 
 
 
 
写真 2.2.1 塩ビ管(加工端材)  写真 2.2.2 塩ビ管(不良品) 
 
 
  
写真 2.2.3 塩ビ管(使用後)   
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新築工事の現場などで排出される塩ビ管は、現場で発生する廃材が少量もしくは保管場
所等がない現場においては、分別されずに排出され、廃プラスチックとして排出される場
合もある。保管場所等が十分に確保されている場合は、一定量になるまで回収場所に保管
され、中間処理工場に有価物として直接引き渡されている。不良品や端材などは、一般的
に有価物として流通している。 
一方で、解体現場から排出された廃塩ビ管は、有価であるものもあるが、基本的に処理
費用がかかるものとなっている。また、排出段階において廃プラスチックの混合廃棄物と
して廃塩ビ管が排出されるケースもあり、その場合は、次に示す産業廃棄物処理工場にお
ける選別段階で単一の廃塩ビ管として選別が実施される。 
(選別段階) 
 廃プラスチックの混合廃棄物で排出された場合、産業廃棄物業者で、他の廃プラスチッ
クと廃塩ビ管とを分別することになる。廃塩ビ管を分別する理由としては、サーマルリサ
イクルを行う際、塩ビ管に含まれる塩素分を敬遠する事業者が多いこと、また、単一にな
れば有価で転売することが可能になることなどが理由として挙げられている。産業廃棄物
処理事業者での選別風景を写真 2.2.4、写真 2.2.5 に示す。写真で示すよう、大きなものは
ダンピングヤードなどで選別されるほか、また、その後の手選別ラインなどにおいても廃
塩ビ管の選別が行われる。 
 
 
 
 
写真 2.2.4 ダンピングヤードでの選別  写真 2.2.5 選別ラインにおける手選別 
 
(中間処理段階) 
中間処理段階では、産業廃棄物処理工場や建設現場等で選別が行われた単一の廃塩ビ管
を受入れ、粉砕品などの再生 PVC 原料を製造している。中間処理段階における異物は、泥
汚れ、ガムテープ等の付着物、金具や、ゴム等である。これらは多くの企業で手選別し分
別を行っている。受け入れた廃塩化ビニル管をヤードで、付着物があるものと無い物に選
別が行われる。写真 2.2.6 に示す付着物がないものは、破砕し粒状を整えた後、国内の塩
化ビニル製品のメーカーに原料として販売される。写真 2.2.7 に示す付着物有りの廃塩化
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ビニル管は、付着物の除去に手間が係り国内では採算が取れないため、品質要求が国内よ
りも低い、中国、台湾、韓国などの海外に輸出される場合もある。 
 
 
 
 
写真 2.2.6 異物の少ない廃塩ビ管  写真 2.2.7 付着物のある廃塩ビ管 
 
(再生処理段階及びリサイクル製品製造段階) 
再生処理段階では、廃塩ビ管の粉砕品を用いて、選別などでは取り切れない異物などの
除去や、再生原料の品質を安定させるために写真 2.2.8 に示すペレットを製造している。
中間処理施設として破砕のみの場合と、ペレットまで製造する中間処理事業者がある。ペ
レットは、国内のリサイクル塩ビ管の原料や、他の塩化ビニル製品の原料として利用され
ている。また、海外へ輸出されるケースもある。 
このような、再生原料に添加剤などを加え、REP 管やリサイクル三層管などのリサイク
ル塩ビ管が製造されている。リサイクル塩ビ管を写真 2.2.9 に示す。 
 
 
 
 
写真 2.2.8 再生 PVC ペレット  写真 2.2.9 REP 管 
 
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
33 
 
以上が、国内での塩ビ管が排出されてから再資源化に至る一般的なフローとなる。塩ビ
管は、現状、このように産業廃棄物処理業者、中間処理業者、リサイクル管製造工場など
のフローをたどり、再資源化されていることが分かった。 
以下、塩ビ管処理のまとめとして、再資源化までのフローを図 2.2.5 に示す。 
 
選別 
(解体現場) 
 異物が少ない 
廃塩ビ管 
 粉砕・ペレ
ット化等 
 リサイクル 
塩ビ管 
    
  異物が多い廃塩ビ管   韓国、台湾、中国などへ輸出 
 
  
 
 
 
  解体現場での選別  産廃処理施設での選別 
     
 
 
 
 
 
異物の少ない廃塩ビ管  異物や付着物のある廃塩
ビ管 
 汚れのひどい廃塩ビ管 
     
 
   
 
PVC 粉砕品    PVC 粉砕品 
     
国内で利用  韓国、台湾、中国へ輸出 
図 2.2.5 国内における塩ビ管再資源化の流れ 
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以上、実態調査より国内における塩ビ管の再資源化の実態のフローを明らかにした。解
体現場における塩ビ管は、基本的に分別が実施される他、埋設物についてもある程度掘り
起こされて回収されている。これらが現場で分別された場合は、直接、中間処理施設へ搬
入される場合と産廃処理施設へ混合廃棄物として搬入される場合がある。前者の場合は、
異物が少ないもの、異物があるものに選別され、異物の少ないものについては、破砕され
国内で利用される。異物があるものについては、異物除去の手間などが係るため、海外へ
輸出される傾向にある。また、異物の無いものにおいても、国内需要では消費しきれない
ことから、海外へ輸出されるものもあると考えられる。 
実態調査より塩ビ管について、再資源化可能であることが多くの事業者において認識さ
れていることに加え、特定の事業者以外は熱回収を行うような廃材に混合できないことか
ら、解体現場などで積極的に分別が行われ、高い割合で回収されていると考えられる。 
(2)樹脂サッシ 
 樹脂サッシは 1980 年頃から、北海道を中心とした寒冷地で利用されてきた建設資材で
ある。そのため、国内においては地域性が強い建設資材であると言え、2014 年現在におい
て、北海道を中心に排出されていると考えられる。そこで、本研究では、北海道を中心に、
再資源化施設及び最終処分場へのヒアリング調査を実施して樹脂サッシの排出状況ならび
に再資源化状況を把握した。 
調査先の選定は、北海道産業廃棄物処理業のリストより廃プラ処理業の許可を持つ中間
処理業者を中心にリストアップしヒアリング調査を実施した。また、別途、訪問先より紹
介のあった事業者へもヒアリングを実施した。本研究では、中間処理業者 14 事業者、最終
処分事業者 3 社、商社 1 社にヒアリング調査を実施した。実態調査の一覧を表 2.2.3、調
査先の位置を図 2.2.6 に示す。 
 
 
図 2.2.6 樹脂サッシの実態調査先の位置図 
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表 2.2.3 樹脂サッシの実態調査の一覧 
事業者名 所在地 主な業務内容 再資源化状況 
再資源化：○、最終処
分：× 
調査年
月 
事業者 S1 北広島市 廃プラ処理 ○ 2013.09 
事業者 S2 栗山町 廃プラ処理 ○ 2013.07 
事業者 S3 赤平市 廃プラ処理 ○(不良品を主) 2013.09 
事業者 S4 岩見沢市 廃プラ処理 ○(不良品のみ) 2014.01 
事業者 S5 江別市 建廃処理 × 2013.09 
事業者 S6 帯広市 建廃処理 × 2013.11 
事業者 S7 別海町 建廃処理 × 2013.11 
事業者 S8 留萌市 解体業＋建廃処理 × 2013.11 
事業者 S9 湧別町 解体業＋建廃処理+最終処分 × 2013.11 
事業者 S10 釧路町 解体業＋金属スクラップ × 2013.11 
事業者 S11 石狩市 金属スクラップ × 2013.11 
事業者 S12 帯広市 金属スクラップ × 2013.11 
事業者 S13 本別町 最終処分 × 2013.11 
事業者 S14 留萌市 最終処分 × 2013.11 
事業者 S15 紋別市 最終処分 × 2013.11 
事業者 S16 夕張市 建廃処理 取扱いなし 2013.11 
事業者 S17 美瑛町 建廃処理 取扱いなし 2013.11 
事業者 S18 石狩市 廃プラ商社 ‐ 2014.01 
 
(処理フロー) 
 樹脂サッシは、再資源化が一部の事業者で行われているものの、ほとんどが最終処分さ
れていると考えられる。その理由としては、排出される状態では、窓としてガラスや様々
な部品が取り付けられた状態で排出される。そのため、樹脂サッシのみにするには分別に
多くの手間が係ること、また、異物を除去しきれない事などが理由として挙げられ、ノウ
ハウを持つ一部の事業者のみで、再資源化されていると考えられる。 
 再資源化処理の方法としては、手解体・手選別による手法と既往文献 2.35)において試験
的に取り組まれた手解体・機械選別による方法がある。以下に、各再資源化手法の処理フ
ローを図 2.2.7、図 2.2.8 に示す。 
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① 場内で保管  ② 枠の解体  ③ 部品等除去 
 
 
 
 
 
       
 
    ④ 破砕  ⑤ 海外へ出荷 
    
 
 
 
図 2.2.7 樹脂サッシの再資源化フロー(手解体・手選別)注)  
 
 手解体・手選別は、S1 から S4 での事業者で実施されている。作業としては、まず、枠
の解体作業が行われる。次に、窓の部品や気密性を高めるための軟質 PVC の部分などが
取り除かれ、硬質 PVC のみの形材になったものを破砕機により粉砕品にして再生原料と
して出荷している。一方で、軟質 PVC が混入している再生原料は、安価になるものの海外
へは販売可能であるため、手間などを考え軟質 PVC が混在した状態で、粉砕するケース
もある。現状は、このような手解体・手選別により樹脂サッシの再資源化が行われている。 
 手解体・機械選別は、S1 の事業者が樹脂サッシ再資源化の実証実験の段階で用いた手法
である。手解体・手選別と同様に、枠の解体が行われる。次に、部品などの除去を行わず、
そのまま破砕が行われ、金属や軟質 PVC も混在した粉砕品を、比重選別プラントにより、
選別を行って硬質 PVC のみの再生原料を製造する方法である。このプラントを用いる事
で、手選別に係る手間などが大幅に削減可能となるため、効率的な再資源化処理が可能と
なる。しかしながら、このような大規模なプラント施設による処理は、一定の排出量が確
保されない場合、稼働率が低くなってしまう。2014 年時点における樹脂サッシの実態の回
収量から考えると、このような大型の選別機を導入するまでには至っていないと考えられ、
現在は、家電製品などの選別機として稼働している。以上が、樹脂サッシの主な再資源化 
注) 写真データについてはフロー図を分かりやすくするため、事業者 S1、事業者 S8 の写真を用いてい
る。 
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処理に係るフローであると考えられる。 
 
① 場内で保管  ② 枠の解体  ③ 部品等除去 
 
 
 
 
 
  
 
     
    ④ プラントによる 
比重選別 
 ⑤ 海外へ出荷 
    
 
 
 
図 2.2.8 樹脂サッシの再資源化フロー(手解体・機械選別)注) 
 
 実態調査では S5 から S15 の 11 事業者において安定型埋立て処分場への最終処分が行
われていたことから、樹脂サッシのほとんどは最終処分されていると考えられる。最終処
分をする方法は、手解体・破砕による方法と重機などによる破砕手法がある。以下、手解
体・破砕による最終処分の方法を図 2.2.9 に重機などによる破砕手法による最終処分の方
法を図 2.2.10 に示す。 
手解体による最終処分は、事業者 S8 によって行われていた。事業者 S8 では、最終処分費
を安価にすること、また、有価物である金属製の心材を取り出す事を目的とし、手解体を
実施していた。ほぼ、再資源化と同様の処理フローになるが、異物となる細かな部品や、
軟質 PVC などの除却は行わずに 15mm 以下に粉砕して、最終処分場へ処理を委託してい
た。このように手解体を実施し自社で粉砕することは、手間が係るため少ない事例である
と想定される。 
 
 
 
注) 写真データについてはフロー図を分かりやすくするため事業者 S1、事業者 S8 の写真を用いている。 
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 重機による粉砕は、事業者 S9 や S14 で行われていた。このように重機などを用いて粉
砕などする場合は、手間などをかけず処理が可能であるため、多くの事業者において重機
等による最終処分を実施していると考えられる。 
 
① 場内で保管  ② 枠の解体  ③ 有価物の分別 
 
 
 
 
 
       
    ④ プラントによる 
比重選別 
 ⑤ 最終処分 
    
 
 
 
図 2.2.9 樹脂サッシの最終処分フロー(手解体・破砕) 注) 
 
① 場内で保管  ② 重機による破砕  ③ 最終処分 
 
 
 
 
 
図 2.2.10 樹脂サッシの最終処分フロー(重機による最終処分)  
 
 以上より、実態調査を実施して樹脂サッシの処理の実態を把握し、国内においては主に
4 つの方法によって再資源化もしくは最終処分がなされていることを把握した。 
 
 
 
注) 写真データについてはフロー図を分かりやすくするため事業者 S8、事業者 S14 の写真を用いてい
る。 
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 次に、これらの処理フローにおける LCA に関連するデータとして事業者 S1 の実態のエ
ネルギー消費量に関するデータを把握した。以下に、機械解体＋機械選別の手法と、手解
体＋手選別のフロー及びエネルギー投入量を示す。これらの処理は、エネルギー源は、主
に電力である。本研究では、0.454[kg-CO2/kwh]の CO2原単位 2.36)を用いて算出する。 
 機械解体＋機械比重選別のフローを図 2.2.11 に示す。最初に、一次破砕・磁選別によっ
て、鉄芯や部品などの除去が行われる、次に比重選別により、非鉄であるステンレスやア
ルミの除去が行われる。次に、2 次破砕機によって粒度を細かくし、比重選別が行われる。 
 
 
図 2.2.11 樹脂サッシの機械解体及び機械比重選別 
  
手解体＋手選別のフローを図 2.2.12 に示す。最初に、高速カッターにより手解体された
後、手作業によって鉄芯や部品などの除去が行われる。次に、破砕機によって粉砕され出
荷される。 
  
PVCサッシ
2.353ton
フロー①
一次破砕・磁選別
高速カッター（110kw/h）
作業効率1.6ton/h
硬質PVC 1.0ton
ステンレス 0.106ton
アルミ 0.212ton
軟質PVC 0.035ton
異種プラダスト 0.045ton
フロー②
非鉄比重選別機
消費電力 55kw/h
作業効率 1.6t/h
鉄 0.955ton
電力量 161.7kwh
CO2排出量 73.4kg-CO2
電力量 80.9kwh
硬質PVC  1.0ton
軟質PVC  0.035ton
異種プラダスト 0.045ton
CO2排出量 36.7kg-CO2
ステンレス 0.106on
アルミ 0.21ton
フロー③
2次破砕機
消費電力 130kw/h
作業効率 1.6t/h
電力量
113.5kwh
CO2排出量 51.5kg-CO2
硬質PVC 1.0ton
軟質PVC 0.035ton
異種プラダスト 0.045ton
フロー④-1
選別
消費電力 25kw/h
作業効率 1.6t/h
CO2排出量 7.7kg-CO2
電力量
16.9kwh
硬質PVC 1.0ton
軟質PVC 0.035ton
異種プラダスト 0.045ton
フロー④-2
プラスチック比重選別
消費電力 40kw/h
作業効率 1.6t/h
電力量
27.0kwh
硬質PVC 1.0ton
CO2排出量 12.3kg-CO2
軟質PVC 0.035on
異種プラダスト 0.045ton
※ 電力
CO2排出原単位=0.454kg‐CO2/kwh
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図 2.2.12 樹脂サッシの手解体・手選別 
 
以上、樹脂サッシの再資源化処理フローである。これら処理に係るエネルギー投入量か
ら排出される CO2 排出量を表 2.2.4 に示す。機械解体+機械選別による処理は、181.6[kg-
CO2/ton]となり、手解体+手選別による処理は、56.9[kg-CO2/ton]となる事が分かった。機
械解体+機械選別による処理は、ほとんどが機械による処理であることから、手解体+手選
別より大きな CO2排出量となっているが、これらは単純に比較されるものではない。再資
源化システム構築においては、それぞれの特性を生かし処理を実施する事が重要であると
言える。 
 
表 2.2.4 樹脂サッシの選別手法別 CO2排出量(Unit : kg-CO2/ton) 
処理方法 合計 一次破砕 
+磁選別/手解体 
非鉄比重選
別/破砕 
二次破砕 プラスチッ
ク比重選別 
手解体+機械選別 182 73 37 52 20 
手解体+手選別  57  1 56 - - 
※(機械解体+機械選別の項目/手解体+手選別の項目)  
 
ここでは上記より得られたデータを用い、手解体+機械選別による再資源化、手解体+手
選別による再資源化手法、手解体+粗破砕による最終処分、重機による最終処分のプロセス
を以下のように仮定して樹脂サッシ処理に係る CO2排出原単位を得た。以下に得られた結
果を図 2.2.13 に示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
PVCサッシ
2.353ton
フロー①
手解体
高速カッター（0.75kw/h）
作業効率0.9ton/h
硬質PVC
1.0ton
フロー②
破砕機
消費電力 37kw/h
作業効率 0.3t/h
鉄 0.955ton
ステンレス 0.106ton
アルミ 0.212ton
軟質PVC 0.035ton
異種プラダスト 0.045ton
電力量 1.961kwh
CO2排出量 0.89kg-CO2
電力量 123.3kwh
硬質PVC 1.0ton
CO2排出量 55.99kg-CO2
※ 電力
CO2排出原単位=0.454CO2-kg/kwh
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処理方法① 機械解体+機械選別による再資源化；上記で得られたデータ 
処理方法② 手解体+手選別による再資源化  ；上記で得られたデータ 
処理方法③ 手解体+粗破砕による最終処分  ；処理方法②+既往研究 2.37)による安定型最終処分の 
CO2排出原単位 
処理方法④ 重機による最終処分       ；安定型最終処分の CO2排出原単位 
 
処理方法 (kg-CO2/ton) 
手解体+機械選別 182 
手解体+手選別  57 
手解体+粗破砕による最
終処分 
 58 
重機による最終処分   5 
 
図 2.2.13 樹脂サッシの処理に関する CO2排出原単位 
 
 樹脂サッシの処理に係る CO2 原単位は、機械解体+機械選別による手法が最も大きな値
となり 182[kg-CO2/ton]となった。次に、手解体+手選別は 57[kg-CO2/ton]、手解体+粗破
砕は58[kg-CO2/ton]となりほぼ同程度の値となった。最終処分は5[kg-CO2/ton]となった。 
 以上、樹脂サッシの中間処理場を中心とした再資源化の実態調査により、国内における
樹脂サッシの再資源化状況などを把握した。加えて、再資源化及び最終処分のフローを把
握し、処理に基づいた CO2排出原単位を把握する事ができた。 
2.2.3 PVC 廃材の海外への輸出状況 
 実態調査により、多くの事業者が塩ビ管や樹脂サッシを再生原料として海外へ輸出して
いることが分かった。ここでは財務省の貿易統計 2.38)のデータを引用し、海外への PVC 廃
材の輸出動向を分析する事とした。この統計では、PVC 廃材の種類毎には詳細な分類がな
されていないため各製品の細かな分析は可能ではないが、再生 PVC 原料の動向に関して
輸出状況を全体的に捉えることは可能である。2002 年から 2013 年までの PVC スクラッ
プの輸出動向を表 2.2.5 と図 2.2.14 に示す。 
PVC 廃材の輸出動向を分析すると、2002 年から 2013 年まで単調に増加しており、2002
年において28[kton]の輸出であるのに対し 2013年においては約4倍に相当する102[kton]
が国内から輸出されている事が分かる。 
0.0 50.0 100.0 150.0 200.0
①機械解体+機械選別
(再資源化)
②手解体+手選別
(再資源化)
③手解体+粗破砕
(最終処分)
④重機による粗破砕
(最終処分)
(kg-CO2/ton)
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主な、輸出先としては 2008 年以降大きな変化はなく、韓国、台湾、中国、香港へ輸出さ
れている事が分かる。 
 
表 2.2.5 PVC 廃材の輸出動向 2002-2013(Unit : kton) 2.38) 
  2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
韓国 0 0 1 2 2 5 18 25 27 33 32 31 
中国 11 10 3 2 7 9 13 14 17 19 23 24 
台湾 11 14 19 20 24 29 26 23 29 24 25 34 
香港 5 4 8 15 12 12 13 14 15 11 9 8 
ベトナム 0 0 0 1 1 1 0 1 1 0 0 0 
タイ 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 
シンガポー
ル 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
マレーシア 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 4 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 28 30 33 40 45 57 71 77 89 90 93 102 
 
 
図 2.2.14 PVC 廃材の輸出動向 2.38) 
 
 以上より、国内で排出される廃塩ビ管や樹脂サッシ、他の PVC 製品より構成される PVC
廃材は、再生 PVC 原料として 100[kton]前後が海外へ輸出されている事が分かった。この
値は、国内における年間の PVC 樹脂の需要の 10 分の 1 にあたり、多くの PVC 廃材が再
生原料として輸出されていると言える。塩ビ管については、PVC 製品の中でも最も国内で
の生産量が多い製品であることから、多くが輸出されている想定される。 
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2.3 PVC 製品及び建材の排出量推計 
 
ここでは、塩ビ管と樹脂サッシを中心に PVC 製品全体の排出量を推計し、2011 年を基
準としたマテリアルフロー内における排出量を把握するとともに、塩ビ管や樹脂サッシの
排出が本格化した排出状況を明らかにする事を目的とする。 
現在、塩ビ管と樹脂サッシの排出量は公的な統計などで公表されているものがないため
国内におけるこれら建材の排出量は明らかにされておらず、2011 年を基準年とした PVC
建材のライフサイクルをとおした資源の流れを把握するためのマテリアルフローは明らか
とされていない。加えて、塩ビ管や樹脂サッシにおける排出の本格化は、使用年数が長期
間にわたることから市場投入から排出されるまでタイムラグがある。そのため、他の既往
研究などにおいても、排出が本格化する時点での排出量は明らかとされていない。 
そこで本節では、PVC 製品及び PVC 建材の排出量を推計してマテリアルフローの基準
年である 2011 年の排出量を明らかにする事とし、加えて、塩ビ管及び樹脂サッシの排出
が本格化する時期の排出量を把握するために、2011 年時点の排出量だけでなく 2050 年に
至る将来の排出量についても推計することとした。 
2.3.1 既往研究の整理 
PVC 製品の排出量推計等に関する既往研究として、2000 年に中井ら 2.2)によって国内に
おける PVC 製品を対象に推計がなされている。この研究では、PVC 製品の区分を産業別
の需要データとして扱い、排出量を俯瞰的に推計したものであるため、各 PVC 製品の内
訳については詳細に把握することができない。そのため同手法による排出量推計では、塩
ビ管と樹脂サッシの排出量は把握できないことから、製品出荷量ベースでの推計が望まし
いと言える。他方、2013 年において中国では Y Zhou らによって 2050 年までの中国国内
の PVC 製品の排出量が予測されている 2.39)。この推計では、過去に遡及した PVC 製品の
生産量の暦年データと人口推計及び PVC 樹脂の需要増加を見込んだ排出量推計が行われ
ている。 
2.3.2 排出量推計の方法と関連データの整理 
ここでは、各 PVC 製品に対して、主に塩ビ管及び樹脂サッシの排出量を明らかにする
ことを目的としていることから、各 PVC 製品の排出量を明らかにするための排出量推計
が望ましいと言える。そこで、本研究では、PVC 製品の排出量推計を、Y Zhou らの排出
量推計を参考に、各 PVC 製品の統計資料を用い国内への出荷量を把握したほか、将来の
需要推計を含め、各 PVC 製品の投入量データを整備した。次に、中井らの排出量推計を参
考にし、各 PVC 製品の排出量は耐用年数に基づき正規分布に従い排出されると仮定した
手法を用いて、各 PVC 製品の排出量推計を行うこととした。 
 以下に、排出量の推計方法の手順を図 2.3.1 に示す。 
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 プロセス 1  
PVC 原料及び製品の生産量の
暦年データ整理と推計 
 プロセス 2  
PVC 製品の寿命推計(建築の
み) 
 
     
 プロセス 3  
PVC 製品の残存曲線の設定 
 プロセス 4 
生産量データと残存曲線を
用いた推計 
 
図 2.3.1 PVC 製品及び建材の排出量推計の手順 
 
 プロセス 1 では、統計資料などを用い過去に遡及した PVC 製品に関する暦年データの
整備を行い、過去に市場投入された PVC 製品の全体像を把握する。 
 プロセス 2 では、PVC 製品の耐用年数の設定を行う。本研究では、主に塩ビ管や樹脂サ
ッシなどの PVC 建材に着目していることから、これら PVC 建材の耐用年数は建築寿命に
対応していると考えられることから、建築寿命を推計し、その建築寿命を耐用年数とした。
また、他の製品については、既往研究の耐用年数 2.39)を採用した。 
 プロセス 3 では、各 PVC 製品の耐用年数を参考にし、ワイブル分布によって求められ
る確率密度関数を用いて残存曲線を推計した。 
 プロセス 4 では、上記のプロセスにより得られたデータを用いて、排出量の推計を行っ
た。 
PVC 製品及び建材の排出量推計に用いたデータを表 2.3.1 にまとめる。 
  
表 2.3.1 PVC 製品及び建材の排出量推計に用いたデータ 
排出量推計に用いたデータ 情報の入手先及び作成方法 
PVC 樹脂の国内生産量及び国
内需要データ 
1955-2013 塩ビ工業・環境協会の統計データ 2.40) 
2014-2050 推計 国立社会保障・人口問題研究所  
人口推計データ 2.41) 
PVC 製品の出荷量 -塩ビ管 
1955-2000 既往文献による統計データ 2.9) 
2001-2013 塩化ビニル管・継手協会の統計データ 2.10) 
-樹脂サッシ 
1978-2012 既往文献による統計データ 2.11) 
-その他 PVC 製品 
塩ビ工業・環境協会が公表している製品別の PVC 樹脂出荷
量統計データ 2.42) 
PVC 製品の耐用年数 -塩ビ管、樹脂サッシ(建築) 
推計 住宅土地統計調査 2.43) 
-その他製品 
Yucheng Zhou らによる既往研究 2.39) 
 
(PVC 樹脂の国内生産量及び国内需要データ) 
 PVC 樹脂の生産量などについては、経済産業省(旧通商産業省)などでも統計が取られて
いるが、輸出状況などは把握されていない。一方で、塩ビ工業・環境協会がウェブ上で提
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供している PVC 樹脂の暦年データは、輸出動向も把握されている。そこで、本研究では塩
ビ工業・環境協会が提供している統計データを用いることとした。国内における PVC 樹
脂の生産及び消費等の動向を図 2.3.2 に示す。 
 
 
図 2.3.2 PVC 樹脂の生産及び消費等の動向 2.40) 
 
日本の PVC 樹脂生産は、1950 年頃から生産が行われており、1969 年には、1,000[kton]
の生産量及び消費量となっている。1990 年頃までは、ほぼ国内向けの生産を行っており約
2,000[kton]の国内需要があった。1990 年以降は、輸出用の PVC 樹脂の生産量が伸びる一
方で、国内需要は減少傾向にあり、2013 年における国内需要は約 1,070[kton]、輸出用は
約 350[kton]となっている。 
次に、2014 年から 2050 年の期間については将来の需要を推計することが必要となるた
め、以下、塩ビ管及び樹脂サッシを中心に PVC 製品の将来需要を変動させる要素を整理
する。 
塩ビ管の使用用途別出荷量の詳細は、2001 年に経済産業省で行われていた塩ビ管に関
する動向調査の研究会の報告書 2.9)内で記述されており、1988 年、1994 年から 2000 年ま
での 7 年間の用途別出荷量が示されている。塩ビ管の用途別出荷量の変遷を図 2.3.3 に示
す。 
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図 2.3.3 塩ビ管の用途(1998,1994-2000 年)(Unit:kton) 2.9) 
 
建設設備用の用途が最も多くなっており、その他、建築用として水道用、ケーブル保護
用などの用途があり、塩ビ管全体の約 6 割を建築用の用途で占めている。次に、土木用の
塩ビ管として下水道、農業用水用の用途があり、これら土木用の用途は約 3 割程度である。
上述したとおり、大部分が建築用と土木用である。塩ビ管は他の樹脂管と比較し、耐久性
が高いことなどからこのように塩ビ管の用途は、引き続き、同一の用途で使用されていく
と考えられる。以上より、塩ビ管の将来需要は、建築着工数及び上下水道網の整備工事の
総距離に依存していくと想定され、塩ビ管の将来需要について考察すると、主に、建築着
工数と上下水道網の整備工事の総距離であると考えられる。建築着工数で計上される建築
の区分は、大きく分類し一般建築物と住宅に分類することができ、一般建築物の需給変動
の間接的な因子は、経済活動や建築物の使用人口に比例し変動すると考えられ、住宅は、
経済活動及び国内総人口に比例すると考えられる。次に、上下水道網の整備工事の総距離
は、都市の給水及び排水処理網の整備が主目的であるため、都市人口に基づき計画され各
自治体の普及率目標によって工事総量が決定される。国内における 2015 年度の上水道等
の普及率は 97.7%2.44)、下水道の普及率は 2014 年時点で 77%2.45)となっている。上水道等
の整備は高止まりと考えられるが、下水道工事においては、老朽した管渠の改修工事や普
及率向上を目指した下水道網の整備工事が見込まれるため、今後も継続的に、一定量の塩
ビ管の需要はあるとは考えられるものの、需要が増加することは考え難い。以上より、上
下水道用の塩ビ管需要を上下水道網の整備工事の総距離については、国内総人口に比例す
ると考えられる。一方で、競合管としてポリエチレン管などが考えられるが、これらは給
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水管への利用が一般的であることからポリエチレン管の普及が総需要に与える影響は大き
くないと考えられる。 
樹脂サッシは、旧来、寒冷地を中心とした住宅の開口部に用いられてきた建設資材であ
る。そのため、現時点での需要は、北海道や東北地方などの寒冷地における住宅着工に依
存していると考えられるが、近年、熱的性能の高い建材であることから省エネルギー性能
を実現させる建材として、北海道及び東北地方だけでなく、東北地方以南の関東地方にも
普及の兆候がある。現在、国内普及率は 1 割前後の市場占有率となっているが、今後、住
宅の省エネルギー政策により国内普及率の向上が見込まれ需要も増加すると考えられるほ
か、エネルギー価格の高騰時には、暖房費用等の削減に寄与できる建材として普及するこ
とも考えられる。 
その他 PVC の用途として、建材、電気・機械、農業用、容器包装・雑貨などにも用いら
れている。建材の需要は、建築用の塩ビ管などと同様に建築着工数に依存していると考え
られる。電気・機械の需要は、電気製品の生産量及び機械受注量に依存し、需要を左右す
る因子は経済活動及び人口が間接的な要因として考えられる。農業用の用途は、温室用の
ビニルシートとして用いられているのが主要な用途であり、需要として農業生産量に依存
していると考えられる。農業生産量の需要を変動させる要因は、外食産業経済活動や人口
に影響していると考えられる。容器包装・雑貨の需要は、日用品・雑貨の消費量に依存し
ており、消費需要に影響を与える因子として経済活動や人口などが考えられる。 
以下に、各 PVC 製品の需要に影響する因子として考えられるものの概要を表 2.3.2 にま
とめる。 
 
表 2.3.2 各 PVC 製品の需要に関連すると考えられる因子 
製品 直接的な因子 間接的な因子 政策的な因子 
塩ビ
管 
建築用 建築着工数 
 
経済活動 
人口 
都市整備政策 
住宅政策 
上下水道用 上下水道網の延長・改修工事の総
距離 
人口 上下水道の整備計画 
樹脂サッシ 住宅着工数 
樹脂窓普及率 
経済活動 
人口 
エネルギー価
格 
住宅の省エネルギー政
策 
その他 
(建材) 
建築着工数 経済活動 
人口 
都市整備政策 
住宅政策 
その他 
(電気・機械) 
機械受注 
電気製品の生産量 
経済活動 
人口 
 
その他 
(農業) 
農業生産量 経済活動 
人口 
農産品生産政策 
その他 
(容器包装・雑貨) 
日用品・雑貨の消費量 経済活動 
人口 
特になし 
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以上の整理から、塩ビ管及び樹脂サッシ、その他の製品の将来需要に影響を与える因子
としては、経済活動、人口、エネルギー価格などの因子に影響を受けていると考えられる。
経済活動の代表的な指標として国内総生産(GDP)があるが、リーマンショックやアベノミ
クスなど経済動向や政策に大きく左右されることから不確実性の要素が大きい。また、樹
脂サッシの需要の因子としてエネルギー価格が考えられるが、昨今のシェールガスの開発
や世界の石油需要の低迷などによる石油価格の暴落に代表されるよう石油等の需給関係に
より急激な変動を来すことから、不確実性の要素が大きい指標であると言える。一方で、
全製品の需要変動に与える共通因子としては人口があり、国立社会保障・人口問題研究所
によって 2050 年までの人口推計が行われている。この人口推計は、日本人の年齢ごとの
コーホートと平均寿命から推計されており、他の指標と比較し不確実性の要素は小さいと
言える。以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要推計は、不確実性要素が小さく共通
的な因子である人口推計に比例すると仮定して推計を行うこととし、将来推計人口 2.41)と
1 人当たりの PVC 樹脂消費量を用いて、2014 年から 2050 年までの PVC 樹脂の需要を推
計する。以下に、PVC 樹脂の算定式(2.1)を示す。 
 
D(t)2014-2050 = 8.4(kg/人)×P(t)  (2.1) 
 
 ここで D(t)=PVC 樹脂の国内需要量、P(t)=日本の将来人口推計 
 
以上より、1955 年から 2013 年までの統計データと、2014 年以降の推計データを統合
した 1955 年から 2050 年までの統計データを図 2.3.4 に示す。 
 
 
図 2.3.4 PVC 樹脂の需要モデル 
 
 国内の需要は、1997 年に 2,000[kton]とピークを迎え、それ以降、減少傾向にあり、2009
年においては 960[kton]と 1,000[kton]を割る水準にまで落ち込む、それ以降は、大きな需
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要変換もなく 2014 年以降、人口減少に伴い穏やかに需要も減少していく、PVC 樹脂の需
要モデルとなった。 
 
(PVC 製品の国内生産量) 
 PVC 製品の国内生産量について塩ビ管及び樹脂サッシは、個別の統計データがある。そ
の他の製品については、個別のデータがないため、塩ビ工業・環境協会が公表している PVC
製品別の PVC 樹脂出荷量 2.44)と PVC 樹脂の需要モデルを用いて推計した。以下に、PVC
製品の算定式(2.2)を示す。 
  
Pk(x)=[D(t)-P(t)塩ビ管+樹脂サッシ]×Rk(t) (2.2) 
 
ここで、Pk(x)=国内における PVC 製品 k の出荷量、Rk(t)=PVC の国内需要全体に対す
る PVC 製品 k の出荷比率、t=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 次に、本研究では塩ビ管及び樹脂サッシに着目していることから、その他の製品につい
ては、次章における韓国、台湾、中国の排出量予測と統一するために、表 2.3.3 に従って
分類した。以上の推計及び分類によって得られた日本における PVC 樹脂の生産モデルを
図 2.3.5 に示す。 
表 2.3.3 PVC 製品の分類及び耐用年数 
分類 品目 耐用年数 
塩ビ管(建築) 塩ビ管の資料 2.9)より用途を分類 40年 (次節による推計結果) 
塩ビ管(土木) 50年 
樹脂サッシ 樹脂サッシ 2.11) 40年 (次節による推計結果) 
板材 板材 10年 
被覆材 被覆材 15年 
その他(建築/土木) 継手、雨水升、雨樋 40年(次節による推計結果) 
その他(1 年) フィルム 1年 
その他(3 年) 皮、その他 3年 
その他(5 年) その他異形押出、壁紙、床材 5年 
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図 2.3.5 PVC 製品及び建材の生産モデル注) 
  
塩ビ管は、1970 年代頃から本格的に投入されるようになり、それ以降、年間の出荷量は
300[kton]以上を維持している。1996 年が最大の需要となっており約 560[kton]の出荷量
となる。それ以降は、穏やかな減少傾向に転じ 2010 年以降は 350[kton]弱の需要となって
いる。一方で、樹脂サッシは 1996 年に約 30[kton]の出荷となるが、以降、建築需要の低
下などにより減少傾向にあり 20[kton]強の出荷量として推移している。全体として PVC
製品の出荷状況をみると耐用年数の長い製品が過半を占めている事が分かる。 
 
(PVC 製品の耐用年数及び残存曲線) 
 PVC 樹脂の多くが塩ビ管及び樹脂サッシなどとして、建築及び土木用に使用されてい
る。廃棄物発生量の推計においては、耐用年数の違いによって大きな影響がでることから、
建築寿命を詳細に把握することは重要なことである。そこで、本研究では川本らの既往研
究 2.46)を参考にして住宅土地統計調査 2.43)を用いて推計を実施した。この推計手法では、
時系列ごとに住宅の滅失件数を捉え、カプラン・マイヤー法注)を用いた推計となっている。
以下に、カプラン・マイヤー法による残存曲線の推計式(2.3)を下記に示す。 
 
S(t) ＝ S(t-1)×(1-r/n)  (2.3) 
(1-r/n)≒αt  
 
ここで、S(t) ; ある期間までの累積残存数 t ; 住宅の残存期間 n ; 測定期間の残存数 
r ; 測定期間の滅失数 α ; 1 年の残存率 
 
 
注) 塩ビ管 2.9),2.10)及び樹脂サッシ 2.11)は統計データより引用している。 
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1998 年と 2008 年の住宅土地統計調査を用いて住宅の減少分を把握した。その結果を図
2.3.6 に示す。 
 
 
図 2.3.6 国内における各年代別住宅ストックの減少(1998-2008) 
  
 住宅の建築年数が、古いものになるにつれて 10 年あたりの残存率が低くなっている。
このことから、古い建築物(古くに投入された PVC 建材)の方が、排出されやすい傾向にあ
ると言える。 
次に、10 年あたりの残存率から、1 年あたりの残存率とその近似曲線を求めた。結果を
図 2.3.7 に示す。 
 
 
図 2.3.7 1 経過年あたりの残存率及び近似曲線 
 
 
 
注) カプラン・マイヤー法とは免疫学で用いられ、個体の減少数と経過時間より、時系列的な生存率を推
計する手法である。近年は、建築の住宅寿命の推計などに用いられている。 
0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1950年以前 1951 ～ 1960年1961 ～ 1970年1971 ～ 1980年1981 ～ 1990年 1991～ 1995年
2008年ストック数 1998-2008年減少分
(万
戸
)
10年間の減少分
(15年)(23年)(33年)(43年)(53年)(58年以上)2008年からの経過年
住宅の建設時期
残存率;α10=62% α10=60%
α10=71%
α10=78% α
10=83%
α10=84%
a:1998年 ストック数
b:2008年 ストック数
α10=a/b
y = -0.0008x + 1
R² = 0.9242
90%
92%
94%
96%
98%
100%
0 10 20 30 40 50 60 70
α；1年あたりの残存率
線形 (α；1年あたりの残存率)
(経過年)
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
52 
 
 1 年あたりの残存率は、15 年経過時点で約 98%から年々減少傾向にあり 53 年経過する
と約 95%となった。この図より、1 年あたりの残存率の近似曲線(y=-0.0008+1)を得た。こ
の近似曲線を、1 年の残存率として残存曲線を求めた。その結果を図 2.3.8 に示す。 
 
 
図 2.3.8 カプラン・マイヤー法による国内における住宅の残存曲線 
 
 残存曲線より、国内における住宅の平均寿命が 41 年であることが明らかとなった。以
上より、塩ビ管やサッシの耐用年数を住宅寿命と同程度とすれば、これら PVC 建材の平
均耐用年数は、おおよそ 40 年であると考えられる。そのため、本研究では、建築で用いら
れている PVC 建材においては、耐用年数 40 年と設定して推計することとした。 
 次に、表 2.3.2 にある各 PVC 製品の耐用年数を用いて正規分布に従った残存曲線を算定
する事とした。中井ら 2.2)の行った PVC 製品の排出量推計では、簡易的に耐用年数の 3 分
の 1 を標準偏差として、残存曲線を求めている。本研究では、その簡易的な手法を用いて、
各 PVC 製品の残存曲線を求める事とした。正規分布に従った確率密度関数は以下式(2.4)
に示される。 
Rk,i(t)=1-fk,i(t)    (2.4) 
 
ここで、Rk,i(t)=i 年に国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i(t)=i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i(t)=i 年に出荷された PVC 製品 k の確率密度 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
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この式(2.4)に従って得られた正規分布に基づく各製品の残存曲線を図 2.3.9 に示す。得
られた各 PVC 製品の残存曲線を用いて PVC 製品の排出量の推計を行った。 
 
 
図 2.3.9 正規分布に基づく残存曲線 
 
2.3.3 PVC 製品及び建材の排出量 
PVC 製品の排出量推計に必要なデータである PVC 製品の出荷量データ、各製品の製品
寿命及び、それに基づく残存曲線を、上記の過程により求めた。ここでは、それらのデー
タを用いて、国内における塩ビ管や樹脂サッシの排出量を捉えるとともに、PVC 製品全体
の排出量を捉える事とした。以下、PVC 製品の排出量の推計式(2.5)を示す。 
 
Gk(t)=∑Pk,i(t-1955)×fk,i(t-1955)   (2.5) 
 
ここで、Gk(t)=国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i(t)=i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i(t)=i 年に出荷された PVC 製品 k の確率密度 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
推計式より得られた 1955 年から 2050 年までの PVC 製品及び建材の排出量推計を図
2.3.10 に示す。 
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図 2.3.10 PVC 製品及び建材の排出量 
 
 PVC 製品の排出量は、1998 年がピークとなっており約 1,200[kton]の排出量となる事が
分かる。この段階では、短寿命の PVC 製品のほか、被覆材が、大部分を占めており塩ビ管
などの寿命の長い製品については、排出が本格化しておらず全体の 1 割も満たない程度の
排出量であると考えられる。2011 年においては、約 1,060[kton]となった。この理由とし
ては、短寿命である製品の需要が減少した影響が大きいと考えられる。一方で、塩ビ管や
樹脂サッシなどの寿命の長い製品においては、排出量が増加しており、全体に占める割合
としては、3 割弱程度の割合を占めるようになる。 
2050 年においては、長寿命である塩ビ管や樹脂サッシなどの排出が本格化し、PVC 製
品全体として約 1,100[kton]となる。以上より、国内における PVC 製品及び建材の排出量
を 1955 年から 2050 年までの期間において推計を実施し、PVC 製品及び建材の排出の特
徴を把握した。以下に、PVC 製品及び建材の排出の特徴から再資源化システムについて考
えると、2000 年前後までは、短寿命及び中寿命の製品であるフィルムや被覆材などの軟質
系 PVC 製品が中心に排出されていたと考えられる。そのため、過去においては、これらの
軟質 PVC 製品の再資源化システムの構築が強く望まれた時期であると言える。一方で、
2000 年以降には、塩ビ管や樹脂サッシといった寿命の長い PVC 建材の排出が、本格化し
始め、年々増加する傾向にあると考えられる。そのため、最終処分量削減の観点から 2000
年以降においては、PVC 建材の再資源化システムの必要性が年々増すと言える。 
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2.3.4 PVC 建材の将来需要の不確実性と排出量 
 
前項における排出量推計は、将来人口推計に需要が比例すると仮定し推計している。し
かしながら、各 PVC 製品の需要は、前項で考察した因子の影響を受けると考えられ、将来
需要は大きく変化する可能性もある。ここでは、これら不確実性要素を捉えるために塩ビ
管及び樹脂サッシに対して、将来需要のシナリオ設け感度分析を実施し、将来需要の変化
が排出量に与える影響を捉えることとした。 
塩ビ管は、建設設備用の用途が最も多く、次に、下水道管等の公共工事に利用されるも
のとなる。塩ビ管の需要は、塩ビ管の使用用途から下水道の公共工事に関連するほか、設
備用等の配管に関連する建築着工等に依存していると考えられる。下水道の公共工事に関
しては、日本国内における下水道普及率は 77%と高い水準である 2.45)ほか、建築需要は将
来世帯の減少により低下していく事が想定されるため、将来的な需要としては減少傾向に
なると考えられる。 
樹脂サッシは、主に、寒冷地を中心とした住宅の開口部に用いられてきた建設資材であ
る。そのため、需要は寒冷地における住宅着工との相関性が強いと考えられるほか、近年
は、熱的性能の高い建材であることから省エネルギー性能を実現させる建材として着目さ
れている。現在、国内普及率は 1 割前後の市場占有率となっている 2.13)が、今後、省エネ
ルギー政策により国内普及率の向上が見込まれ需要も増加すると考えられる。一方で、住
宅着工数は、人口減少により減少傾向にあると考えられる。 
以上、各 PVC 建材の状況より塩ビ管の需要として、公共工事が積極的に実施され、か
つ、建築需要が活発となるケースを想定して現状の 150%の需要となるケースを高位とし
た。一方、建築着工数が低迷し公共工事が実施されないケースを低位とし、現状の需要の
50%とした。 
樹脂サッシは、今後、国内の住宅において省エネルギー基準が義務化される動きがある
ため、市場占有率が大きく伸びる場合を高位のシナリオと想定し、現状の 300%の需要と
した。一方で、住宅着工数が低迷し需要が減少する場合を低位のシナリオと想定し、現状
の 50%の需要とした。 
以下、想定される塩ビ管及び樹脂サッシの将来のシナリオを表 2.3.4 に示す。 
 
表 2.3.4 塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要シナリオ 
 
製品 需要 シナリオ 想定需要
(X) 直接的因子 間接的因子 政策等の因子 
塩ビ管 建築着工数 
上下水道網の整
備工事総距離数 
経済活動 
人口 
 
都市整備政策 
住宅政策 
上下水道の整備計画 
現状 100% 
高位 150% 
低位 50% 
樹脂サッ
シ 
住宅着工数 
樹脂窓採用率 
経済活動 
人口 
エネルギー価格 
住宅の省エネルギー－政
策 
現状 100% 
高位 300% 
低位 50% 
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 以上、各シナリオの需要量について塩ビ管を図 2.3.11、樹脂サッシを図 2.3.12 に示す。 
 
 
図 2.3.11 塩ビ管の需要量 
 
 
図 2.3.12 樹脂サッシの需要量 
 
こられ各シナリオの需要量が排出量へ与える影響を下記式(2.6)によって評価した。塩
ビ管の評価結果を図 2.3.13、樹脂サッシの評価結果を図 2.3.14 に示す。 
 
Gk,i(t)=∑αk,i×Pk,i×fk,i(t-1955)  (2.6) 
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ここで、Gk(t) = 日本国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i   = i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
αk,i  =i 年に出荷された PVC 製品 k の需要係数(2011 年までは 100%) 
X = 想定需要 
k = 塩ビ管・継手、樹脂サッシ 
i = 1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 
図 2.3.13 塩ビ管の排出量 
 
 塩ビ管の排出量は、需要が現在の 2 倍となる場合、2050 年における排出量への影響は
25[kton]増の 430[kton]となる。一方で、需要を半分と想定したケースでは 13[kton]減の
392[kton]となった。2050 年における将来需要が排出量へ与える影響としては、低位で 97%、
高位で 106%となることから、人口推計に比例すると仮定し推計した排出量を 100%とす
ると、需要の増減によって 5%前後排出量へ影響を与えると考えられる。 
 このように需要の増減分の影響が小さいといえ、その要因としては塩ビ管の耐用年数の
長さが起因していると考えられる。 
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図 2.3.14 樹脂サッシの排出量 
 
 樹脂サッシの排出量は、需要が 300%となった場合、2050 年への影響として 4[kton]増
の 25[kton]となる。一方で、需要を半分と想定したケースでは 1[kton]減の 20[kton]とな
った。2050 年における将来需要が排出量へ与える影響としては、低位で 95%、高位で 119%
となることから想定した需要の増減によっては、人口推計に比例すると仮定し推計した排
出量を 100%とすると、マイナス 5%からプラス 20%の増減を与えると考えられる。樹脂
サッシの排出量は、今後の、国内における省エネルギー政策にも大きく左右され、将来普
及率の不確実性が大きいことから塩ビ管の排出量よりも振れ幅が大きいと想定される。 
 以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要量について不確実性があり 2050 年までの
排出量には、一定の影響があるものの、今回の評価範囲において塩ビ管は最大で 10%、樹
脂サッシは最大で 20%前後のズレとなることが分かり、将来需要の変化によって排出傾向
が大きく変わるような結果とはならず、今後とも排出量は増加していくことが想定される。 
0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
1955-2013 2014-2050
2
5
1
1
0
(k
to
n
)
(年)
25
高位(需要：3倍) 25kton
低位(需要：0.5倍) 20kton
将来人口推計に比例 21kton
現状の
95%-119%
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
59 
 
2.4 PVC 製品及び建材の国内マテリアルフロー 
 
本節では、前節までに収集したデータなどを用いて、国内における PVC 製品のマテリ
アルフローの作成を行う。マテリアルフローの基準年については、次章における海外との
マテリアルフローの対応をとるため 2011 年とした。 
2.4.1 マテリアルフローの作成方法と関連データの整理 
 マテリアルフロー構築においては、各プロセスにおける数量データを整備する必要があ
る。そこで、本研究では下記、表 2.4.1 に示すとおり、数量データの整備を実施した。 
 
表 2.4.1 PVC 製品及び建材のマテリアルフローのデータ 
各プロセス 参考文献等 
生産段階(PVC 樹脂) (国内生産動向及び輸出入量) 
PVC 樹脂の生産及び消費等の動向(図 2.3.2)のデータ 
消費段階(PVC 製品) (国内における PVC 製品の生産動向) 
PVC 製品の生産モデル(図 2.3.5)のデータ 
ストック (国内における PVC 製品のストック) 
PVC 製品の生産モデル(図 2.3.5)のデータと PVC 製品及び建材
の排出量(図 2.3.10)のデータを用いて推計 
再資源化及び 
埋立処分等 
(国内における PVC 製品の再資源化量とその他の処理量) 
PVC 製品の再資源化量に関する資料 2.47)及び貿易統計 2.38)によ
り推計 
 
① 生産段階 
 PVC 樹脂の国内生産量及び輸出入状況は、PVC 樹脂の生産及び消費等の動向によるデ
ータを用いた。 
② 消費段階 
 PVC 製品の生産量については、PVC 製品の生産モデルのデータを用いた。 
③ ストック 
 各 PVC 製品のストック量については、PVC 製品の生産量の累積と PVC 製品の排出量
の累積を用いて、各製品のストック量を推計した。以下に、ストック量の算定式(2.7)を示
す。 
  
 S k(2011)=∑Pk,i(2011) -∑Gk,i(2011)   (2.7) 
 
ここで、Sk(2011)=i 年における PVC 製品 k のストック量 
Pk,i(2011)=i 年における PVC 製品 k の生産量 
Gk,i(2011)=i 年における PVC 製品 k の排出量 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2011 
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④ 再資源化量及び埋立処分等 
(再資源化量) 
 本研究では、PVC 建材のマテリアルリサイクルに着目しているため、マテリアルリサイ
クルされたと考えられるものを再資源化量として捉えた。それ以外の再資源化方法として
は、ケミカルリサイクルやサーマルリサイクルなどが考えられるが、これらについては捉
えることが困難であったため、埋立処分等と分類することとした。次に、国内における再
資源化は、主に、国内の内需向けに出荷される再生原料及び、海外へ輸出される外需向け
の再生原料に分類することができる。国内における再資源化に関連する資料においては、
内需向け、外需向けの区分はない。ここでは、2006 年に産業環境管理協会が PVC 製品の
再資源化調査を行った報告書 2.47)を参考とした。この調査は、国内で再資源化された PVC
製品の総量を調査したものであることから、この調査データと貿易統計 2.37)を用いてその
差分を内需と仮定した。また、貿易統計には、詳細な分類がないことから、PVC 廃材の内
需を再資源化量の比率で按分し、各 PVC 製品の内需を求めた。参考文献にある各 PVC 製
品の再資源化量と推計した内需を表 2.4.2 に示す。 
 
表 2.4.2 PVC 製品及び建材の再資源化量；2005 年注)(Unit : ton) 
各製品 再資源化量 2.47) 輸出量 2.37) 内需(推計) 
塩ビ管・継手 21,642  
 
分類なし 
11,322 
農業用ビニル 45,206 23,650 
壁紙 35 18 
ビニル床材 49 26 
タイルカーペット 302 158 
電線被覆材 16,145 8,477 
合計 83,379 39,758 43,621 
 
表 2.4.2 で得られたデータは、2005 年のデータとなる。本研究では、2011 年のマテリ
アルフローの作成を行うため、以下のように、各製品の国内における再資源化量を推計し
た。 
(再資源化量) 
 再資源化量は表 2.4.1 に示す内需及び 2011 年における貿易統計を用いて、国内における
PVC 製品の再資源化量を算出した。以下に、算定式(2.8)を示す。 
 
 
 
注) マテリアルフローの基準年は 2011 年であるが、参考とした文献のデータが 2005 年であった。その
ため、2005 年における各 PVC 製品の再生原料の需要を推計した。国内における PVC 製品の需要は、
一定であると仮定し、得られたデータを 2011 年における各 PVC 製品の再生原料需要量とした。 
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各製品の国内再生原料需要量                        (2.8) 
= (国内での再生原料需要量)×各製品の再資源化量の割合  
   
(国内での再生原料需要量)  =  (再資源化量) - (PVC 廃材の輸出量)  
 (埋立処分等) 
 埋立処分等は、排出量から再資源化量を除いた値とした。 
 以上の設定条件により、国内における PVC 製品のマテリアルフローを作成した。 
 
2.4.2 国内における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
国内における PVC 製品及び建材のマテリアルフローを図 2.4.1 に示す。 
 
 
図 2.4.1 国内における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 
 PVC 樹脂の生産量としては、年間 1,466[kton]出荷され内 70%にあたる 1,039[kton]が
国内需要分となる。また、海外から 31[kton]の PVC 樹脂が輸入されることから、2011 年
時点の PVC バージン原料の国内需要は 1,070[kton]になると考えられる。 
 次に、バージン原料は様々な製品の原料として利用され塩ビ管には 333[kton]、樹脂サ
ッシへは 21[kton]が消費されている。これは、全体の約 30%ほどである。また、建設資材
PVC製造
1,466kton
塩ビ管
344kton
樹脂サッシ
21kton
板材
37kton
被覆材
146kton
Stock
16,614kton
Stock
545kton
排出量(建築)
142kton
排出量(土木)
58kton
排出量(サッシ)
3kton
埋立処分等
934kton
再資源化工場
134kton
輸出
90kton
0kton
3kton
141kton
59kton
再生PVC原料
(粉砕品含む)
44kton
PVCバージン
1,070kton
輸出
427kton
輸入
31kton
輸入
1kton
再生PVC原料
44kton
その他(建築/土木)
107kton
その他1年
150kton
その他3年
62kton
その他5年
219kton
Stock
542kton
排出量(板材)
68kton
Stock
2,951kton
排出量(被覆材)
238kton
Stock
5,081kton
排出量(建築/土木)
75kton
Stock
190kton
排出量(その他1年)
120kton
Stock
219kton
排出量(その他3年)
71kton
Stock
1,300kton
排出量(その他5年)
284kton
11kton
8kton
24kton
44kton
134kton
30kton
68kton
194kton
75kton
44kton
90kton
71kton
284kton
90kton
333kton
21kton
37kton
138kton
107kton
126kton
62kton
219kton
① PVC樹脂の生産 ②消費 ③ストック ④排出
⑥再資源化
⑤最終処分
⑤
最
終
処
分
1kton
※推計値は斜字
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
62 
 
として被覆材やその他の製品もあるため、全体としては過半を超えるものが、建設産業に
おいて利用されている。 
次に、これらの製品は利用され市中でストックされる。PVC 製品全体のストック量は約
27,440[kton]となり、PVC バージン原料の年間消費量の約 25 年分に匹敵するストック量
となっている。 
各製品については、耐用年数が異なるため、長寿命である製品はストックされやすく、
短寿命である製品はストックされ難い傾向にある。そのため、塩ビ管は長寿命であること、
また、最も大きなシェアを占めている製品であることから、全体の 62%にあたる
16,610[kton]が、市中にストックされていることになる。次に、その他(建築/土木)が
5,080[kton]、被覆材が 2,950[kton]となり、これら上位の PVC 製品で全体の約 90%を占
める事になる。 
 排出量は、2 章 3 節でも記述しているが 1,060[kton]となっている。排出量として最も多
い PVC 製品は、床材や壁紙、異形押出など、その他(5 年)に分類した製品であり全体の 26%
を占め 284[kton]となる。次に、被覆材が 238[kton]、塩ビ管が 200[kton]となる。 
 再資源化については塩ビ管や被覆材を中心に、その他(1 年)に該当する農業用ビニルな
どがメインで再資源化されており樹脂サッシについても、一部再資源化が実施されている。
全体の再資源化量は 134[kton]であり、排出量ベースで 13%が回収され、マテリアルリサ
イクルが行われていると考えられる。一方で、これら再資源化されたもののうち 67%が海
外へ輸出され、33%が国内で再生原料として消費されていると考えられる。 
 以上より、国内における PVC 製品のマテリアルフローから、PVC 製品のライフサイク
ルを通したフローを把握し、統計資料だけでは明らかになっていないストック量や再資源
化及び最終処分に係るフローを明らかにした。本研究では、東アジア全体の PVC 製品に
係るマテリアルフローを、俯瞰的に把握することを目的としているため、高い精度でのマ
テリアルフロー作成を目的としていない。今後、国内の PVC 製品の詳細なマテリアルフ
ロー構築には、高精度な排出量の推計手法の確立や、マテリアルフロー作成を主眼におい
た再資源化に係る詳細な統計調査などが必要であると考えられる。 
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2.5 小結 
 
本章では、国内における PVC 建材のライフサイクルを明らかにするために、実態調査
及び文献調査を行い『1)PVC 製品の生産』、『2)PVC 建材の再資源化』、『3)PVC 製品及び
建材の排出量推計』、『4)PVC 製品及び建材の国内マテリアルフロー』の 4 つの視点によ
り、PVC 建材の生産から再資源化、廃棄に至る一連の流れを把握した。以下に、本章で明
らかにしたことを記述する。 
<本章で明らかにしたこと> 
1) PVC 建材の生産 
- 塩ビ管や樹脂サッシの市場データを整理し、過去に遡及し生産量などを把握した。 
- 建材の生産方法や種類、環境負荷に関連するデータを整理した。 
2) PVC 建材の再資源化 
- 塩ビ管の再資源化促進制度や樹脂サッシの再資源化の取り組みを整理した。 
- 実態調査に基づいて塩ビ管と樹脂サッシの処理方法の実態を把握した。 
- 実態調査により樹脂サッシの LCA に関するデータについても整備した。 
  - 貿易統計により PVC 廃材の輸出動向を把握した。 
3) PVC 製品及び建材の排出量推計 
- 建築寿命の推計により塩ビ管及び樹脂サッシの寿命を把握した。 
- 排出量推計により国内における PVC 廃材の排出特性を把握した。 
4) PVC 製品及び建材の国内マテリアルフロー 
- PVC 製品及び建材のマテリアルフローを明らかにした。 
 
以上より、国内における PVC 建材のライフサイクルを明らかにして、以下の知見を得
た。国内において塩ビ管は、業界団体や行政機関が積極的に再資源化を促進する制度の運
用をしており、積極的に回収される資材となっている一方で、行政機関等における公共需
要のみに需要が限られていることから、国内需要は、十分に確保できていないと考えられ
る。そのため、回収された再生 PVC 原料は、国内の内需と比較し海外需要が旺盛であるこ
とから、海外へ輸出される傾向が強く、最終消費を含めると現状の再資源化システムは、
2 章 2 節で示したとおり、韓国、台湾、中国などの東アジアに依存した形態であると言え
る。 
 また、2 章 3 節で示した国内の排出量を考えると、塩ビ管や樹脂サッシなど耐用年数の
長い PVC 製品の排出は、年々増加する傾向にあると考えられるため、将来的には塩ビ管
や樹脂サッシといった硬質 PVC 建材の再資源化システムを構築することは、より一層社
会的に求められる状況になると言える。 
 以下に、国内の塩ビ管と樹脂サッシの再資源化の現状と課題について、表 2.5.1 にまと
める。 
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表 2.5.1 国内における PVC 製品の再資源化システム 
 PVC 製品の再資源化に係る技術 マテリアルフロー及び将来排出量推計からみた
PVC の再資源化 
現
状 
(塩ビ管) 
-塩ビ管製造技術 
再生原料利用技術は確立されており、市
場にも投入されている。以上より、実用的
な水準まで成熟していると言える。 
-分別技術 
再生原料へは、比較的、高い品質が求め
られる。中間処理工場などでは、国内向け
の出荷に関して手間をかけて分別をしてい
る。そのため、国内で手間を掛けずに海外
へ輸出する事業者が多くいる。 
(樹脂サッシ) 
-樹脂サッシ製造技術 
樹脂サッシの再資源化は、再生原料利用
の検証が行われている段階である。また、
各社ともに、現状としては再生 PVC 原料を
利用できていない。以上より、技術的に
は、検討段階であると言える。 
-分別技術 
再生原料利用は実用化されていない。業
界団体では、再生原料を樹脂サッシの原料
として安定的に利用できるよう中間処理工
場と連携し、分別技術の開発及び検証を行
っている。 
(塩ビ管) 
塩ビ管の再資源化システムは、現在、国内及び
海外の需要によって、一定量の再資源化が実施さ
れている。しかしながら、国内の需要は大きくな
く海外に依存している状況であると言える。 
 
 
 
 
 
 
(樹脂サッシ) 
 樹脂サッシの排出量は、PVC 製品の全体量か
らみると排出量の少ない製品であると言える。再
資源化はほとんど実施されておらず、今後、排出
量の増加が見込まれる。 
課
題 
(塩ビ管) 
- 再生原料の品質確保 
国内におけるリサイクル原料は、高い品
質が求められ、製造事業者と手間を掛けず
再生原料として販売したい中間処理業者と
でミスマッチが生じており、なかなか国内
需要に結び付けることができないでいる。 
- 国内需要の確保 
 海外へは、ある程度分別されていれば、
販売することが可能である。そのため、手
間を掛けたくない中間処理業者は海外へ再
生原料を輸出されていると考えられ、再資
源化システムは国内需要の確保に結びつい
ていない。 
 
 
(樹脂サッシ) 
- 再生原料の品質確保 
再資源化技術は、業界団体の努力のも
と、確立されつつある。しかしながら、再
生原料の不均一さなどの課題は、払拭され
ていない。そのため、未だ市場ベースで
は、サッシからサッシへの再資源化は実現
されていない。 
(塩ビ管) 
- 回収量の向上余地 
現在は、30%程度の回収量であることから、回
収量の向上余地は十分にあると考えられる。 
- 国内需要の限界 
今後、排出量の増加が予測され、2050 年ごろ
には、現在の倍近くの 400[kton]排出されること
が推計結果より得られている。そのため、国内需
要をより一層拡大させていく必要があると言える
が、内需にも限界があることから、最終処分量削
減などを考えると、海外への輸出も、選択肢の一
つとして検討していくべき事項であると言える。 
- 海外での適正利用 
 多くの再生原料が、海外へ輸出されているが、
再生原料の利用方法は十分に把握されておらず、
適切な用途に利用されているか把握できない。 
(樹脂サッシ) 
- 回収量がほとんどない 
現在は、10%程度の回収量であることから、最
終処分量削減のためには、回収量を向上させるこ
とが望まれる。 
- 再生原料の需要確保 
現在、再資源化されているものは、ほぼ全て輸
出されていると考えられる。そのため、サッシか
らサッシだけでなく、他の産業も含め需要を創出
していく必要があると言える。 
- 海外での適正利用 
 多くの再生原料が、海外へ輸出されているが、
再生原料の利用方法は十分に把握されておらず、
適切な用途に利用されているか把握できない。 
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<本章の課題と今後の展望> 
 
 本章における課題と今後の展望として、1)実態調査、2)排出量推計、3)マテリアルフロ
ーの 3 項目について以下に記述する。 
 
1) PVC 建材の再資源化に関する実態調査 
再資源化に係る実態調査では、塩ビ管・継手協会の再資源化システムへの協力会社中心
に、再資源化状況の実態調査を実施している。そのため、ヒアリング調査の対象に偏りが
あることには、注意が必要である。今後の展望としては、塩ビ管・継手協会の再資源化シ
ステムに参加していない事業者にも、調査対象を広げ調査を実施していくことが望まれる。 
2) PVC 製品及び建材の排出量推計 
本研究で行った排出量推計は、出荷量ベースによるものであるため、実際に回収される
排出量とは異なることに注意が必要である。現在、最もオーソライズされた排出量として
は(社)プラスチック処理促進協会によるマテリアルフロー作成のための推計値であるが、
この推計値と比較すると、本研究の推計値は 2 割程度排出量が多くなっている。この要因
として、プラスチック処理促進協会の実施している排出量推計は、1975 年以降のデータか
ら推計されていることなどが理由として考えられる。一方で、塩ビ管に対する実統計とし
ては、非公表ではあるものの建設副産物実態調査による統計もある。しかしながら、全て
の工事を対象に調査が行われていないほか、有価で取引される場合、計上されない可能性
もあるなど、この実統計についても、排出量は網羅的に把握できていないと考えられる。
以上より、これら公的機関などによる各推計値及び統計値について、それぞれの特性を把
握し、かつ、比較しつつ排出量の妥当性を検証していき、排出量推計の精度を向上させて
いくことが望ましいと言える。 
次に、本研究は、日本だけでなく、韓国、台湾、中国におけるマテリアルフローのモデ
ル化を目的としている。そのため、本章で行った推計方法は、各国において注)推計方法を
ある程度統一する必要があることから、塩ビ管及び樹脂サッシ以外の各製品の耐用年数は、
Y Zhou らが中国を対象とした PVC 製品の排出量推計で用いた設定値を引用している。加
えて、将来需要に関しては、国立社会保障・人口問題研究所が公表している人口推計に需
要が比例すると仮定して、排出量の推計を行っているため、将来需要のシナリオを設けた
感度分析を行い排出量推計の妥当性を検証している。今後、精度の高い排出量の推計を行
うのであれば、各 PVC 製品の耐用年数を詳細に把握する必要があるほか、国内需要量及
び排出量に対し、人口推計だけではなく、他に相関性の強い統計値として考えられる GDP
や建築着工予測など、他統計との相関性を回帰分析等により検証し、相関性を加味できる
比例ハザード曲線などを用いた排出量推計を行うことにより精度を上げていくことは可能
であると考えられる。 
注) 3 章で韓国、台湾、中国においても同様の推計手法を用いて排出量を推計している。 
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3) PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
本研究で作成したマテリアルフローは、投入側の生産データは公的機関が公表している
データによって詳細に整備されている一方で、ストック量や排出量及び再資源化量に関し
ては詳細な統計が取られていない。そのため、排出量推計と同様に、排出量や再資源化量
について実態統計などと比較しつつ判断する必要があると言える。 
 
以上のような課題はあるものの、PVC 建材の再資源化の実態及び PVC 製品及び PVC
建材の排出量及びマテリアルフローを把握したことは、本研究における一定の成果である
と言える。
2 章 国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
67 
 
参考文献 
 
2.1) 塩ビ工業・環境協会：産業分野別需要構成比,<http://www.vec.gr.jp/lib/lib2_1.html>  
(参照 2014.9.28) 
2.2) 中井和彦,内海秀樹,寺島泰：塩化ビニル樹脂のストック量と廃棄物の予測及びマテリアルフローの 
解明,第 28 回環境システム研究論文発表会講演集,pp.113-120,2000.10 
2.3) (社)プラスチック循環利用協会：2013 年 プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の 
状況 マテリアルフロー図,pp.4-5 ,2014.12 
2.4) 塩化ビニル環境対策協議会,調査研究委員会：塩化ビニル樹脂加工製品の LCI データ調査報告書, 
1999.10 
2.5) 塩ビ工業・環境協会：塩化ビニル製品のリサイクル・処理処分の LCI 調査報告書,2001.3 
2.6) 中澤克仁、酒井清次、片山恵一、安井至:ポリ塩化ビニル製品のライフサイクルにおける環境負荷分 
析,日本エネルギー学会 Vol.86,pp339-345,2007 
2.7) M Asif, T Muneer and J Kubie ： Sustainability analysis of window frames, Building Services 
Engineering Research and Technology, Vol.26 , pp.71-78, 2005 
2.8) Heinz Stichnothe , Adisa Azapagic：Life cycle assessment of recycling PVC window frames, 
Resources, Conservation and Recycling ,Vol71,pp.40-47,2013 
2.9)  経済産業省：塩化ビニル管産業の課題と将来展望に関する研究会報告書,2001.11 
2.10) 塩化ビニル管・継手協会：塩化ビニル管・継手統計目次, <http://www.ppfa.gr.jp/04/index.html>  
(参照 2014.9.28) 
2.11) 日本サッシ協会,樹脂サッシ工業会,塩ビ工業・環境協会：塩ビサッシリサイクル合同 WG「2002～
2012 年 活動・調査報告書」,2013.5 
2.12) 塩化ビニル管・継手協会:水道用ゴム輪形硬質ポリ塩化ビニル管の耐震技術資料,p.10,2014.10 
2.13) 社団法人日本サッシ協会:住宅用建材使用状況調査,2012.3 
2.14) 塩化ビニル管・継手協会：製品の規格, <http://www.ppfa.gr.jp/02/index-c01.html>  
(参照 2014. 9.29) 
2.15) 塩化ビニル管・継手協会：リサイクル管について, 
<http://www.ppfa.gr.jp/recycle/standard/index.html> (参照 2014.9.29) 
2.16) 一般社団法人 プラスチック処理促進協会：石油化学製品の LCI データ調査報告書<更新版
>,p.26,2009.3 
2.17) 塩化ビニル管・継手協会：硬質塩ビ管・継手 RECYCLE(塩化ビニル管・継手協会パンフレット) 
2.18) 塩化ビニル管・継手協会：リサイクル受入量< http://www.ppfa.gr.jp/recycle/rate/index.html> 
(参照 2014.9.29) 
2.19)  環境省：グリーン購入法 net. 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律, 
< http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/houritu.html > (参照 2014.11.25) 
2.20) 北海道：北海道リサイクル製品認定制度, 
< http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/jss/recycle_2/ninteiseido/ninteiseidotop.htm>  
(参照 2014.11.25) 
2.21) 秋田県：秋田県認定リサイクル製品 Web サイト,<http://common3.pref.akita.lg.jp/recycle/>  
(参照 2014.11.25) 
2.22) 山形県：山形県リサイクル製品認定制度, 
< http://www.pref.yamagata.jp/kurashi/kankyo/recycle/7050010mainpage.html>  
(参照 2014.11.25) 
2.23) 岩手県：山形県リサイクル製品認定制度, 
< http://www.pref.iwate.jp/kankyou/seisaku/nintei/009564.html> (参照 2014.11.25) 
2.24) 宮城県：宮城県グリーン製品認定制度, 
< http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankyo-s/ninteiseido.html > (参照 2014.11.25) 
2.25) 茨城県：茨城県リサイクル建設資材評価認定制度, 
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<http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01class/class03/08recycle/contents1.htm>  
(参照 2014.11.25) 
2.26) 埼玉県：彩の国リサイクル製品認定制度,<http://www.pref.saitama.lg.jp/site/recycle-ninteiseido/>  
(参照 2014.11.25) 
2.27) 神奈川県：県土整備局公共工事グリーン調達基準,<http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7309/>  
(参照 2014.11.25) 
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2.29) 福井県：福井県リサイクル認定,<http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7309/> (参照 2014.11.25) 
2.30) 愛知県：愛知県リサイクル資材評価制度, 
<http://www.pref.aichi.jp/kensetsu-kikaku/recycle/H26pamphlet.pdf> (参照 2014.11.25) 
2.31) 和歌山県：和歌山県リサイクル認定製品, 
<http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/032000/nintei/nintei_top.html#Anchor-b >  
(参照 2014.11.25) 
2.32) 山口県：山口県認定リサイクル製品, 
<http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15700/22zeroemi/r-seihin.html >  
(参照 2014.11.25) 
2.33) 福岡県：福岡県リサイクル製品認定制度,< http://www.recycle-ken.or.jp/nintei/ >  
(参照 2014.11.25) 
2.34) 沖縄県：沖縄県リサイクル資材評価認定制度(ゆいくる), 
<http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/doboku/gikan/kanri/jigyou/yuikuru.html> (参照 2014.11.25) 
2.35) 経済産業省北海道経済産業局 日本資源技術㈱：樹脂サッシの廃棄状況の実態やリサイクルのため
に必要な技術や仕組み等に関する調査, 2010.3 
2.36) 電力中央研究所：日本の発電技術のライフサイクル CO2排出量評価 2009 年に得られたデータを
用いた再推計,p35,2010.7 
2.37) (社)プラスチック処理促進協会：プラスチック廃棄物の処理・処分にかんする LCA 調査研究報告
書,p.83,2001.3 
2.38) 財務省:貿易統計, <http://www.customs.go.jp/toukei/srch/index.htm?M=01&P=1,1,,,,,,,,4,1,2014, 
0,0,0,2,391530,,,,,,,,,,1,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,20>(参照 2014.9.3) 
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件付推計)-,2013.1.31 
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3 章 東アジア各国における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
 
はじめに 
  
前章において、日本国内における事業者へのヒアリング調査やマテリアルフローの作成
により日本国内で排出される PVC 廃材の多くが、海外へ輸出されていることが明らかにな
った。財務省の貿易統計 3.1)によると表 3.1 及び図 3.1 に示すよう主な輸出先は、台湾、韓
国、中国の 3 か国となっている。そのため、日本の PVC 建材の再資源化システムは、これ
らの国々の再生 PVC の需要動向に大きな影響を受ける事が想定される。 
 
表 3.1 PVC 廃材の輸出量 2013 年(Unit：ton)3.1) 
 
 
図 3.1 PVC 廃材の輸出先：2013 年(Unit：ton) 3.1) 
 
他方、再生原料の需要は経済成長の著しい地域での需要が多くなる傾向にあると考えら
れるものの、これら 3 カ国が引き続き、急激な経済成長を持続していく可能性は考えにく
く、各国における再生原料の安定した需要を確保していくことは困難であると言える。その
ため、各国における PVC 廃材の排出状況及び再資源化に関する状況、再生 PVC 原料の需
要状況などを把握した上で他国間との再資源化システムを構築することが望ましいと考え
られる。他国間との再資源化システムの構築を図るためには、各国の国内における再資源化
に関連する法及び制度、PVC 樹脂製品の需要動向、また、再資源化の実態を把握する必要
があると言える。 
国名 台湾 大韓民国
中華人民
共和国
香港 マレーシア ベトナム タイ インド パキスタン インドネシア スペイン フィリピン シンガポール
輸出量(ton) 34,049 30,515 23,816 7,740 4,277 469 229 132 108 53 47 45 21
台湾, 34,049, 
34%
大韓民国, 30,515, 30%
中華人民共和国, 
23,816, 24%
台湾 大韓民国 中華人民共和国 香港
マレーシア ベトナム タイ インド
パキスタン インドネシア スペイン フィリピン
シンガポール
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以上の観点から、現在の主要取引国である中国、韓国、台湾の PVC 樹脂に関する各国に
おける需要動向や排出動向に関連する既往の研究や文献を整理する。 
各国における PVC 建材の再資源化の実態を捉えた既往研究及び文献をみると、韓国、台
湾における PVC 建材の再資源化の実態は、日本国内においてほとんど報告されておらず、
その実態は明らかにされていない。一方、中国に関しては、2012 年に国立環境研究所の寺
園らが中心となり廃プラスチック処理全般の実態調査 3.2)が行われ、その中において、プラ
スチック全般の再資源化の実態について整理されているが、PVC 建材にの再資源化に関す
る記述はほとんどない。 
PVC 製品及び建材の再資源化に関する法制度については、廃棄物処理の法制度に関する
調査は、2006 年にアジア経済研究所を中心に調査 3.3)がなされており、加えて、2012 年に
は国立環境研究所を中心に行われた中国における廃プラスチック処理に係る調査において、
廃プラスチック再資源化に係る中国国内法制度 3.2)などが把握されているものの、PVC 製品
及び建材の再資源化に関しては各国とも、十分に把握されていない。このように既往調査な
どにより各国の廃棄物処理に関連する法制度の全体像は概ね把握されているものの、PVC
建材がどのような法制度の枠組みの中で、処理されているかは明らかとなっていない。 
PVC 製品の需要動向や排出量などに関しては、韓国、台湾では、日本国内で明らかにさ
れている部分が少なく、各国の PVC 樹脂の消費動向も明らかにされていない。一方、中国
では、2013 年に Y Zhou らによって中国国内におけるマテリアルフローに関する研究 3.4)が
なされており、2000年から 2050 年に至る期間において、PVC 製品の排出量推計が行われ、
その中で、中国国内におけるPVC製品の需要量、排出量などの量的データが示されている。
しかしながら、この研究においては、中国国内における PVC 製品の排出量を明らかにする
ことを目的にした研究であり、中国国内における PVC 製品の再資源化状況や再生原料の消
費動向などは明らかにされていない。 
 以上、各国における PVC 製品及び建材の再資源化の実態及び法制度、また、ライフサイ
クルをとおしたマテリアルフローなどは、明らかにされていない部分が多い。 
そこで本章は、図 3.2 に示す構成とし、韓国、台湾、中国の 3 カ国の PVC 製品及び建材
の需要や再資源化状況、再資源化促進制度や規制に係る法制度などを明らかにするために、
以下 4 つのプロセスにより各国の情報を整理した。はじめに、PVC 樹脂の消費動向を把握
するために、公的機関の統計データなどを引用して各国における PVC 製品の市場データを
整理した。次に、PVC の再資源化に関する制度及び法律、規制などを関係機関へのヒアリ
ング調査や文献調査などにより情報を入手し整理した。そして、実態調査や統計資料などに
基づいて PVC 製品の再資源化状況を把握した。最後に、上記 3 つのプロセスにおけるデー
タを用いて各国の PVC 製品及び建材のマテリアルフローを作成した。これらのプロセスに
より、各国の PVC 製品の消費から再資源化に至るライフサイクルをとおした一連の情報を
定性的かつ定量的に把握した。 
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(1 節) 韓国  (2 節) 台湾  (3 節) 中国 
プロセス 1 
PVC 製品の市場分析 
‐PVC 樹脂の消費量 
‐PVC 製品の生産量 
 プロセス 1 
PVC 製品の市場分析 
‐PVC 樹脂の消費量 
‐PVC 製品の生産量 
 プロセス 1 
PVC 製品の市場分析 
‐PVC 樹脂の消費量 
‐PVC 製品の生産量 
     
プロセス 2 
PVC 建材の再資源化に係
る制度及び規制 
 プロセス 2 
PVC 建材の再資源化に係る
制度及び規制 
 プロセス 2 
PVC 建材の再資源化に係
る制度及び規制 
     
プロセス 3 
PVC 建材の再資源化状況 
‐再資源化の実態 
‐統計資料から見る海外
からの流入状況 
 プロセス 3 
PVC 建材の再資源化状況 
‐再資源化の実態 
‐統計資料から見る海外か
らの流入状況 
 プロセス 3 
PVC 建材の再資源化状況 
‐再資源化の実態 
‐統計資料から見る海外
からの流入状況 
     
プロセス 4 
韓国の PVC 産業のマテリ
アルフロー 
 プロセス 4 
台湾の PVC 産業のマテリ
アルフロー 
 プロセス 4 
中国の PVC 産業のマテリ
アルフロー 
     
 (4 節) 小結  
 
図 3.2 本章の構成 
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3.1 韓国における PVC 製品及び建材の利用実態と再資源化の方針 
  
本節では、韓国における PVC 建材の利用実態と再資源化の方針を明らかにするために、
業界団体や中間処理工場などを中心に実態調査を実施した。また、実態調査のみでは全体像
を捕捉することが困難であるために、補完的に PVC 建材の再資源化に係る法律及び統計等
を文献調査やウェブ調査を行い、PVC 建材の生産推移及び再資源化の状況を明らかにする
こととした。 
 本研究では、韓国の PVC 製品及び建材の再資源化に係る調査調査は、2014 年 4 月 27 日
から 5 月 1 日に調査を実施した。実態調査の概要を表 3.1.1 に、調査先の位置を図 3.1.1 に
示す。PVC 建材の再資源化の実態を把握するために、中間処理工場及び再生 PVC 製品製造
工場の 3 社へのヒアリング調査を実施した。加えて、韓国における PVC 建材の再資源化の
全体像を把握するために、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化システムを運用している業界
団体 2 団体にヒアリング調査を実施した。以上、計 5 箇所へヒアリング調査を実施し、韓
国国内における法制度や PVC 建材の再資源化の実態について調査を実施した。 
  
表 3.1.1 実態調査の概要 
調査先概要 調査先 ヒアリング内容 
業界団体 事業者①-Korea Vinyl 
Environmental Council 
(韓国 PVC 環境協会、以下
KOVEC と省略する) 
事業者②-Korea PVC Pipe 
Industry Co-operative 
(韓国塩ビ管・継手協会、以下
KPPIC と省略する) 
-韓国国内における PVC 建材の再資
源化状況 
-韓国国内における PVC 建材の再資
源化に係る法律 
-韓国国内で運営されている PVC 建
材再資源化システムの運用について 
など 
中間処理工場及び再生
PVC 製品製造工場 
事業者③-O 社 
事業者④- J 社 
事業者⑤-H 社 
-PVC 建材の再資源化処理フロー 
-PVC 建材の再資源化の需要動向 
-日本の PVC 廃材の取扱いの状況 
-今後、日本の PVC 廃材の取扱いに
ついて 
など 
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図 3.1.1 各事業者の位置 
 
次に、実態調査において把握できなかった PVC 建材の生産量の推移や PVC 原料の供給
状況などは、文献やウェブによる調査を実施して韓国国内における PVC 建材の市場全体を
把握した。各データ及び情報の入手先を表 3.1.2 に示す。 
 
表 3.1.2 PVC 建材に関連するデータ及びその入手方法 
データの内容 情報の入手先 
PVC 樹脂の生産量及び国内需要 -PVC 樹脂の需要 
KOVEC の統計データ 3.5) 
-PVC 製品の生産量 
KOVEC の統計データ 3.6) 
PVC 樹脂の輸出入状況 -PVC 樹脂の需要 
KOVEC の統計データ 3.5) 
PVC 廃材の輸出入状況 -PVC 廃材の輸出入量 
UN Comtrade Database のデータベース 3.7) 
 
PVC 樹脂の生産量及び輸出入量 3.5)、PVC 製品の用途別出荷データ 3.6)については、
KOVEC がウェブ上で公表しているためこのデータを用いることとした。PVC 廃材の輸出
入量に関連するデータは、国際連合が提供している貿易データベースである UN Comtrade
の Database3.7)を用いてデータ収集を行った。 
 以上、実態調査及び文献、ウェブ調査によって韓国における PVC 建材の再資源化状況を
把握した。 
  
1
2
３
４
５
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3.1.1 PVC 製品及び建材の市場 
 ここでは、韓国国内の PVC 樹脂の生産量及び消費量を把握するために、PVC 樹脂の生産
量及び輸出入状況、また、製品の生産量を把握する事を目的とする。 
韓国における PVC 樹脂の生産量及び PVC 製品の生産状況は、韓国の PVC 樹脂関連の業
界団体である KOVEC によって公表されている。公表されている PVC 樹脂の生産量及び輸
出入の状況 3.5)を表 3.1.3 と図 3.1.2 に示す。 
 
表 3.1.3 韓国の PVC 樹脂の生産及び輸出入等の状況(Unit : kton) 3.5) 
 
 
 
図 3.1.2 韓国の PVC 樹脂の生産及び輸出入等の状況 3.5) 
 
 韓国の PVC 樹脂の生産量は、1995 年において 880[kton]であるが、最新のデータである
2011 年時点において 1,430[kton]となっており、生産量が増加している。これは、海外への
輸出量が増加している事が大きな理由であると言える。 
  
国内 輸出 総計
1995 898 744 135 879 49 58 802
1996 996 795 229 1,024 32 72 867
1997 1,085 825 255 1,080 32 36 861
1998 1,093 539 550 1,089 37 15 554
1999 1,161 772 384 1,157 42 26 798
2000 1,187 794 409 1,203 28 31 825
2001 1,241 866 375 1,240 18 60 925
2002 1,257 936 308 1,244 28 97 1,033
2003 1,261 891 376 1,267 42 51 942
2004 1,255 838 392 1,231 65 21 860
2005 1,334 839 499 1,339 60 51 890
2006 1,361 856 518 1,373 48 48 903
2007 1,374 951 463 1,413 48 26 977
2008 1,398 831 534 1,365 81 28 858
2009 1,439 794 682 1,476 45 32 826
2010 1,404 788 620 1,408 41 66 854
2011 1,430 748 657 1,404 66 93 841
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次に、PVC 製品の生産量を表 3.1.4 に示す 3.6),注 1)。韓国国内で PVC 樹脂を消費している
最大の用途は、カレンダー加工注 2)の製品であり 2011 年において約 360[kton]生産されてい
る。次に、サッシの生産量注 3)は、1995 年より 2007 年にかけて順調に増加しており、2007
年には 352[kton]の生産量となった。2007 年以降からは、減少傾向に転じ 2011 年において
242[kton]の生産量となっている。次に、塩ビ管は、1995 年から 1997 年までは 200[kton]
を超えていたが、1998年に漸減し 155[kton]となったあと 150[kton]を中心に増減をし 2011
年において 171[kton]生産されている。以上より、韓国国内の樹脂サッシや塩ビ管といった
PVC 建材は、PVC 製品市場全体の中で、比較的大きな割合を占めていることが分かった。 
 
表 3.1.4 韓国の PVC 製品の生産量(Unit : kton) 3.5),3.6),注 1),注 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1) KOVEC のウェブサイトでは、PVC 製品の生産内訳のみの値となっている。そこで、生産量とするために表
3.1.1 の国内需要にウェブサイトに示してある内訳を乗じて生産量を算出している。 
注 2) プラスチック製品の加工方法を指し、主にシート状の製品を製造するための加工方法 
注 3) サッシは、1999 年より品目として集計されるようになっているが、それ以前は、単独で集計が行われておらず、
その他に含まれると考えられる。そのため、1995 年～1998 年のサッシの生産量は、同年のその他の生産量を 2
で除した値を生産量と仮定した。
カレンダー加工
(フィルム、シートなど）
管・継手 サッシ
押出
(フィルム,シート）
靴 ホース その他 合計
1995 330 227 63 59 8 51 63 802
1996 331 224 100 56 8 48 100 867
1997 353 242 70 63 54 9 70 861
1998 270 155 47 17 1 16 47 554
1999 445 125 130 31 0 20 47 798
2000 450 129 153 23 0 16 55 825
2001 438 163 229 20 0 19 56 925
2002 463 154 332 36 0 24 24 1,033
2003 372 192 271 23 0 23 63 942
2004 388 126 238 17 0 19 74 860
2005 376 120 285 12 0 13 84 890
2006 363 110 307 10 1 14 97 903
2007 404 135 352 10 1 22 53 977
2008 340 127 310 15 1 18 48 858
2009 340 133 278 9 1 18 46 826
2010 337 157 259 20 2 26 53 854
2011 356 171 242 34 0 19 19 841
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図 3.1.3 韓国における PVC 製品の生産量 3.5),3.6) 
 
3.1.2 PVC 建材の再資源化に係る法制度 
ここでは、KOVEC 及び KPPIC におけるヒアリング調査より得られた情報に基づいて、
韓国における PVC 建材の再資源化に係る法制度を整理する。 
（再資源化促進制度） 
韓国では廃棄物を削減させる制度として、主に、廃棄物負担金制度、自発的協約制度、生
産者責任(EPR)の 3 つの制度が存在している。各制度の概要を表 3.1.5 に示す。 
 その中で、韓国における PVC 建材は廃棄物負担金制度と自発的協約の 2 つの制度によっ
て再資源化が促進されている。これら 2 つの制度により構築されている再資源化システム
の仕組みを図 3.1.4 に示す。 
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表 3.1.5 韓国国内における廃棄物削減制度 
 制度 1 廃棄物負担金 制度 2 自主的な協約 
制度 3 生産者責任
（ERP） 
制度概要 
有害物質の含有、または、
再活用が困難であり、廃棄
物の管理上、問題が起こる
製品の製造業者にその廃棄
物の処理費用を負担させる
制度 
事業者団体が環境大臣と廃
棄物の改修・再活用に対し
て自発的に協約を締結し、
これを履行した場合、廃棄
物負担金を免除する制度 
政府が製品及び包装材の生
産者に毎年、再活用の義務
量を付与し、生産者が再活
用事業控除組合などを組織
して再活用の義務を履行す
る制度 
負担の対象 
プラスチックを材料とした
製品及び包装材の製造業者 
政府と自発的協約を締結し
た製造業者 
材質・構造改善などを通じ
て回収・再活用を促進させ
る製品及び包装材の製造業
者 
運用基準 
対象製品に投入された原料
（kg）を基準に廃棄物負担
金を負荷 
対象製品の出庫量（kg）を
基準に再生原料の使用率目
標を締結 
対象製品の出庫量（kg）を
基準に再活用義務率を付与 
費用管理 
国（環境改善特別会計）が
直接管理 
義務生産者が自律管理（再
活用分化を運営） 
義務生産者選択管理（直
接、委託、再活用事業控除
組合が代行） 
費用の使用
用途 
【国家の廃棄物管理を中心
に包括的に運営】 
‐再活用事業及び廃棄物処
理施設の設置支援 
‐廃棄物の減量化研究 
‐自治体の廃棄物改修費用
の支援及びその他 
【協約品目の再活用体系の
構築及び活性化を中心に
専門運営】 
‐協約委託業者へ再活用奨
励金など金融支援 
‐協約品目の再資源化を促
進する研究調査及び広報 
‐協約品目の再資源化シス
テムの拡充及びその他 
【再活用の義務の履行を中
心に専門運営】 
‐回収・再資源化支援金の
支援 
‐再資源化の活性化のため
の研究事業 
‐回収・再資源化に係る教
育、広報及びその他 
 
 
 
図 3.1.4 韓国における PVC 建材の再資源化促進制度 
 
PVC管、サッシ
メーカー
PVCレジン
バージン原料
韓国政府
業界団体
KPPIC(PVC管)
KOVEC(PVCサッシ)
自発的協約を締結
（リサイクル義務率を設定）
再資源化原料の利用率を義務化
達成；負担金免除 未達成；違約金
再資源化原料
リサイクル義務率を達成するために
再資源化原料を購入（2012年 PVC管7.3%、PVCサッシ8.2%達成）
PVC管、サッシ
メーカー
業界団体に加入
業界団体
未加入
廃棄物負担を支払う
廃棄物負担金軽減のために
再資源化原料を利用
未達成の場合
違約金
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廃棄物負担金制度は、再資源化が困難かつ廃棄物の管理上、問題が起こる製品の製造事業
者にその廃棄物の処理費用を負担させる制度である。この制度は、最終処分量を削減するた
めに、製造者から廃棄物の責任負担金を徴収する仕組みになっており、レジン製造業者には
2003 年、製品製造業者に 2008 年より導入されている。樹脂サッシ及び管は、この負担金
制度の対象となっている。PVC 製品の場合は、廃棄物の責任負担金として PVC レジン 1kg
あたりに 75 ウォン徴収されることになるため大きな負担となっている。 
一方で、自発的協約制度は、廃棄物負担金を免除する制度になっている。業界として自発
的に再資源化システムを構築する事を目的に指定団体を組織した上で、指定団体と韓国政
府が協議して、加盟している事業者に対して達成義務のある再資源化原料利用率の設定が
行われる。この義務率を達成した事業者は、廃棄物負担金が免除され、一方で、義務率を達
成できなかった場合は、廃棄物負担金より高い違約金の支払いが求められるという制度と
なっている。 
廃棄物負担金を免除される事業者は、加盟料として KOVEC の運営費を支出している。
加盟料は廃棄物負担金の 10～20％に相当することから、実質的に、廃棄物負担金は 80～
90％免除されることとなる。 
各 PVC 建材の再生原料利用義務率を表 3.1.6 に、また、2013 年の再資源化の実績を表
3.1.7 に示す。ここでカウントされる再資源化量は、韓国国内の解体現場およびリフォーム
現場から排出されたもののみである。韓国国内における PVC 建材のリサイクルは、以前か
ら、市場合理性から再資源化の取り組みはあったものの、廃棄物負担金及び自発的協約制度
により、再生原料の利用が促進さ、100[kton]以上の PVC 廃材が再生原料として、韓国国内
で消費されるようになってきている。 
また、日本国内では、現状、ほとんど再資源化されていないと考えられている樹脂サッシ
であるが、韓国国内においては、再生 PVC 原料として約 20[kton]がサッシの原料として利
用されている。以上より、韓国国内では、この 2 つの制度によって再生 PVC 原料利用のイ
ンセンティブが高まり、高い再生原料利用率となっていると言える。 
 
表 3.1.6 樹脂サッシ及び床材のリサイクル義務率とその結果 
製品 年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
樹脂サッシ 
と床材 
再生原料利
用義務率(%) 
8.5 10.0 13.7 15.2 16.3 20.0 
塩ビ管 再生原料利
用義務率(%) 
4.9 5.8 7.1 7.3 8.3 9.4 
結果 履行 履行 履行 履行 履行 未集計 
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表 3.1.7 樹脂サッシ、床材、塩ビ管の再生原料利用義務率と利用量 
2013 年 製造業者数 製造量 
(ton) 
リサイクル
業者数 
再生原料利用量
(ton) 
再生原料利用
義務率(%) 
サッシ 
(2013 年実績) 
18 239,438 15 19,784 8.2 
床材 
(2013 年実績) 
6 240,245 11 63,937 26.6 
塩ビ管 
(2012 年実績) 
‐ 158,189 ‐ 17,662 7.3 
 
（PVC 製品の規格） 
 上記のように、PVC 建材の再資源化を促進する制度によって、韓国国内では多くの再資
源化原料が利用されている。一方で、塩ビ管について、韓国国内の安全規格である KC 規格
が改定され、この中では、塩ビ管の鉛含有率を 0.1%以下にするよう規定が設けられること
となった。そのため、一般的に公共工事や建築工事では、KC 規格を取得している製品が用
いられることから、鉛系安定剤が使用された PVC 建材の再生原料の利用が困難になること
が想定されている。 
 韓国では、このように再資源化を促進する制度によって積極的に再資源化が行われてい
る一方で、塩ビ管の規格改定によって管から管への再資源化の流れが困難になったと考え
られる。 
 
3.1.3 PVC 建材の再資源化 
 ここでは、実態調査に基づいた韓国国内における PVC 建材の再資源化状況と統計資料に
よる海外からの PVC 廃材の流入状況について整理する。 
3.1.3.1 実態調査 
 本研究では、中間処理工場へのヒアリング調査を 3 社実施した。O 社及び J 社は日本か
らの PVC 廃材、特に塩ビ管を輸入して再生原料を製造している会社であり、H 社は韓国国
内の樹脂サッシの端材や廃材などを中心に再資源化し、再生原料として販売するのと並行
して PVC 建材の製造も実施している。 
(O 社) 
釜山広域市の機張郡にあり、主に塩ビ管、樹脂サッシ、仕上げ材など硬質 PVC 製品を微
粉砕し、再生原料として製造業者へ販売している。ヒアリング調査時点において従業員数は
6 人であり、うち外国人 3 人となっている。PVC 廃材の処理実績は、最大で 2,400[ton/年]
の実績があり、昨年は 2,200[ton/年]であった。再資源化している PVC 製品の内訳として塩
ビ管 40%、樹脂サッシ 40％、その他 20%の PVC 製品の再資源化を行っている。事業者 O
社における PVC 廃材の保管状況を写真 3.1.1、3.1.2、3.1.3 に示す。 
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写真 3.1.1 廃 PVC 建材の保管状況  写真 3.1.2 廃樹脂サッシの保管状況① 
 
 
  
写真 3.1.3 廃樹脂サッシの保管状況②   
 
PVC 廃材は、韓国国内の廃棄物処理業者から購入しているほか、海外からも購入して再
生原料を製造している。昨年度の輸入実績は、約 500 から 700[ton/年]であり、バイヤーを
通して全量日本から輸入していた。輸入している廃材は、全て塩ビ管由来の粉砕品である。
日本の再生原料への認識として、以前は、日本からのPVC廃材は安価で高品質であったが、
近年は、減少傾向にあり異物等の混入も一部あるなど品質が悪化しているとの認識を持っ
ていた。また、輸入時には、韓国国内において放射能やバーゼル条約を順守するため鉛含有
などを検査し、証明書を発行する必要があるため、輸入の手続きに手間がかかる再生原料で
あるという話が聞かれた。 
O 社が取り扱っている日本から輸入している塩ビ管は、主としてドアのフレームやプラ
スチック製の心材など、他の異形押出製品に利用されているとのことであった。また、一般
的に、日本から輸入されてきたものは、管から管への利用はされていないとのことであった。 
廃材の取り扱いは、樹脂サッシと塩ビ管が主であるが、近年、塩ビ管の取り扱いを控えて
おり、特にグレー管の取扱量を減らしている。その理由として、現在、韓国国内における塩
ビ管の規格品は、原料の組成上、白色になってしまう。そのため、グレー管を塩ビ管の再資
源化原料として利用することが難しくなっていることなどが理由として挙げられている。
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以上の理由より、最近では、グレー管は、管ではなく建材などに用いられる他の異形押出製
品に利用することが一般的になっているとの話が聞かれた。 
樹脂サッシの再資源化フローを図 3.1.5 に示す。サッシから補強材（鉄芯）、シリコンを
取り除き、白とその他の色に色分けして 2 つのグレードに分類し、一次粉砕（φ18）し、粉
末状の再生原料を製造している。以前は、細かく再生原料のグレード分けを実施していたが、
手間がかかるため、最近は、2 種の分類だけである。一次粉砕の性状と微粉砕の性状を写真
3.1.4、3.1.5、3.1.6、3.1.7 に示す。 
 
 プロセス① 
異物除去 
‐補強材(鉄芯)、
シリコンの除去 
 プロセス② 
色の選別 
‐白とその他
に選別 
 プロセス③ 
一次破砕 
 プロセス④ 
微粉砕 
 
図 3.1.5 樹脂サッシの再資源化フロー(O 社) 
 
 
 
 
写真 3.1.4 樹脂サッシ粉砕品(白)  写真 3.1.5 樹脂サッシ粉砕品(その他) 
 
 
 
 
写真 3.1.6 再生 PVC 原料(樹脂サッシ白)  写真 3.1.7 再生 PVC 原料(その他) 
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塩ビ管の再資源化フローを図 3.1.6 に示す。粉砕時の風力選別により汚れが十分に除却で
きるため、汚れを除去するなど事前の処理は行われず、そのまま一次粉砕し粉末にして再資
源化原料を製造している。塩ビ管の粉砕品を写真3.1.8、3.1.9、再生PVC原料の性状を3.1.10
に示す。 
 
プロセス① 
一次破砕 
 プロセス② 
微粉砕 
図 3.1.6 塩ビ管の再資源化フロー(O 社) 
 
上記のフローによって、廃棄された樹脂サッシや管などを用いて、再生 PVC 原料を製造
している。販売を実施している再生原料は、塩ビ管(白)、塩ビ管(グレー)、樹脂サッシ(白)、
サッシ(雑色)、その他の 5 種類にグレード分けし、再生原料として販売している。 
今後、韓国国内における海外の再生原料の取り扱いに関して O 社の認識を聞いたところ、
PVC 廃材の輸入は国内の再資源化先の関係から減少すると考えられるが、塩ビ管の再資源
化にこだわらなければ、他の異形押出製品にも転用可能であるとのことから、急激な落ち込
みはないであろうとのことであった。 
 
 
 
 
写真 3.1.8 塩ビ管(白)粉砕品  写真 3.1.9 塩ビ管(グレー)粉砕品 
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写真 3.1.10 塩ビ管(グレー)等の再生 PVC
原料 
  
 
(J 社) 
J 社は釜山市にあり PVC 廃材を中心に再資源化を実施している中間処理会社である。ヒ
アリング調査時点において従業員数 13 人であり、うち正社員 6 人、外国人 2 人となってい
る。J 社は、樹脂サッシや塩ビ管、その他フレーム等の PVC 発泡材などを中心にリサイク
ルを行っており、塩ビ管（白）、塩ビ管（グレー）、サッシ(白)、サッシ(雑色)、その他の 5 種
類の再生 PVC 原料を販売している。年間の再生 PVC 原料の生産量は約 3,000[ton/年]であ
る。また、再資源化原料を用いて、写真 3.1.11 に示す電線管用のパイプを約 700[ton/年]製
造している。 
 
 
 
 
写真 3.1.11 再生塩ビ管(電線管用)  写真 3.1.12 樹脂サッシの異物除去作業 
  
PVC 廃材の再資源化フローは、国内の廃材を中心に釜山近郊の解体現場、リフォーム現
場から回収されたと考えられる PVC 廃材を廃棄物処理業者から購入する。樹脂サッシにつ
いては、樹脂窓の組立を行う代理店などからも一部端材を購入して再生 PVC 原料を製造し
ている。以前は、日本のグレー管を輸入していたが、現在の取扱量は一部であり、全体の 5%
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前後とのことであった。輸入材は、KC 規格の導入による懸念のため減らしており、ヒアリ
ング時には、ほとんど取り扱っていない状況とのことであった。J 社が受け入れている廃材
の内訳は、塩ビ管 55%、樹脂サッシ 35%、その他 10%となっている。 
J 社の再資源化フローは、O 社とほぼ同様の再資源化フローであり、塩ビ管の処理方法と
しては、そのまま破砕して微粉砕する。樹脂サッシは、補強材やシリコンを除去し、破砕し
て微粉砕する。上記の再資源化フローによって製造された再生原料は全量、韓国国内に販売
し、主に塩ビ管製造工場に販売している。その他のものは、写真 3.1.11 に示す自社の電線
管の原料として利用している。 
今後、韓国国内における海外の再生原料の取り扱いに関して O 社の認識を聞いたところ、
O 社では塩ビ管の規格改定による再生 PVC 原料の需要減を見越して、再生原料の輸出も視
野に検討している。そのため、今後、海外の PVC 廃材の輸入は、検討していないとのこと
であった。 
(H 社) 
H 社は、4 社の関連会社をもっており窓の製造に係る事業を主にしており、工作機械の販
売や再生原料の製造、PVC 建材の販売なども行っている。再生原料の事業としては、主に、
自社が提携している工場（フレーム製造機器を販売した会社）からの端材を購入し、再資源
化した後、再生原料を販売している。一部、解体現場などから排出された PVC 廃材も購入
し再資源化を行っている。H 社の再生原料の取扱量は、500[ton/月]であり、全量、韓国国内
から排出された PVC 廃材とのことであった。 
H 社は、安定的に端材を購入するために、H 社の工作機器を納品している樹脂窓の製造
工場と端材購入の契約を締結することで、工作機器を通常価格よりも安価な価格で提供し
ている。現在、樹脂サッシの端材の回収は、韓国国内における約 1,940 箇所から行われてい
る。H 社における再資源化フローを図 3.1.7 に示す。作業の状況を写真 3.1.13 に示す。 
 
 プロセス① 
色の選別 
‐白とその他に選別 
 プロセス② 
異物の除去 
‐補強材(鉄芯)、
シリコンの除去 
 プロセス③ 
洗浄 
-フィルムの除去 
 プロセス④ 
粉砕 
 
         
 プロセス⑤ 
色選別(その他のみ) 
-探知機による選別 
 プロセス⑥ 
微粉砕 
図 3.1.7 樹脂サッシの再資源化フロー(H 社) 
 
まず、手作業で色分け（白、その他）を実施し、補強材、シリコン除去を行う。次に、洗
浄機にて高温の水蒸気で洗浄しフィルムや汚れを除去して、これらを一次破砕する。色付き
の場合は、探知機で色分け（白、その他）して、粉末にして再資源化原料を製造する。白色
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の場合は、選別せずに、そのまま粉末にして再資源化原料を製造する。雑色と白の再資源化
原料の価格差は、ヒアリング調査時において 500[won/kg]であるとのことであぅた。 
H社では、これらリサイクル原料の品質をバージン原料と大きな差はないと考えており、
現在は、粉末状の再生 PVC 原料を販売していたがこれからは自社での樹脂フレーム製造で
使う予定である。また、年末より、再生 PVC 原料を用いた内装材も製造予定である。また、
新たなリサイクル製品として写真 3.1.14 に示す PVC：木＝6：4 で配合した建材を開発し
ている。 
H 社では、海外の PVC 廃材の利用について輸入材の品質管理が困難であることから、再
生原料として用いる事について抵抗があるとの意見がきかれた。 
 
 
 
 
写真 3.1.13 色選別の作業  写真 3.1.14 再生 PVC 原料を 
用いた発泡建材 
 
3.1.3.2 統計からみる海外からの PVC 廃材流入状況 
 ここでは、韓国国内に輸入される PVC 廃材の総量と主な取引相手国を把握するため、国
際連合が提供している貿易統計データベース 3.7)を用いて、PVC 廃材の輸入状況を把握し
た。また、台湾からの輸入データについては、台湾経済部国際貿易局が提供している貿易デ
ータベース 3.9)を用いて台湾から韓国への輸出データを入手した。韓国の PVC 廃材輸入状
況を表 3.1.8、図 3.1.8 に示す。 
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表 3.1.8 韓国における PVC 廃材の輸入状況(Unit：kton)3.7),3.8) 
 
 
図 3.1.8 韓国における PVC 廃材の輸入状況 3.7),3.8) 
 
 韓国への PVC 廃材の輸入量は、直近の 2013 年において約 40[kton]となっており、2006
年から 2013 年にかけて輸入量が増加している。2008 年は、PVC 製品の廃棄物負担金制度
が導入された年であることから、廃棄物負担金制度によって再生 PVC 原料の需要が増加し
たと考えられる。輸入している国の内訳をみると、日本が過半を占めており、2013 年は
29[kton]が日本からの輸入であることが分かった。他方、本研究でしている対象としている
東アジア諸国である中国、台湾からの輸入はほとんど見られなかった。
日本 中国 香港 台湾 米国 その他 計
1988 9 0 0 0 10 15 34
1989 3 0 0 0 7 10 20
1990 1 0 0 0 2 4 7
1991 1 0 0 0 1 2 3
1992 0 0 0 0 0 1 1
1993 0 0 0 0 0 0 1
1994 0 0 0 0 0 0 0
1995 0 0 0 0 0 0 0
1996 1 0 0 0 0 0 1
1997 2 0 0 0 0 0 2
1998 1 0 0 0 0 0 1
1999 1 0 0 0 0 0 2
2000 1 0 0 0 0 0 1
2001 1 0 0 0 0 0 1
2002 1 0 0 0 0 0 2
2003 1 0 0 0 0 1 1
2004 1 0 0 0 0 1 2
2005 2 0 0 0 0 1 3
2006 2 0 0 0 0 1 4
2007 6 1 0 0 0 1 7
2008 12 0 0 0 0 2 14
2009 17 0 0 0 1 2 20
2010 18 1 0 0 0 2 22
2011 25 0 0 0 0 4 29
2012 26 0 0 0 0 6 32
2013 29 0 0 0 0 12 41
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以上より、韓国国内における PVC 建材の再資源化状況を把握した。韓国における PVC
建材の再資源化は、廃棄物負担金の制度や自発的協約の制度によって排出された PVC 廃材
の回収が積極的に行われ、一般製品に再生原料として用いられている。加えて、廃棄物負担
金の係るバージン原料の使用量を控えるために、海外からの PVC 廃材を多く受け入れてい
ると言える。今回の調査及び統計資料から把握した韓国国内における再生 PVC 原料の消費
量は、2013 年の時点で 140[kton]あり、韓国内における PVC バージン原料の総需要量の 2
割弱あることから、韓国では、かなり高い水準で再資源化が行われていると考えられる。 
 
3.1.4 PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 ここでは、韓国国内の PVC 建材及び PVC 産業全体を俯瞰的に把握するために、PVC 原
料生産から廃棄もしくは再資源化に至るライフサイクルをとおしたPVC製品及び建材のマ
テリアルフローの作成を行う。また、現状だけでなく、将来的なマテリアルバランスを把握
するために、2050 年までの PVC 需要並びに PVC 製品の排出量を推計した。PVC 製品の
排出量推計は、Y Zhou らの既往研究において実施された需要推計と、中井らが行った正規
分布に基づく排出量推計 3.9)をベースに、需要推計、排出量推計を実施した。 
本研究では、原料生産段階、製品生産段階、排出段階、再資源化・最終処分の 4 つの段階
にライフサイクルを区分し、韓国のマテリアルフローを整理した。韓国国内における PVC
製品及び建材のマテリアルフロー作成手順を図 3.1.9 に示す。また、各段階に用いたデータ
と引用した文献や統計資料などを表 3.1.9 にまとめる。 
 
  プロセス 1  
PVC 原料及び製品の生
産量データの整理と推計 
  プロセス 2  
PVC 製品の排出量
推計 
  プロセス 3  
PVC 製品の再資源化
量データの整理 
  
       
  プロセス 4 
韓国における PVC 製品及び建
材のマテリアルフロー 
  
 
図 3.1.9 韓国における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー作成手順 
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表 3.1.9 マテリアルフロー作成に用いたデータ 
各プロセスのデータ 情報の入手先及び作成方法 
PVC 樹脂の生産量及び国内需
要 
1955-1994 推計 
1995-2011 KOVEC の統計データ 3.5) 
1990   Korea Petrochemical Industry Association    
     (以下 KPIA と省略する)の統計データ 3.10) 
2011-2050 推計 国際連合 人口推計データ 3.11) 
PVC 製品の生産量 1995-2011 Korea Vinyl Council の統計データ 3.6) 
PVC 製品の排出量 PVC 製品の生産量データを用いた推計 
PVC 製品の再資源化量 ヒアリング調査のデータ、KOVEC の 2011 年度実績のデータ 3.12) 
 
はじめに、プロセス 1 では PVC 原料の生産量及び消費段階の情報を整理し、これらのデ
ータと人口推計に基づき韓国の将来需要量を推計した。また、国内需要に基づく各 PVC 製
品の生産量についても同様に推計を行った。次に、プロセス 2 の排出量予測では、プロセス
1 で整理及び推計した韓国国内における各 PVC 製品の生産量と想定される耐用年数を用い
て、PVC 製品の排出量を推計した。そして、プロセス 3 では、実態調査などより得られた
韓国国内の PVC 製品の再資源化量のデータを整理した。最後に、これらのプロセスにより
得られたデータを用いて 2011 年の PVC 産業のマテリアルフローの作成を行った。 
 
(PVC 原料及び製品の生産量データの整理と推計) 
 ここでは、PVC 樹脂の需要動向として、特に塩ビ管や樹脂サッシなどを中心に定性的な
考察をした後、実際の統計を用いて 2050 年までの韓国国内における PVC 樹脂の推計を行
う。 
 PVC 建材の需要動向に関する定性的な考察の内容を、以下に記述する。韓国における塩
ビ管は、日本と同様に上下水道の管材として一般的に塩ビ管が利用されていることから、建
築需要及び公共工事の動向によって需要が変化すると考えられる。韓国国内における建築
着工動向は、㈶日本木材総合情報センターによって韓国統計庁の調査が行われ、調査報告書
3.13)において表 3.1.10 に示す建築着工動向が 2005 年から 2012 年まで捉えられえている。
これをみると、韓国国内における建築着工動向は 2005 年から 2011 年までの期間において
伸びており 2011 年に 198,863 棟となった後、2012 年に 190,589 棟となり減少傾向に転じ
ているが、2007 年から 2012 年の期間においては、建築着工数として安定的に 18 万棟前後
の推移となっていることから、今後、急激に建築着工数が増加していくことはないと考えら
れる。そのため、建築用の塩ビ管の需要の変動は多少あるものの、現状の水準を維持してい
くと考えられる。 
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表 3.1.10 韓国の建築着工動向(棟数)3.13) 
年 計 鉄筋鉄骨造 組積造 木造 その他 
2005 114,554 101,140 11,415 1,993 6 
2006 147,040 127,464 14,971 4,203 402 
2007 179,015 153,216 17,425 6,966 1,408 
2008 181,603 154,920 17,787 8,191 705 
2009 170,136 143,355 16,510 9,503 768 
2010 188,470 162,880 14,908 9,585 1,097 
2011 198,863 173,986 14,384 10,037 456 
2012 190,589 167,159 12,582 10,369 479 
 
加えて、下水道管渠の普及率は、2010 年時点で 78%3.14)と高い水準にあることから、公共
工事等に起因する下水道用の塩ビ管の需要についても、今後、大きく変化することはないと
考えられる。次に、韓国国内における樹脂サッシを考察すると、韓国国内における樹脂の断
熱基準が義務化されている。そのため、高い普及率であると考えられ、樹脂サッシの普及状
況として樹脂サッシ工業会のウェブによるとサッシ全体における市場占有率の 80%を占め
ている 3.15)。普及率について欧米諸国よりも高い水準となっていることから、韓国国内にお
いては、省エネルギー政策の強化により、市場占有率がより一層高くなることも考えられる
が、樹脂サッシは一般的な建設資材となっていることから、省エネルギー政策の動向よりも
建築需要によって大きく左右されると考えられる。以上、定性的な考察により、韓国国内に
おける塩ビ管及び樹脂サッシの需要を考察した。 
次に、業界団体が公表しているデータを中心に、韓国国内における PVC 樹脂の国内消費
量に関する統計データを収集した。韓国国内における PVC 樹脂の消費量に関するデータを
見てみると、1990 年、1995 年から 2011 年のデータは取得可能であったが、1995 年以前
(1990 年を除く)、また、2011 年以降の生産データについて把握できなかった。そこで統計
データの無い区間については、韓国国内における PVC 原料及び製品の生産量のデータを推
計して、1955 年から 2050 年までの PVC 製品の需要量を把握及び推計することととした。 
 推計方法は、以下の手順に従って推計を行う。はじめに、1955 年から 1995 年、2012 年
から 2050 年までの韓国内における PVC 樹脂の需要量を予測する。次に、この需要量と各
製品の市場占有率の積を各製品の生産量とした。詳細な推計方法を示す。 
 
-1955 年から 1995 年までの国内需要の推移 
ここでは、簡易な推計方法を用い 1955 年から 1995 年までの推計を実施した。推計方法
は、1955 年の需要を 0 と仮定し、1990 年の国内需要を KPIA が公表しているデータ 3.10)と
1995 年の国内需要を KOVEC が公表しているデータ 3.5)を用い、3 つのデータの多項式に
よる近似曲線を国内需要と仮定し推計した。以下に、3 つの生産量から近似曲線を求めた。
推計の結果を図 3.1.10 に示す。
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図 3.1.10 韓国における PVC 需要(1955 年から 1995 年まで) 
 
 本研究では 1955 年から 1995 年までの韓国国内における PVC 需要を以下の式(3.1)によ
るものとした。 
 
    D(t)1955-1995 = 0.582(t-1955)2-4.3048(t-1955)       (3.1) 
 
ここで、D(t)=韓国国内における PVC 樹脂の需要 
 
-2012 年から 2050 年までの国内需要の推移 
 ここでは前章の排出量推計と手法を統一するために、国際連合によって公表されている
韓国の人口推計を用いて、2012 年から 2050 年までの需要を将来推計した。韓国国内にお
ける PVC 樹脂の需要は成熟していると考えられることから、一人あたりの消費量は安定し
ていると考えられる。そこで、韓国国内における 2011 年の一人あたりの消費量と人口推計
値 3.11)の積を 2012 年から 2050 年までの PVC 樹脂の需要とした。以下、算定式(3.2)を示
す。 
 
        D(t)2012-2050 = 17.2(kg/人)×P(t-2011)        (3.2) 
 
ここで、D(t)=韓国国内における PVC 樹脂の需要、P(t)=韓国の将来推計人口 
 
 2012 年から 2050 年までの PVC 樹脂需要の推計値を図 3.1.11 に示す。 
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図 3.1.11 韓国国内における PVC 需要(2011 年から 2050 年まで) 
 
 以上より、韓国国内において、実際の統計資料などより把握できなかった区間の PVC 樹
脂の国内需要量を推計した。上記、2 つのデータと 1995 年から 2011 年における韓国国内
における PVC 樹脂の消費量に係る統計データを用いて 1955年から 2050 年までの PVC 樹
脂の国内需要モデルを作成した。韓国国内の PVC 需要モデルを図 3.1.12 に示す。 
 
 
図 3.1.12 韓国国内における PVC 需要モデル(1955 年から 2050 年まで) 
 
 韓国国内における PVC 需要モデルは、1955 年から 1995 年まで増加した後、2002 年の
1043[kton]をピークとして800[kton]から1,000[kton]の間を推移する需要モデルとなった。
この需要モデルを用いて韓国国内の各 PVC 製品の生産量及び排出量を推計し、韓国におけ
る PVC のマテリアルフローを作成する。 
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(PVC 製品の生産量) 
 ここでは、PVC 製品の生産量の推計を行う。各 PVC 製品の出荷量は、表 3.1.1 に示した
PVC 製品の出荷量の比率と図 3.1.12 に示す韓国における PVC 樹脂の需要量を用いて推計
した。各 PVC 製品の出荷量の推計式(3.3)を以下に示す。加えて、1955 年から 1994 年まで
の出荷比率に関するデータがなかったため、上記の区間は 1995 年のデータを用いる事とし
た。加えて、2011 年以降については、2011 年の出荷量の比率を用いて推計した。各 PVC
製品の出荷量を図 3.1.13 に示す。 
 
                              Pk(t)=D(t)×Rk (t)                        (3.3) 
 
ここで、Pk (t)=韓国国内における i 年の PVC 製品 k の出荷量 
D(t)=韓国国内における PVC 樹脂の需要 
Rk(t)=PVC 全体に対する各 PVC 製品の出荷比率 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 
図 3.1.13 韓国における PVC 製品の出荷量 
 
 PVC 製品の出荷量は、1955 年から 2050 年にかけてカレンダー加工による PVC 製品が
最も多いことが分かる。塩ビ管は、1995 年以前は多く生産されていたが、近年、減少傾向
にある。一方で、樹脂サッシは、近年、生産量が増加しており塩ビ管の生産量を上回るよう
になっている。2011 年以降、カレンダー加工製品は約 360[kton]から 380[kton]、塩ビ管は
170[kton]から 180[kton]、樹脂サッシは 240[kton]から 260[kton]の間で、生産量が推移す
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る結果となった。また、1997 年から 1998 年における PVC 製品の急激な需要低下は、1997
年のアジア通貨危機による影響であると考えられる。 
(PVC 製品の排出量) 
 ここでは、各 PVC 製品の生産量のモデルを用いて排出量を推計した。本節においても、
前章と同様の推計方法を用いて排出量を推計する事とした。下記に、PVC 製品の排出量推
計式(3.4)を示す。また、本研究では、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に着目していること
から、カレンダー加工(フィルム、シートなど)、押出(フィルムシート)、靴、ホース、その
他については表 3.1.11 に示すよう分類し、また、韓国国内における各 PVC 製品の耐用年数
のデータを十分に収集できなかったため Y Zhou らの既往研究 3.4)の値を参考にし、同表に
示す耐用年数に従うと仮定した。以下に、各 PVC 製品の排出量の推計式を示す。 
 
                        Gk(t)=∑Pk,i(t-1955)×fk,i(t-1955)                     (3.4) 
  
 
ここで、Gk(t)=韓国国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i= i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
表 3.1.11 韓国国内における PVC 製品の分類及び耐用年数 
分類 品目 耐用年数 
塩ビ管(建築) 管の 50% 30 年 
塩ビ管(土木) 管の 50% 50 年 
樹脂サッシ 樹脂サッシ 30 年 
板材 板材 10 年 
電線被覆材 － 15 年 
その他(1 年) 押出(フィルム、シート)の 50% 
＋カレンダー加工の 33% 
1 年 
その他(3 年) 靴、ホース 3 年 
その他(5 年) 押出(フィルム、シート)の 50% 
+カレンダー加工の 66% 
5 年 
 
 以上の条件より、韓国における PVC 製品及び建材の排出量を推計した。推計結果を図
3.1.14 に示す。 
 
[ ]fk,i(t) = exp
1
2πσ ⁻ 2σ2
(t-μ)2
√
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図 3.1.14 韓国国内における PVC 製品及び建材の排出量 
 
 韓国における PVC 製品及び建材の排出量は、2008 年に約 600[kton]の排出量となる。こ
の時点では、短寿命の PVC 製品が大部分を占め、塩ビ管や樹脂サッシといった PVC 建材
の排出は本格化しつつあり、排出量としては 70[kton]程度となる。2011 年には全体で約
550[kton]となっており短寿命の PVC 製品の排出量は、2001 年より減少傾向に転じる一方
で、塩ビ管や樹脂サッシといったPVC建材の排出量は増加し、約 90[kton]の排出量となる。
2012 年以降からは、単調に排出量は増加し、2050 年において約 860[kton]の排出量となる
事が予測され、また、PVC 建材の排出量は約 400[kton]となる事が推測される。以上より、
韓国における PVC 廃材の排出量の特徴として、2000 年以前までは、フィルムなどとして
利用されている短寿命の製品が多く排出される傾向にあるが 2010 年以降より塩ビ管や樹
脂サッシなど長寿命のPVC建材の排出量が本格化し、年々、増加していく事が想定される。 
 
(PVC 建材の将来需要の不確実性と排出量) 
本研究では、韓国における各 PVC 製品の需要が人口推計に比例すると仮定し、将来を含
めた排出量を推計した。韓国では、下水道普及率が高いことや樹脂サッシの市場占有率が高
いことなどから、将来的な塩ビ管及び樹脂サッシの需要は、主に建築及び住宅需要の影響を
受けることが想定され、建築着工数などの考察から、ほぼ同程度の水準で推移していくと想
定される。しかしながら、将来的な需要は多くの不確実性を含んでいる。そのため、将来需
要の不確実性が排出量に与える影響を把握することを目的に、以下、韓国国内で想定される
塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要のシナリオを表 3.1.12 に示す。将来人口推計に比例する
と仮定した需要推計による需要を現状とし、塩ビ管及び樹脂サッシが高位の需要となった
場合、現状の 150%の需要になると想定し、低位の需要となった場合は、現状の 50%の需要
になると想定した。 
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表 3.1.12 塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要シナリオ 
製品 需要に関連する事項 シナリオ 想定需要量(X) 
塩ビ管 －建築着工数 
－上下水道網の整備工
事総距離数 
現状 100% 
高位 150% 
低位 50% 
樹脂サッシ -住宅着工数 
-樹脂窓採用率 
現状 100% 
高位 150% 
中位 50% 
 
 各シナリオにおける塩ビ管の需要量を図3.1.15、樹脂サッシの需要量を図3.1.16に示す。 
 
 
図 3.1.15 塩ビ管の需要量 
 
 
図 3.1.16 塩ビ管の需要量 
 
各シナリオの需要量が排出量へ与える影響を下記式(3.5)によって評価した。塩ビ管の排
出量を図 3.1.17、樹脂サッシの排出量を図 3.1.18 に示す。 
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Gk(t)=∑αk,i×Pk,i×fk,i(t-1955)  (3.5) 
 
 
 
ここで、Gk(t) = 韓国国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i   = i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
αk,i  =i 年に出荷された PVC 製品 k の需要係数(2011 年までは 100%) 
X = 想定需要 
k = 塩ビ管・継手、樹脂サッシ 
i = 1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 
図 3.1.17 塩ビ管の排出量 
 
 塩ビ管の排出量は、需要が現状の 2 倍となる場合、2050 年の排出量への影響としては
27[kton]増の 184[kton]となる。一方で、需要を半分と想定したケースでは 13[kton]減の
145[kton]となった。2050 年における将来需要への影響は、低位で 92%、高位で 117%とな
ることから需要の増減によっては 20%前後の排出量への影響が出てくると考えられる。 
 
[ ]fk,i(t) = exp
1
2πσ ⁻ 2σ2
(t-μ)2
√
(t-2011)
t
αk,i=X× + 100%
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図 3.1.18 樹脂サッシの排出量 
 
樹脂サッシの排出量は、需要が現状の 2 倍となった場合 2050 年への影響として 59[kton]
の増加となる。一方で、需要を半分と想定したケースでは 29[kton]減の 224[kton]となる。
2050 年の排出量における将来需要の影響は、低位で 88%、高位で 123%となることから仮
定した需要レンジでは、おおよそマイナス 10%からプラス 20%の排出量への影響が出てく
ると考えられる。 
 以上より、将来の需要量が 2050 年における排出量へ与える影響は、塩ビ管、樹脂サッシ
ともに最大で 20%前後の増減となることが分かった。一方で、将来需要の変化があっても、
これら PVC 建材の排出動向として将来に亘り単調に排出量が増加していくことから、排出
の傾向としては、大きく変わるような結果とはならなかった。 
 
(PVC 製品の再資源化量) 
 ここでは、韓国国内における PVC 製品の再資源化量を整理する。塩ビ管の再資源化量に
関するデータとして、KPPIC のヒアリング調査により 2011 年から 2013 年におけるデータ
を再生原料利用義務率という形で入手している。そこで、塩ビ管の再資源化量については、
生産量に再生原料利用義務率を乗じた値を再資源化量とした。樹脂サッシと床材について
は、KOVEC のウェブで再生原料利用義務率及び再資源化量が公表されている 3.8)ことから、
2011 年における樹脂サッシ及び床材の再資源化量を上記ホームページより引用した。以下
に、2011 年から 2013 年の各製品の再生原料利用量を表 3.1.13 に示す。 
 これらのデータを用いて韓国における PVC 産業のマテリアルフローを作成した。 
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表 3.1.13 韓国国内における PVC 製品の再資源化状況(Unit：kton) 3.12)  
年 塩ビ管 樹脂サッシ 床材 
 
再生原料義務率 
(塩ビ管のみ) 
再生原料義務率 
(樹脂サッシ＋床材) 
2011 12 9 55 7.1% 14.2% 
2012 13 12 68 7.3% 17.9% 
2013 - 19 63 8.3% 17.1% 
※ヒアリング調査によって得られた値を斜字とする 
 
(韓国における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー) 
 ここでは、韓国における PVC 製品及び建材の資源の流れを俯瞰的に捉えるため、2011 年
を基準年とし、上記で整理したデータを用いてマテリアルフローの作成を行った。韓国にお
ける PVC 製品及び建材のマテリアルフローを図 3.1.19 に示す。 
 
図 3.1.19 韓国の PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 
 2011 年における韓国国内における PVC 廃材の再資源化量は、全体で 77[kton]であり、
海外から輸入したものを含めると 101[kton]の再生原料を消費していると考えられる。再生
原料の国内比率は、おおよそ 75％である。韓国では、バージン原料の国内需要が 841[kton]
であることから、2 割弱再生原料を用いている事が分かった。このことより、日本より再生
原料の利用率は高い水準にあると言える。 
個別の資材をみると、塩ビ管については排出量が 55[kton]に対して排出量の 22%にあた
る 12[kton]が再資源化され、再度、塩ビ管の原料として利用される。また、サッシについて
も排出量が 31[kton]であるのに対して、25％に相当する 8[kton]が再資源化され、こちらも
サッシの原料として再度利用されていると考えられる。 
PVC製造
1430kton
塩ビ管
189kton
樹脂サッシ
250kton
板材
23kton
その他1年
127kton
Stock
4,565kton
Stock
4,031kton
排出量 (建築)
43kton
排出量 (土木)
12kton
排出量（サッシ）
31kton
埋立処分等
472kton
再資源化工場
77kton
8kton
輸出
657kton
23kton
43kton
12kton
輸入
93kton
PVCバージン
841kton
再生PVC原料
101kton
輸入
29kton
Stock
102kton
その他5年
315kton
排出量（板材）
15kton
55kton
15kton
Stock
221kton
排出量（その他3年）
77kton
Stock
1,352kton
排出量（その他5年）
259kton
2kton
77kton
204kton
再生PVC原料
101kton
12kton
8kton
61kton
171kton
242kton
119kton
17kton
254kton
8kton
① PVC樹脂の生産 ②消費 ③ストック ④排出 ⑤最終処分
⑥再資源化
⑤
最
終
処
分
その他3年
45kton
排出量（その他1年）
113kton
111ktonStock
175kton6kton
39kton
6kton
※推計値は斜字
輸出
5kton
5kton
3 章 東アジア各国における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
99 
 
埋立処分等は 472[kton]となっており、排出量の 82%がマテリアルリサイクルされていな
いと考えられる。 
 今回作成したマテリアルフローは、実際に業界団体で把握されている再生原料の消費量
に基づいて作成している。そのため、韓国国内においては、今回、作成したマテリアルフロ
ーよりも再生原料の流通量は多いと考えられる。
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3.2 台湾における PVC 製品及び建材の利用実態と再資源化の方針 
 
前節と同様の方法で、台湾における PVC 建材の利用実態と方針を整理した。台湾の再資
源化に係る調査としては、表 3.2.1 に示すとおり 5 つの事業者に対して実施した。加えて、
学識有識者や業界団体へもヒアリング調査を行い台湾国内における法制度やPVC建材の再
資源化の実態について調査を実施した。調査の実施期間は 2014 年 8 月 12 日から 14 日と、
11 月 10 日から 12 日の 2 回、現地にてヒアリング調査を実施した。下記に、調査先の概要
を示す。 
 
表 3.2.1 実態調査の概要 
分類 詳細 ヒアリング内容 
中間処理工場(再生 PVC ペ
レット製造工場) 
 
リサイクル製品製造工場 
‐再生ペレット工場 W 社 
‐再生ペレット工場 B 社 
‐リサイクル PVC 製品工場 I 社 
-PVC 建材の再資源化処理フロー 
-PVC 建材の再資源化の需要動向 
-日本の PVC 廃材の取扱いの状況 
-今後、日本の PVC 廃材の取扱い
について 
など 
商社(日本から輸入実績が
ある事業者) 
‐商社 A 社(PVC 廃材専門) 
‐商社 B 社(PVC 廃材副業) 
業界団体 台湾区塑料加工製造工業同会 -台湾国内における PVC 建材の再
資源化状況 
-台湾国内における PVC 建材の再
資源化に係る法律 
など 
行政 環境保護署 資源回収基金 -台湾国内における PVC 建材の再
資源化状況 
-台湾国内における PVC 建材の再
資源化に係る法律 
など 
学識有識者 国立成功大学 林 憲徳教授 
国立勤益科技大学 欧 文生教授 
国立成功大学 蔡 耀賢副教授 
 
国立台湾大学 馬 鴻文教授 
 
建築の耐用年数 
PVC 建材の LCA について 
PVC 建材の再資源化、緑色建材
標章について 
台湾におけるマテリアルフローの
作成について 
 
次に、台湾における実態調査では把握できなかった PVC 建材の推移や PVC 原料の供給
状況などについては、表 3.2.2 に示すよう文献調査及びウェブ調査により PVC 建材の市場
全体を把握した。 
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表 3.2.2 文献調査及びウェブ調査の概要 
品目 情報の入手先 
PVC 樹脂の生産量及び国内需要 -PVC 樹脂の需要 
環境保護署：調査報告書 3.16) 
塩ビ工業・環境協会：統計データ 3.17) 
PVC 建材の生産量 -塩ビ管、板、布の生産量 
行政院経済部統計処：工業統計 3.18) 
-その他製品 
環境保護署：調査報告書3.16) 
PVC 製品・原料・廃材の輸出入量 台湾行政院 経済部 国際貿易局：貿易統計 3.9) 
 
3.2.1 PVC 製品及び建材の市場 
ここでは、公的機関が公表している統計資料などを用いて台湾における PVC の消費量及
び利用用途に関する定量的なデータを把握して、台湾における PVC 製品の全体像を把握す
る事を目的とした。これら得られたデータに基づいて PVC の消費に係るフローの整備を中
心に行う。 
 
(PVC 樹脂の消費量) 
 台湾における工業製品の生産量は、行政院経済部によって統計が取られている。しかしな
がら、PVC 樹脂単独での統計は集計されていない。 
一方で、日本の塩ビ工業・環境協会において、各国の PVC 樹脂の生産量及び国内消費量
が集計されている 3.17)。また、台湾の環境保護署が発行している PVC と水銀の管理措置に
関する調査報告書 3.16)においても台湾国内の PVC 樹脂の生産量及び国内需要のデータが整
理されている。台湾の PVC 樹脂の消費動向を把握するためい、これらの資料を参考にして
1997 年から 2011 年までの台湾国内における PVC 樹脂の生産量を整備した。台湾における
PVC 樹脂の生産量を表 3.2.3 及び図 3.2.1 に示す。 
 台湾における PVC 樹脂の年間生産量は、1997 年において 1,157[kton]となっており、国
内需要は 1,175[kton]であり、当時は、年間の国内生産量よりも PVC 樹脂の需要が大きか
ったことが分かる。PVC 樹脂の生産量について時系列で考察すると、2004 年がピークとな
っており 1,592[kton]を記録している。以降 1,400[kton]前後の生産量の推移となっている。
一方で、国内需要としては年々減少傾向となっており、2011 年時点においては、ピークで
ある 1997 年時点の 5 割近くの需要量となっている。 
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表 3.2.3 台湾の PVC 樹脂の生産及び輸出入等の状況(Unit : kton) 3.16),3.17) 
年 生産量 出荷 輸入 国内需要 
国内 輸出 
1997 1,157 1,050 107 125 1,175 
1998 1,156 963 193 152 1,115 
1999 1,397 1,087 310 129 1,216 
2000 1,389 881 508 81 962 
2001 1,435 881 554 107 988 
2002 1,470 805 665 89 894 
2003 1,502 776 729 63 839 
2004 1,592 853 739 38 8891 
2005 1,481 736 745 35 771 
2006 1,370 744 626 16 760 
2007 1,510 712 798 18 730 
2008 1,380 578 802 12 590 
2009 1,420 506 914 14 520 
2010 1,430 613 817 17 630 
2011 1,410 565 845 15 580 
 
 
図 3.2.1 台湾の PVC 樹脂の生産及び輸出入等の状況 3.16),3.17) 
 
(PVC 製品の生産量) 
 台湾における PVC 建材の生産量については、既往の報告書 3.16）によって製品の内訳が紹
介されているため、その内訳を図 3.2.2 に示す。 
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図 3.2.2 台湾の PVC 製品の出荷比率 3.16) 
 
台湾において、最も PVC 樹脂を使用しているのは塩ビ管であり、全体の約 47%を占めて
いる。次に、板材となっていることから、主要な用途として主に建設産業に使用されている
ことが推測される。一方で、台湾において、樹脂サッシの製造は統計量として把握できない
ことから、樹脂サッシの生産はほとんどないと考えられる。 
 
3.2.2 PVC 建材の再資源化に係る法制度 
ここでは、台湾における PVC 建材の再資源化に係る法制度について整理する。台湾に関
する廃棄物処理の法制度については、2006 年に実施された東アジア経済研究所の報告書に
おいて整理されているが、廃棄物処理の全般に関しての報告になっている 3.3)。他方、2011
年の葉禮旭の学位論文 3.19)において、建設廃棄物処理に関する台湾国内における法制度が整
理されている。ここでは、これらの文献を参考にして台湾内における PVC 建材の再資源化
に係る法制度などについて記述する。また、環境配慮製品の認定制度として緑色建材標章と
いう制度がある。この制度においては国立成功大学の蔡副教授にヒアリング調査を行った
内容を記述する。 
廃棄物清理法と資源回収利用法があり廃棄物清理法は、廃棄物を適切に処理する事を主
目的として制定された法律である。一方で、資源回収利用法は、廃棄物の再資源化を主目的
として制定された法律となっている。 
（廃棄物清理法） 
 台湾における廃棄物の定義は、主に一般廃棄物と事業廃棄物に分類される。一般廃棄物は
家庭から排出される廃棄物を指し、事業廃棄物は事業活動に伴い排出される廃棄物を指し
ている。その中で、建設系廃棄物は事業廃棄物に該当しており、再資源化の方針などを決定
しているのは内政部営建署となっている。 
 台湾における廃棄物処理の法体系を図 3.2.3 に示す。建設廃棄物は、廃棄物清理法及び資
源回収再利用法により再資源化及び最終処分が行われている。資源回収再利用法に該当 
 
47%
12%
7%
4%
30%
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図 3.2.3 台湾における廃棄物処理に係る法体系 3.19) 
              (葉禮旭の学位論文を参考に筆者が作成) 
 
する品目としては、コンクリートやがれき類などである。一方で、他の建設廃棄物に関して
は、内部省営建署が営建事業廃棄物再利用管理弁法の営建事業廃棄物再利用種類及び管理
方式によって、公告再利用の方法が定められている。建設廃棄物に関しては、9 つの廃棄物
区分に分類され、各資材に再資源化に係る規定が盛り込まれている。PVC 廃材の処理に該
当すると考えられる廃プラスチック処理に関するその管理方式を表 3.2.4 に示す。 
 管理方式としては、廃棄物の定義のほか、再資源化の方法、リサイクル製品、処理工場の
資格基準など 7 つの項目が規定されている。この中で、2 の再資源化方法をみるとプラスチ
ック製品、燃料利用、油化原料とあるが、PVC 廃材に関しては熱量が他の樹脂と比較し、
低いことから、プラスチック製品の原料として利用されていることが一般的であると考え
られる。また、7 のリサイクル製品のにより、再生原料の利用について、適切に使用される
ような規定が設けられている。 
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表 3.2.4 営建事業廃棄物再利用種類及び管理方式 
管理方式 内容(5 号：廃プラスチック) 
1 廃棄物の定義 建設事業によって排出されたもの 
2 再資源化の方法 プラスチック製品、燃料利用、油化原料 
3 再資源化による主要なリサイクル製品 プラスチック、再生ペレット、プラスチック
製品、油化原料、その他製品、補助燃料(セメ
ント業、鉄鋼業に限る)など 
4 処理工場の資格基準 法律に従って登記した工場、その他基準を満
たしている工場 
5 保管方法、処理方法、設備 事業廃棄物廃棄物清除処理方法及び施設基準
に合致するもの、また、天井のない場所での
保存及び、排水設備を有していること 
6 処理残渣 再利用後の残渣は、廃棄物清理法に従って処
理をしなければならない 
7 リサイクル製品の規定 国内基準、国際基準に合致し、その製品の使
用規定に適合するもの 
 
他方、再資源化促進制度として、緑色建材標章がある。緑色建材標章は、財団法人台湾建
築センターが所管している。この制度の中には、健康建材、生態緑建材、再生緑建材、高性
能緑建材と 4 種の認証が設けられており、再資源化に係るものは再生緑建材になる。台湾
における建材の再生原料の利用を促進する制度としては、この制度が代表的な制度である
と考えられる。緑建材認証制度のマークを図 3.2.4 に示し、以下、再生緑建材の制度につい
て記述する。 
 
 
図 3.2.4 緑色建材のマーク 3.20) 
 
再生緑建材の認証は、台湾の建築研究所において審議が行われその基準などが制定され
認証が行われる。この認証は、3 年間有効となっている。再生緑建材は、大きくは木質再生
緑建材、石質再生緑建材、混合再生緑建材の 3 つに分けられており PVC 建材の品目は、プ
ラスチック製品などの分類である混合再生緑建材になる。 
3 章 東アジア各国における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
106 
 
再生緑建材の認証を受けるには、一定の再生原料利用率を満たす必要があるが、台湾国内
から排出された廃材起因の再生原料のみがカウントされ、海外から輸入された再資源化原
料はカウントされない。 
2014 年現在、再生緑建材の認証を受けている建材は 52 個となっているが、PVC 建材は
未だに 1 つの認証も受けていない。 
ヒアリング調査及び文献調査より、台湾における PVC 建材の再資源化に係る法制度を整
理した。以上より、PVC 建材は台湾における廃棄物清理法の営建事業廃棄物再利用管理弁
法における営建事業廃棄物再利用種類及び管理方式の廃プラスチックとして規定されてい
ると考えられる。他方、再資源化促進制度としては緑色建材標章などの制度があることが分
かったが、緑色建材標章において塩ビ管は、認定を受けていない。一方で、国立成功大学蔡
副教授とのヒアリング調査から PVC 床材については、近く、緑色建材の認定を受けるとの
ことの情報を得られた。 
 
3.2.2 PVC 建材の再資源化 
 ここでは、台湾における PVC 建材の再資源化原料の利用状況ならびに国内における再資
源化状況を把握するために、実態及び文献調査により整理した。 
3.2.2.1 実態調査 
訪問した中間処理工場 2社とリサイクル PVC床材製造業者 1社のヒアリング調査に基づ
いて、台湾国内における PVC 建材の再資源化状況について記述する。台湾における主な硬
質PVC建材は塩ビ管であり、樹脂サッシの生産は台湾国内では、ほとんどなされていない。
そのため、台湾国内で回収される PVC 建材は塩ビ管がほとんどであると考えられる。加え
て、再生 PVC 原料の需要があることから、海外の塩ビ管や樹脂サッシを再生原料として輸
入している。台湾の実態調査では、国内の中間処理工場の粉砕品を購入している商社を通じ
て、台湾国内における中間処理工場 2 社へのヒアリング調査を実施した。各社の日本国内
からのフローを図 3.2.5 に示す。また、台湾における再生 PVC 製品製造の実態を把握する
ために、台湾国内における再生 PVC タイルの事業者へのヒアリングも実施した。 
 
国内の中間処理
業者 S1(北海道) 
 商社 M(高雄市) 
年間取扱量  
約 6,000ton 
 台湾の中間処理業者 W
社 (台中市)  
粉砕品からペレット 
 
国内の中間処理
業者 P13(愛知県) 
 商社 L(市) 
年間取扱量  
約 400ton 
 台湾の中間処理業者 S 
社(市) 
廃材からペレット 
図 3.2.5 ヒアリング調査を実施した調査先と日本との関係 
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上記、日本と関連のある中間処理工場において、台湾における PVC 建材の再資源化の実
態及び海外再生原料の利用実態に対しヒアリングを行った。実態調査で、訪問した再資源化
工場は 2 社であり、W 社は塩ビの粉砕品を購入してペレットの製造を行う事業者、S 社は
台湾国内の産業廃棄物業者から PVC 廃材を購入し、破砕からペレット製造まで行う事業者
であった。以下に、その調査結果を示す。 
（中間処理業者 W） 
中間処理業者 W では、粉砕品を購入してペレットを製造している事業者であり、廃材の
購入、再生原料の販売ともに台湾全域を商圏としている。再生原料の需要が最盛期の時は、
年間約 8,000[ton]の再生 PVC ペレットを製造していた。現在、その半分の約 4,000[ton]前
後の PVC ペレットを製造している。再生 PVC ペレットの原料となる PVC 粉砕品は、国内
外とも有価で購入しており、台湾国内だけではなく海外からのPVC粉砕品も含まれている。
海外から PVC 粉砕品を購入する理由として、台湾国内の塩ビ管は、何度も再資源化された
ものもあることから、あまり品質が良くないものであると考えられている。そのため海外の
PVC 粉砕品は、台湾国内の PVC 粉砕品よりも高値で購入することになるが、品質を向上さ
せるために一定量購入している。この中間処理工場では、台湾国内の物と海外から輸入して
いる物の割合は 5：5 とのことであった。海外から輸入している再生原料については、ほぼ
日本の PVC 粉砕品を購入しているとのことであり、一部、アメリカからも輸入している。 
購入している PVC フレークの性状を写真 3.2.1、3.2.2 に示す。取り扱っている PVC フ
レークは、写真に示すよう多少の異物混入が見られる。これら PVC フレークは、事前の処
理などは行われず、この製造のまま粉砕機に投入し安定剤などの添加剤を加えて、ペレット
が製造される。異物の除去は、ペレットの押出機に内蔵されているフィルターによって行わ
れるため、フィルターの取り換えが頻繁に行われる。そのため、工場内の作業としてはフィ
ルターの取り換えがメインである。 
日本からの PVC 廃材は、鉛系安定剤を含むものもあると考えられるため、台湾国内にお
ける PVC 製品の鉛含有に関する規制動向について確認したが、中間処理業者 W では PVC
粉砕品の鉛系安定剤の含有についてあまり意識されていなかった。 
これら、再生 PVC ペレットは、主に台湾国内の塩ビ管製造工場へ、再生原料として販売
される。再生 PVC ペレットを原料として利用している塩ビ管の利用用途としては、公共工
事などに用いられることはないと考えられている。 
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写真 3.2.1 PVC 粉砕品  写真 3.2.2 再生 PVC ペレット 
 
 
  
写真 3.2.3 ペレット製造の使用後のフィ
ルター 
  
 
（中間処理業者 S） 
中間処理業者 S では、破砕処理が行われていない PVC 廃材を受け入れて、ペレットの製
造を行っている。年間の再生 PVC ペレットの生産量は、約 1,000[ton]前後であり、台湾で
排出された PVC 廃材を、主に処理をしている。処理の比率は、国内 9 割、輸入品 1 割であ
り、輸入している国はアメリカもしくは日本の PVC 廃材である。処理フローを図 3.2.6 に
示す。この事業者では、塩ビ管だけでなく、他の硬質 PVC 廃材なども加えて再生 PVC ペ
レットを製造している。主なフローとしては、管とその他硬質 PVC 廃材に選別した後、原
料となる PVC 廃材を 1 次破砕し、フレーク状になったものに安定剤などを加えて、ペレッ
トを製造する。異物除去は、プロセス①とプロセス④で行われる。プロセス①では、大きな
異物などを中心に人手によって選別される。プロセス④では、細かい異物を対象にペレット
製造器のフィルターを用いて除去を行っている。上記の過程により、製造された再生 PVC
ペレットは、主に、塩ビ管の原料として出荷されている。これら、再生原料を用いた塩ビ管
は、給水用の塩ビ管としては利用する事はできないとのことであった。 
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 プロセス① 
選別 
‐管とその他硬質
PVC 廃材に選別 
 プロセス② 
‐1 次破砕 
 プロセス③ 
-安定剤などを添  
加 
 プロセス④ 
-ペレット化 
 
図 3.2.6 PVC 廃材の再資源化フロー(S 社) 
 
台湾国内の PVC 廃材は安価であり、海外の PVC 廃材は、台湾国内の廃材に比べて高値
で取引されている。高値で取引されている PVC 廃材を輸入する理由としては、中間処理業
者 W と同様に、品質を向上させるためであるとの理由からであった。 
台湾国内から排出される PVC 廃材は、何度か再資源化された PVC 廃材もあり、その再
生 PVC ペレットを用いて PVC 製品を製造すると、製品が脆くなるとの理由から、海外の
廃材と調合して再生原料の製造を行っている。製品が脆くなるとの話には、論理的な根拠に
よるものではなく、各 PVC 製品製造事業者の経験的知見によるものである。再生原料のグ
レードとしては、海外の廃材の含有率が高いものほど、良いグレードの再生原料となるとの
事であった。 
一方、この事業者においても PVC 廃材の中に含有している鉛系安定剤について、特段問
題視するような動向はみられなかった。 
 
 
 
 
写真 3.2.4 再生 PVC ペレット  写真 3.2.5 ペレット製造の使用後のフィ
ルター 
 
（再生 PVC タイル製造業者） 
 今回訪問した再生 PVC タイルの製造事業者は、台中に位置している。この事業者は、年
間 20[kton]の再生PVCタイルを製造している。この事業者で製造しているPVCタイルは、
3 層で構成されており、表層の 2 層はバージン材を用いて製造していることになる。主に、
PVC タイルの約 60%程度が再生原料から製造している。製品の写真を写真 3.2.6 と写真
3.2.7 に示す。 
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写真 3.2.6 再生 PVC タイル①  写真 3.2.7 再生 PVC タイル② 
 
 この事業者では、再生原料を複数の中間処理業者から有価で購入している。主に、PVC の
袋やテープの不良品など軟質系の PVC 製品の廃材を主原料としており、硬質 PVC 廃材の
原料を用いていなかった。基本的に、中間処理工場などで異物除去が行われたものを再生原
料として用いているが、異物除去が少し残っている廃材の微粉砕品などは、当工場でも再度
処理を行い再生原料として利用している。再生原料の品質管理については、40 年前の操業
当初からのノウハウがあるため大きく問題意識を持つことは無いようであった。 
再生原料の利用を積極的に行っている理由としては、再生原料を用いるメリットとして
は、安価で原料を調達する事が可能になる事が最も大きな理由であるが、もう一つのメリッ
トとして環境配慮製品としての需要が、海外にあるとの事であった。主な輸出先はアメリカ
であり、民間の建築物などの用途に用いられていると考えられている。 
商圏としては、台湾にも出荷しているが、上述したようリサイクル製品を好む事業者のい
る海外へも輸出している。 
 また、ここで製造されている PVC タイルは、台湾の環境ラベリングの制度である緑色建
材制度の認証の申請をしており、台湾国内では PVC 建材として初めて、再生建材として登
録されることになる可能性があるとの事であった。 
3.2.3.2 統計からみる海外からの PVC 廃材輸出入状況 
 台湾における再生 PVC 原料の輸出入状況を把握するために、ここでは台湾行政院経済部
国際貿易局が公表している貿易統計 3.9)を用いて調査を行った。台湾における PVC 廃材の
輸出入状況を、表 3.2.5 と図 3.2.7 に示す。台湾においては 1994 年頃から、PVC 廃材の輸
入されるようになった。当初は日本以外の国からの輸入が多かったが、1995 年以降は日本
が最大の取引相手国となった。2005 年以降は、継続的に 30[kton]前後を輸入している。ま
た、全体としては、近年、年間約 30[kton]から 40[kton]の PVC 廃材を輸入しており、一定
の需要があることが考えられる。 
 一方で PVC廃材の輸出も多少行われており、近年では、年間 5[kton]から 10[kton]の PVC
廃材が海外へ輸出されている。 
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 以上より、台湾の PVC 廃材の流入状況を貿易統計より把握し、台湾における PVC 廃材
の大部分が日本からの PVC 廃材であることが把握された。 
 
表 3.2.5 台湾の PVC 廃材の輸出入の状況(Unit : kton) 3.9) 
 
 
 
図 3.2.7 台湾における PVC 廃材輸出入の状況 3.9) 
中国 香港 韓国 日本 その他 輸入計 中国 香港 韓国 日本 その他 輸出計
1988 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1989 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1990 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1
1991 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1992 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1993 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
1994 0 0 0 1 4 5 0 1 0 0 0 1
1995 0 0 0 8 3 11 0 2 0 0 0 2
1996 0 0 0 18 2 19 0 1 0 0 0 1
1997 0 0 0 11 2 13 0 1 0 0 0 1
1998 0 0 0 16 2 18 0 1 0 0 0 1
1999 0 0 0 12 4 16 0 3 0 0 0 3
2000 0 0 0 13 3 16 0 3 0 0 0 4
2001 0 0 0 13 2 16 0 4 0 0 1 5
2002 0 0 0 17 1 19 0 6 0 0 2 9
2003 0 0 0 18 2 20 1 3 0 0 2 6
2004 0 0 0 23 8 32 4 2 0 0 2 7
2005 0 0 0 25 9 35 3 5 0 0 2 10
2006 0 0 0 30 6 36 2 3 0 0 2 8
2007 0 0 0 34 2 36 1 1 0 0 3 5
2008 0 0 0 31 2 33 1 1 0 0 2 4
2009 0 0 0 25 5 30 1 0 0 0 6 7
2010 0 0 0 30 9 39 0 0 0 0 5 6
2011 1 0 0 26 3 29 0 0 0 0 7 8
2012 1 0 0 27 2 29 0 0 0 0 5 5
2013 1 0 0 36 2 39 1 0 0 0 4 5
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 このように、台湾における PVC 建材などの市場及び再資源化制度について調査を実施し
たが、行政や業界団体などでは十分に把握されておらず、不透明な部分が多いことが分かっ
た。また、硬質 PVC 建材、特に塩ビ管については、市場原理によって再資源化が行われて
いるが、特段、再資源化を促進する制度などはなく、廃棄物清理法によって、適正に処理が
行われ一定量のものが再資源化されていると考えられる。 
 
3.2.4 PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 ここでは、台湾国内の PVC 建材及び PVC 産業全体を俯瞰的に把握するために、前節の
韓国のマテリアルフロー作成と同様に、PVC 原料生産から廃棄もしくは再資源化に至るラ
イフサイクルを考慮した PVC 製品のマテリアルフローの作成を行う。また、現状だけでな
く、将来的なマテリアルバランスを把握するために、2050 年までの PVC 需要並びに PVC
製品の排出量を推計した。台湾の PVC 製品のマテリアルフローの作成手順を図 3.2.8 に示
す。また、各段階に用いたデータと引用した文献や統計資料などを表 3.2.6 に示す。 
 
  プロセス 1  
PVC 原料及び製品の生産量
データの整理と推計 
  プロセス 2  
PVC 製品の排出量推
計 
  プロセス 3  
PVC 製品の再資源化量デ
ータの整理 
  
       
  プロセス 4 
台湾の PVC 製品及び建材のマテリ
アルフロー 
  
図 3.2.8 台湾における PVC 製品及び建材のマテリアルフローの作成手順 
 
表 3.2.6 マテリアルフロー作成に用いたデータ 
マテリアルフローのデータ 情報の入手先及び作成方法 
PVC 樹脂の生産量及び国内需
要 
1955-1994,1996 推計 
1995,1997-2011 塩ビ工業・環境協会の統計データ 3.17) 
2011-2050 推計 台湾 人口推計データ 3.21) 
PVC 製品の生産量 1955-1979 PVC 製品全体 近似曲線による推計 
1980-2013 塩ビ管、PVC 板、PVC 布の統計データ 
     経済部統計処工業統計 3.18) 
1955-2050 その他製品推計 
PVC 製品の排出量 PVC 製品の生産量データを用いた推計 
PVC 製品の再資源化量 不明 
 
はじめにプロセス 1 では PVC 樹脂の生産量及び消費段階の情報を整理し、これらのデー
タと人口推計に基づいて台湾の将来需要量を推計した。また、各 PVC 製品の需要量につい
ても同様に推計を行った。次に、プロセス 2 の排出量予測では、プロセス 1 で整理、推計し
た台湾国内における各 PVC 製品の生産量と想定される耐用年数を用いて PVC 製品の排出
量を推計した。そして、プロセス 3 は、再資源化状況を確認するためのデータ整理である
が、有識者や業界関係者へヒアリング調査を実施したものの、台湾国内における再生 PVC
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原料の再資源化量までは把握することができなかったため、台湾国内におおける再資源化
量は不明とした。最後に、これらのプロセスにより得られたデータを用いて 2011 年の PVC
製品及び建材のマテリアルフローを示す。 
 
(PVC 原料及び製品の生産量データの整理と推計) 
 ここでは、台湾国内の PVC 樹脂の需要動向に関して、特に塩ビ管や樹脂サッシなどにつ
いて定性的な考察をした後、2050 年までの実際の統計を用いて台湾国内における PVC 樹
脂の推計を行う。 
台湾における各 PVC 製品の排出量推計は、将来人口推計に需要が比例すると仮定し推計
している。台湾の塩ビ管の用途は、日本と同様に給排水管や設備用の配管などに使用されて
いることから、需要として建築需要や公共工事などの動向によって変化すると考えられる。
台湾における塩ビ管を用いる公共工事は、佐野による台湾の水資源の調査において下水道、
特に公共汚水の普及率が低いことが把握されており、下水道などを中心とした公共工事の
需要があると考えられる 3.22)。加えて、建築用の塩ビ管としては設備配管などに利用されて
おり、建築需要も一定量あることから、建築用の需要としてもある程度の需要があると考え
られる。 
他方、台湾における樹脂サッシは、温暖な地域であることから普及が進んでおらず、今後
の省エネルギー政策においても、主要な建設資材としての位置づけはなされていない。 
 台湾国内における PVC 樹脂の消費量に関するデータは、1995 年、1997 年から 2011 年
のデータを取得しているが、1995 年以前と 1996 年、また、2011 年以降の生産データにつ
いては、把握できていない。そこで、台湾国内における PVC 原料及び製品の生産量のデー
タを整理及び推計し、1955 年から 2050 年までの PVC 製品の需要量を把握する事を目的と
した。 
 推計方法は、以下の手順に従って推計を行う。初めに、1955 年から 2050 年までの台湾
国内における PVC 樹脂の需要量を予測する。次に、塩ビ管及び板材、布（sheet）の生産量
については、2013 年から 1980 年まで遡り把握できるため、それ以外の製品については、
PVC 樹脂の需要量と市場占有率を用いて各 PVC 製品の出荷量を把握した。 
 
-1955 年から 1995 年までの国内需要の推移 
ここでは、簡易な推計方法を用い 1955 年から 1995 年までの推計を実施した。推計方法
は、台湾行政院経済部が公表している 1980-1995 年までの塩ビ管、PVC 板、PVC 布の合計
値を用い、多項式による近似曲線が国内需要に比例すると仮定し、台湾における PVC 樹脂
の需要を推計した。台湾における工業統計では PVC 製品の区分として塩ビ管、PVC 板、
PVC 布の 3 つの品目のみを集計している。そのため、この統計では台湾国内における PVC
製品を網羅できていない。そこで、以下の条件により PVC 製品の全体を推計した。1995 年
において PVC 樹脂の国内需要は 1,100[kton]であるのに対して、これら 3 つの製品は
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1,005[kton]である。このことから、その他製品の需要は 3 つの製品の生産量の 10％に相当
する 95[kton]であると想定される。以上より、1955 年から 1995 年の PVC 需要についても
同様に、その他製品はこれら製品の 10%に相当する需要があると仮定し全体の PVC 需要を
推定した。台湾における 1955 年から 1995 年における PVC 需要を図 3.2.9 に示す。 
 
 
図 3.2.9 台湾における PVC 需要モデル(1955 から 1995 まで) 
 
 以上より、本研究では 1955 年から 1995 年までの台湾国内における PVC 需要モデルを
以下の式(3.6)によるものとした。 
 
D(t)1955-1995 = 1/0.905×(0.9849(t-1955)2-7.2904(t-1955)+4.6793) (3.6) 
 
ここで、D(t)=台湾における PVC 樹脂の需要を示す。 
 
-2012 年から 2050 年までの国内需要の推移 
 ここでは、台湾経済部統計処によって公表されている台湾における人口推計を用いて、
2012 年から 2050 年までの需要を将来推計した。台湾国内では、PVC 樹脂は広く普及して
おり一人あたりの消費量は、安定していると考えられる。そこで、台湾国内における 2011
年の一人あたりの消費量と人口推計値 3.21)の積を 2012 年から 2050 年までの PVC 樹脂の
需要とした。以下に、算定式(3.7)を示す。 
 
D(t)2012-2050 = 25.0(kg/人)×P(t)  (3.7) 
 
ここで、D(t)=台湾国内における PVC 樹脂の需要、P(t)=台湾の将来推計人口 
y = 0.9849x2 - 7.2904x - 4.6793
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 2012 年から 2050 年までの PVC 樹脂需要の推計値を図 3.2.10 に示す。 
 
図 3.2.10 台湾における PVC 需要(2011 から 2050 まで) 
 
 以上より、台湾国内において入手可能な統計資料などより把握できなかった区間の PVC
樹脂の需要量を推計した。上記のデータと 1995 年から 2011 年における台湾国内の PVC 消
費量の実態データを用いて、1955 年から 2050 年にかけての PVC 樹脂の国内需要モデルを
作成した。台湾における PVC 国内需要モデルを図 3.2.11 に示す。 
 
 
図 3.2.11 台湾国内の PVC 需要モデル(1955 から 2050 まで) 
 
 台湾国内のPVC樹脂の需要モデルは、1955年から 1995年まで 1,297[kton]増加した後、
2010 年頃まで減少し、以降 500[kton]から 600[kton]の間を推移する需要モデルとなった。
この需要モデルを用いて台湾国内の各 PVC 製品の生産量及び排出量を推計し、台湾におけ
る PVC のマテリアルフローモデルを作成する。 
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(PVC 製品の生産量) 
 ここでは、PVC 製品の生産量の推計を行う。図 3.2.2 に示した PVC 製品の出荷率と行政
院経済部統計処が公表している統計 3.18)、図 3.2.11 に示す台湾における PVC 樹脂の需要量
を用いて各 PVC 製品の出荷量を推計した。塩ビ管、PVC 板は、重量ベースで 1980 年から
2013 年まで行政院経済部統計処で統計値があるため、そのデータを用いた。他の製品につ
いては、PVC 樹脂の国内需要分より塩ビ管と PVC 板を除いた残りの需要量とその他製品
の割合を割り当て、その他の製品の生産量とした。各 PVC 製品の分類については、表 3.2.7
に従って再分類した。 
 
表 3.2.7 台湾における PVC 製品の分類及び耐用年数 
分類 品目 耐用年数 
塩ビ管(建築) 管の 50% 23 年 3.23) 
塩ビ管(土木) 管の 50% 50 年 
樹脂サッシ - - 
板材 板 10 年 
電線被覆材 電線被覆材 15 年 
その他(1 年) 包装材、その他の 33% 1 年 
その他(3 年) その他の 33% 3 年 
その他(5 年) その他の 33% 5 年 
 
また、1955 年から 1980 年までは PVC 樹脂生産量等の統計がないため、図 3.2.9 に示す近
似曲線に比例すると仮定した。また、その他製品については、下記に示す PVC 製品の出荷
量の推計式を用いて推計した。2011 年以降については、2011 年の出荷量の比率と PVC 需
要モデルを用いて推計した。各 PVC 製品の出荷量を図 3.2.12 に示す。 
 
Pk(t)=[ΣDk(t)-D 塩ビ管(t)-D 板材(t) -D 布(t)]×Rk(t)  (3.8) 
 
ここで、Pk(t)=t 年における台湾の PVC 製品 k の出荷量 
    Dk (t)= t 年における台湾の PVC 製品 k の出荷量 
Rk(t)= t 年における PVC 全体に対する PVC 製品 k の出荷比率 
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図 3.2.12 台湾国内における PVC 製品の出荷量 
  
台湾における PVC 製品の出荷量をみると、塩ビ管は 1980 年以前より、一定の生産量が
あることが分かる。塩ビ管は 1993 年に 302[kton]とピークとなり、それ以降、穏やかに減
少し、近年では 200[kton]から 250[kton]を推移している。台湾では、依然、下水道の普及
率が低いことから塩ビ管は、今後も 200[kton]前後の需要が安定的にあると考えられる。一
方で、台湾国内では、韓国や中国と異なり温暖な気候であることから、樹脂サッシの生産量
はほとんどない。その他の硬質PVC建材としては、板材などが一般的であると考えられる。 
(PVC 製品の排出量) 
 ここでは、上記、推計した各 PVC 製品の生産量を用いて、台湾における排出量を推計し
た。塩ビ管の耐用年数は、台湾成功大学の林ら 3.23)によって台湾国内の建築寿命が推計され
ている。そこで、既往文献による建築寿命を用いて塩ビ管(建築)の排出量の推計を実施した。
その他の製品については、前節と同様の設定をおこなった。各 PVC 製品の耐用年数につい
ては、上記、表 3.2.7 に示す。以下に、各 PVC 製品の排出量の推計式(3.9)を示す。 
 
Gk(t)=∑Pk,i×fk,i(t-1955)  (3.9) 
 
ここで、Gk(t) = 台湾国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i= i 年における PVC 製品 k の生産量 
fk,i(t) = i 年に出荷された PVC 製品 k が排出される確率 
k =塩ビ管(建築)、塩ビ管(土木)、その他(1 年)、その他(3 年)、その他(5 年) 
i =1955、1956、1957・・・・・・・2050 
0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1
9
5
5
1
9
6
0
1
9
6
5
1
9
7
0
1
9
7
5
1
9
8
0
1
9
8
5
1
9
9
0
1
9
9
5
2
0
0
0
2
0
0
5
2
0
1
0
2
0
1
5
2
0
2
0
2
0
2
5
2
0
3
0
2
0
3
5
2
0
4
0
2
0
4
5
2
0
5
0
塩ビ管(建築) 塩ビ管(土木) 樹脂サッシ 板材
被覆材 その他(1年) その他(3年) その他(5年) 
(k
to
n
)
(年)
[ ]fk,i(t) = exp
1
2πσ ⁻ 2σ2
(t-μ)2
√
3 章 東アジア各国における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
118 
 
 
 以上の条件より、台湾における PVC 製品の排出量を推計した。推計結果を図 3.2.13 に示
す。 
 
 
図 3.2.13 台湾国内における PVC 製品及び建材の排出量 
 
 台湾における PVC 廃材の排出量は、まず、2000 年に 909[kton]の排出量となる。この時
点では、短寿命の PVC 製品が大部分を占めており、塩ビ管の排出は本格化していない。2011
年には 556[kton]となっており、短寿命の PVC 製品の排出量は 2001 年より減少傾向に転
じる一方で、塩ビ管などの PVC 建材の排出量は増加し、おおよそ 100[kton]の排出量とな
る。2011 年以降は、穏やかに排出量は増加し、2050 年に 549[kton]の排出量となる事が予
測される。その中で、PVC 建材の排出量は、おおよそ 200[kton]となる事が推測される。以
上より、台湾においても韓国と同様に、2000 年以前までは、フィルムなどとして利用され
ている短寿命の製品が多く排出される傾向にあると考えられるが、2010 年以降より長寿命
の PVC 製品の排出量が本格化し、年々増加していく事が想定される。 
 
(PVC 建材の将来需要の不確実性と排出量) 
台湾における各 PVC 製品の排出量推計は、将来人口推計に需要が比例すると仮定し推計
している。台湾の塩ビ管の用途は、下水道などを中心とした公共工事の需要と建築用の需要
もある程度の需要があると考えられることから、公共工事及び建築着工数に影響を受ける
と考えられる。一方で樹脂サッシは、温暖な地域であることから普及が進んでおらず、今後
の省エネルギー政策においても、主要な建設資材として位置づけはなされていないことか
ら、樹脂サッシの需要は、今も極めて少ないと考えられる。 
以上より、台湾における塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要の不確実性を捉える感度分析
として、塩ビ管のみについて将来需要の不確実性に伴う排出量への影響を捉えることとし
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た。以下、想定される塩ビ管のシナリオを表 3.2.8 に示す。高位として、公共工事及び建築
需要が旺盛となった場合を想定し、現状の生産量の 200%とした。次に、低位として景気動
向などにより建築着工が低迷し、また、公共工事も積極的に実施されない場合を想定し、現
状の需要量の 50%とした。 
 
表 3.2.8 塩ビ管の将来需要シナリオ 
製品 需要に関連する事項 シナリオ 想定需要(X) 
塩ビ管 －建築着工数 
－上下水道網の整備工
事総距離数 
現状(人口推計) 100% 
高位 人口推計の 200% 
低位 人口推計の 50% 
 
以上シナリオにおける塩ビ管の需要量を図 3.2.14 に示す。 
 
 
図 3.2.14 塩ビ管の需要量 
 
こられ各シナリオの需要量が排出量へ与える影響を下記式(3.10)によって評価した。その
評価結果を図 3.2.15 に示す。 
 
Gk,i(t)=∑αk,i×Pk,i×fk,i(t-1955)  (3.10) 
 
 
ここで、Gk(t) = 台湾国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i   = i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
αk,i  =i 年に出荷された PVC 製品 k の需要係数(2011 年までは 100%) 
X = 想定需要 
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k = 塩ビ管 
i = 1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 
図 3.2.15 塩ビ管の排出量 
 
 台湾における塩ビ管の排出量は、2050 年時点で需要が 200%となった場合、45[kton]増
の 244[kton]となる。一方で、需要を半分と想定したケースでは 23[kton]減の 176[kton]と
なる。2050 年における将来需要が排出量へ与える影響としては、低位で 89%、高位で 123%
となることから、将来需要の増減によっては 20%前後の排出量への影響があると考えられ
る。しかしながら、塩ビ管の排出傾向としては、各シナリオとも単調に増加することから大
きな影響がないと考えられる。 
 
(PVC 製品の再資源化量) 
 台湾では、PVC 製品の再資源化が実態調査より、市場原理のもと積極的に実施されてい
よう感じられた。しかしながら、PVC 製品の再資源化に関連する状況については、公的機
関や学識有識者等にヒアリング調査を実施したが、十分な情報はえられなかった。 
以下、2011 年の PVC 廃材の輸入量と台湾国内における回収量を表 3.2.9 に示す。 
 
表 3.2.9 台湾国内における PVC 建材の再資源化量(Unit : kton) 
品目 PVC 廃材輸入量 
(推計値) 
PVC 廃材 
国内回収量 
塩ビ管 13 不明 
農業用ビニル(フィルム) 2 
電線被覆 10 
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 (台湾における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー) 
 ここでは、台湾における PVC 製品と建材の資源の流れを俯瞰的に捉えるため、本節で整
理した上記のデータを用いてマテリアルフローの作成を行った。 
台湾のマテリアルフローに関しては、再生原料の利用状況関する統計データなどが、公的
機関などより統計が取られていないことから、再資源化量が不明となっている。そのため、
台湾国内におけるPVC製品のライフサイクルを通したマテリアルフローを整備するために
は、台湾国内における再資源化量を把握する調査を行っていく必要があると言える。 
以下に、上記の条件によって作成した台湾における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー
を図 3.2.16 に示す。 
 
 
図 3.2.16 台湾の PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 
 台湾のバージン原料の生産量は 1,410[kton]であり、ほぼ日本と同程度の生産量となって
いる。これらバージン原料の多くは海外へ輸出され、国内向けの出荷量は 3割強の 580[kton]
が出荷される。そのうち、塩ビ管へ 201[kton]、板材へ 94[kton]と出荷され、これら硬質 PVC
製品の需要が高いことが分かる。一方で、軟質 PVC 製品は、電線等の被覆材に用いられて
いるほか、シート類や雨具などの衣類にも利用されていると考えられるが、出荷量としては
多くなく、電線等の被覆材は 23[kton]出荷されていると考えられる。 
 次に、ストック量をみてみると塩ビ管が最も多く 5,815[kton]となっており、台湾におけ
る PVC 製品のストック量の約 7 割を占めている。 
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PVC 製品の総排出量は、台湾国内で 557[kton]と推計される。製品別にみると塩ビ管が最
も多く 95[kton]の排出量となった。次に、板材で 75[kton]となる。台湾では、塩ビ管や板
材など、比較的寿命の長い PVC 製品が多く排出されていることから、これらの PVC 建材
の排出が本格化してきていることが推測される。 
台湾国内で、PVC 建材の再資源化に関係すると考えられる関係機関などにヒアリング調
査を行ったが、関係各機関において再資源化量は把握されていなかった。一方で、中間処理
工場への実態調査では再資源化が行われていることから、一定量の再資源化は行われてい
ると考えられる。今後、台湾国内における再資源化量の情報が充実することが望まれる。 
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3.3 中国における PVC 製品及び建材の利用実態と方針 
 
 中国における PVC 建材の再資源化に係る実態調査については、関係機関への調査を依頼
したが調整が難航した。そのため文献調査を中心に、PVC 建材の利用実態と方針を明らか
にした。 
3.3.1 PVC 製品及び建材の市場 
 中国では、2000 年頃から PVC 樹脂の需要が急速に伸びており、2014 年現在、世界 1 の
PVC 樹脂消費国となっている。ここでは、中国における PVC 樹脂の生産量及び PVC 建材
の生産量についてまとめる。 
(PVC 樹脂の生産量) 
 PVC 樹脂の生産量及び消費量の統計は、塩ビ工業・環境協会が公表しているデータ 3.16)
を用いた。また、輸出入量については、国際連合の貿易検索システムである UN comtrade3.7)
を用いて中国における輸出入状況を整理した。以下、2002 年から 2012 年までの、中国に
おける PVC 樹脂の生産量及び輸出入等の状況について図 3.3.1 に示す。 
 
 
図 3.3.1 中国の PVC 樹脂の生産及び輸出入等の状況 3.7),3.17)
 
  
中国における国内需要は、2002 年時点は約 5,000[kton]であったが、急激な経済発展に伴
い、PVC 樹脂の国内需要が増え 2009 年には、10,000[kton]を超えた需要になっている。こ
のような中国国内の需要に対し、中国国内の生産量も付随するような形で上昇している事
がわかる。2012 年時点で約 14,000[kton]となっており、日本の約 10 倍の生産量となって
いる。 
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(PVC 製品の生産量) 
 PVC樹脂を用いた製品の出荷状況については、2009年に大連商品交易所が発行したPVC
樹脂の市場研究 3.24)の中で、PVC 製品の出荷比率の報告がなされている。中国における PVC
製品の出荷比率を図 3.3.2 に示す。中国国内において最も需要として大きいのは、樹脂サッ
シ・扉などであり市場全体の 23%を占めている。他に、市場占有率の比較的高い製品とし
ては塩ビ管の 13%、軟質フィルムの 12%などとなっており、これらの製品などが中国国内
で汎用的な PVC 製品であると考えられる。 
 
 
図 3.3.2 中国における PVC 製品の出荷比率(2007 年)3.24) 
 
3.3.2 PVC 建材の再資源化に係る法制度 
 中国の関係機関に調査への依頼を試みたが調整が難航したため、ここでは、文献などを用
いて中国におけるPVC建材の再資源化に係る法律を以下の手順によりまとめる。はじめに、
中国における産業廃棄物・リサイクルに関する法体系を整理し、次に、建設廃棄物の処理の
法体系について整備する。最後に、PVC 建材の促進制度などについて記述する。 
中国における産業廃棄物処理の法体系は、2007 年に日本貿易振興機構アジア経済研究所
が発行したアジア各国における産業廃棄物処理やリサイクル政策をまとめた報告書 3.3)や、
社団法人プラスチック処理促進協会によって 2012 年に実施された廃プラスチックリサイ
クルの実態調査 3.2)で整備されている。ここでは、これらの文献を参考にして、以下に中国
における法体系を記述する。最初に、アジア経済研究所の発行している報告書 3.3)で示され
ている中国の環境法体系を図 3.3.3 に示す。 
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-水法 
(2002 年改正) 
-石炭法 
(1996 年改正) 
 
 -野生動物保護法 
(1988 年改正) 
-水土保持法 
(1991 年改正) 
-防砂治砂法 
(2001 年改正) 
 
図 3.3.3 中国の法体制の関連図(赤字は筆者追記)3.3),3.25), 3.26) , 3.27) 
 
中国の環境法体系は、憲法を頂点として全国人民代表大会とその常務委員会が制定する法
律がある。法体系としては、憲法の下に環境保護法がおかれ、その下に環境保護に関連する
個別法が制定されることになる。廃棄物を処理するなど、環境保全の規制に関しては大気汚
染防治法、固形廃棄物環境汚染防治法、水汚染防治法などがあり、環境及び人への悪影響が
ないよう、それぞれの汚染物質の管理、不適正処理の防止などが規定されている。  
固形廃棄物に関しては、「固形廃棄物環境汚染防治法」（以下、固体法）が1996年に施行
されており、これが中国における廃棄物に関する基本法となっている。この法律は、固形廃
棄物による環境汚染の防止、人体の健康の保護を目的とし、固形廃棄物を有効利用・無害化
処理することによって固形廃棄物の発生を抑制するという原則を掲げている。また、循環経
済を形成する法律として、清潔生産促進法やエネルギー節約法、再生エネルギー法、循環型
経済法がある。中国における廃棄物処理に関連する法律は、これらの法律で規定されている。 
次に、建設廃棄物の処理の法体系については、秦中伏によって中国における建設廃棄物の
対策などについて報告がなされている 3.25)。以下、それを参考にして中国における建設廃棄
物処理の法体制の変遷を表 3.3.1 にまとめる。 
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表 3.3.1 中国における建設廃棄物に係る関連法規 3.25) 
1995 年 固体廃棄物汚染環境防治法 41 条に規定 3.26) 
2005 年 固体廃棄物汚染環境防治法 改定 
     46 条に規定 3.27) 
2007 年 循環型経済法 33 条に規定 3.28) 
 
 中国における建設廃棄物の処理は、1995 年に固体廃棄物汚染環境防治法における 41 条
で、施工端材の処理など適正に実施することが規定されている。次に、2005 年において固
体法が改定され 46 条で、施工端材の処理を迅速に実施するとの条項が盛り込まれた。そし
て、2007 年、循環型経済法により 33 条において工事中発生した廃材を総合利用しなけれ
ばならなくなった。補足事項として、条件等により総合利用が困難である場合は、無害化を
するような処理をするなどの緩和措置もある。以上より、中国における建設廃棄物処理に係
る法規を、既往文献等より整理した。中国では、現行法として施工廃材を中心に再資源化に
係る法律が規定されており、本研究で行った情報収集で得られた文献の中においては、解体
現場等より排出される廃材の再資源化を促すような法律は見られなかった。 
 
 
図 3.3.4 中国環境表示制度のマーク 3.29) 
 
 PVC 建材の再資源化を促進する制度については把握できなかったが、中国では、環境配
慮製品を普及させるための制度として中国環境表示制度 3.29)がある。中国環境表示制度のマ
ークを図 3.3.4 に示す。その中において、塩ビ管や PE 管などの建築用プラスチック管は、
鋳鉄管などの鋼管の代替品として該当品目となっており、環境に配慮した製品として認証
を取得している。一方で、この制度においてリサイクル製品の項目において PVC 製品は認
定を取得していなかった。 
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3.3.3 PVC 建材の再資源化 
 韓国や台湾においては、PVC 樹脂の再資源化状況に関連する文献資料などの情報が乏し
かったため、実態調査を実施した。中国においても実態調査を検討したが、中間処理工場や
関係各機関の協力が得られなかった。そのため、中国における再資源化の動向については、
文献調査を中心に整理することとした。中国における廃プラスチックの再資源化動向につ
いては、既往の文献もあることから、それらの文献を中心に PVC 樹脂の再資源化動向を把
握することとした。 
 中国における建設現場での回収については、2011 年 W Lu ら 3.30)による研究によって、
深セン市の 4つの建設現場における事例から塩ビ管についての回収状況も報告されており、
その中で、塩ビ管については価値が高いことから、知識を有している業者では回収されてい
る資材であると考えられている。一方で、知識のない業者においては、廃棄するケースもあ
るとの内容であった。以上より、中国国内において PVC 廃材は価値があるものとして、市
場形成がされているものの、現場単位で回収のされ方が異なることが報告されている。 
 
(PVC 廃材の輸入状況) 
 中国の PVC 廃材の輸入は、主に本土に直接輸入されるものと香港経由で輸入されるもの
がある。そのため、ここでは中国と香港の PVC 廃材の輸入状況について UNcomtrade の
データベースを用いて 3.7)把握した。その結果を図 3.3.5 に示す。 
 
 
図 3.3.5 中国の PVC 廃材輸入状況 3.7) 
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 中国では 2000 年から 2010 年において PVC 樹脂の需要が旺盛であったことから、この
期間に PVC 樹脂の製造工場が増設されている。それでも満たない需要を補う形で、PVC 廃
材の輸入が行われていたことが想定され、2009 年においては 2,000[kton]弱の PVC 廃材を
輸入している。中国では、PVC 廃材を日本からも輸入しているが、世界各国から輸入して
いるため割合としては日本が輸出している割合としては 1 割も満たない程度である。一方
で、近年では、PVC 廃材の輸入量は減少傾向にあり、2013 年においては 500[kton]を下回
る水準となっている。この水準は、2009 年のピーク時の 2 割程度であることから中国の需
要の不安定さを、この統計データは示唆していると言える。 
3.3.4 PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 ここでは Y Zhou ら 3.4)による中国における PVC 製品及び建材の排出量推計と中井ら 3.9)の
PVC 製品及び建材の排出量推計を参考にして、中国における PVC 製品の排出量を推計し
た。マテリアルフロー作成手順は、日本、韓国、台湾と同様の手順により推計した。以下、
表 3.3.6 に中国の PVC 製品及び建材のマテリアルフローの作成手順を示す。 
 
  プロセス 1  
PVC 原料及び製品の生産量
データの整理と推計 
  プロセス 2  
PVC 製品の排出量推
計 
  プロセス 3  
PVC 製品の再資源化量デ
ータの整理 
  
       
  プロセス 4 
中国の PVC 製品及び建材のマテリ
アルフロー 
  
図 3.3.6 中国の PVC 製品及び建材のマテリアルフローの作成手順 
 
(PVC 製品の生産量) 
 ここでは、中国における PVC 樹脂の需要動向に関して特に塩ビ管や樹脂サッシなどにつ
いて定性的な考察をした後、2050 年まで PVC 樹脂の PVC 製品の生産量及び排出量を Y 
Zhou らの研究を参考に推計する。 
中国国内の塩ビ管の用途は、日本同様に建築設備及び上下水道の管として使用されてい
ると考えられ、中国国内における都市部では上下水道の管渠整備が進んでいるものの、農村
部を含めた中国全土では上下水道普及率が高くないこと、また、建築需要も相当量あること
から塩ビ管の需要は大きいと考えられる。 
中国国内における樹脂サッシの普及状況は、日本政策投資銀行の塙氏の報告書において
2000 年時点で 22.5%の普及率となっている 3.31)。中国では住宅の省エネルギー化なども政
府の政策として位置づけられており、現在、中国における樹脂サッシの普及率は 22.5%より
も高い水準で普及していると想定され、引き続き省エネルギー政策により普及率が向上し
ていくと考えられる。 
本研究では、中国における各 PVC 製品の生産量に関する詳細な暦年データが入手できな
かったため、Y Zhou らによる既往研究のデータを引用し、人口に比例するとお考えの基、
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2008 年から 2050 年にかけての中国国内における各 PVC 製品の生産量を推計している。以
下に、推計式(3.11)を示す。 
 
                              Pk(t)=D(t)×Rk (t)                        (3.11) 
 
ここで、Pk (t)=中国国内における i 年の PVC 製品 k の出荷量 
D(t)=中国国内における PVC 樹脂の需要 
Rk(t)=PVC 全体に対する各 PVC 製品の出荷比率 
k =塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、板材、被覆材、その 
他(1 年)、その他(3 年)、その他(5 年) 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
中国における各 PVC 製品の生産量の推計結果を図 3.3.7 に示す。推計方法については、
一部簡素化した部分などもあったが、既往研究とほぼ同様の値を得ることができた。この生
産量データを用いて排出量を推計することとした。ちなみに、1955 年から 2007 年の区間
においては、Y Zhou らの既往研究のデータを引用している。 
 
 
図 3.3.7 中国国内における PVC 製品の出荷量 
 
(PVC 製品及び建材の排出量) 
 以下、Y Zhou ら 3.4)らの研究を参考に PVC 製品の耐用年数を設定した。また、PVC 製品
の用途分類は各国において出荷用途の把握状況が異なるため、下記に示す表 3.3.2 のとおり
分類して PVC 製品の排出量の推計を実施した。また、排出量の推計式は、中井ら 3.9)の研究
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を参考とし PVC 製品及び建材の排出は正規分布に従うと仮定し、以下に示す排出量推計式
(3.12)を用いた。 
 
Gk,i(t)=∑Pk,i(t-1955)×fk,i(t-1955)  (3.12) 
 
ここで、Gk(t) = 中国国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i= i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
k = 塩ビ管・継手(建築)、塩ビ管・継手(土木)、樹脂サッシ、その他(1 年) 
その他(3 年)、その他(5 年) 
i = 1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
表 3.3.2 中国における PVC 製品の分類及び耐用年数 
分類 品目 耐用年数 
塩ビ管・継手(建築) 塩ビ管の 50% 30 年 
塩ビ管・継手(土木) 塩ビ管の 50% 50 年 
樹脂サッシ 樹脂サッシ 30 年 
(Y Zhou らの設定値 15 年) 
板材 板材 10 年 
被覆材 被覆材 15 年 
その他(1 年) フィルム、ボトル 1 年 
その他(3 年) 靴、その他(軟質)、その他製品 3 年 
その他(5 年) 皮製品、その他(硬質) 5 年 
 
 以上の条件より、中国における PVC 製品の排出量を推計した。得られた結果を図 3.3.8
に示す。 
 
[ ]fk,i(t) = exp
1
2πσ ⁻ 2σ2
(t-μ)2
√
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図 3.3.8 中国国内における PVC 製品及び建材の排出量 
 
 今回の検証では、Y Zhou らの研究 3.4)を参考にして PVC 製品及び建材の排出量の推計を
実施し、参考とした既往研究とほぼ同様の結果が得られている。以下、得られた結果より中
国の PVC 製品及び建材の排出量に関する特徴を考察する。中国における PVC 廃材の排出
量は、2000 年頃から急速な消費拡大により排出量が急増し、2015 年頃には 1,000[kton]を
超えて、2050 年頃まで単調に増加し続けると推測される。2050 年には、15,774[kton]の排
出量となることが分かる。 
2011 年時点において 8,220[kton]となることが分かった。この排出量は、日本の約 10 倍
の水準であり、大量の PVC 廃材が国内で排出されている事が分かる。廃材の内訳としては
短寿命のものが大部分を占めているため、PVC 建材である塩ビ管や樹脂サッシは、日本の
排出量の方が多い、一方で、2025 年頃には排出が本格化するようになり、PVC 建材のみで
も 500[kton]を超える水準で排出されることが予測される。 
 
(PVC 建材の将来需要の不確実性と排出量) 
中国における塩ビ管の需要は、下水道等の公共工事の需要及び建築需要の影響を受ける
ことが想定され、樹脂サッシは、建築需要及び省エネルギー政策によって需要が変動すると
考えられる。 
以下、中国に想定される塩ビ管及び樹脂サッシの将来のシナリオを表 3.3.3 に示す。Y 
Zhou らの推計を参考に、1 人あたりの消費量と将来人口推計に比例すると仮定した需要推
計を現状とし、塩ビ管及び樹脂サッシが高位の需要となった場合、現状の 200%の需要にな
ると想定し、低位の需要となった場合、現状の 50%の需要になると想定した。 
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表 3.3.3 塩ビ管及び樹脂サッシの将来需要シナリオ 
製品 需要に関連する事項 シナリオ 想定需要(X) 
塩ビ管 －建築着工数 
－上下水道網の整備工
事総距離数 
現状 100% 
高位 200% 
低位 50% 
樹脂サッシ -住宅着工数 
-樹脂窓採用率 
現状 100% 
高位 200% 
中位 50% 
 
 以上、各シナリオの需要量について塩ビ管を図 3.3.9、樹脂サッシを図 3.3.10 に示す。 
 
 
図 3.3.9 塩ビ管の需要量 
 
 
図 3.3.10 樹脂サッシの需要量 
 
これら各シナリオの需要量が排出量へ与える影響を下記式(3.13)によって評価した。その
評価結果を図 3.3.11、図 3.3.12 に示す。 
 
(k
to
n
)
(年)
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
1
9
5
5
1
9
6
0
1
9
6
5
1
9
7
0
1
9
7
5
1
9
8
0
1
9
8
5
1
9
9
0
1
9
9
5
2
0
0
0
2
0
0
5
2
0
1
0
2
0
1
5
2
0
2
0
2
0
2
5
2
0
3
0
2
0
3
5
2
0
4
0
2
0
4
5
2
0
5
0
現状(100%) 高位(200%) 低位(50%)
(k
to
n
)
(年)
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
1
9
5
5
1
9
6
0
1
9
6
5
1
9
7
0
1
9
7
5
1
9
8
0
1
9
8
5
1
9
9
0
1
9
9
5
2
0
0
0
2
0
0
5
2
0
1
0
2
0
1
5
2
0
2
0
2
0
2
5
2
0
3
0
2
0
3
5
2
0
4
0
2
0
4
5
2
0
5
0
現状(100%) 高位(200%) 低位(50%)
3 章 東アジア各国における PVC 製品及び建材のライフサイクル 
133 
 
 
Gk,i(t)=∑αk,i×Pk,i×fk,i(t-1955)  (3.13) 
 
 
ここで、Gk(t) = 中国国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i   = i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
αk,i  =i 年に出荷された PVC 製品 k の需要係数(2011 年までは 100%) 
X = 想定需要 
k = 塩ビ管・継手、樹脂サッシ 
i = 1955、1956、1957・・・・・・・2050 
 
 
図 3.3.11 塩ビ管の排出量 
 
 塩ビ管の排出量は、需要が 200%となる場合、2050 年への影響としては 323[kton]増の
2,201[kton]となる。一方で、需要が 50%となったケースでは 210[kton]減の 1,578[kton]と
なる。2050 年における将来需要への影響としては、低位で 88%、高位で 123%となること
から需要の増減によっては、排出量に対して 20%前後の影響が出てくると考えられる。 
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図 3.3.12 樹脂サッシの排出量 
 
 樹脂サッシの排出量は、2050 年時点の需要が基準値の 200%となった場合、2050 年にお
ける排出量への影響としては 392[kton]増の 1,862[kton]となる。一方で、2050 年時点の需
要が基準値の 50%となった場合、2050 年時点の排出量として 194[kton]減の 1,280[kton]と
なる。2050 年における将来需要の変動が排出量へ与える影響としては、低位で 87%、高位
で 126%となることから想定した需要の増減によっては、樹脂サッシと同様に、排出量へ
20%前後の影響が出てくると考えられる。 
 以上より、中国における将来の需要量の不確実性が、塩ビ管、樹脂サッシの排出量に与え
る影響は最大で 20%前後の振れ幅を有していることが分かった。一方で、将来需要の変化
があっても、これら PVC 建材の排出動向は、将来にわたり単調に排出量が増加していくこ
とから、排出の傾向としては大きく変わらないことが分かった。 
 
(PVC 製品の再資源化量) 
中国国内における PVC 製品の再資源化量の動向として、2005 年全国 PVC 塑料加工工業
会技術年会で柴氏が中国におけるPVC廃材の再資源化動向について調査分析の結果を報告
している 3.32)。その中で、1999 年から 2004 年までの再生 PVC 原料の需要を含め、PVC 樹
脂全体について中国国内の需要の把握がなされている。そのデータを表 3.3.4 に示し、その
内容を記述する。 
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表 3.3.4 中国国内における PVC 樹脂の再資源化状況(1999 年から 2004 年)3.32) 
項目 1999 2000 2001 2002 2003 2004 
PVC 廃材輸入量(kton) 21 111 261 144 217 624 
PVC 需要量(kton) 3,697 4,295 5,357 5,617 6,259 7,117 
PVC 廃材需要量(kton) 410 520 650 680 820 1,300 
 
1999 年には、PVC バージン材の需要量が 3,697[kton]に対して 1 割強の 410[kton]が、
PVC 廃材が用いられていることが分かる。2004 年においては、1999 年比の約 3 倍となっ
ており、大量の再資源化原料を消費していると言える。 
 一方で、このデータは、最新年でも 2004 年のデータである。そのため、その後の状況は
大きく変わっている事も想定される。そこで、本研究では 2014 年に中国国家発展和改革委
員会が発行した文献 3.33)にあるプラスチックの再資源化率を PVC 製品の再資源化率として
取り扱う事とした。以下に、文献より得られた中国におけるプラスチックの再資源化状況を
表 3.3.5 に示す。 
 
表 3.3.5 中国国内におけるプラスチックの再資源化状況(Unit:kton)3.33) 
 2009 2010 2011 2012 2013 
国内プラスチック消費量(実態) 41,700 46,930 52,300 54,670 58,790 
リサイクル製品 23,530 28,000 28,710 34,140 32,920 
再生原料利用量 17,320 20,000 21,880 24,880 21,540 
国内回収量 10,000 12,000 13,500 16,000 13,660 
輸入量 7,320 8,010 8,380 8,880 7,860 
回収率 24% 26% 26% 29% 23% 
 
 このように近年の中国では 20%から 30%の割合で、国内の廃プラスチックが回収されて
いる事が分かった。2009 年の回収量を、図 3.3.9 に示す排出量と文献より得られた回収率
3.32)から求めると 1,384[kton]となり、表 3.3.4 に示す PVC 廃材の需要量とほぼ同じ値とな
ることから、PVC 樹脂も同様の傾向であると考えられる。 
 
(中国における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー) 
 中国における PVC 製品及び建材の資源の流れを俯瞰的に捉えるため、本節で整理した上
記のデータを用いてマテリアルフローの作成を行った。 
2011 年のデータを基準としてマテリアルフローを作成した。中国においては、PVC 製品
に関する再生原料の利用状況など詳細な統計が取られていない。そのため、プラスチックの
回収率などを代用し再生原料の利用については仮定している。このことから再生原料の用
途などは、仮想的なマテリアルフローとなっていることは注意が必要である。 
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 以下に、中国における PVC 製品のマテリアルフローモデルを図 3.3.13 に示す。 
 
 
図 3.3.13 中国の PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 
中国における PVC 樹脂の生産量は、年間で 12,390[kton]である。これは、日本のおおよ
そ 10 倍に相当する生産量となっている。加えて、1,320[kton]の PVC 樹脂のバージン原料
を輸入している。以上、国内生産量と輸入量を合算した PVC 樹脂のバージン原料の需要は
13,250[kton]となっている。これらの原料は、塩ビ管や樹脂サッシなど PVC 建材に全体の
3 割程度の 3,490[kton]使用されていると想定される。 
これらは製品が製造された後、市中へ出荷され使用される。使用期間中は、市中にストッ
クされストック量としては、塩ビ管やサッシといった耐用年数の長いものが多くなってい
る。 
使用後の排出量は、中国全土で 7,215[kton]と推計され、その中で、塩ビ管は 44[kton]、
樹脂サッシは 36[kton]と生産量に比して少量であることから、2011 年において、塩ビ管や
樹脂サッシの排出は本格化していないと言える。一方で、寿命の短い製品はストックされる
ことなく排出されるため、消費量に近い数量で排出され、その他(1 年)は 2,480[kton]、その
他(3 年)は 2,405[kton]と、これら短寿命の製品だけで 7 割弱の排出量を占めている。  
中国全土で排出された総量の 26%に相当するものが回収され、これら全てが再資源化さ
れると仮定すると再資源化量は 1,880[kton]となり、バージン原料の輸入量より再生原料の
流通量が多い。また、海外より PVC 廃材が約 1,190[kton]輸入されることから、中国国内
の再生 PVC 原料の需要は、3,000[kton]を超える消費量であると考えられる。 
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以上、マテリアルフロー作成により、中国における PVC 製品及び建材の資源の流れに関
してライフサイクルを通して定量的に捉えることができた。中国における PVC 製品の特長
としては 2011 年時点で、塩ビ管や樹脂サッシといった硬質 PVC 建材などの排出が本格化
しておらず全体の 5%に満たない排出量であること。また、年間約 3,000[kton]の再生 PVC
原料を国内外から調達しており、かなり積極的に再生原料が活用されていることが分かっ
た。 
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3.4 小結 
 
 以上より、東アジアにおけるPVC製品及び建材のライフサイクルを明らかにするために、
『1)各国における PVC 製品及び建材の需要量』、『2)各国における PVC 製品及び建材の再
資源化の実態』、『3)各国における PVC 製品及び建材の排出量』、『4)各国における PVC 製
品及び建材のマテリアルフロー』の 4 つの視点から、各国の統計資料及び参考文献等を用
いて定量的に PVC 製品及び建材のライフサイクルを捉えた。 
 加えて、各国における PVC 建材の再資源化に係る法制度などにおいても、本章の中で整
理した。本章で明らかにした事項を、以下にまとめる。 
 
<本章で明らかにしたこと> 
1) 各国における PVC 製品及び建材の需要量 
 -韓国、台湾、中国における PVC 製品及び建材の需要量を過去に遡及して把握した。 
2) 各国における PVC 製品及び建材の再資源化の実態 
 -韓国、台湾において中間処理工場などでの PVC 建材の再資源化の実態を把握した。 
 -韓国、台湾、中国の再資源化に係る法制度を把握した。 
3) 各国における PVC 製品及び建材の排出量 
-韓国、台湾、中国の PVC 製品及び建材の排出の特徴を明らかにした。 
4) 各国における PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 -韓国、台湾、中国の PVC 製品及び建材のマテリアルフローを作成した。 
 
 以下、各国の PVC 製品及び建材の再資源化に係る法制度と、再生 PVC 原料の需要につ
いて記述する。 
各国の再資源化に関する法制度をみると、塩ビ管や樹脂サッシの再資源化促進する制度
が運用されているのは韓国のみであった。韓国では廃棄物負担金制度と自発的協約制度に
よって再生原料の回収システム、需要確保創出といった一連の再資源化システムが構築さ
れており、リサイクル製品を一般製品にするような制度設計になっていると考えられる。台
湾や中国では塩ビ管や樹脂サッシに関しては、再資源化を促進する制度などは把握できな
かった。以上より、韓国では塩ビ管や樹脂サッシに関して再資源化促進制度が、厳格に運用
されており再生原料の需要確保及び創出が行われていると考えられる。 
再資源化の実態に関しては韓国、台湾で実態調査を実施した。韓国、台湾とも再資源化が
行われていることが把握できた。また、中国においても文献調査により、再資源化状況を把
握したが、中国においても再資源化が行われていると考えられる。韓国では、法制度により
再資源化が促進されているが、台湾、中国においては市場原理に基づき再資源化システムが
自ずと構築され、再生原料の輸入や国内における再資源化が積極的に行われていると考え
られる。これらの国では再資源化を促進する制度など政府や業界団体などの梃入れが行わ
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れていないが再生原料の消費動向を考えると、活発な再資源化市場が創出されていると考
えられる。 
各国の再生原料の需要動向について考察すると、韓国では、廃棄物負担金制度や自発的協
約制度などの再資源化促進制度により再生原料が積極的に用いられるようになっており、
再生原料の消費量は 120[kton]と日本の倍近い需要となっている。これらの再生原料は、韓
国国内だけではなく、海外、特に日本から輸入されている再生原料も少なくない。引き続き、
再資源化促進制度が、存続していくのであれば、今後も、高い水準で再生原料の需要が維持
されていくと考えられる。 
台湾をみてみると、一般系廃棄物は再資源化を促進する制度などが確立されており、行政
機関などの管理下のもと積極的に再資源化が行われている。一方で、建設系の廃プラスチッ
クは事業系廃棄物として、台湾における廃棄物清理法に基づいて適切に処理され、再資源化
状況などについては管理されている。しかしながら、その実態は、行政及び業界団体におい
ても詳細には把握されておらず、塩ビ管等の再資源化などについては専ら市場に委ねてい
る状況であると言える。一方で、再資源化促進制度として緑色建材制度が運用されており、
現在、新たに再生 PVC タイルが緑色建材制度の認証への申請が行われている。今後は、塩
ビ管等へも認証の動きが波及的に広がっていくことも十分に考えられる。 
中国では、PVC 製品及び建材に対する再資源化促進制度などは存在していないが、PVC
樹脂の需要が旺盛なため、PVC 廃材は市場原理で積極的に回収されているほか、海外から
も積極的に輸入していると考えられる。しかしながら、PVC 廃材の輸入量に関する統計デ
ータによると 2010 年以降、輸入量が激減しており、その旺盛な需要にも陰りが見える。
PVC 廃材の輸入量が激減した要因として、国内で PVC 廃材の調達が可能になったことな
ども、その要因の一部として考えられる。 
 上記、各国における PVC 建材の再資源化促進に係る制度や再生原料の需要動向に関す
る内容を、表 3.4.1 に簡単にまとめる。 
 
表 3.4.1 東アジアにおける PVC 建材の再資源化動向 
国名 PVC 建材の再資源化を促進する制度 再生原料の消費動向 
韓国 【塩ビ管、樹脂サッシ】 
廃棄物負担金制度と自発的協約制度 
再資源化促進制度によって需要を創
出。再生原料は、バージン原料と近い
価格で取引されている。 
台湾 【塩ビ管、樹脂サッシ】 
制度なし 
【その他】 
今後、緑色建材制度の認証を受ける予定 
(再生 PVC タイルは、緑色建材制度により規定) 
市場原理により、再生原料が利用され
ている。 
中国 制度なし 
(再資源化とは別で環境負荷低減のために、建築用
プラスチック管は、中国環境ラベルの認証製品と
なっており、塩ビ管も認証を受けている。) 
市場原理により、再生原料が利用され
ている。 
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<本章の課題と今後の展望> 
本章の課題と今後の展望を、1)実態調査、2)排出量推計とマテリアルフローの 2 つの視点
から整理する。 
1) 実態調査 
各国における実態調査は、協力が得られた業界団体や中間処理工場などへヒアリング調
査を実施している。そのため、調査を実施できた中間処理施設への事例数が少ないことや、
塩ビ管や樹脂サッシなどの再生PVC製品の製造工場への実態調査を実施することができな
かったため、実態調査ベースでは全体像を把握するまでには至らなかった。今後も、日本か
ら排出される PVC 廃材は、各国へ輸出されることが考えられるため、全体像を把握するた
めには、引き続き再生 PVC 製品の事業者や中間処理工場への実態調査を行っていくことが
望まれる。 
2) 排出量推計とマテリアルフロー 
PVC 製品及び建材の排出量推計とマテリアルフロー作成の課題点は、各国における PVC
製品及び建材の出荷量において統計的データが統一されていないことや、過去に遡及した
データを入手する事が困難であったことが挙げられる。また、排出量推計の課題として、各
PVC 製品の耐用年数は、各国とも異なることが想定され、各 PVC 製品の詳細な寿命を把握
することが出来なかった。そのため、排出量推計はその精度に課題が残る部分もあるが、塩
ビ管及び樹脂サッシに関しては、各国の状況を定性的に考察した他、想定される需要変動に
対して感度分析を行った結果、各国の排出傾向には大きな影響を与えていなかったことか
ら、各国における排出量の動向としては、ある程度の精度で捉えられていると言える。 
また、台湾においては再資源化に係る情報も整備されていないことから、各国ともに PVC
建材の再資源化に係るトレーサビリティの向上を図る必要があると言える。以上、各国にお
ける PVC 製品及び建材のマテリアルフロー作成において課題は残されているものの、各国
の PVC 製品の市場や排出状況については、国内において十分に把握されていなかったこと
から、各国の PVC 製品及び建材の市場や排出状況を明らかにしたことは、本研究の一定の
成果であると言える。 
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4 章 東アジアにおける PVC 建材の再資源化システム 
 
はじめに 
 
 2 章では日本国内における PVC 製品及び建材のライフサイクル、3 章では韓国、台湾、
中国における PVC 製品及び建材の再資源化を中心としたライフサイクルを把握し、各国内
における PVC 製品及び建材の需要と、その再資源化の実態を捉えた。前章までで得られた
データより、現在、韓国、台湾、中国における再生 PVC の需要は、日本国内よりも旺盛で
あり、その中において、各国ともに自国ないでも再資源化が行われていることを示した。加
えて、再生原料の輸出入も活発に行われており、日本は再生原料を輸出している一方で、韓
国、台湾、中国においては日本国内の再生PVC原料を輸入していることを明らかとなった。
以上より、日本の PVC 建材の再資源化システムは、日本、韓国、台湾、中国の東アジアの
4 カ国を中心に形成されていると言える。今後、東アジアを含めた PVC 建材の再資源化シ
ステムを発展的なものにするためには、再資源化原料の輸出入に係る国際法や各国の再資
源化の法制度や状況を包括的に把握するとともに、資源需給の観点からも PVC 製品及び建
材の需要及び PVC 廃材の排出状況などを捉える必要があると言える。また、PVC 建材の国
際的な資源循環を考える上で、PVC 建材の鉛系安定剤の含有状況は、各国で鉛系安定剤の
規制が導入されつつあることから、把握することが重要である。以下、PVC 建材の再資源
化に係る法・制度、PVC 建材の鉛含有状況、国家間を跨いだマテリアルフローに関する既
往研究について整理する。 
 PVC 建材の再資源化に係る国際間を跨ぐ場合の法・制度に関連する既往研究として、小
島らによって韓国、中国、台湾などのアジア諸国における廃棄物輸入規制に関連する制度な
どが整理されており、各国における再生原料の輸入規制に関連する制度の変容が把握され
ている 4.1)。また、2007 年に神鋼リサーチがバーゼル条約について取りまとめた報告書の中
で、他国間における資源循環の法制度を円滑に進めるため、バーゼル条約 11 条に規定され
ている二国間・多数国間協定の事例分析がなされ、適正な処理を確保した上での有害廃棄物
の輸出入の円滑化への可能性が示されている 4.2)。これらの既往文献は、廃棄物全般を対象
に調査されたものとなっているため、PVC 建材に関する情報は極めて限定的な部分である。
そのため、PVC 製品に関して、どのような法制度に基づき他国へ輸出されているか、また、
各国国内でどのような法体系に基づいて処理されているかは、詳細に整理されていない。 
 PVC 建材の鉛含有状況に関連する既往研究及び文献としては、塩ビ工業・環境協会によ
って安定剤の消費に関するデータが公表されているものの、現在、国内で排出されている
PVC 廃材に関して、どの程度、鉛系安定剤が含まれているかは明らかにされていない。 
PVC 建材の国家間を跨いだマテリアルフローに関連する研究及び文献としては、鉄鋼や
紙などの分野では積極的に行われているものの、PVC 建材については行われておらず、東
アジアを含めたマテリアルフローの全体像は明らかにされていない。 
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そこで本章では、前章までに収集したデータ及び追加の文献調査等により、以下の 4 つ
の視点により、東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システムを明らかにする。 
はじめに、東アジアを含めた PVC 製品再資源化に係る法制度を把握するために、各国の
輸入規制に関連する法制度を含め、日本だけでなく東アジアを含めた法制度の全体像を明
らかにする。 
次に、国内におけるPVC建材由来のPVC廃材の鉛系安定剤の含有状況を明らかにする。 
そして、再資源化の実態を比較して各国における PVC 建材の再資源化技術及び再生原料
の品質の違いを明らかにする。 
最後に、これら東アジアを含めたマテリアルフローを作成し、俯瞰的に資源の流れを捉え
ると伴に、東アジアを含めた排出量及び需要量のマテリアルバランスを把握して、資源の需
給関係に着目し分析及び考察を行う。 
 以上の内容を明らかにするために、以下、図 4.1 に示すプロセスにより本章を構成する。 
 
 (1 節) PVC 建材の再資源化に係る法制度  
 PVC 建材再資源化における東アジアを含めた各国
の再資源化法制度などを考察 
 
   
 (2 節) 日本国内における PVC 建材の鉛含有状況  
 日本国内における PVC 建材に含まれる鉛含有状況
について分析 
 
   
 (3 節) PVC 建材の再資源化の実態  
 各国における再資源化の違いを考察  
   
 (4 節) PVC 製品及び建材のマテリアルフロー  
 東アジアを含めた PVC 建材のマテリアルフローを
作成して、資源の流れを俯瞰的に把握 
 
   
 (5 節) PVC 製品及び建材の排出量の分析  
 2050 年までの PVC 製品の排出の傾向を分析  
   
 (6 節) 小結  
図 4.1 本章の構成 
 
(1 節) PVC 建材の再資源化に係る法制度 
 各国（日本、韓国、台湾、中国）における塩ビ管、樹脂サッシの再資源化に係る法制度に
ついて文献調査を中心に把握し、各国の法制度を把握するとともに国家間を跨ぐ際の諸手
続きなどを把握する事とした。 
(2 節) 日本国内における PVC 建材の鉛含有状況 
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 PVC 建材には、鉛系安定剤が用いられている建材もある。そのため、本節では国内にお
ける塩ビ管及び樹脂サッシに関して、排出量推計により廃材の鉛系安定剤含有状況を明ら
かにする。 
(3 節) PVC 建材の再資源化の実態 
 本節では、前章までの実態調査を総括し、日本、韓国、台湾の実態調査より各国における
PVC 建材の再資源化の実態の違いを明らかにする。 
(4 節) 東アジアを含めた PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 日本、韓国、台湾、中国を含めた PVC 製品の資源の流れを俯瞰的に把握するために、2
章及び 3 章で整理した生産量、排出量及び再資源化量のデータより PVC 建材のマテリアル
フローの作成を行う。 
(5 節) 東アジアを含めた PVC 製品及び建材の排出量の分析 
 前章までの日本、韓国、台湾、中国の PVC 製品について、将来に至る排出量の分析を実
施することで PVC 製品の排出量及び塩ビ管及び樹脂サッシの排出動向を明らかにして、将
来的な 4 カ国における PVC 廃材排出に関する課題点などを整理することを目的とした。 
(6 節) 小結 
 本章の総括を行う。 
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4.1 PVC 建材の再資源化に係る法制度 
 
 ２章、３章において各国における PVC 建材に係る再資源化の法制度を把握した。本節で
は、各国における再資源化に係る法制度の違いや他国間における条約がどのように関連し
ているか体系的に整理することとした。アジア各国における廃棄物処理に係る法律につい
ては日本貿易振興機構アジア経済研究所が 2007 年に報告した既往文献によって明らかに
されている 4.3)。また、他国間で廃棄物が移動する際における各国の法制度の動向について
は小島道一らによる既往文献 4.1)によって解説されている。本節では２章、３章における実
態調査と既往文献を参考にして、各国の再資源化に係る法律を整理した上で、塩ビ管や樹脂
サッシの国家間を跨ぐ資源循環について各国の法律及び制度がどのように機能しているの
か体系化することとする。以下、各国における関連法令及び制度と参考文献の対応関係を表
4.1.1 に示す。 
 
表 4.1.1 各国における関係法制及び制度 
各国における関連法令及び制度 参考文献等 
(日本) 
－建設工事に係る資材の再資源化等に関する法
律(以下、建設リサイクル法) 
－廃棄物の処理及び清掃に関する法律(以下、廃
掃法と省略する) 
－塩化ビニル管・継手協会の再資源化システム 
－優先購入制度 
－バーゼル法(国際)  
 
環境省 ウェブサイト 4.4) 
 
環境省 ウェブサイト 4.5) 
日本産業廃棄物処理振興センター ウェブサイト 4.6) 
塩化ビニル管・継手協会ウェブサイト 4.7) 
2 章 2 節 1 項より 
経済産業省ウェブサイト 4.8) 
(韓国) 
－建設リサイクル法 
 
 
－廃棄物負担金・自発的協約制度 
 
アジア各国における産業廃棄物・リサイクル政策情
報提供事業報告書 4.3) 
小島ら：国際リサイクルをめぐる制度変容 4.1) 
ヒアリング調査(3 章 1 節,KOVEC) 
(中国) 
－固体廃棄物環境汚染防治法・循環経済法(国
内) 
－輸出入商品検査法(国際) 
 
アジア各国における産業廃棄物・リサイクル政策情
報提供事業報告書 4.3) 
小島ら：国際リサイクルをめぐる制度変容 4.1) 
(台湾) 
－廃棄物清理法・資源回収法(国内) 
 
－廃棄物越境輸出入管理規則(国際) 
 
アジア各国における産業廃棄物・リサイクル政策情
報提供事業報告書 4.3) 
国際リサイクルをめぐる制度変容 4.1) 
(国際間) 
－バーゼル条約(国際) 
 
経済産業省 WEB サイト 4.8) 
廃棄物等の輸出入管理の概要 4.9) 
 
（日本） 
国内における PVC 建材の再資源化に関連する法律としては、建設廃棄物の再資源化を促
進するための建設リサイクル法がある。この法律では、分別・解体の徹底と、コンクリート
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や木材などの特定建設資材の再資源化が原則義務付けられている。PVC 建材については、
解体現場等で分別されることとなるが、非特定建設資材であることから、法律上、再資源化
は義務付けられておらず分別の徹底が図られているのが現状である。 
再資源化処理及び最終処分に関連する法律としては、回収されたものが有価でなく、処理
委託されるものであれば廃棄物の処理及び清掃に関する法律(以降、廃掃法と省略する)に則
り、再資源化処理もしくは最終処分が行われることになる。この場合、産業廃棄物管理票(以
降、マニュフェストと省略する)により適正処理のトレーサビリティの確保が行われ、排出
した事業者は処理が完了したことを確認しなければならないようになっている。確認の報
告期限は、直接、再資源化もしくは最終処分が行われる場合 90 日、中間処理場経由で最終
処分される場合は 180 日以内となっているため、中間処理業者は、この期間内に再資源化
処理を完了する必要があると言える。そのため、少量しか回収できない地域においては、効
率的な再資源化及び運搬が困難となるため、再資源化の機会を損失しているケースもある
と考えられる。 
法律とは別に、塩ビ管に関しては、塩化ビニル管・継手協会により平成 10 年より再資源
化システムが構築され、塩ビ管の再資源化システムが運営されている。この再資源化システ
ムにより、解体現場などから排出される塩ビ廃材の回収及び再資源化を促されている。また、
別の制度として各行政機関において再生原料を用いた塩ビ管の優先購入制度が存在してい
る。以上が、日本国内における法制度及び再資源化促進に係る制度となる。 
 次に、海外へ PVC 廃材を輸出する場合の法律として、鉛系安定剤を含有している廃材も
あることから、バーゼル条約の規制品目に該当するか確認が必要となるため鉛含有の検査
が必要となる。この際、鉛含有率が 0.1%以上となった場合については、国内で再資源化を
実施するか、バーゼル条約に基づき輸出国へ事前通告し合意を得る必要がある。また、中国
へ輸出する場合は、輸出企業及び輸入企業の登録が必要となるほか、国内での事前検査が必
要となる台湾への輸出に関しては、廃棄物越境輸輸出入管理規則に則り輸出が行われるこ
ととなる。 
（韓国） 
 韓国国内では、建設廃棄物を再資源化するために建設リサイクル法がある。この法律の中
では、主に骨材などの処理を規定しており、PVC 建材については規定されていないが、現
在、塩ビ管や樹脂サッシなどは、個別に廃棄物負担金制度と自発的な協約制度によって再資
源化が推進されており、それら制度によって再資源化システムの拡充が図られ再資源化原
料が消費されるような社会へと転換しつつある。 
 海外からの輸入に関しては、一般人と廃棄物取扱い業者とで輸入に関する手続きが異な
る。一般人が輸入する場合は、管轄の地方環境庁長の許可を得た上で輸入することが可能で
あるが、廃棄物管理法の規定により処理及び再資源化を実施する必要がある。他方、廃棄物
取扱い業者が輸入する場合は、流域・地方環境官庁の輸入許可を必要とし「廃棄物管理法」
により処理しなければならない。一方で、PVC 廃材は廃プラスチック製品となることから、
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以上の規定は該当しない。他方、韓国においてはバーゼル条約の締結国であることから、原
則として PVC 廃材の輸入に関しては鉛含有の分析が求められることとなる。 
（中国） 
 現在、中国国内の建設廃棄物に関しては個別法がないのが、固体廃棄物環境汚染坊治法、
循環経済法によって建設現場における廃材についての再資源化処理に関することが規定さ
れており、一方で、解体現場から排出される廃材については、これらの法律において規定は
されておらず、法律等の規定はないと考えられる。 
 海外からの廃材を輸入する場合は、輸出入商品検査法により海外から中国へ輸出する企
業及び中国側で輸入品を受け取る企業が双方とも、中国政府において登録業者として認定
される必要がある。また、輸出国においては船積み前検査を実施する必要があり、輸入業者
は船積み前検査証明書を中国当局に提示する必要がある。 
（台湾） 
 台湾国内における建設廃棄物に関連する法律としては、中国と同様に個別法がなく、現状、
廃棄物清理法と資源回収利用法の 2 つの法律によって再資源化が促進されている。PVC 建
材は、一般事業系廃棄物として廃棄物清理法によって再資源化が実施されていると考えら
れる。 
 一般事業系廃棄物の輸出入に関しては、廃棄物越境輸出入管理規則に従うことになるが、
輸入業者へのヒアリングより廃プラスチックをはじめPVC廃材は廃棄物越境輸出入管理規
則による制限はなされておらず、輸入を実施する場合は輸出入業者の資格登録のみが必要
となる。 
 上記、各国における PVC 建材の再資源化に係る法制度の概要を表 4.1.2 にまとめる。ま
た、国内で PVC 建材が排出されてから再資源化に至るフローにおいて、再資源化に係る法
律及び制度が、どのように関わっているのかを図 4.1.1 にまとめた。 
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図 4.1.1 東アジアにおける PVC 建材の再資源化に関連する法律 
 
以上、PVC 建材の再資源化を促進する法律および制度に関しては、日本及び韓国で施行
及び運用されていることがわかった。日本では塩化ビニル管・継手協会により再資源化が促
進されているほか、各行政機関により公共工事の優先購入制度によりリサイクル製品の需
要確保が図られている。一方、韓国では廃棄物負担金制度及び自発的協約制度によって、塩
ビ管及び樹脂サッシの原料調達において、再生原料利用率が義務化されており、再資源化か
ら再生原料を消費する機構が構築されている。中国や台湾においては、PVC 建材に特化し
た再資源化に関する法律や制度などについてはみられなかった。 
国際資源循環の観点から述べると、日本から PVC 廃材を輸出する場合は、バーゼル法に
より鉛含有の検査が必要となる。加えて中国へ輸出する場合は、輸出入商品検査法により、
輸出業者及び輸入業者は中国政府への登録が必要となるほか、輸出前の検査が日本国内で
実施され、中国へ輸出する場合は厳格な運用が行われている。一方で、台湾においては、輸
入業者の登録が必要であるものの、他の廃棄物のように求められる書類などはない。また、
韓国においても廃プラスチックとして輸出される場合は、一般的な商品と同等として扱わ
れ特段登録や承認をする必要がないのが現状であると考えられる。 
現在、日本から海外へ PVC 建材を輸出する場合は、国内のバーゼル法に則った形式で鉛
含有の検査が必要 4.8)となっており、他の廃プラスチックの輸出よりも手続きが煩雑となっ
てしまっていると考えられる。 
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表 4.1.2 各国における PVC 建材の再資源化に係る法律及び制度 
法律の種類 範囲 日本 韓国 中国 台湾 
再資源化に係
る法制度 
建設廃棄物 －建設リサイクル法 
・特定建設資材（コンクリ
ート、木材、）の再資源化
の義務化 
・分別解体の徹底 
－廃掃法 
・廃棄物の排出抑制、適正
処理 
・産業廃棄物管理票 
－建設リサイクル法 
・3 大推進対策 
①循環骨材における「実質再
活用率の向上」、②建設廃棄物
の減量化、③建設廃棄物の適
正処理 
・2 大推進施策 
①建設廃棄物関連の政策／技
術開発事業の推進、②建設廃
棄物関連の社会インフラの支
援推進 
－固体廃棄物環境汚染防治法 
・施工端材の処理を迅速かつ
適正処理 
－循環経済法 
・工事中発生した廃材を総合
利用 
 
※建設廃材に特化した個別法
はなし) 
－廃棄物清理法の営建事業廃
棄物再利用管理弁法 
・廃棄物の適正処理 
・再資源化用途の定義 
・再資源化施設の資格要件 
 
 
※5 号 廃プラスチック 
PVC 建材 －塩化ビニル管・継手協会
の再資源化システム 
・塩ビ管の再資源化協力企
業に補助金を交付 
・回収拠点整備 
・粉砕品購入制度 
－優先購入制度；グリーン
購入法など 
・公共工事における優先購
入制度 
 
 
※塩ビ管のみ 
－廃棄物負担金制度 
・PVC 樹脂の使用量に基づき
廃棄物負担金を納付 
 
－自発的協約制度 
・再生原料の利用義務率を設
定 
・義務率が達成されなければ
罰金 
・加盟料による再資源化シス
テムの整備 
※塩ビ管、樹脂サッシなど 
特になし 特になし 
廃棄物の輸出
入に関する法
律・制度 
－バーゼル条約(鉛含有が 0.1%以上の場合) 
・鉛含有検査必要（該当品目か判断するため） 
・輸出国への事前通告・合意を得た上で輸出を実施 
－国内バーゼル法(鉛含有が 0.1%以下の場合) 
・鉛含有検査必要（該当品目か判断するため） 
 
  - 輸出入商品検査法 
・輸出入業者登録制度 
・事前検査など 
特に規定なし 
 
※廃棄物越境輸出入管理規則
による制限なし 
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4.2 日本国内における PVC 建材の鉛系安定剤の含有状況 
  
 日本国内における塩ビ管や樹脂サッシなどの PVC 建材には、以前より、安定剤として鉛
系安定剤が利用されていた。前節では、国際移動間の法制度の順守により、国内の PVC 廃
材については鉛含有率を分析する必要があり、鉛がなければ通常の PVC 廃材の輸出方法に
よって輸出されることになる。鉛の含有率が 0.1%以上となった場合、バーゼル条約に基づ
いた手続きに則り海外へ輸出する必要がでてくることを示した。また、３章１節で、韓国に
おける業界団体へのヒアリング調査により、韓国国内の塩ビ管の規格の中に鉛含有率の規
定が追加されることが予定されており、以後、韓国内においては塩ビ管の原料として再生原
料を用いる事が困難になると危惧されていた。このように鉛系安定剤を含む PVC 廃材の各
国における利用動向は、国際資源循環を考慮した再資源化システムの構築を考える場合、重
要な要素であると言える。しかしながら、国内における塩ビ廃材の鉛含有状況は、未だに明
らかとはなっていない。 
 本節では、国内における PVC 廃材の排出量推計により、国内における塩ビ管や樹脂サッ
シ由来の PVC 廃材に含まれる鉛含有建材の占有率を明らかにすることを目的とした。鉛系
安定剤の消費動向は、2004 年に物質・材料研究機構によって鉛のマテリアルフロー作成の
ために調査が行われた報告書 4.10)や、社団法人電線総合技術センターによって、鉛系安定剤
についての分別技術が検討されている報告書 4.11)に記述がある。また、塩ビ工業環境協会に
おいても、安定剤の出荷動向に関する統計 4.12)が捉えられている。これらの文献を用いて鉛
系安定剤の使用状況を表 4.2.1 の中列に整理した。 
以下に、塩ビ管及び樹脂サッシの鉛系安定剤の消費動向を表 4.2.1 にまとめる。また、非
鉛化への切り替えは 10 年の時間を要すると仮定し、塩ビ管や樹脂サッシの鉛系安定剤の使
用状況を暦年で整理した。 
 
表 4.2.1 塩ビ管及び樹脂サッシの鉛系安定剤の消費動向 
品目 使用状況 4.11) 非鉛化の設定 
塩ビ管 －上水道   1993 年より自主規格
により非鉛化 
－下水道など 用途については鉛系
安定剤を使用 
‐上水道 1983年から 1993 年にかけ非鉛化とな
るよう設定 
‐下水道 100% 
‐その他 100% 
樹脂サッシ 2012 年時点、概ね非鉛系安定剤に切
り替えが終了 
‐樹脂サッシ 2002 年から 2012 年にかけて非鉛
化となるよう設定 
 
以上の内容を整理した結果を図 4.2.1 に示す。国内の PVC 建材の鉛含有状況は、給・配
水管などの塩ビ管の非鉛化と樹脂サッシの非鉛化によって、現状、約 20%の PVC 建材に
おいて非鉛化が達成されていることが分かった。 
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図 4.2.1 塩ビ管及び樹脂サッシの鉛含有推計 
 
 次に、鉛系安定剤を用いた塩ビ管及び樹脂サッシの排出動向を 2 章で行った推計手法を
用いて試算し、今後、鉛系安定剤の利用に対する対策をケースにとり、ケーススタディを
実施して対策効果の検証を行う。ケーススタディでは、以下 3 つのケースを想定した。非
鉛を進めていくケース(高位、中位)、現状の生産体制を維持するケースとし、2013 年より
表 4.2.2 に示す非鉛化に向けた対策が実施されると仮定しケーススタディを実施した。 
 
表 4.2.2 PVC 建材の非鉛化に向けたケース設定 
 塩ビ管(給水管を除く) 樹脂サッシ 
CASE1(現状) 鉛系安定剤を 100% 鉛系安定剤 0% 
CASE2(対策中位) 35 年間かけて 100%から 0% 鉛系安定剤 0% 
CASE3(対策高位) 10 年間かけて 100%から 0% 鉛系安定剤 0% 
 
以下、推計式(4.1)を示す。 
 
Gk(t)=∑Pk,i(t)×fk,i(t)×Yk,i(t)   (4.1) 
 
 
ここで、Gk(t)=国内における PVC 製品 k の排出量 
Pk,i(t)=i 年に出荷された PVC 製品 k の生産量 
fk,i (t)=i 年に出荷された PVC 製品 k が廃材として排出される確率 
Yk,i(t)=i 年における PVC 製品 k の鉛含有率 
k =塩ビ管(建築)、塩ビ管(土木)、樹脂サッシ 
i=1955、1956、1957・・・・・・・2050 
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2000 年から 2050 年までの鉛含有状況の推計結果を図 4.2.2 に示す。 
 
 
図 4.2.2 鉛含有と非鉛の塩ビ管及び樹脂サッシの排出量 
 
 2014 年から、給水管以外の塩ビ管について鉛系安定剤の対策を講じた場合、2030 年頃
より排出される PVC 廃材の性状に効果が表れはじめる。その後、対策強度の違いにより
非鉛系の排出量の状況に違いがでるものの、対策を講じた各シナリオともに一定の効果を
得られることが分かった。しかしながら、早急に生産者側から脱鉛を目標に組成対策を講
じても、PVC 建材は耐用年数長いことから、対策の効果をえるためには 15 年以上の長期
のスパンを必要とすることが示された。 
 以上、得られた結果より、国内の PVC 建材の廃材に含まれる鉛系安定剤について整理
する。国内における塩ビ建材については、旧来より、添加剤として鉛系安定剤を長期的に
使用していた。2014 年以降に対策を講じたとしても、建設資材として使用される場合は耐
用年数が長いことから、その組成変化は 2030 年以降に効果が表れてくる。以上より、
2030 年前後まで鉛系安定剤を用いた建材の排出量は増加していくことから、日本において
は、これら鉛系安定剤が用いられた PVC 廃材と上手く付き合っていく必要があると言え
る。 
今後の塩ビ建材の再資源化システムの構築を考えると、国内需要のみでは賄いきれない
排出量となる。本節でしめしたように大部分において鉛系安定剤が含まれる事が想定され
ることから、海外への輸出を促すためにもバーゼル条約に基づく手続きを簡素化するなど
の措置も必要であると言える。加えて、有害物質を拡散させないという適切処理の観点か
ら、再生原料として輸出する場合は、適切に再資源化などが行われる国を判断してアジア
を含めた再資源化システムの構築を促していくことが必要であると言える。 
本研究で実施した実態調査の結果より、韓国の塩ビ管について鉛含有率の規制が導入さ
れることとなっているため、各国の鉛含有規制の動向等を注視し鉛系安定剤を用いた再生
塩ビ原料の消費動向を把握していく必要があると言える。 
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4.3 PVC 建材の再資源化の実態 
 
 2 章、3 章において各国における PVC 建材の再資源化の実態を把握した。本節では、日
本、韓国、台湾における再資源化手法の違いに着目して各国における再資源化処理の違い
について考察することとした。日本、韓国、台湾において実態調査を実施した事業者の概
要を表 4.3.1 に示す。 
 
 表 4.3.1 東アジアを含めた再資源化システムの実態調査概要 
国 調査の件数 
日本 リサイクル塩ビ管工場 3 社 
中間処理工場 33 社 
韓国 中間処理工場 3 社 
台湾 リサイクル塩ビ床材工場 1 社 
中間処理工場 2 社 
 
 日本では 33 社、韓国では 3 社、台湾では 2 社の中間処理工場へのヒアリング調査を実
施している。各国ともに中間処理事業者は多く存在しているため、本研究で捉えられた再
資源化の実態は一部分のみであると言わざるを得ないが、実態調査に基づいた塩ビ管及び
樹脂サッシの再資源化技術、再資源化に関する需要動向について考察することとした。 
 
4.3.1 各国における実態調査からみた再資源化技術及び品質 
 ここでは、日本、韓国、台湾の中間処理工場への実態調査から、各国における再資源化
技術及び再生原料の品質確保の手法の違いについて考察する。 
(塩ビ管) 
 日本国内における塩ビ管の中間処理工場は、主に、国内向けに再生原料を販売している
会社と、海外向けに再生原料を輸出している会社に分ける事が出来る。国内で再生原料を
用いてリサイクル塩ビ管を製造する場合、ペレット化し異物除去を行った再生ペレットを
用いて押出成形を実施するのが一般的である。また、事前の選別段階において異物等の混
入や付着物がほとんどないものについては、ペレット化せずに粉砕品のまま再生原料とし
て用いることがある。 
 韓国では、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化手法として、3 社中 3 社において再生原料
をパウダー状にして販売していた。このことから、韓国における塩ビ管の再資源化手法に
関しては、微粉砕が一般的な再資源化手法であると考えられる。微粉砕にすることにより
異物の影響を低減させる効果があるほか、ヒアリング調査において O 社では粉砕時、風力
選別を実施することで砂や泥汚れなどの付着物を除却する事が可能であり、製造者側の品
質要求を満たす事ができるとの事であった。 
 台湾での塩ビ管の再資源化は、日本と同様にペレット化して再資源化が行われ、中間処
理工場では、まず、他の樹脂が混入していないかなど手選別で異物の除去等は行われる。
4 章 東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システム 
155 
 
細かな異物の除去については、ペレット製造器の中にあるフィルターによって異物除去が
行われる。このことから台湾におけるフィルターの設置は、異物除去を主目的としたもの
である。また、製造しているペレットについても、多少の異物が見られることから、品質
に関して厳格でない製造事業者がいると考えられる。 
 以上の結果を図 4.3.1 に示す。このように、各国で再資源化の方法及び要求される品質
が異なることが分かった。 
 日本では、リサイクル塩ビ管製造に関してはペレット化が一般的であり、高い品質が求
められ異物の混入に関しては厳格に運用されている。韓国では、微粉砕することで異物混
入の影響を低減させていることが分かった。台湾では、ペレット化し再生原料を製造し異
物を除去しているが、多少、異物混入が見られることから、再生原料の品質に関して厳格
でない製造事業者がいると考えられる。 
 
日本(ペレット化) 韓国(微粉砕) 台湾(ペレット化) 
ペレットのフィルター 
微粉砕が主流で 
フィルターなし 
ペレットのフィルター 
  
再生原料の品質 再生原料の品質 再生原料の品質 
   
再生原料の品質確保は、ペレ
ット化によりが行われる。フィ
ルターにはあまり異物がなく、
事前に異物除去が徹底されてい
ると考えられる。 
 品質の良いものは、粉砕品の
まま塩ビ管の原料として利用す
る場合もある。 
粉砕及び風選別で泥などの付
着物を除去し、微粉砕化するこ
とにより、再生原料利用時の異
物影響が出ないようにしてい
る。 
これらは、異形押出建材の原
料として利用されている。 
ペレット化により異物除去が
行われる。フィルターによって
異物除去が図られ、異物が多く
付着している。また、再生ペレ
ットにも多少の異物混入がみら
れる。 
図 4.3.1 各国における塩ビ管(グレー管)の再資源化手法と品質の違い 
 
(樹脂サッシ) 
 樹脂サッシは、台湾では一般的な建材でなかったため、再資源化は行われていなかっ
た。一方で、日本、韓国において、樹脂サッシは一般的な建材であることから再資源化が
されており、以下、日本と韓国の樹脂サッシの再資源化について記述する。 
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日本では、北海道を中心に排出が始まりつつあり、一部で再資源化が行われている。韓
国では、一定の排出量があることから、全土で再資源化が行われている。 
 日本では、樹脂サッシが回収されると枠の解体が行われ、鉄製の心材や部品などを分別
した後、束状になり軟質 PVC 部分と硬質 PVC 部分の選別が行われ、硬質 PVC 部分は粉
砕され再生原料として販売される。一方で、軟質部分については最終処分される。また、
選別に手間が係る場合は軟質部分、硬質部分の選別を行わず混合し粉砕するケースもあ
る。これらの再生原料の販売先は、ほとんどが海外向けの再生原料として出荷されている
と考えられる。 
 韓国では、基本的に日本と同様に分別が実施されていると考えられ軟質部分、硬質部分
に選別が行われ、硬質部分の形材のみを一次破砕した後微粉砕し、主に、韓国国内の樹脂
サッシ用の再生原料として販売されている。混色の物など品質の低いものについては、異
形押出建材の再生原料として販売されている。 
 以上、樹脂サッシの再資源化について図 4.3.2 にまとめる。 
 
日本(ペレット化) 韓国(微粉砕) 
樹脂サッシの粉砕品(S1) 樹脂サッシの 1 次粉砕品(韓国 O 社) 
  
 
 
 
 
海外へ輸出（台湾） 
再生原料(微粉砕)の品質(韓国 O 社) 
 
基本的に樹脂サッシの再資源化は金属製
の部品、硬質 PVC、軟質 PVC に分けて硬
質 PVC を粉砕品として輸出されている。 
軟質と硬質 PVC を混合して販売するケ
ースもある。 
部品や軟質 PVC を除却し、乾式で一次粉
砕、微粉砕まで行われる。これらは、樹脂サ
ッシの原料などに用いられる。 
図 4.3.2 樹脂サッシの再資源化原料の品質 
 
 以上のように、日本では、樹脂サッシの再資源化について一部で再資源化されているも
のの、粉砕機による破砕のみしか行われておらず国内においては、ほとんどのものが粉砕
品として流通しているものの、国内需要は少なく、主に、海外へ輸出されていると考えら
れる。一方で、韓国においては微粉砕にした再生原料を製造しておりこれらは樹脂サッシ
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の原料として販売されていることから、樹脂サッシから樹脂サッシへの品質要求を満たす
再生原料を製造する再資源化技術を有していると言える。 
4.3.2 日本の PVC 廃材の取り扱いについて 
 日本の PVC 廃材の取り扱いに関しては、鉛系安定剤を含んでいることが国際的な資源
循環を形成する上での懸念事項であると言える。ここでは韓国及び台湾における中間処理
業者や業界団体を中心に、将来的な日本の PVC 廃材の取り扱いについてヒアリングを実
施した。ヒアリング調査の内容をまとめたものを表 4.3.2 に示す。 
 
表 4.3.2 各国における日本の PVC 廃材の取り扱いについて 
 
 
 韓国の事業者においては、塩ビ管の規格内に鉛含有率の規定が盛り込まれる予定であっ
たため、日本の PVC 廃材の取り扱いに関しては、各社ともに慎重な姿勢であった。一方
で、台湾の事業者においては鉛系安定剤の含有について特段問題視するような動向はみら
れず、今後とも継続的に取引を継続していく予定であるとのことであった。 
 以上から、韓国では塩ビ管の規定により、鉛を含有している可能性の高い日本の PVC
廃材の取り扱いを控える動きにある。一方で、台湾においては特段問題視されるような情
勢ではなかったことから、各国の再生原料取り扱いの方針について差があることが分かっ
た。 
 
4.4 PVC 製品及び建材のマテリアルフロー 
 
本節では、2011 年を基準年として東アジアにおける PVC 製品の資源フローを俯瞰的に
把握するために、日本、韓国、台湾、中国の 4 カ国の資源フローを考慮して、東アジアを
調査先 再資源化量 日本の再資源化原料の利用状況 鉛含有の動向
中間処理業者1
(塩ビ管・樹脂サッシ)
約2,200ton/年
2200tonのうち500ton～700ton利
用、ドアのフレームなど異形押
出製品の原料として出荷
グレーの塩ビ管の取り扱いは、減少が顕
著である。一方、異形押出製品であれ
ば、需要はあるのではないかと考えられ
ている。
中間処理業者2
(塩ビ管・樹脂サッシ)
約700ton/年
輸入材の取り扱いあり、5%程度
（日本からかは不明）
近年、塩ビ管の規格変更により輸入品を
減らして、国内の廃材を中心にしてい
る。今後、日本からの購入は控える。
中間処理・製造業者
(樹脂サッシ)
約500ton/年 日本、アメリカの物を購入し、
粉末にして販売
今後、新たな塩ビ管の規格によって、日
本の再資源化原料の利用先は困難になる
のではとの意見。
中間処理業者1
(塩ビ管中心)
約4,000ton/年 日本と台湾国内の塩ビ管の粉砕品
を購入し、ペレットを製造
中間処理業者2
(塩ビ管・樹脂サッシ)
約1,000ton/年
主に、台湾国内の廃材を再資源化
しており、1割程度 日本もしくは
アメリカの粉砕品を購入
韓国
台湾
鉛系安定剤の含有について、特段問題視す
るような動向はみられなかった。
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含めた PVC 製品のマテリアルフロー及び塩ビ管、樹脂サッシに限定した硬質 PVC 建材の
マテリアルフローを作成した。 
 東アジアを含めた PVC 製品のマテリアルフロー作成に用いた参考資料及び各フローに
おける値の算定式を表 4.4.1 に示す。 
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表 4.4.1 PVC 製品のマテリアルフローのデータ 
各プロセス 参考文献等 
- 各国における PVC（バ
ージン）の内需  
 
 
 
 
- 各国の国内における再生
PVC 原料消費量 
【各国のバージン原料の内需】 
-日本 日本国内の PVC需要(図 2.3.2) 
-韓国 韓国国内の PVC需要(図 3.1.12) 
-台湾 台湾国内の PVC需要(図 3.2.11) 
-中国 中国国内の PVC需要(図 3.3.7) 
【各国の再生 PVC 原料消費量】 
-日本 産業廃棄物・有価発生物の状況調査 4.14) 
-韓国 KOVEC が公表しているウェブデータ 4.15) 
    3 章 1 節のヒアリング調査データ 
-台湾 不明 
-中国 中国資源総合利用年度報告 4.16) 
- PVC 廃材の輸出入状況 【PVC廃材の輸出入状況】 
-日本→各国 
財務省：貿易統計 4.17) 
-韓国←世界、中国←世界 
国際連合：UN Comtrade Database4.18) 
-台湾←世界 
台湾行政院経済部国際貿易局：中華民国進出口貿易統計 4.19) 
- 輸入 PVC 廃材の内訳 
(PVC 建材のマテリアルフ
ローにおいて) 
日本→世界(輸出分) 
(国内での再資源化量から、内需分の再生原料消費量を除いた値)注) 
49[kton]=再資源化量：60[kton]-内需：11[kton] 算定式 
【韓国】 
日本→韓国 
(日本の輸出用再生原料において PVC 建材が占める割合と各国への輸出量の積) 
 
18[kton]=33[kton]×49[kton]÷90[kton]  
その他→韓国 
(日本の輸出用再生原料において PVC 建材が占める割合と各国への輸出量の積)  
 
3[kton]=5[kton]×49[kton]÷90[kton]  
【台湾】 
日本→台湾 
(日本の輸出用再生原料において PVC 建材が占める割合と各国への輸出量の積) 
 
13[kton]=24[kton]×49[kton]÷90[kton] 
その他→台湾 
(日本の輸出用再生原料において PVC 建材が占める割合と各国への輸出量の積)  
 
2[kton]=3[kton]×49[kton]÷90[kton]  
【中国】 
‐日本→中国 
(日本の輸出用再生原料において PVC 建材が占める割合と各国への輸出量の積)  
  
18[kton]=30[kton]×49[kton]÷90[kton]  
‐その他→中国 
再資源化総量を各 PVC 製品の生産量に応じて按分 
 
 
296[kton]=1,122[kton]×(2,200[kton]+1,285[kton])÷13,220[kton] 
 
 注) 内需については 2 章の p.60 に示す表 2.4.2 を参照 
日本の割合 
日本の割合 
日本の割合 
日本の割合 
塩ビ管+樹脂サッシ 
PVC 製品全体 
(バージン原料) 
日本の割合 
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東アジアを含めた PVC 原料(全製品)のマテリアルフローの結果を図 4.4.1 に示す。 
 
 
図 4.4.1 東アジアを含めた PVC 原料(全製品)のマテリアルフロー 
 
 日本では、国内で 134[kton]の PVC 製品の再資源化が実施され、そのうち約 35%に相当
する 44[kton]が再生 PVC 原料として国内で消費されている。その他 90[kton]は、海外へ輸
出されており、韓国へは 33[kton]、台湾へは 24[kton]、中国へは直接 19[kton]、香港経由
で 11[kton]輸出されている。PVC 廃材の輸入量は、ほとんどなく再生 PVC 原料としては、
国内で消費されている再生 PVC 原料のほとんどが国内で排出された再生 PVC 原料である
と考えられる。日本での PVC 樹脂の消費をみると、バージン PVC の原料は 1,070[kton]で
あり、再生 PVC 原料は 44[kton]であることから、再生原料の比率は PVC 樹脂全体の 4%
となっている。 
 韓国では、韓国国内で発生した PVC 廃材は 77[kton]回収及び再資源化が行われており、
これらは、ほぼ全て韓国国内で消費されていると考えられる。一方で、海外、特に日本から
も積極的に再生 PVC 原料を輸入しており 33[kton]の再生 PVC 原料を海外から調達してい
る。韓国国内では、110[kton]の再生原料が消費されており、再生 PVC 原料の消費量は、日
本の 3 倍弱の水準となっている。韓国での再生 PVC 原料の比率は、PVC 樹脂全体の 12%
となっている。 
 台湾では、十分な情報が得られなかったため国内の再生原料の消費状況は不明であるが、
再生PVC原料の輸入量は24[kton]となっており、大部分が日本からのものである。一方で、
韓国(PVC 廃材)
国内再資源化 77kton(14%)
埋立処分等 472kton(86%)
輸入 29kton 輸出5kton
77kton(14%)
PVC(バージン)
841kton
その他
5kton
輸出 5kton
日本 (PVC 廃材)
国内再資源化 44kton   (4%)
埋立処分等 926kton(87%)
輸入 1kton 輸出90kton
33kton(3%)
24kton(2%)
44kton(4%)
PVC(バージン)
1,070kton
3kton(0%)
11kton 19kton
輸入 1kton
30kton(3%)
日本(日本の統計値)(例) 韓国(韓国の統計値) 24kton 33kton
日本へのフロー 韓国へのフロー 台湾へのフロー 中国へのフロー再生原料のフロー ：
バージン原料のフロー ： 各国のバージン原料内需
凡例
台湾(PVC 廃材)
国内再資源化不明
埋立処分等 不明
輸入 29kton 輸出7kton
PVC(バージン)
580kton
不明
その他
3kton
26kton
輸出 7kton
16kton 48kton
中国(PVC 廃材)
国内再資源化 1,876kton(26%)
埋立処分等 5,349kton(74%)
輸入 1,186kton 輸出 2kton
その他
(EU・アジア等)
1,122kton
1,876kton(26%)
PVC(バージン)
13,220kton
輸出 2kton
※各国の貿易統計に不整合があるため, 双方の統計値を以下の通り示した
※推計値は斜字
24kton
その他の国へのフロー
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実態調査より、台湾国内で PVC 廃材の再資源化は行われているのを確認している。そのた
め、台湾国内での再生 PVC 原料の消費量は、輸入されている量よりも多くの量を消費して
いると考えられる。 
 中国では、世界各国から再生 PVC 原料を輸入しており、2011 年においては 1,186[kton]
の再生 PVC 原料を輸入している。その内、日本から輸入しているものは 30[kton]であり、
直接輸入されるものが 19[kton]、香港経由で輸入されるものが 11[kton]となっており、中
国における再生 PVC 原料の需要の一部を担っている。また、中国国内でも再資源化が行わ
れており 1,876[kton]の PVC 廃材が回収され再資源化されていると考えられる。中国での
再生 PVC 原料の比率は、PVC 樹脂全体の 19%となっている。 
 
 
※ 四捨五入のため数値が整合しない部分がある   
図 4.4.2 東アジアにおける PVC 原料(建材)のマテリアルフロー 
 
 PVC 建材(塩ビ管及び樹脂サッシ)の東アジアを含めた PVC 原料(建材)のマテリアルフロ
ーを図 4.4.2 に示す。日本では 60[kton]が再資源化され国内で 11[kton]再生原料として利
用されていることが分かった。その他 51[kton]輸出されている。内訳は韓国へ 17[kton]、
台湾へ 12[kton]、中国へ 17[kton]輸出されていると考えられる。このように日本における
硬質 PVC 建材については、大部分が海外へ輸出されていると考えられる。 
韓国においては国内での再資源化量は 19[kton]、輸入している再生 PVC 原料の量は
16[kton]となり、韓国国内における硬質 PVC建材由来の再生原料消費量は 35[kton]となる。
韓国(PVC 廃材)
国内再資源化 22kton(23%)
埋立処分等 66kton(75%)
輸入 16kton 輸出2kton
22kton(23%)
PVC(バージン)
413kton
その他
3kton
輸出 2kton(2%)
日本 (PVC 廃材)
国内再資源化 11kton   (4%)
埋立処分等 155kton(76%)
輸入 0kton 輸出46kton
17kton(8%)
12kton(6%)
11kton(4%)
PVC(バージン)
354kton
2kton(1%)
7kton 11kton
輸入 0kton
17kton(8%)
日本(日本の統計値)(例) 韓国(韓国の統計値) 13kton 17kton
日本へのフロー 韓国へのフロー 台湾へのフロー 中国へのフロー再生原料のフロー ：
バージン原料のフロー ： 各国のバージン原料内需
凡例
台湾(PVC 廃材)
国内再資源化不明
埋立処分等不明
輸入 15kton 輸出4kton
PVC(バージン)
201kton
不明
その他
2kton
13kton
輸出 4kton
10kton 28kton
中国(PVC 廃材)
国内再資源化 20kton(26%)
埋立処分等 60kton(74%)
輸入 334kton 輸出 0kton
その他
(EU・アジア等)
296kton
20kton(26%)
PVC(バージン)
3,485kton
輸出 0kton
※各国の貿易統計に不整合があるため, 双方の統計値を以下の通り示した
※推計値は斜字
13kton
その他の国へのフロー
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バージン原料が 413[kton]であることから、再生原料の利用の割合として 1 割弱となってい
る事が分かった。 
台湾国内では、再生原料の消費量に関する統計や調査が行われていないため不明である
が、再生 PVC 原料の輸入量のみで考察すると、バージン原料 201[kton]の投入に対して
16[kton]の再生原料が用いられていることから、最低でもバージン原料の 8%程度、再生原
料が用いられていることが分かる。実態調査において台湾国内で排出された塩ビ管は回収
され、再生原料として再資源化されていたことから、輸入した再生原料を含めると 1 割以
上は再生原料が用いられていると考えられる。 
中国では、塩ビ管や樹脂サッシの排出が本格化していないため、国内で調達可能な再生原
料は 20[kton]ほどであると考えられる。一方で、日本からの輸入量は 18[kton]となり、ほ
ぼ、中国国内の再資源化量と同程度であると考えられる。また、その他の国から 296[kton]
輸入されることから、海外から輸入している PVC 廃材は 334[kton]となり、塩ビ管や樹脂
サッシに関して中国における PVC 廃材の大部分は、海外由来の再生原料であると考えられ
る。バージン原料の利用量は 3,485[kton]であることから、バージン原料の 10%程度の再生
原料が用いられていると考えられる。 
ここでは、PVC 原料の資源調達に関して日本、韓国、台湾、中国を対象に東アジアを含
めた PVC 製品及び建材のマテリアルフローを作成し、バージン原料、再生原料に分け PVC
原料の資源の流れを俯瞰的に把握することができた。2011 年時点のマテリアルフローにお
いては、日本国内での再生原料の需要は乏しく韓国、台湾、中国などの東アジア諸国へ積極
的に輸出されている傾向にあると言える。 
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4.5 東アジアを含めた PVC 製品及び建材の排出量 
 
 東アジアを含めて再資源化システムを考える際、自国だけでなく輸出している国におけ
る排出動向を把握することは重要であると考えられる。そこで本節では東アジアにおける
各国の PVC 製品に関して排出動向を把握するために、2 章、3 章で推計した各国の排出量
データを用いて各国の排出状況を考察することとする。 
各国における PVC 製品の排出量を図 4.5.1、塩ビ管及び樹脂サッシの排出量を図 4.5.2 に
示す。 
 
 
図 4.5.1 各国における PVC 製品の排出量 
 
 東アジアにおける PVC 製品の排出量推計値をみると 2000 年以前は、日本、台湾の排出
量が多く、2000 年以前の排出量は日本、台湾、中国、韓国の順で排出量が多い国となる。
この要因として、日本及び台湾においては以前より塩ビ製品が普及していたことが理由と
して挙げられる。一方で、2000 年以降は、中国の排出量が急激に増加することが想定され、
また韓国は増加傾向となるが、日本、台湾は減少傾向に転じると考えられる。そのため、
2050 年には中国で 15,810[kton]、日本で 1,100[kton]、韓国で 860[kton]、台湾で 550[kton]
となることが推計される。各国における PVC 製品の排出量の推移として日本、台湾は 2000
年頃に排出量のピークを迎えているが、韓国、中国においては、単調に増加していく事が予
測され、今後、排出が本格化してくることが予測される。 
 次に、各国における塩ビ管と樹脂サッシの排出量を図 4.5.2 に示す。 
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図 4.5.2 各国における塩ビ管及び樹脂サッシの排出量 
 
塩ビ管と樹脂サッシの排出量に関しては、PVC 製品全体とは異なり製品の耐用年数が長
いことから、2020 年前後まで日本が最も排出している国となる。このことから、近年迄、
韓国や台湾、中国などは自国での排出量が少なかったため、積極的に日本より塩ビ管由来の
PVC 廃材を輸入していたと考えられる。 
一方で、2020 年以降は各国とも排出量が増加する。特に中国では、2015 年以降急激に排
出量が増加し 2050 年頃には 3,300[kton]の排出量となることが推計される。この排出量は
日本の 6 倍強となり、また、2050 年頃には韓国でも日本と同程度の排出量となるほか、台
湾でも日本の半分程度の排出量となると考えられる。以上より、2020 年頃までは、この 4
カ国において排出のピークが早い日本が硬質 PVC 建材の最大の排出国であり、アジアの各
国に比べ塩ビ管などの廃材を回収しやすい状況にあると言える。しかしながら2020年以降、
順次各国とも排出量が本格化する事が予測され、自国内で再生原料を供給する体制を築く
事も可能となるため、将来的には自国での再資源化システム構築に向けた制度が導入され
ていくことも十分に考えられる。 
本節では、各国の PVC 製品及び建材の排出量の動向を把握する事ができた。今後、各国
ともに排出量が増加していく事が予測されるため、各国の再資源化制度や再生原料の利用
動向を注視しつつ、東アジアを含めた再資源化システムの構築を図る必要があると言える。 
 
4.6 小結 
 
 本章では、東アジアにおける再資源化システムに関して、『1)各国の PVC 建材の再資源化
に係る法律及び制度、『2)国内の PVC 建材の鉛含有に関する考察』、『3)各国における再資源
化技術の実態(品質、添加物)』、『4)東アジアを含めた PVC 原料のマテリアルフローと PVC
製品及び建材の排出量分析』の 4 つの視点に基づき再資源化の現状や再資源化システム構
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築に向けた課題などを明らかにした。以下、各項目において本章で明らかににした内容を示
す。 
 
1) 各国の PVC 建材の再資源化に係る法律及び制度 
 東アジアを含めた PVC 建材の再資源化に係る法律及び制度として、PVC 建材について
再資源化を促進する制度を有している国は、日本及び韓国の 2 カ国であった。 
日本においては、塩ビ管の再資源化に関して業界団体により回収から再生原料製造に至
る再資源化システムが構築されているほか、優先購入制度によりリサイクル製品の需要の
確保が図られている。 
韓国においては、廃棄物負担金制度及び自発的協約制度により、塩ビ管及び樹脂サッシに
関して再生原料利用率が義務化もしくは廃棄物負担金を支払う事になっており、韓国国内
の大部分の塩ビ管及び樹脂サッシの製造事業者において、再生原料利用率の義務化が適用
されている。 
 日本から再生原料を輸出する場合は、国内のバーゼル法により鉛含有検査を実施する必
要がある。また、日中間の輸出については輸出入商品検査法に則り、輸入企業及び輸出企業
を中国政府に登録する必要があるほか、輸出前に検査が実施される事になる。韓国へ輸出す
る場合は、廃プラスチックとしての取り扱いとなるために再生原料特有の手続きはない。台
湾へ輸出する場合は、廃棄物越境輸出入管理規則に則り輸出が行われることとなり、輸入企
業に関しては地方環境局への登録が必要となる。 
 以上より、各国の PVC 建材の再資源化に係る法律を整理したほか、輸出入に関する法律
などについても整理した。日本国内における PVC 建材には鉛系安定剤が使用されていたこ
とから輸出する場合、鉛含有検査が必要になるなど、他の廃プラスチック製品と異なり手続
きが煩雑となっている可能性があることが分かった。 
2) 国内の PVC 建材の鉛含有に関する考察 
 国内の PVC 建材の鉛含有状況を把握し、鉛含有 PVC 建材の排出動向を分析した。その
結果、現在、塩ビ管及び樹脂サッシ由来の PVC 廃材の大部分は、鉛系安定剤を用いたもの
であることが明らかになった。加えて、非鉛化を推進したケーススタディを実施し、その効
果が表れるまでに 15 年程度の時間を要することが分かった。以上より、当面の間、日本に
おいては鉛系安定剤が利用されていた事を配慮しつつ、再資源化システム構築を図ってい
く必要があると言える。 
3) 各国における再資源化技術の実態(品質、添加物) 
 日本、韓国、台湾の実態調査により、再資源化手法及び再生原料の品質の違いを明らかに
した。塩ビ管については、日本、韓国、台湾で再資源化が行われており、日本、台湾での再
資源化は粉砕後、ペレット化し再生原料を製造する手法が一般的であった。これらのペレッ
トの品質を目視で確認すると、日本は高い品質要求があるため目視では異物が確認できな
いペレットとなっている。一方で、台湾のペレットについては、目視でも多少の異物が確認
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できるため、比較的、異物混入等の品質に関して厳格でない製造事業者がいると考えられる。
他方、韓国では微粉砕化により異物の影響を低減するような品質管理を行っていると考え
られる。 
 樹脂サッシについては、日本、韓国で再資源化が行われている。日本では粉砕後、海外へ
再生原料として輸出されているため再生原料の利用状況などは把握できなかった。韓国で
は、塩ビ管と同様に微粉砕化する事により再生原料を製造している。これら再生原料は、樹
脂サッシなどの再生原料として利用されており、樹脂サッシの再資源化技術が市場ベース
で定着している国であると言える。 
海外における鉛含有の PVC 廃材の取り扱いは、調査を実施した韓国の全ての事業者にお
いて慎重な姿勢を示していたが、台湾においては問題視されていなかった。このことから鉛
含有の PVC 廃材の取り扱いについては、国ごとで対応が分かれる事が想定され、東アジア
を含めた再資源化システムを構築には、各国の動向を注視していく必要があると言える。 
4) 東アジアを含めた PVC 原料のマテリアルフローと PVC 製品及び建材の排出量分析 
 ここでは、日本を中心に韓国、台湾、中国における PVC 樹脂のバージン原料、再生原料
の資源の流れを俯瞰的に把握するために、これら 4 カ国を含めたマテリアルフローを作成
した。日本の PVC 廃材は、韓国、台湾、中国を中心に輸出されていることが分かったほか、
韓国、台湾においては、輸入している再生原料の大部分が日本からのものであることが分か
った。一方、中国においては再生原料の需要が旺盛であることから、世界各国から再生原料
を輸入していることに加え、自国でも多くが再資源化されていると考えられる。このように、
マテリアルフロー作成により 4 カ国の資源の流れを明らかにすることができた。 
PVC 製品及び PVC 建材の排出量の考察では、各国における PVC 製品及び PVC 建材の
排出量の変化を捉えた。PVC 製品においては 2000 年以前までは日本が最大の排出国であ
り、最大で約 1,800[kton]の排出量であったと推計される。2000 年以降は、中国が最大の排
出国となり単調に増加して 2050 年頃には 16,000[kton]の排出量となることが推計され、こ
れは日本の 10 倍強の排出量となる。 
 他方、PVC 建材は 2020 年頃まで日本が最大の排出国となり 2020 年以降、PVC 製品と
同様に中国が最大の排出国となる。また、韓国、台湾ともに 2050 年に向けて排出量が増加
していくことから、各国において自国内で再資源化システムが構築されることも十分考え
られ、将来的には、これら 3 カ国における日本の再生 PVC 原料の需要が減少する可能性を
十分に有していることが排出量の考察より示された。 
 
<本章の課題と今後の展望> 
 本章では、2 章、3 章のデータに基づき国際資源循環の観点に関する情報を追加し、東ア
ジアにおける PVC 製品及び建材の再資源化システムについて分析した。 
 再資源化の実態については、日本、台湾、韓国の実態調査を行えた事業者の考察となって
いるため、今後の展望としては、PVC 建材の再資源化の実態を各国で詳細に把握するため
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に、事例を増やしていくことが望まれる。また、本研究では、中国など他のアジア諸国の再
資源化の実態調査が行えなかったことから、台湾、韓国以外の国への調査も行う必要がある
と言える。しかしながら、韓国、台湾における PVC 建材の再資源化の実態を捉えることが
できたことは、本研究の成果であると言える。 
東アジアにおける PVC 建材のマテリアルフロー作成については、PVC 廃材の HS コー
ドは品目ごとに細分化されていないことから、仮定を置いた再生原料のフローとなってい
る。そのため、廃材の輸出入に関しては硬質材、軟質材の区分をした再生 PVC 原料の詳細
な需要まで反映できていない。今後、各 PVC 製品の再資源化システムを、詳細に検討して
いくのであれば、より詳細にマテリアルフローを把握する必要があり、HS コードを詳細に
区分することが求められる。しかしながら、実態の貿易実務を考えるとコード細分化による
貿易事務業務の負担が大きくなることも想定され、コードの細分化を求めることは適切だ
とは言い難い。そこで詳細なマテリアルフローを捉えていくための今後の展望としては、実
態調査ベースで各国における PVC 廃材の趣向を明らかにし、フローの整備をしていくこと
が望ましいと考えられる。このように本章で作成したマテリアルフローは、2 章、3 章にも
記述しているが、精度には課題が残る部分も多い。しかしながら、各国の PVC 製品及び建
材の再資源化状況を俯瞰的に捉えるために、東アジアを含めた PVC 製品及び建材のマテリ
アルフローを示したことは、本研究の成果であると言える。 
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5 章 東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システムの定量的評価 
 
はじめに 
  
前章では、2 章、3 章を総括し、東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システムに関し
て法制度、再資源化処理の実態、マテリアルフロー及び排出量推計を考察し、東アジアにお
ける PVC 建材の再資源化システムを明らかにした。前章まで得られた知見より、日本の
PVC 廃材は、韓国や台湾、中国へ輸出され追加の再資源化処理が行われた上で、再生原料
として利用されていることから、環境負荷低減に寄与していると考えられる。しかしながら、
他国で再資源化が行われている場合、エネルギー消費効率などの違いから再資源化に係る
環境負荷が異なることも想定され、過度の負荷をかけて再資源化を行っている可能性もあ
る。そのため、環境的に有効な再資源化システムが構築されているか判断するためにも、各
国における PVC製品の製造及びライフサイクルに係る CO2原単位を把握し、分析をする必
要があると言える。加えて、再資源化システムは法的な規制などがない場合、市場原理によ
り成立し、再資源化に関わる各ステークホルダーにおいて経済的なメリットを享受するよ
うな形態で成立していると言える。そのため、新たな再資源化システムの構築を図るために
は、環境負荷だけでなく経済的な影響も加味する必要があると言える。 
他国間を含めた環境影響評価及び経済性に関する既往研究は、2008年に中谷ら 5.1)はPET
樹脂の日中間貿易を対象に評価がある。他国を含めた評価においては、バックグラウンドデ
ータの不確実性などの課題はあるものの、日本、中国のエネルギー効率の違いにからエネル
ギー効率の低い中国で再生原料を用いることの方が、国内で再資源化を実施するよりも
CO2削減効果が大きくなる事が示されている。以上、他国間を含めたプラスチック製品の環
境影響評価に関する既往研究はあるものの、PVC 樹脂に関して他国間をバウンダリ―とし
た研究は国内ではなされておらず、他国間との連携によって得られる再資源化システム構
築における環境負荷低減効果などは、未だ明らかとされていない。 
 そこで本章では、東アジアを含めた PVC 建材のマテリアルフローモデルと LCA 評価手
法を用いて環境負荷を定量的に把握し、また、ケーススタディを行って環境負荷の削減ポテ
ンシャルについても把握する事を目的とする。加えて、再資源化システムが構築されること
によって、市場が拡大する業界、一方で、市場が縮小する業界があることから、再資源化シ
ステム構築における経済性の影響を捉えるための評価を実施し、資源循環システム構築に
より各事業体にもたらされる利害を明らかにし、国内への経済的影響を明らかにする事を
目的とした。 
以下に、本章の構成を示す。本章では、シナリオの整理、環境負荷の定量的評価、経済性
の評価など 7節によって構成している。本章の構成を図 5.1に示す。 
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 (１節) 東アジアを含めた PVC建材の再資源化シス
テムに関する環境影響評価とその手法 
 
 日本、韓国、台湾、中国を含めた環境影響評価を実施
し、また、適当だと考えられる評価手法を選定 
 
   
 (2節) 再資源化システムのシナリオ整理  
 再資源化技術および各国の PVC 建材の排出量及び
利用方針を考慮してシナリオを整理 
 
   
 (3節) 各シナリオにおける再資源化システムの環境
影響評価 
 
 2節で整理したシナリオに基づきLCA評価手法を用
いて環境負荷を定量的に評価 
 
   
 (4節) 各シナリオにおける経済性の評価  
 2 節で整理したシナリオに基づいて国内における事
業者の利潤及び国内全体への経済波及効果を定量的
に評価 
 
   
 (5節) 各シナリオにおける CO2削減可能量と経済
影響に関する考察 
 
 3 節及び 4 節で得られた環境負荷低減効果と経済波
及効果について各シナリオの特徴を整理し、環境負
荷、経済波及効果の観点から望ましい再資源化シス
テムの在り方について考察 
 
   
 (6節) CO2削減量及び経済波及効果の不確実性要素
の感度分析 
 
 5 節で得られた環境負荷低減効果と経済影響につい
て、各国における将来の不確実性要素を考慮し感度
分析を行い、評価結果が変わり得る不確実性要素を
整理する。 
 
   
 (7節) 小結  
 
図 5.1 本章の構成 
 
(1節) 東アジアを含めた PVC建材の環境影響評価とその手法 
ここでは、日本、韓国、台湾、中国における PVC建材の再資源化システムの評価を実施
するために、各国のインベントリデータを収集し、4 カ国における PVC 製品の再資源化シ
ステムに関する環境影響評価を実施する。加えて、東アジアを含めた再資源化システムの評
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価にあたり適当であると考える評価手法を選定する。 
(2節) 再資源化システムのシナリオ整理 
ここでは、各国の再生 PVC原料の利用方針、再資源化の技術的側面に着目して、各国の
再資源化システムについて、将来、想定されるかシナリオを整備する。 
(3節) 各シナリオにおける再資源化システムの環境影響評価 
ここでは、前節で整備した各シナリオに基づいた LCA評価手法により、東アジアを含め
た PVC建材の再資源化システムの環境影響評価を実施する。本研究で扱う環境因子は、CO2
排出量及び最終処分量の 2つの因子で評価を実施することとする。 
(4節) 各シナリオに基づく再資源化システムの経済性評価 
 ここでは、プロセス 1 で作成したシナリオを用いて各国の利潤を把握するとともに、国
内における事業者への経済性の影響を把握して経済的な課題点などを分析することを明ら
かにすることを目的とする。 
(5節) 各シナリオにおける CO2削減可能量と経済影響に関する考察 
ここでは、CO2削減量と経済波及効果の評価結果を用いて各シナリオにおける CO2削減
量及び経済波及効果の関係性を分析し、両視点から望ましいと考えられる再資源化システ
ムの在り方について考察する。 
(6節) CO2削減量及び経済波及効果の不確実性要素の感度分析 
 ここでは、前章までで得られている評価結果は、CO2原単位や各ステークホルダー間の取
引価格、再資源化量などをパラメーターとして評価を行っている。一方で、これらパラメー
ターは、不確実性要素が大きいことから各パラメーターについて感度分析を行い評価結果
が変わり得る条件を整理し、本研究で評価した結論が得られる条件を整理する。 
(7節) 小結 
 以上の内容を総括し、東アジアを含めた再資源化システムの環境負荷削減の可能性や経
済性の影響を総括し、環境負荷低減の可能性からみた東アジアを含めた再資源化システム
のありかたを論じる。 
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5.1 東アジアを含めた PVC 製品及び建材の環境影響評価とその手法 
 
 本節では、前章までに作成したマテリアルフローなどに基づき PVC製品ライルサイクル
の環境負荷及び環境負荷削減ポテンシャルを定量的に把握する事を目的とし、日本国内か
ら排出される PVC廃材について韓国、中国、台湾を含めた再資源化システムの環境負荷の
最適と考えられる再資源化システムを示すことである。ここでは LCA 評価手法に基づき、
これら東アジアを含めた PVC製品の環境影響評価を実施しつつ、各評価手法の特徴を考察
し、日本の PVC廃材の利用効果を定量的に把握する手法の提案を行うこととする。 
 以下、本節におけるプロセスを図 5.1.1に示す。 
 
プロセス① 
PVC製品の CO2インベントリデ
ータの整理と分析 
 プロセス② 
東アジアを含めた PVC 製品の
LCA評価 
図 5.1.1 東アジアを含めた PVC 製品の LCA 評価 
 
 まず、本節では LCA 評価に必要なインベントリデータの収集を各国の文献やデータベー
スなどを用いて実施して、インベントリ分析を行う。次に、収集したインベントリデータと
前章で作成したマテリアルフロー及び排出量データを用いて、日本だけでなく、韓国、台湾、
中国における LCA評価を実施する。最後に、上記 2つの分析に加え、日本から排出された
PVC廃材の環境負荷低減効果などを定量的に把握する手法を提案する。 
 以上のプロセスにより、現状の東アジアを含めた PVC製品のライフサイクルに係る CO2
排出量及び最終処分量を定量的に把握する。 
 
5.1.1 PVC 建材の CO2インベントリデータの整理と分析 
 ここでは、LCA評価を実施するにあたり文献調査を中心に、PVC製品の製造及び再資源
化に係るインベントリデータの収集を実施した。一方で、各国における LCA データの整備
状況は全く異なる。そのため、入手出来なかったデータについては国内におけるデータを用
いて推計することとした。更に、ここで整理したデータに基づいて PVC廃材の再資源化に
係るインベントリ分析を実施した。 
以下に、文献調査より得られたインベントリデータを表 5.1.1に示す。また、文献調査よ
り得られなかった各プロセスのデータは、各国の電力原単位に比例すると仮定し、インベン
トリデータを推定している。そのため、推計したインベントリデータについては、算定式を
表の右に示すこととした。 
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表 5.1.1 PVC 製品の製造及び再資源化に係る CO2インベントリデータ 
分類 品目 (kg-
CO2/kg) 
引用文献,作成方法 
原料
製造 
PVC樹脂(国内) 1.44 (社)プラスチック処理促進協会：報告書 5.2) 
PVC樹脂(韓国) 1.26 韓国 LCIデータベース 5.3) 
PVC樹脂(台湾) 2.21 林憲徳：建築炭足跡(上)5.4) 
PVC樹脂(中国) 1 4.85 李兆坚：既往研究 5.5) 
PVC樹脂(中国) 2 8.49 陳紅ら：既往研究 5.6) 
PVC
製品
製造 
塩ビ管押出(日本) 0.13 塩ビ工業・環境協会：報告書 5.7) 
塩ビ管押出(韓国) 0.13 =0.13×0.464÷0.454 
塩ビ管押出(台湾) 0.15 林憲徳：建築炭足跡(上)5.4) 
塩ビ管押出(中国) 0.21 =0.13×0.801÷0.454 
REP管(日本のみ) 0.22 塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
三層管(日本のみ) 0.17 塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
発泡三層管(日本のみ) 0.17 塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
リサイクル管押出(韓国) 0.25 =0.22×0.464÷0.454 
リサイクル管押出(台湾) 0.31 =0.22×0.595÷0.454 
リサイクル管押出(中国) 0.43 =0.22×0.801÷0.454 
フレーム押出(日本) 0.63 実態調査：2章 1節 3項(p.22) 
フレーム押出(韓国) 0.64 =0.63×0.464÷0.454 
フレーム押出(中国) 1.11 李兆坚：既往研究 5.5) 
板加工(日本) 0.40 塩ビ工業・環境協会：報告書 5.7) 
板加工(韓国) 0.34 韓国 LCIデータベース 5.9) 
板加工(台湾) 0.53 =0.40×0.595÷0.454 
板加工(中国) 0.71 =0.40×0.801÷0.454 
電線被覆(日本) 0.44 水野晃一ら：既往研究 5.10) 
電線被覆(韓国) 0.43 =0.44×0.464÷0.454 
電線被覆(台湾) 0.56 =0.44×0.595÷0.454 
電線被覆(中国) 0.75 =0.44×0.801÷0.454 
その他 5年 硬質(日本) 0.63 フレーム押出と同等の負荷と仮定 
その他 5年 硬質(韓国) 0.64 フレーム押出と同等の負荷と仮定 
その他 5年 硬質(台湾) 0.83 =0.63×0.595÷0.454 
その他 5年 硬質(中国) 1.11 フレーム押出と同等の負荷と仮定 
その他 1年・3年・5年 軟質(日本) 0.56 農ビシートの値を代表値として選定 
(塩ビ工業・環境協会：報告書 5.7)) 
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その他 1年・3年・5年 軟質(韓国) 0.37 韓国 LCIデータベース 5.11) 
その他 1年・3年・5年 軟質(台湾) 0.73 =0.56×0.595÷0.454 
その他 1年・3年・5年 軟質(中国) 0.98 =0.56×0.801÷0.454 
PVC
廃材
の処
理に
係る
負荷 
塩ビ管 再生処理(日本) 0.42 塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
プロセス(粉砕⇒微粉砕⇒ペレット) 
樹脂サッシ 手選別 再生処理(日本) 0.057 実態調査：2 章 
プロセス(手解体⇒粉砕) 
樹脂サッシ 機械選別 再生処理(日本) 0.182 実態調査：2 章 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒韓
国輸出) 
0.99 
(0.17) 
塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
CFP制度試行事務局 5.12) 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒台
湾輸出) 
0.51 
(0.17) 
塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8) 
プロセス(粉砕⇒微粉砕⇒ペレット) 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒中
国輸出) 
0.47 
(0.17) 
塩化ビニル環境対策協議会：報告書 5.8)、李
兆坚：既往研究 5.5) 
プロセス(破砕⇒再生処理) 
塩ビ管・樹脂サッシ 再生処理(韓国) 0.99 CFP制度試行事務局 5.12) 
塩ビ管 再生処理(台湾) 0.55 =0.42×0.595÷0.454 
塩ビ管・樹脂サッシ 再生処理(中国) 0.59 李兆坚：既往研究 5.5) 
電線被覆材 再生処理(日本) 0.34 山貝佳央：既往調査 5.13) 
電線被覆材 再生処理(韓国) 0.34 =0.34×0.464÷0.454 
電線被覆材 再生処理(台湾) 0.44 =0.34×0.595÷0.454 
電線被覆材 再生処理(中国) 0.59 =0.34×0.801÷0.454 
その他 軟質製品 再生処理(日本) 0.02 呉秀卿ら：既往研究 5.14) 
その他 軟質製品 再生処理(韓国) 0.02 =0.02×0.464÷0.454 
その他 軟質製品 再生処理(台湾) 0.02 =0.02×0.595÷0.454 
その他 軟質製品 再生処理(中国) 0.03 =0.02×0.801÷0.454 
廃プラ埋立 安定型 (日本) 0.01 プラスチック処理促進協会：報告書 5.15) 
混合廃プラ埋立 (韓国) 0.00 韓国 LCIデータベース 5.16) 
廃プラ埋立 (台湾) 0.01 =0.01×0.595÷0.454 
廃プラ埋立 (中国) 0.01 =0.01×0.801÷0.454 
 
 以上、PVC 製品の製造及び再資源化に係るデータを整備した。文献等より収集したデー
タは 21 個、文献値より推計したデータ 24 個、実態調査より得られたデータ 3 個となって
いる。 
ここでは、各国における再生原料をこれらのデータを用いて塩ビ管及び樹脂サッシの再
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資源化シナリオの違いによる CO2 削減量を定量的に把握するためにインベントリ分析を実
施することとした。ここでは、日本から排出される塩ビ管や樹脂サッシに着目し、国内で再
資源化されるケース、海外で再資源化されるケースと最終処分されるケースに分けて、イン
ベントリデータの分析を実施した。輸送に関する評価としては、再生原料や PVC樹脂の輸
送距離が各国で異なることが想定されることから、実態の輸送距離を把握するのは非常に
困難である。海外を含めた再資源化システムの環境負荷に関する調査は、家電製品や PET
ボトルなどを事例とした研究が行われており、これらの既往研究の中において、輸送を取り
入れた検証もなされている。小泉は、冷蔵庫を事例に日中間で考えられる再資源化シナリオ
ベースで、輸送を含め再資源化による CO2 削減効果を検証している。その中で、中国国内
で再資源化したシナリオにおいて輸送に係る負荷増分が、製造時排出削減量に与えた影響
は 3%程度であることが示されている 5.17)。次に、中谷らは PETボトルを対象に、日中間で
想定される再資源化シナリオにおける環境負荷低減効果を検証しているが、その中におい
ても、輸送に関する負荷は、樹脂などの製造負荷と比較し相対的に低いことが示されている
5.1)。以上のように、これら既往研究を参考に PVC廃材の輸送に係る負荷を考察すると、樹
脂製造を基準として、輸送の負荷が大きくなっても国内であれば 5%程度、中国等であれば
1 割前後の負荷増分となると想定される。以上より、PVC 樹脂製造は、比較的大きな負荷
であることから輸送が評価結果全体に与える影響は大きくないと考えられる。そのため本
研究では、計算を簡単とするために、評価条件として輸送などは含まず再資源化プロセス及
び製造プロセスのみのデータを用いることとした。 
加えて、評価のバウンダリは日本から輸出先の国を含めた範囲で評価した。 
 
(塩ビ管) 
日本国内で排出される塩ビ管は、国内で回収され、塩ビ管に再資源化されている。一方で、
海外へも輸出されており、各国において追加処理された後、韓国では PVC建材、台湾では
塩ビ管などの再生原料として利用されている。また、中国においても塩ビ管やその他の硬質
PVC 製品の原料として利用されている事が想定される。これらリサイクル製品は、バージ
ン原料を使用したバージン管の代替品として利用されていると考えられる。 
そこで、国内外の想定される再資源化フローを整備して、インベントリデータベースでの
CO2削減可能量を検証することとした。図 5.1.2に塩ビ管の再資源化フロー及び代替品フロ
ーを示す。ここでは、リサイクル製品と代替品を比較する事により CO2 削減効果を定量的
に把握することとする。以下、図の説明をする。この図は、左から再資源化されるフローを
示しており、矢印に従って CO2 排出量の負荷が加算されるような図となっている。また、
右は、代替品のフロー及びバージン原料のフローを示している。具体的に発泡三層管であれ
ば、原料調達は、再生原料の 30%のものが 1次破砕され、2次加工が行われる。加えて、バ
ージン原料も 70%必要であることから、図の右よりバージン原料が 70%調達され、そして、
押出成形される。以上のプロセスにより構成されることから、発泡三層管は、
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0.3×0.017+0.3×0.025+1.45×0.7+0.015となり 1.04[kg-CO2/kg]となる。 
 
 
図 5.1.2 塩ビ管の東アジアを含めた再資源化フロー及び代替品のフロー 
 
 このフロー図に従って、再資源化製品のインベントリデータを把握した。以下、図 5.1.3
にリサイクル塩ビ管及び代替品の CO2排出量に関するインベントリ分析の結果を示す。 
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図 5.1.3 インベントリデータに基づく塩ビ管の再資源化に係る CO2削減効果 
 
 日本国内から排出された塩ビ管の再資源化は、日本国内で再資源化が実施される場合、三
層管は 0.69[kg-CO2/kg]、発泡三層管は 0.28[kg-CO2/kg]、REP管は 0.90[kg-CO2/kg]の CO2
削減効果が得られる事が分かった。 
一方で、韓国へ輸出し塩ビ管の原料として利用された場合、0.16[kg-CO2/kg]の削減効果
となり、国内で再資源化を実施するよりも CO2削減効果は得られない。この理由としては、
2 次再生処理の工程の負荷が大きいことや、PVC バージン原料の負荷が日本国内より低い
ことが理由として考えられる。台湾では 1.56[kg-CO2/kg]の削減効果が得られ、中国では
4.16[kg-CO2/kg]の削減効果が得られることが分かった。 
 以上より、PVC廃材を海外へ輸出して再資源化する場合、中国へ輸出したケースが、CO2
排出量の削減効果として大きくなることが分かった。一方で、韓国へ輸出したケースでは国
内で再資源化を実施するよりも CO2削減効果が低くなることが分かった。 
(樹脂サッシ) 
日本国内における樹脂サッシは寒冷地を中心に普及したことから、現在、北海道を中心に
排出していると考えられるが国内では再資源化システムが構築されておらず、一部回収が
行われ海外へ輸出されていると考えられる。その再資源化用途は塩ビ管や樹脂サッシ、異形
押出材などの硬質 PVC製品へ再資源化されていると考えられる。 
塩ビ管と同様に、インベントリデータベースで CO2 削減可能量を把握することとした。
想定されるフローを図 5.1.4に示す。先程と同様に、左から再資源化フローを示し、右から
代替品のフローを示している。 
補足として、樹脂サッシへの再生原料の投入量は、日本サッシ協会などのリサイクル樹脂
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サッシの技術開発の取り組みにおいて、現状の国内の技術であれば 20%前後の再生原料を
使用して、押出成形が可能であることが報告 5.18)されている。また、欧州などにおいては、
98%再資源化原料を用いた樹脂サッシの製造が実施されているとの記事があるほか
Vinylpuls の公表している PVC 製品の報告書 5.19)では 70%用いたサッシについて述べられ
ていることから、リサイクル先進国においては、50%程度であれば再生原料が利用可能であ
ることが想定される。ここでは、日本の現在の技術水準及び海外の動向を合わせてリサイク
ルサッシの再生 PVC 原料の投入量を 40%と想定して分析することとした。 
 
 
図 5.1.4 樹脂サッシの東アジアを含めた再資源化フロー及び代替品のフロー 
 
 このフロー図に従って、再資源化製品のインベントリデータを把握した。以下、樹脂サッ
シにおける各リサイクル製品及び代替品の CO2 排出量に関するインベントリ分析の結果を
図 5.1.5に示す。 
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図 5.1.5 インベントリデータに基づく樹脂サッシの再資源化に係る CO2削減効果 
 
 国内においてリサイクルサッシを製造した場合、0.83[kg-CO2/kg]の CO2削減が見込まれ
る。100%再生原料を用いると想定している異形押出製品は、1.45[kg-CO2/kg]の CO2 削減
効果があると見込まれる。韓国へ輸出された場合、サッシからサッシへのリサイクルでは
0.11[kg-CO2/kg]となり、リサイクル異形押出製品は 0.28[kg-CO2/kg]となることが分かった。
台湾においては、1.80[kg-CO2/kg]の削減効果があり、中国でサッシとして用いられる場合
は 1.74[kg-CO2/kg]、異形押出製品として用いられる場合は 4.43[kg-CO2/kg]削減可能であ
ることが分かった。以上より、樹脂サッシの再資源化に関しても、各国において CO2 削減
効果が異なることが分かり、塩ビ管と同様に、韓国では、日本より CO2削減効果が少なく、
台湾、中国では CO2削減効果が大きくなることが分かった。 
 以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの東アジア域内で想定されるフローに関してインベン
トリデータより CO2削減効果は、図 5.1.6のように整理できる。 
 
 
図 5.1.6 塩ビ管及び樹脂サッシの CO2削減効果の大小とその理由 
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日本国内で再資源化を実施した場合、塩ビ管、樹脂サッシともに CO2 削減できることが
分かった。海外へ輸出した場合も、同様に CO2削減可能であり、台湾、中国では大きな CO2
削減効果を得ることができることが分かった。一方で、韓国では、日本国内より PVC樹脂
の製造効率がよいこと、再生処理の負荷が大きいことなどから CO2 削減効果が小さくなる
ことが分かった。 
一方で、このインベントリ分析では、単位あたりの CO2 削減効果は定量的に把握できる
ため、再資源化手法の違いによる環境負荷を把握する手法としては優れていると言えるも
のの、実態のフローに基づいた評価を実施しないと CO2 削減可能量などは把握できない。
そのため、CO2削減可能量を把握するためには、マテリアルフローに基づいた LCA評価を
実施する必要があると言える。 
 
5.1.2 東アジアを含めた PVC 製品及び建材の環境負荷 
 ここでは前章で整理した各国のマテリアルフローと、表 5.1.1 で整理した CO2 排出量の
インベントリデータを用いて、日本、韓国、台湾、中国における PVC製品のライフサイク
ルを考慮した LCA 評価を実施し、2011 年から 2050 年までにおける CO2排出量及び最終
処分量を俯瞰的かつ定量的に把握した。 
資源利用による設定は、2011 年時点のマテリアルフローに基づいた再資源化量を用いて
2011年から 2050年までの排出量及び需要量の変化を加味し、評価を実施することとした。
本研究では、PVC 建材の主に、マテリアルリサイクルに着目した環境負荷低減効果を把握
することを目的としていることから、マテリアルリサイクル以外の処理については、全量埋
立処理が行われていると仮定し、CO2排出量の評価を行った。加えて、各国の交通整備状況
や輸送距離など把握することが困難であることや輸送に係る負荷が評価結果に大きく影響
しないと考えられ、計算を簡単とするため輸送に係る環境負荷は含まないこととした。 
 以下に、算定式を(5.1)、(5.2)を示す。 
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 PVC製品ライフサイクルに係る CO2排出量(t) 
= PVC製品の製造に係る CO2排出量+PVCバージン原料調達に係る CO2排出量  (5.1) 
+PVC廃材の処理等に係る CO2排出量+PVC廃材の最終処分等に係る CO2排出量 
 
－PVC製品の加工に係る CO2排出量 ＝ ∑∑[P,k,c(t) -RE,k,c(t)]×PE,k,c 
+∑∑RP,k,c×RE,k,c(t) 
－PVCバージン原料調達に係る CO2排出量 ＝∑∑[P,k,c(t)-RE,k,c(t)] × VR,c 
－PVC廃材の再資源化に係る CO2排出量 ＝ ∑∑RE,k,c(t)×TR,k,c 
－PVC廃材の最終処分等に係る CO2排出量 ＝ ∑∑[G,k,c (t)-RE,k,c(t)]×TR,k,c 
 
最終処分量(t) ＝ ∑∑G,k,c (t)－∑∑RE,k,c(t) (5.2) 
 
ここで、P,k,c(t)は c の国における PVC 製品 k の生産量、RE,k,c,(t) は c の国における
PVC製品 kの再資源化量、G,k,c(t)は cの国における PVC製品 kの排出量、PE,k,cは cの
国におけるPVC製品 kの加工に係るCO2原単位、RP,k,cは cの国におけるリサイクル PVC
製品 kの加工に係る CO2原単位、VR,c(t)は cの国における PVC樹脂の CO2原単位、TR,k,c
は廃 PVC製品の処理に係る CO2原単位、k=製品の種類、c=国を指す。 
 
次に、前項で整理した CO2原単位の中から上記の環境影響評価に用いた CO2原単位を表
5.1.2に示す。これら CO2原単位と上記算定方法により、環境負荷を定量化した。 
 
表 5.1.2 評価に用いる CO2原単位(かっこ内の数値は、日本国内での排出分) 
分類 品目 (kg-CO2/kg) 
PVC樹脂の製造(VR,c) PVC樹脂(国内) 1.44 
PVC樹脂(韓国) 1.26 
PVC樹脂(台湾) 2.21 
PVC樹脂(中国) 4.85 
PVC製品の製造に係る負荷 
(PE,k,c=バージン製品の製造) 
 
塩ビ管押出(日本) 0.13 
塩ビ管押出(韓国) 0.13 
塩ビ管押出(台湾) 0.15 
塩ビ管押出(中国) 0.21 
フレーム押出(日本) 0.63 
フレーム押出(韓国) 0.64 
フレーム押出(中国) 1.11 
板加工(日本) 0.40 
板加工(韓国) 0.34 
板加工(台湾) 0.53 
板加工(中国) 0.71 
電線被覆(日本) 0.44 
電線被覆(韓国) 0.43 
電線被覆(台湾) 0.56 
電線被覆(中国) 0.75 
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その他 5年 硬質(日本) 0.63 
その他 5年 硬質(韓国) 0.64 
その他 5年 硬質(台湾) 0.83 
その他 5年 硬質(中国) 1.11 
その他 1年・3年・5年 軟質(日本) 0.56 
その他 1年・3年・5年 軟質(韓国) 0.37 
その他 1年・3年・5年 軟質(台湾) 0.73 
その他 1年・3年・5年 軟質(中国) 0.98 
リサイクル PVC 製品の製造に係
る負荷 
(RP,k,c=リサイクル製品の製造) 
※樹脂サッシなどはバージン製品
と同等とした。 
REP管(日本のみ) 0.22 
三層管(日本のみ) 0.17 
発泡三層管(日本のみ) 0.17 
リサイクル管押出(韓国) 0.25 
リサイクル管押出(台湾) 0.31 
リサイクル管押出(中国) 0.43 
PVC廃材の処理に係る負荷 
(TR,k,c) 
塩ビ管 再生処理(日本) 0.42 
樹脂サッシ 手選別 再生処理(日本) 0.057 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒韓国輸出) 0.99(0.17) 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒台湾輸出) 0.51(0.17) 
塩ビ管・樹脂サッシ 破砕 (日本⇒中国輸出) 0.47(0.17) 
塩ビ管・樹脂サッシ 再生処理(韓国) 0.99 
塩ビ管 再生処理(台湾) 0.55 
塩ビ管・樹脂サッシ 再生処理(中国) 0.59 
電線被覆材 再生処理(日本) 0.34 
電線被覆材 再生処理(韓国) 0.34 
電線被覆材 再生処理(台湾) 0.44 
電線被覆材 再生処理(中国) 0.59 
その他 軟質製品 再生処理(日本) 0.02 
その他 軟質製品 再生処理(韓国) 0.02 
その他 軟質製品 再生処理(台湾) 0.02 
その他 軟質製品 再生処理(中国) 0.03 
廃プラ埋立 安定型 (日本) 0.01 
混合廃プラ埋立 (韓国) 0.00 
廃プラ埋立 (台湾) 0.01 
廃プラ埋立 (中国) 0.01 
 
(再資源化処理及び最終処分に係る環境負荷) 
 ここでは、PVC製品の再資源化処理及び最終処分に係る環境負荷を、LCA 評価手法を用
いて定量的に把握するために、2章、3章で作成した各国のマテリアルフローを用いて CO2
排出量を定量的に評価した。 
 今回の評価では、国家間を跨ぐ LCA評価であることから、自国循環のものと輸出用、ま
た、輸入品の追加処理と 3分類し、各国における PVC廃材の処理に係る CO2排出量を把握
した。 
東アジアにおける PVC 廃材の再資源化及び最終処分の CO2排出量の評価結果を図 5.1.7
に、埋立処分等量の評価結果を図 5.1.8に示す。 
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図 5.1.7 東アジアにおける PVC 廃材の再資源化及び最終処分等に係る CO2排出量 
 
 東アジアにおける PVC 製品の再資源化及び最終処分に係る CO2排出量は、2011 年時点
において、全体で 687[kton-CO2]となった。CO2排出量は、中国が最も大きく 576[kton-CO2]
となる。次いで、韓国、日本、台湾となる。日本では、自国内で循環もしくは最終処分され
る廃材の処理がおおよそ半分であり、フレーク状に粉砕するなどの輸出向けの再資源化処
理が、半分を占めている。他の国においては、自国の PVC廃材の処理が過半を占めており、
2から 3割程度で輸入用の再資源化加工の負荷となっている。 
 
 
図 5.1.8 東アジアにおける PVC 廃材の埋立処分等量 
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2011年における東アジアにおける PVC製品の埋立処分等量は、全体で 7,253[kton]とな
った。国別にみると中国が最も多く、次に、日本、韓国、台湾と続く結果となった。中国で
は、急速な PVC 需要の増加により PVC 製品の消費量が増加したため、現在は、短寿命の
軟質 PVC製品が、主に最終処分されていると言える。他方、塩ビ管や樹脂サッシなどの最
終処分量は 2020年頃までは日本が最大の国となっている。 
(PVC製品製造に係る環境負荷) 
 日本、韓国、台湾、中国の 4カ国の PVC製品製造に係る CO2排出量を、前章で作成した
PVC製品の需要モデルを用いて 2011年から 2050年において評価を実施した。 
 以下に、東アジアにおける PVC製品製造の CO2排出量の算定結果を示す。 
 
 
図 5.1.9 東アジアにおける PVC 製品製造の CO2排出量 
 
東アジアにおける PVC 製品製造の CO2排出量は、全体で 84,109[kton-CO2]となってお
り、2030 年には 111,603[kton-CO2]を超える評価結果となった。日本や、韓国、台湾は、
2,000[kton-CO2]未満であるのに対し、中国では 2011年において、すでに 76,000[kton-CO2]
に達している。2020 年頃までは PVC 需要の増加が見込まれることから、2030 年には、
111,362[kton-CO2]となり、中国のみで 100,000[kton-CO2]を超えることとなる。CO2削減
のための早急な対策が必要であると言える。 
 このように中国の CO2排出量が膨大に増加する理由としては、バージン材の PVC樹脂の
旺盛な需要に加えて、原料及び各製品の CO2 原単位も、他国に比べ非常に大きいことが要
因であると考えられる。エネルギー効率の向上や再生原料などを積極的に利用し、生産段階
における CO2排出量の効率を低減していく必要があると言える。 
(PVC製品のライフサイクルを通した CO2排出量) 
 上記で明らかにした PVC 製品の最終処分及び再資源化に係る環境負荷と、PVC 製品製
造に係る CO2排出量を表 5.1.3に整理した。 
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表 5.1.3 東アジア各国における PVC 製品の CO2排出量(Unit : kton-CO2) 
 
 
 現状の東アジアにおける PVC 製品の生産及び廃棄までのマテリアルフローに基づき
LCA評価を実施して、CO2排出量及び最終処分量を定量的に捉えた。 
 表 5.1.2 に示すよう各国で PVC 製品の再資源化など、実施されているものの、原料や製
品製造に係る CO2 排出量が、各国ともに高いことが分かる。また、中国に関しては市場規
模や CO2原単位の関係から、1 国で大量の CO2を排出しており、2011 年で、日本の約 40
倍もの CO2を排出していることが分かった。 
(PVC再生原料利用による CO2削減効果) 
次に、各国における PVC製品の市場構成が異なるが、PVC製品製造のエネルギー効率を
簡易的に判断するために図 5.1.7 及び図 5.1.9 のデータを用いて、全体の PVC 製品 1kg あ
たりの CO2排出量を把握した。以下に、算定式(5.3)、(5.4)を示す。また、ここでは製品バ
スケット法により原単位ベースでの CO2削減効果を検証することとした。 
 
（PVC製品のライフサイクル CO2）＝（製造に係る CO2排出量）÷製品生産量 
＋(再資源化に係る CO2排出量)÷PVC排出量        (5.3) 
 
（再生原料利用の CO2削減効果）=（PVC製品のライフサイクル CO2）－全量バージン製品    (5.4) 
 
 
上記式で得られたその結果を図 5.1.10に示す。日本において PVC製品の回収は、一定量
行われているものの、国内での消費量が少ないため、再生原料利用による原単位ベースでの
日本(2011) 日本(2030) 日本(2050) 韓国(2011) 韓国(2030) 韓国(2050)
最終処分 5 5 5 0 0 0
再資源化　塩ビ管 13 13 13 18 18 18
再資源化　樹脂サッシ 0 0 0 17 17 17
再資源化　その他 13 13 13 16 16 16
PVC樹脂原料(バージン) 1,510 1,508 1,391 1,054 1,119 1,089
塩ビ管加工 43 42 40 24 25 25
樹脂サッシ加工 13 13 12 166 176 172
その他製品加工 409 413 375 312 332 323
小計 2,006 2,007 1,850 1,606 1,703 1,659
台湾(2011) 台湾(2030) 台湾(2050) 中国(2011) 中国(2030) 中国(2050)
最終処分 6 6 6 102 230 260
再資源化　塩ビ管 12 12 12 69 69 69
再資源化　樹脂サッシ 0 2 4 39 39 39
再資源化　その他 5 5 5 369 370 370
PVC樹脂原料(バージン) 1,279 1,290 1,138 64,423 87,239 82,533
塩ビ管加工 38 40 36 545 617 599
樹脂サッシ加工 0 0 0 1,578 2,078 1,976
その他製品加工 284 284 253 11,846 15,598 14,834
小計 1,623 1,638 1,453 78,971 106,239 100,681
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CO2削減効果は、ほとんど見られなかった。一方で、韓国では、国内での再生原料の利用を
積極的に行っていることから、原料調達における CO2削減効果が見られ、1.48[kg-CO2/kg]
から 1.33[kg-CO2/kg]と 1割程度の CO2削減効果を得ている。また、台湾、中国においても
再生原料を用いた事による CO2 削減効果が得られており、台湾は 2.21[kg-CO2/kg]から
2.07[kg-CO2/kg]、中国は 4.85[kg-CO2/kg]から 4.02[kg-CO2/kg]と 2割弱削減している。 
中国では、再生原料利用による CO2 削減幅は最も大きくなっているが、原料調達におけ
る CO2 原単位は、各国と比較して非常に大きいことが分かる。このように、中国は再生原
料の利用によって削減効果を得られているが、国内外の再生原料を積極的に利用する事に
も限界があることから、本研究の論旨とは外れるが CO2排出量の削減の観点からは、PVC
樹脂生産のエネルギー効率化を進めていくことも重要であると言える。 
 
 
図 5.1.10 各国における PVC 製品 1kg あたりの CO2排出量 
 
今回の評価では、各国における再生原料利用による CO2 削減効果を把握することができ
たが、各国で実施されたプロセスに基づき CO2 排出量を求めているため、海外へ輸出され
たものまで、反映される評価とはなっていない。そのため、このような評価では、国内で発
生する CO2排出量のみを捉えた評価となってしまう。 
一方で、本節におけるインベントリ分析では、日本国内で再生原料を消費するよりも、海
外で消費したケースの方が、CO2低減効果が大きいケースなどもあった。そこで、ここでは
再生原料を用いることで誘発された海外での CO2 削減量などを加味できるような評価を実
施することとした。 
 
5.1.3 東アジアへの輸出を考慮した PVC 建材の環境負荷削減効果評価手法 
 日本から輸出された PVC廃材は、各国で、加工処理された後、再生原料として利用され
ることとなる。再生原料は、PVC バージン原料の代替品となるため、各国においてバージ
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ン原料製造量の抑制につながり、バージン原料製造の負荷が抑制されたと解釈できる。この
ように、海外で利用された再生原料の CO2 削減効果を定量的に評価するために、以下、算
定式(5.5)を用いて評価を実施した。また、本研究では塩ビ管及び樹脂サッシに注目している
ことから、この 2つの PVC建材についてのみの評価とした。評価結果を図 5.1.11 に示す。 
 
日本から排出される PVC建材の CO2削減量 
=∑∑RE,p,c × (Raw,c + PE,p,c – TR,p,c,-RP,p,c)  (5.5) 
 
 ここでは、RE,k,c＝cの国における PVC製品 kの再生 PVC原料の使用量 
VR,c=cの国におけるバージン原料製造に係る負荷 
PE,k,c=cの国における PVC製品 kの加工に係る負荷 
TR,k,c=cの国における PVC製品 kの廃材の処理に係る負荷 
RP,k,c=cの国におけるリサイクル PVC製品 kの加工に係る負荷 
k=(塩ビ管、樹脂サッシ、その他 PVC 硬質製品) 
c=(日本、韓国、中国、台湾) 
 
 
図 5.1.11 日本から排出された再生原料を用いた東アジアを含めた CO2削減効果 
 
 国内におけるマテリアルフローより、日本から排出された PVC廃材は、134[kton]回収さ
れている。内 44[kton]が国内で利用され、87[kton]が再生 PVC原料として韓国、台湾、中
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国(香港含む)へ輸出される。また、その残りの 3[kton]はその他海外へ輸出される。これら
の再生 PVC原料消費に伴って削減される CO2排出量を以下に説明する。 
日本から排出された再生PVC原料によるCO2削減効果は、国内海外合わせると259[kton- 
CO2]の削減効果があることが分かった。国内では、44[kton]の再生原料を利用する事によっ
て 53[kton- CO2]となり、全体の 2割強の削減効果となった。このことから、日本由来の再
生 PVC原料の多くが海外の CO2削減効果に寄与していると言える。その中でも、最も大き
な効果を得ているのは中国であり 117[kton- CO2]の削減効果となった。 
次に各 PVC製品の CO2削減効果を検証してみると、塩ビ管は日本、韓国、台湾、中国の
4カ国において 110[kton- CO2]の削減効果があることが分かる。これは、全体の約 3割を占
めており、他の PVC 製品の中でも、一定量の CO2削減効果を得ていることが分かった。 
(本節のまとめ) 
 本節では、インベントリデータを用いたインベントリ分析及びマテリアルフローに基づ
いた LCA 評価手法、また、輸出を考慮した環境負荷削減効果評価手法などを用いて PVC
建材の CO2 排出量及び最終処分量を把握した。以下に、各評価手法の特徴及び得られた知
見を整理する。 
－インベントリ分析 
 日本から排出された塩ビ管及び樹脂サッシについて、国内で再生原料を利用したケース、
海外で再生原料を利用したケースについて、インベントリデータを用いて分析を実施した。
この評価では、原単位ベースでの CO2削減量を把握することが可能であるため CO2削減効
果を手法毎に分析することには優れている手法であると言え、環境負荷を定量的に把握す
る一つの指標となる評価である。今回のインベントリ分析より得られた結果から、東アジア
まで評価のバウンダリを広げた場合、日本国内で再生原料を利用するよりも、台湾、中国で
利用されるケースの方が CO2 削減効果は、大きくなることが分かった。一方で、韓国にお
いて再生原料を利用されるケースでは CO2削減効果はあるものの、国内よりも CO2削減効
果が小さくなることが分かった。 
インベントリ分析は、このように再生原料の利用の違いによる CO2 削減効果が把握でき
るものの、CO2 削減可能量や実際の削減量などは把握できないため、CO2 削減可能量など
を把握するためには、マテリアルフローなど実際の物流量に基づいた評価を実施する必要
があると言える。 
－マテリアルフローに基づいた LCA評価 
この評価により、日本、台湾、韓国、中国における PVC製品のライフサイクルを通した
CO2排出量を把握することができた。この手法では、各国における排出量を把握することは
可能であるものの、CO2 削減効果を定量的に把握する事ができないため、CO2 排出量を定
量的に評価する手法としては、有用だと言えるが、CO2削減効果を把握する手法には適して
いない。日本、台湾、韓国においては 2011から 2050年にかけて約 2,000[kton-CO2]の CO2
排出量となるが、中国においては約 100,000[kton-CO2]の CO2 排出量となることが把握で
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きた。このことから、東アジアにおける PVC製品に係る CO2排出量は、中国が占める割合
が非常に大きいことが分かった。 
－海外を含めた CO2排出量削減効果評価手法 
 この手法は、CO2削減効果を把握するために実施した評価であり、詳細な CO2削減効果
を定量的に把握することができる。日本から排出されたPVC廃材は、日本国内を始め韓国、
台湾、中国に輸出されており、現在の回収量からすれば、全体として 249[kton-CO2]の削減
効果があることが分かった。その内訳としては、日本が 53[kton-CO2]、韓国が 27[kton-CO2]、
台湾が 48[kton-CO2]、中国が 89[kton-CO2]となる。また、塩ビ管は 81[kton-CO2]の削減効
果があり、樹脂サッシは、2[kton-CO2]の削減効果を得られることが分かった。 
この手法の課題点としては、再生原料が新規PVC原料の代替品として利用された時のみ、
有効な評価となる。例えば、中国国内で排出された PVC廃材の再生品の代替品となる場合
には、リサイクル品が代替品となってしまうために、CO2削減効果が得られない結果を生じ
てしまう可能性がある。 
これら評価手法によって、得られる評価結果が異なることから、研究目的に合致した評価
手法を選択することが重要であると言える。以下、表5.1.4に各評価手法の特徴を整理した。  
 
表 5.1.4 各評価手法の特徴 
評価手法 把握できる事 把握できない事 
インベントリ分析 －各手法の CO2削減効果 －各国の CO2排出量 
－CO2削減量 
－CO2削減可能量 
マテリアルフローに基づく
LCA評価 
－各国の CO2排出量 －詳細な CO2削減効果 
CO2削減効果評価手法 －詳細な CO2削減効果 
※代替品が新規バージン製品であ
ることが前提 
－各国の CO2排出量 
 
本研究では、日本から排出される塩ビ管及び樹脂サッシの環境負荷を定量的に把握する
のと同時に削減可能性を明らかにすることを目的としている。そのため、国内の CO2 排出
量及び最終処分量を捉え、また、海外を含めた CO2 排出量削減効果評価手法を用いて、環
境負荷削減の可能性を検証することとした。以下、これら手法による 2011年の国内マテリ
アルフローに基づく環境負荷の評価結果を図 5.1.12に示す。 
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図 5.1.12 日本の PVC 製品の環境影響評価の評価結果(2011) 
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5.2 PVC 建材の再資源化システムのシナリオ整理 
 
2章及び 3章より、日本から排出された PVC建材は、東アジアの各国において再資源化
され再生 PVC 原料として用いられていることを把握することが出来た。PVC 建材の再資
源化システムは、中国、台湾といった国では再生原料を用いる事の経済的メリットがあり、
市場原理によって再資源化システムが構築されている。 
一方で、日本では、一部の企業において再生原料を用いる事での経済的メリットを生かし
たリサイクル塩ビ管などを製造し事業を展開している事業者もいるが、他の企業において
は効率的な生産体制を構築することが難しく、グリーン購入法や各自治体の制度などによ
る再生原料を利用した製品の優先購入制度などを利用して、リサイクル製品の製造および
販売をしている。韓国では、廃棄物負担金制度と自発的協約制度などの政策により、再生原
料の確保が義務付けられ、製造事業者が、再生原料を一定量確保する必要がある。 
このように各国では、再生原料を消費する理由が異なり、東アジア全体でみると PVC建
材の再資源化システムの構築は、多面的な要素から成立していると考えられる。そこで、本
節では現状の各国の排出状況並びに再生原料の利用方針並びに技術などの情報を整理して、
各国における再生原料の利用可能量を把握し、その上で、東アジアにおける再資源化システ
ムのシナリオを整理することを目的とする。 
 
-PVC建材の再資源化技術 
PVC 建材の再資源化技術は、マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルやサーマルリ
サイクルなどが考えられる。現在、国内で一般的に行われている再資源化方法は、マテリア
ルリサイクル、サーマルリサイクルの 2種である。サーマルリサイクルにおいては、特殊な
施設が必要となるため、ここではマテリアルリサイクルを対象に、再生原料の利用可能量を
整理して、シナリオを整備することとする。 
(塩ビ管) 
塩ビ管への再生原料の利用可能量は、現在、国内で利用されているリサイクル塩ビ管は、
単層管、三層管、発泡三層管の 3種に分類することができる。国内での再生原料の組成を考
えると、最大で再資源化原料の利用可能量は、単層管であれば 100%、三層管であれば 50%、
三層発泡管であれば 30%となる。一方で、海外調査の事例において、三層管は見られなか
った。そのため、海外では単層管を主に再資源化原料が投入されると想定した。また、その
再資源化比率は、既往研究において中国では 70%と想定されている 5.5)ため、上限値として
その値を引用することとした。 
(樹脂サッシ) 
 樹脂サッシは、日本サッシ協会などによる再資源化に関する技術的検証において、国内に
おける樹脂サッシから樹脂サッシへの再資源化技術の開発では全断面積の 70%に相当する
断面において、再生原料を用いることが可能であることが示され、再生原料の含有率が 20%
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であれば技術的に再生原料が利用可能であることが示されている。一方で、諸外国の利用状
況としては、表層部分を除いた部分へ再資源化原料を利用した事例が見られ、その場合、約
70%程度の断面部分に利用 5.19)が可能であると考えられる。そこで、国内の技術力を勘案し
再生原料の利用率について 20%を中程度とし、諸外国における利用可能率については 40%
とした。また、国内において再生原料を 40%とする場合は、最大限、技術開発を行われたケ
ースとする。 
(その他製品) 
 その他の硬質 PVC 製品については、簡易的に、全体として 30%の再資源化原料の利用が
可能であると想定した。 
 以下、各リサイクル製品における再生原料の利用可能率を図 5.2.1にまとめる。 
 
製品 国 製品詳細 再生原料利用可能率 
     
塩ビ管 日本 単層管      
三層管      
発泡三層管      
その他 単層管      
樹脂サッシ 日本 -      
その他 -      
その他硬質
製品 
全て -      
図 5.2.1 技術的側面からみた再生原料の利用可能率 
 
塩ビ管の再資源先は塩ビ管、その他製品とした。また、樹脂サッシの再資源化先は、国内
においては樹脂サッシ、その他製品とした。海外へ輸出される場合は、樹脂サッシ、塩ビ管、
その他硬質製品の再生原料として用いられることとした。また、これらリサイクル製品の市
場占有率に占める割合を上限 50%と設定した。次節以降で行うケーススタディにおいては、
これらの需要量の中でシナリオを検証することとした。このデータに基づいて前章で整理
した東アジア各国における需要モデルを用いることで、日本、韓国、台湾、中国における再
生原料の利用可能量を導き出した。以下、表 5.2.1 に各国の硬質 PVC 建材の再資源化原料
利用可能量を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
20% 0% 40% 60% 80% 100% 
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表 5.2.1 技術的側面からみた各国の硬質 PVC 建材の再生原料の利用可能量(Unit : kton) 
国名 製品 2020年 2030年 2040年 2050年 
日本 塩ビ管 116 113 109 103 
樹脂サッシ 8 7 7 7 
その他 149 145 140 132 
韓国 塩ビ管 53 55 54 53 
樹脂サッシ 101 103 103 100 
その他 85 87 87 84 
台湾 塩ビ管 63 63 60 56 
樹脂サッシ 0 0 0 0 
その他 48 48 46 43 
中国 塩ビ管 854 869 859 826 
樹脂サッシ 665 677 670 644 
その他 1656 1685 1667 1602 
 
<各シナリオの設定条件> 
 上記では、技術的要素を中心に、各国における再資源化利用可能量の整理をした。ここで
は、前章までの実態調査における情報や排出量などのデータを勘案し、日本で排出される
PVC建材の再資源化システムについて、今後、想定されるシナリオを整理する。 
 前章までに得られている各国の PVC建材の排出・再資源化状況及び実態調査の結果概要
を表 5.2.2に示す。 
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表 5.2.2 各国における PVC 建材の排出状況と再資源化動向 
国 項目 内容 
日本 排出状況 塩ビ管や樹脂サッシの排出量は、現在、一定の排出量がある。今後
も排出量は増加傾向にあり 2030年頃には、排出が本格化し、以降、
横ばい傾向で推移すると考えられる。 
再資源化状況 塩ビ管継手協会の再資源化促進制度や、優先購入制度があるものの、
再生原料消費の国内需要は少なく、海外へ輸出されているものが多
いと考えられる。 
鉛含有状況 現在、塩ビ管及び樹脂サッシの廃材については、大部分が鉛系安定
剤を含有している廃材であると考えられる。 
韓国 排出状況 現在の塩ビ管や樹脂サッシの排出量は、一定量あると考えられるも
のの、排出は本格化しておらず、2050年頃まで、単調に排出量が増
加していく傾向にあると考えられる。 
再資源化状況 廃棄物負担金制度と自発的協約制度によって、韓国国内から排出さ
れる廃材の再資源化が積極的に行われている。また、日本からの塩
ビ廃材も輸入しており、海外からも再生原料を調達している。 
鉛含有に対す
る意識 
塩ビ管の規格変更に伴って、鉛含有率の規制が導入されており、今
後、他の建材にも波及することが懸念事項として挙げられている。 
台湾 排出状況 塩ビ管や樹脂サッシの排出量は、一定量があると考えられるものの、
本格的に排出されてきていない。今後、排出量が増加していく傾向
にあると考えられる。 
再資源化状況 塩ビ廃材について再資源化に関する統計などは取られていないが、
台湾国内の塩ビ廃材は、回収が行われ再生原料として利用されてい
る。また、日本などを中心に海外からの塩ビ廃材も輸入し、再生原
料の消費量は一定量あると考えられているが、ヒアリング調査を行
った事業者の取扱量は、ピーク時の半分程度の需要となっていると
のことであった。 
鉛含有 特に、問題視するような動向はみられなかった。 
中国 排出状況 塩ビ管や樹脂サッシの排出量は、一定の排出量があると考えられる
ものの、未だ本格的に排出されていない。将来に向けた排出量とし
ては 2050 年頃まで、排出量が急激に増加していく傾向にあると考
えられる。 
再資源化状況 現在は、中国国内及び海外からの再生原料を積極的に消費している
が、中国の輸入量は 2009年をピークに減少傾向にある。 
 
これら、各国の排出状況、再資源化状況ならびに鉛含有に対する意識などを勘案し、日本
の国内利用及び輸出のシナリオを主に、A)現状を維持するケース、B)再資源化を促進するケ
ース、C)再資源化を全くしないケースに分類し、加えて、東アジア各国における受け入れ条
件についてもα)現状を維持するケース、β)他国の再資源化原料を積極的に受け入れるケー
ス、γ)他国の再資源化原料を受け入れないケースの 3 つのシナリオを設け、8 つの再資源
化のシナリオを整理した。 
 
○日本 
(A 再資源化を維持するケース) 
 再資源化状況を維持するケースは、現状の回収量及び再生原料の消費量を維持するケー
スとした。 
(B 再資源化を促進するケース) 
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 再資源化を促進するケースは、最終処分量を削減するために排出された塩ビ管及び樹脂
サッシを積極的に回収し、国内で再生原料を積極的に消費するケースと、海外への輸出など
も積極的に行うケースとが考えられる。そこで、再資源化を促進するケースは以下、3つの
設定をした。 
(B-1 国内需要を積極的に喚起し再生原料を利用するケース) 
 国内での再生原料の消費を確保し、PVC 製品製造事業者が積極的にリサイクル製品を製
造・販売するケースとした。 
(B-2 海外へ輸出するケース：経済優先) 
 利益を優先し価格の高い国へ輸出するケースと環境負荷低減に最も寄与できる国へ輸出
するケースとした。ここでは、利益を優先する場合のケースとして、財務省の貿易統計を参
考指標として用いた。利益を最優先するケースは、貿易統計によると韓国への輸出が最も高
い値段となっている。そこで、韓国への輸出を優先的に行うような設定とした。 
(B-3 海外へ輸出するケース：環境負荷優先) 
環境負荷の低減を優先するケースは、前章で明らかにしたインベントリデータを用いて
評価を実施することとした。環境負荷低減効果については、インベントリ分析より中国へ輸
出するケースが、環境負荷を最も低減することが可能であることが示されている。そこで、
環境負荷低減を優先するのであれば、中国への輸出を優先的に実施するケースとした。 
(C再資源化を促進しないケース) 
 再資源化を実施せず、全量最終処分を実施するケースとした。 
○ 各国の再資源化シナリオ 
 3 章において各国における PVC 製品及び建材の実態調査などにより、現状、海外からの
PVC廃材を再生原料として利用している。一方で、PVC製品及び建材の排出量推計から韓
国、台湾、中国において PVC建材の排出量は、今後、本格化することが想定される。その
ため、現状の状況を維持し海外からの再生原料を消費することも考えられるが、これら東ア
ジア諸国は、自国の最終処分量を削減するために再資源化システムの構築が望まれると考
えられる。 
現状、各国の動向をみても韓国では再資源化促進制度が導入されており、台湾ではリサイ
クル製品の優先購入制度などの運用が始まりつつある。そのため、自国における再資源化は、
将来的に優先事項として挙げられることが考えられる。以上より、ここでは自国の再資源化
を優先したケースと、現状を維持したケース、他国の再生原料を受け入れるケース、他国か
らの再資源化原料を全く受け入れないケースの 4つに分類した。 
(α 現状を維持したケース) 
 2011年の輸入量を維持するケースとした。 
(β 他国の再資源化原料も積極的に受け入れるケース) 
このケースでは、海外からの輸入を積極的に受け入れるケースとした。 
(γ 自国の再資源化を優先し、海外からの輸入を制限するケース) 
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このケースは、自国の再資源化を優先するために海外からの PVCスクラップの利用を制
限し、海外からの輸入を全く行わないケースとした。韓国への実態調査において、塩ビ管に
ついて鉛含有率の規制が導入されるとの情報などもあった。日本国内から排出される PVC
建材は、鉛系安定剤の含有しているものが多いと考えられるため、このような規制が各国で
導入されることになれば、他国の需要が激減する可能性がある。以上より、他国へ輸出でき
ないケースを想定してシナリオを設定した。 
 
以上のシナリオを組み合わせ、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化シナリオを作成した。本
研究で検証するシナリオは、以下のとおりである。また、カッコ内の数値は、主要な再資源
化先を示しており、2050年における排出量ベースでの再資源化率としている。 
 
CASE1 (A-α)  現状の回収量及び再資源化状況が維持されたケース 
廃塩ビ管     ； 日（管 3%）、韓（その他 4%）、台（管 3%）、中（管 2%）、その他(管・サッシ等 2%）  
廃樹脂サッシ  ； 韓（その他 1%）、台（その他 1%）、中（その他 1%） 
 
CASE2 (A-γ)  国内のみ現状の再資源化状況が維持されたケース 
廃塩ビ管      ；日（管 3%) 
廃樹脂サッシ     ；日（サッシ 0％） 
 
CASE3 (B-1-γ) 海外需要が減少し国内需要を積極的に確保するケース 
廃塩ビ管      ；日（管 25%、その他 20%)  
廃樹脂サッシ     ；日（サッシ 33％、その他 12%） 
 
CASE4 (B-1-α) 海外需要が維持され国内需要を積極的に確保するケース 
廃塩ビ管      ；日（管 26%、その他 6%）韓（その他 4%）、台（管 3%）、中（管 2%）、 
その他(管・サッシ等 2%） 
廃樹脂サッシ     ；日（サッシ 33%、その他 12%）韓（その他 1%）、台（その他 1%）、中（その他 1%） 
 
CASE5 (B-1-β) 海外需要が旺盛で国内需要を維持するケース 
廃塩ビ管      ；日（管 14%、その他 5%）韓（その他 8%）、台（管 6%）、中（管 8%）、その他(3%） 
廃樹脂サッシ     ；日（サッシ 19%）韓（サッシ 10%）、台（その他 10%）、中（サッシ 10%） 
 
CASE6 (B-3-β) 海外需要が旺盛で、環境負荷低減に寄与できる国へ積極的に輸出する 
ケース 
廃塩ビ管      ；日、韓、台（CASE1とほぼ同じ）、中（管 33％）、その他(2%） 
廃樹脂サッシ     ；韓、台（CASE1とほぼ同じ）、中（サッシ 38％） 
 
CASE7 (B-2-β) 海外需要が旺盛で高く販売できる国へ積極的に輸出するケース 
廃塩ビ管      ；日、中、台（CASE1とほぼ同じ）、韓（管 13％、その他 21%） 
廃樹脂サッシ     ；中、台（CASE1とほぼ同）、韓（サッシ 38％、その他 1%） 
 
CASE8 (C)   再資源化を全く実施しないケース 
 
と 8 つの想定されるケースに基づいて環境負荷の定量的な評価を実施した。再資源化技術
の再生原料利用可能量と各シナリオの設定に基づいて、各フローにおける物流量を表 5.2.3
のとおり設定した。 
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表 5.2.3 シナリオ別の各フローにおける詳細な物流量(Unit : Kton) 
 
 
  
塩ビ管 樹脂サッシ その他 最終処分 塩ビ管 樹脂サッシ その他 塩ビ管 その他 塩ビ管 樹脂サッシ その他
廃塩ビ管 11 133 18 13 18 8
廃樹脂サッシ 2 0 0 0 0
廃塩ビ管 11 308 18 13 18 8
廃樹脂サッシ 13 0 0 0 0
廃塩ビ管 11 337 18 13 18 8
廃樹脂サッシ 20 0 0 0 0
廃塩ビ管 50 13 256 18 13 18 8
廃樹脂サッシ 4 9 0 0 0 0
廃塩ビ管 101 25 222 18 13 18 8
廃樹脂サッシ 7 2 11 0 0 0
廃塩ビ管 51 41 256 9 7 9 4
廃樹脂サッシ 5 8 0 0 0 0
廃塩ビ管 101 81 223
廃樹脂サッシ 7 2 11
廃塩ビ管 11 337 9 7 9 4
廃樹脂サッシ 13 0 0 0 0
廃塩ビ管 11 394
廃樹脂サッシ 21
廃塩ビ管 30 8 257 26 20 26 9
廃樹脂サッシ 2 9 1 0 0 1 0 0
廃塩ビ管 61 20 222 34 23 34 11
廃樹脂サッシ 4 11 2 0 0 2 0 1
廃塩ビ管 11 256 18 13 70 8
廃樹脂サッシ 13 0 0 0 0
廃塩ビ管 11 222 18 13 133 8
廃樹脂サッシ 20 0 0 0 1
廃塩ビ管 11 256 25 53 13 10 8
廃樹脂サッシ 9 4 0 0 0 0
廃塩ビ管 11 223 53 84 13 10 11
廃樹脂サッシ 11 8 0 0 0 1
廃塩ビ管 376
廃樹脂サッシ 14
廃塩ビ管 405
廃樹脂サッシ 21
その他の国
CASE8
全量最終処
分
2030
2050
CASE6
国内：維持
海外：積極
(環境重視)
2,030
2,050
2050
2030
CASE7
国内：維持
海外：積極
(経済重視)
CASE5
国内：維持
海外：積極
2,030
2,050
2030
CASE4
国内：積極
海外：維持
2050
2030
CASE3
国内：積極
海外：なし
現状 2011
CASE2
国内：維持
海外：なし
2030
2050
2050
2030
CASE1
(現状)
2050
日本 韓国 台湾 中国
排
出
再資源化・最終処分
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5.3 各シナリオに基づく環境影響評価 
 
 ここでは、先に設定したシナリオ設定を用いて、環境負荷の評価を実施した。以下に、国
内における PVC 製品の CO2排出量及び東アジアを含めた CO2削減量の評価結果を示す。
計算手法は、1節で実施した計算手法に基づき評価を実施している。 
 
(国内における PVC製品の CO2排出量) 
 国内における PVC 製品の CO2排出量の評価結果を図 5.3.1に示す。 
 
 
図 5.3.1 各シナリオにおける CO2排出量 
 
国内における PVC製品の CO2排出量は、2011年時点において 2,007[kton-CO2]である。
内訳としては、全体の 75%に相当する 1,511[kton-CO2]となっており、原料製造が大部分を
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占めている。また、製造加工に係る負荷は、全体の 23％に相当する 468[kton-CO2]の CO2
排出量となる。再資源化及び最終処分の負荷は、全体の 2%程度に該当する 30[kton-CO2]と
なる。このことより PVC製品は原料製造に係る負荷が最も大きいことが分かる。 
 2030 年、現状の再資源化量を維持するケースとして想定した CASE1 では、需要が微か
に増加するために CO2 排出量は微増する結果となったが、ほとんど変わらないことが分か
る。また、海外へ積極的に輸出するケースや再資源化を実施しないケースなどにおいても、
ほぼ同程度の CO2 排出量となる事が分かった。一方で、国内で積極的に再生原料の消費を
実施する CASE3では 88[kton-CO2]、CASE4 では 54[kton-CO2]の CO2排出量の削減効果
を見込むことができる事が分かった。 
 2050年においては、2011年時点よりも需要が減少しているため、現状の再資源化が維持
されたケースである CASE1において 156[kton-CO2]の CO2排出量が減少した 1,850[kton-
CO2]の CO2排出量となる結果となった。また、2030年と同様に海外への再生原料を積極的
に実施したケースや、再資源化をしないケースについても、CASE1とほぼ同程度となった
ほか、国内の再資源化を積極的に実施するケースでは、CASE1に比べ CO2削減効果が見込
まれる結果となった。CASE3 は 283[kton-CO2]の削減効果が見込まれる 1,668[kton-CO2]
のCO2排出量となり、CASE4では177[kton-CO2]のCO2削減効果が見込まれる1,733[kton-
CO2]の CO2排出量となった。以上より、塩ビ管及び樹脂サッシについて国内での CO2削減
効果を得るためには、国内での再生原料を消費する必要があると言える。 
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(海外を含めた再生 PVC原料を用いた CO2削減効果) 
 海外を含めた再生 PVC原料を用いたことによる CO2削減効果の評価結果を、図 5.3.2に
示す。 
 
 
 図 5.3.2 各シナリオにおける東アジアを含めた CO2削減可能量 
 
2011年時点で 259[kton-CO2]となっている。そのうち日本での削減効果は全体の 20％に
あたる 53[kton-CO2]となっている。他の 203[kton-CO2]は、海外での CO2削減効果となっ
ている。最も CO2削減効果を得ている国は、中国であり 110[kton-CO2]となっており、次い
で、台湾の 48[kton-CO2]、韓国の 27[kton-CO2]となっている事が分かった。 
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 2030年における各ケースでは CASE1(国内：維持、海外：維持)と比較すると CASE2(国
内：維持、海外：なし)、CASE7(国内：維持、海外：積極【経済重視】)、CASE8(国内；再
資源化行わず)以外の CASE で CO2削減効果が大きくなった。最も CO2削減効果が大きい
のは CASE6(国内：維持、海外：積極【環境負荷重視】)であり 494[kton-CO2]となった。こ
の要因として、PVC樹脂製造に係る CO2排出量の負荷が最も大きい中国において再生 PVC
原料利用分のPVC樹脂製造が抑制されたことに起因する効果であると考えられる。一方で、
現状よりも CO2削減効果が得られないケースとして 3 つのケースがあり、海外へ輸出せず
に国内の再資源化システムを維持する CASE2(国内：維持、海外：なし)と経済を優先し韓
国へ積極的に輸出する CASE7(国内：維持、海外：積極【経済重視】)では CO2削減効果は、
他の海外へ積極的に輸出するケースと比較して CO2 削減効果が小さくなり、加えて、
CASE8(再資源化せず)の 147[kton-CO2]についても CO2削減効果が小さくなる。CASE8(再
資源化せず)は、単純に、再資源化が行われないことから、国内、海外ともに CO2削減効果
を得ることができない事が理由として考えられる。 
2050 年でも同様に、CASE8(再資源化せず)以外のシナリオにおいて、CASE1(国内；維
持、海外：維持)より大きな CO2削減効果が見込める結果となった。CO2削減効果が最大と
なるのは、CASE6(国内：維持、海外：積極【環境負荷重視】)であり 773[kton-CO2]となり、
CASE1と比較して 514[kton-CO2]の CO2削減効果が得られることが分かった。一方で、経
済重視で海外へ輸出する CASE7(国内：維持、海外：積極【経済重視】)においては、262[kton-
CO2]の CO2削減効果となり、海外へ輸出するケースでも CASE6(国内：維持、海外：積極
【環境負荷重視】)と比較すると 511[kton-CO2]の CO2削減効果となることから、海外へ輸
出する場合でも、各国の PVC樹脂の代替効果や再資源化処理に係る負荷の差によって、大
きく変動することが分かった。このことから海外へ輸出し CO2 削減効果を得ようとする場
合は、代替効果と再資源化処理係る負荷の差に着目して、再資源化システムを構築する必要
があるといえる。 
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(最終処分量) 
 各シナリオにおける PVC製品の最終処分量を図 5.3.3に示す。 
 
 
図 5.3.3 各シナリオにおける最終処分量 
 
2011 年における PVC 製品の最終処分量は 926[kton]となることが分かった。そのうち、
本研究で対象としている塩ビ管は 140[kton]、樹脂サッシは 2[kton]となった。 
 2030年における各ケースをみると、CASE1(国内：維持、海外：維持)は 975[kton]となり
2011年における最終処分量よりも 49[kton]増加する事が分かった。この理由は、塩ビ管や
樹脂サッシなどの寿命の長い製品の排出が本格化する事によるものであると考えられる。
CASE8(再資源化せず)以外のシナリオにおいては、最終処分量の削減効果があることが分
かる。他のケースにおいては、CASE1(国内：維持、海外：維持)と比較すると 65[kton]の削
減効果が見込まれ 910[kton]となる。 
 2050年における各ケースをみると、CASE1(国内：維持、海外：維持)は 968[kton]となり
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海外；積極 環境重視)
CASE8
(再資源化せず)
CASE2
(国内；維持、海外；なし)
CASE1
(現状維持)
CASE4
(国内；積極、海外；維持)
CASE3
(国内；積極、海外；なし)
CASE5
(国内；積極、海外；積極)
CASE7
(国内；維持、
海外；積極 経済重視)
CASE6
(国内；維持、
海外；積極 環境重視)
CASE8
(再資源化せず)
CASE2
(国内；維持、海外；なし)
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2011年における最終処分量よりも 42[kton]増加する事が分かった。また、2030年と同様に
CASE8(再資源化せず)以外のシナリオにおいては、最終処分量の削減効果が得られ、CASE3
から CASE7 の 5 つのケースは、CASE1 と比較すると 138[kton]の削減効果が見込まれる
830[kton]となる。 
 以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの最終処分量については、未対策の場合、増加傾向にあ
ることから、現状から最終処分量を削減するためには、国内外合わせて積極的に再資源化を
実施していく必要があると言える。 
以上より、各シナリオにおける環境負荷低減効果を定量的に把握することができた。ここ
で、塩ビ管及び樹脂サッシの環境負荷低減効果についてまとめを行う。 
 
① 国内での CO2排出量 
 国内での CO2排出量削減のためには、国内で再生 PVC原料を消費する必要がある事が分
かった。塩ビ管や樹脂サッシなどへの再生 PVC 原料の消費量が増えれば最大で 268[kton-
CO2]の CO2削減効果が得られる結果となった。一方で、海外へ積極的に輸出を実施しても、
国内での CO2削減効果は期待できないことが分かった。 
 このことから塩ビ管や樹脂サッシなどの再資源化システムによる国内での CO2 排出量削
減を目指すのであれば、国内における再生 PVC樹脂の消費まで含めた再資源化システムの
構築を行っていく必要があるといえる。 
 
② 東アジアを含めた CO2排出量削減効果 
 東アジアを含めた CO2排出量削減効果では、国内では CO2排出量の削減効果が得られな
かったケースにおいても、東アジア全体でみればより、大きな CO2 排出量の削減効果が得
られるケースがあった。特に、中国については PVC 樹脂の製造に係る負荷が大きいことか
らその代替品となる再生 PVC 樹脂の CO2削減効果は、他国に比べ非常に大きいと言える。
このことから、海外を含め CO2 削減効果の最大化を目指すのであれば、製造負荷の大きな
国へ輸出することで、大きな効果が得られることが分かった。 
 
③ 塩ビ管及び樹脂サッシの最終処分量 
 塩ビ管及び樹脂サッシの最終処分量は、2011 年より排出量が多くなっていく事から対策
を実施しない場合、2050年には塩ビ管が 50[kton]、樹脂サッシが 43[kton]増加することが
分かる。 
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5.4 各シナリオに基づく経済性の評価 
 
 前節では、各シナリオにおける環境負荷を定量的に把握し、各シナリオにおける環境負荷
削減の可能性を示すことができた。この環境負荷削減効果は、シナリオ設定における各ステ
ークホルダーの需給関係の変化がもたらす環境負荷の削減効果を表している。そのため、こ
れらの需給変化による経済的な影響を把握することは、再資源化システムへの実現性を考
える上で重要であると言える。 
このような需要の変化に伴う経済分析の手法としては、産業連関表を用いた分析が一般
的に行われている。以下に、総務省による資料 5.20), 5.21)を参考にして、産業連関表に関する
基本事項を記述する。産業連関表はロシア人であるアメリカの経済学者レオンチェフによ
り発案され、産業間における金銭の授受を包括的に表現したものである。その基本となる産
業連関表の基本取引表の構成を図 5.4.1に示す。縦の列に、原材料等の中間投入及び粗付加
価値などの構成、横の行に生産物の販売先などの構成が表現されている。 
 
 
図 5.4.1 産業連関表の基本取引表の構成 
         (文献 5.21)を参考に筆者作成) 
 
この基本表の列を用いることで、各部門において 1 単位の生産を行うために使用した原
材料や、労務費などを明らかにすることもできる。以下、国内経済を単純化し部門 1及び部
門 2だけからなるものと仮定し説明する。国内経済が 2部門よりなると仮定すると、図 5.4.2
に示す上図となる。部門 1の国内生産額 X1で部門 1の中間材及び粗付加価値などを除した
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値をもとめると、部門 1 における生産物 1 単位あたり製造するのに必要な中間投入物や粗
付加価値などを求めることが出来る。このように得られた図 5.4.2の下図は、投入係数表と
呼ばれ、その産業の経済構造を読み解くことができる。 
 
 
 
 
図 5.4.2 取引基本表と投入係数表 
 
次に、投入係数による生産波及について記述する。上記、図 5.4.2に示す。取引基本表と、
投入係数表の値を用いて、横の需給関係を式(5.6)にすると以下のように記述できる。 
 
x11+x12+F1=X1 
x21+x22+F2=X2 
 
x11は、a11 X1であることから式(5.6)に、この条件を代入すると、次の式(5.7)が与えられ
る。 
 
a11 X1+ a12 X1+F1=X1 
a21 X2+ a22 X2+F2=X2 
 
式(5.7)を行列式に変換すると、次の式(5.8)となる。 
 
 
 
このように、最終需要と国内生産額は、「投入係数」によって関係が規定されていること
部門1 部門2 最終需要 国内生産額
部門1 x11 x12 F1 X1
部門2 x21 x22 F2 X2
粗付加価値 V1 V2
国内生産額 X1 X2
中間需要
中
間
投
入
部門1 部門2
部門1 a11 a12
部門2 a21 a22
粗付加価値 v1 v2
国内生産額 1.0 1.0
a11 a12
a21 a22
X1
X2
F1
F2
X1
X2
=+
縦の列を最終需要 X1で除した値
を求める 
(5.8) 
(5.7) 
(5.6) 
5章 東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムの定量的評価 
206 
 
が分かる。この式を、以下の条件で記述し直すと式(5.9)となる。 
 
X-AX=F 
         (I-A)X=F 
      X=(I-A)-1F     
 
ここで、Iは単位行列を指し、(I-A)-1は(I-A)の逆行列を指す。 
 
 
となり、これを逆行列係数と呼び、これを表にまとめたものが逆行列係数表となる。この逆
行列係数は、ある部門に 1 単位の需要増があった場合、究極的にみて各部門の生産がどれ
だけ誘発されるかを示すものとなる。 
以上の内容を踏まえ、本節では、塩ビ管及び樹脂サッシについて前節で用いたシナリオに
基づいた経済性の評価を実施した。また、産業連関表を用いて PVC建材再資源化システム
における各ステークホルダーの経済構造の変化を捉えることとした。 
本研究における経済性の評価は、マテリアルフローに基づき金銭授受の関係から、各事業
主体及び日本の収益状況を定量的に評価実施する。この得られた評価結果は、マテリアルバ
ランス変更による直接需要に該当する。また、その経済波及効果に対する影響を加味するた
めに、2011 年産業連関表を用いて経済波及効果についても検証を実施した。そこで、直接
的効果及び経済波及効果を加味した評価を実施することとした。以下、評価に用いるフロー
モデルを図 5.4.3に示す。 
 
 
図 5.4.3 各ステークホルダーに着目した経済性分析 
1-a11 -a12
-a21 1-a22
-1
(I-A)-1 =
排出事業者(c2=日本)
ΣG,k.i.日本
；PVC廃材排出量)
① ΣG,k.i.日本 ② ΣMre,k.i.c1.日本
最終処分場(①-②)
売上;式(5.14)
ΣG,k.i.日本-ΣMre,k.i.c1.日本
(PVC廃材の最終処分量)
中間処理場
売上;式(5.13)
ΣMre,k.i.c1.日本
；PVC廃材再資源化量
PVC製品メーカー
(国内:c1=日本)
収益等;式(5.10)、(5.11)
P,k.i.c1；PVC製品生産量
PVC樹脂メーカー
(国内:c1=日本)
収益等;式(5.12)
ΣP,k.i.c1-ΣMre,k.i.c1.c2
(PVCの生産量)
PVC製品メーカー
(海外:c1=韓国、台湾、中国)
ΣMre,k.i.c1.日本
(再生PVC原料の利用量)
④ ΣMraw,k.i.c1
③ Mre,k.i.c1.日本
処理委託料金
60[千円/ton]
処理委託料金
60[千円/ton]
再生原料販売料金
S,k.c1(表5.4.1)
原料販売料金
130[千円/ton]
凡例： 物の流れ
市場へ
市場へ
日本国内
海外
(5.9) 
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塩ビ管及び樹脂サッシは、排出されてから中間処理場もしくは最終処分場で処理するこ
とになる。ここで排出事業者から中間処理場、もしくは最終処分場への処理委託(もしくは、
有価での売却)が行われる。その後、中間処理場で受け入れられた PVC 廃材は、再生 PVC
原料として処理が行われた後、国内の PVC製品製造事業者、もしくは海外へ輸出されるこ
ととなる。リサイクル PVC製品を製造する事業者は、これら再生原料を購入するほか、バ
ージン原料を購入して PVC製品を製造することとなる。このフローに従って各事業者の収
益性を、以下の算定式(5.10)…(5.14)として表される。労務費においては、産業連関表を用
い、雇用者所得を国内生産額で除した値の割合で労務が行われると仮定して労務費を算出
した。 
 
【各事業者の収益性】 
 - 塩ビ管製造事業者(k=塩ビ管、c1=日本、c2=日本) 
 塩ビ管(利益及びその他)  
 
=258×Pk,i,c1-[(130×Mraw,k.i.c1+29×Mre,k.i.c1,c2+E,k.i.c1+(258×P,k.i.c1×0.205)] 
Pk.i,c1=Mraw,k.i.c1+Mre,k.i.c1.c2となる。 
                                                                        (5.10)  
 - 樹脂サッシ製造事業者(k=樹脂サッシ、c1=日本、c2=日本) 
 樹脂サッシ(利益及びその他) 
 
=460×Pk,i,c1-[(130×Mraw,k.i.c1+29×Mre,k.i.c1,c2+E,k.i.c1+(258×P,k.i.c1×0.205)]    
(5.11) 
- PVC樹脂製造事業者(k=樹脂サッシ、c1=日本、c2=日本) 
PVC 樹脂 (売上)=130×Σ(P,k,i,c1-Mre,k.i.c1.c2)-E-0.2(130×Σ(P,k,i,c1-Mre,k.i.c1.c2)                                      
(5.12) 
 
- 中間処理場(c2=日本) 
中間処理事業者(売上)=60×ΣMre.k.i.c1.c2+Sk.c1×Mre,k.i.c1,c2        (5.13) 
 
- 最終処分場(c2=日本) 
最終処分事業者 (売上)=60×(ΣG,k,i,c1-ΣMre.k.i.c1.c2)            (5.14) 
 
ここで、P,k.i.c1は i年における PVC製品 kの c1における生産量 
Mraw,k,i,c1は i年における PVC製品 kの PVC樹脂の c1における消費量 
E,k,i,c1は i年における PVC製 kの国 c1における燃料投入費 
売上 原料調達費等 労務費 
労務費 原料調達費 売上 
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Mre,k,i,c1,c2は i年におけるPVC製品 kの国 c1における c2から排出された PVC
廃材の再生原料の使用量 
S,k.c1は国 c1における再生 PVC原料の販売価格を指す(表 5.4.1)。 
 
k は PVC 製品の種類を指す(k=塩ビ管、樹脂サッシ、その他製品)。i は年次を指す
(i=2011,2030,2050)。c1は消費国を指す(c1=日本、韓国、中国、台湾)。c2は PVC廃材の排
出国を指す(c2=日本注 1))。 
 
 受入価格及び販売価格等の各種データは、貿易統計や動態統計、また、文献などを参考に
設定した。受入価格及び販売価格等の各種データを表 5.4.1に示す。また、労務費において
は産業連関表の取引価格表の投入係数に売上高を乗じて算出する事とした。塩ビ管及び樹
脂サッシの製造は、プラスチック製品、PVC 樹脂製造は合成樹脂、中間処理事業者は資源
回収、最終処分事業者は産業廃棄物処理の業種として取り扱かっている。 
 
表 5.4.1 PVC 再資源化システムに係る受入価格及び販売価格 
品目 価格(円/kg) 参考文献等 
塩ビ管 258 経済産業省：生産動態統計年報 5.23) 
樹脂サッシ 460 経済産業省：生産動態統計年報 5.23) 
PVC樹脂 130 経済産業省：化学工業統計年報 5.24) 
再生 PVC原料(国内) 塩ビ管・その他用 29 塩化ビニル管・継手協会：提供資料 
再生 PVC原料(国内) 樹脂サッシ 70 経済産業省北海道経済産業局、日本資源
技術㈱：報告書 5.25)注 2) 
再生 PVC原料(韓国) 33 財務省：貿易統計 5.26) 
再生 PVC原料(台湾) 24 財務省：貿易統計 5.26) 
再生 PVC原料(中国) 31 財務省：貿易統計 5.26) 
塩ビ管 処理受託費用(公的資料) -60 経済調査会：積算資料 5.27) 注 3) 
樹脂サッシ 処理委託費用 -60 経済調査会：積算資料 5.27) 注 3) 
塩ビ管・樹脂サッシ 最終処分費用 -60 経済調査会：積算資料 5.27) 注 3) 
 
 
 
 
注 1) 各国における排出量も推計しているが、本研究では日本の PVC廃材の排出量のみに着目して評価を
行っているため、排出国 c2は日本に限定している。 
注 2) 参考とした報告書 5.25)において、樹脂サッシの分解の労務費が 3万円/tonであったことから、産業連
関表の再生資源回収加工処理の付加価値額の労務費を用いて、工場全体の維持費を算定した。3万円
÷0.233=12.8 万円となる。そのため、工場が利益を得るためには再生原料の販売価格>維持費+受入
価格となる事が望ましいと考えられることから、7 万円/ton≒12.8 万円/ton -6 万円/ton と設定した。 
注 3) 積算資料では、廃プラスチック処理単価の調査が行われている。最終処分及び中間処理委託費用を同
地区で調査が行われていたのが、神奈川県のみであったため、神奈川県の最終処分及び中間処理の
平均処理費用である 1.2 万円/㎥用いた。また、塩ビ管の比重は、一般社団法人建設業連合会が公表
している廃棄物の比重データ 5.28)において 0.2ton/㎥となっていたことから、6.0 万円/ton の処理費
用と設定している。 
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 また、ここで得られる評価結果は、塩ビ管及び樹脂サッシが再資源化されることによる直
接的な需要変化を示すものである。このような需要変化は、経済学の分野で波及効果がある 
ことが知られている。経済波及効果の分析は、行政などでも実施されているほか、木材や食
品の再資源化システム構築における経済分析などによっても評価が行われている。 
そこで、本研究では、各シナリオにおける経済波及効果を産業連関表の逆行列係数と、上
記の式より得られた直接的な需要変化量を用いて定量的に評価し、各シナリオにおける経
済波及効果を定量的に把握した。 
  
(塩ビ管製造事業者) 
 塩ビ管の製造事業者の評価結果を図 5.4.4に示す。 
 
 
図 5.4.4 各シナリオにおける塩ビ管製造事業者の経済構造 
塩ビ管(利益及びその他) 塩ビ管(製造燃料費)
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塩ビ管(労務費)
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(塩ビ管製造事業者；経済性)
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 塩ビ管製造事業者の 2011年の売上高は、91,400[百万円]である。そのうち PVC樹脂購
入の原料費が最大となっており、44,600[百万円]と多くの割合を占めている。2011年にお
ける再生 PVC原料の購入費は、全体の 1%に満たない 300[百万円]となっている。 
2030年の塩ビ管の需要は、人口減少に伴い多少減少し 89,400[百万円]となる。国内で積
極的に再資源化を実施する CASE3、CASE4では、安価な再生 PVC原料を購入すること
で PVC樹脂の購入費用が低減されるため、利益及びその他の資金が 25,500[百万円]から
29,300[百万円]に増加する。一方で、再生原料を全く使用しなくなる場合は 24,400[百万
円]となり 1,100[百万円]減少する事となる。 
2050年の塩ビ管の需要は、2030年より更に減少し 86,300[百万円]となることが分かっ
た。現状を維持する場合、利益及びその他の資金は 24,700[百万円]となるが、CASE3、
CASE4では、安価な再生 PVC原料を 80[kton]利用するため、その効果として利益及びそ
の他の資金が 33,400[百万円]に増加することが分かった。以上より、再生 PVC原料を用
いる場合の手間などを考慮せず、原料調達費等の観点から言えば、再生原料を用いる経済
的メリットは十分にあると言える。 
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(樹脂サッシ製造事業者) 
 日本における樹脂サッシは、樹脂サッシとして販売されことはなく 1 社で樹脂サッシの
押出から、窓組立までの一貫した生産体制となっている。そのため、樹脂サッシ単独での売
上を把握することはできないが、ここでは、樹脂サッシ製造に係る経済構造を把握するため
に、販売されると仮定し評価を実施した。 
樹脂サッシ製造事業者の評価結果を図 5.4.5に示す。 
 
 
図 5.4.5 各シナリオにおける樹脂サッシ製造事業者の経済構造 
 
 2011年における樹脂サッシの売上は、9,800[百万円]となっている。また、塩ビ管と同様
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に、最も費用を計上しているのは PVC 樹脂購入費用であり 2,760[百万円]となっている。
利益及びその他の資金は 4,480[百万円]となっており、塩ビ管よりも利益及びその他の資金
の比率が高くなっていることから塩ビ管よりも付加価値の高い製品となっていることが分
かる。 
 2030 年の樹脂サッシの需要は、2011 年時点と比較すると塩ビ管同様に多少減少するが、
ほぼ同程度の売上となる。国内で再資源化を積極的にする CASE3、CASE4では再生 PVC
原料を用いることにより、原料調達費用が削減可能となるため、利益及びその他資金は、他
のケースより 280[百万円]増加し 4,760[百万円]となる。 
 2050年の樹脂サッシの需要は、2011年時点と比較すると 1割程度減少し 8,900[百万円]
の売上となる。国内で再資源化を積極的にする CASE3、CASE4では、2030年よりも更
に再生 PVC原料を用いることから、原料調達費用の削減効果が大きくなり、利益及びそ
の他資金は、他のケースより 420[百万円]増加し 4,490[百万円]となる。以上より、再生
PVC原料が 70[円/kg]の取引価格であった場合、原料調達費等の観点から塩ビ管と同様に
再生原料を用いる経済的メリットは十分にあると言える。 
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(中間処理事業者) 
 中間処理事業者の評価結果を図 5.4.6に示す。 
 
 
図 5.4.6 各シナリオにおける中間処理事業者の売上 
 
 2011 年における塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に関する中間処理事業者の売上は、
12,800[百万円]となっており、処理受入費用が利益の大部分を占めている事が分かる。一方
で、再生原料の売上として、国内向けの売上は 1割程度であり 1280[百万円]となっている。
海外向けは、全体の 2割に相当する 3,010[百万円]が海外への売上となっている。以上より、
現状の塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化システムは、海外への売上が大部分を占めている
ことが分かった。 
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 2030年における各シナリオでは、CASE3、CASE4、CASE5、CASE6、CASE7ともに
売上は増加しており、再生原料の取引価格が国内、海外ともに大きな価格差がないことから、
各ケースにおいて、ほぼ同等の売上となることが分かった。 
 2050年における各シナリオでも同様に、CASE3、CASE4、CASE5、CASE6、CASE7と
もに売上は増加している。こちらの結果についても、2030 年と同様、再生原料の取引価格
が国内、海外ともに大きな価格差がないことから、各ケースでは、ほぼ同等の売上となる。
一方で、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化を積極的に実施していけば、2011年の 2倍弱の
市場規模になる可能性を秘めていると言える。 
 このように国内で再生原料を販売するケース、海外へ積極的に輸出するケースなどを示
したが、多少、各国ともに購入価格は異なるものの、国内及び海外において再生 PVC原料
としての需要が確保できれば、ほぼ、同程度の売上の伸びが期待できると言える。 
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(PVC樹脂製造事業者) 
 PVC樹脂製造事業者の評価結果を図 5.4.7に示す。 
 
 
図 5.4.7 各シナリオにおける PVC 樹脂製造事業者の売上 
 
 PVC 樹脂の国内での売り上げは、2011 年において 135,500[百万円]となっており塩ビ管
用の売上は、国内全体の約 30%に相当する 44,600[百万円]、樹脂サッシ用の売上は約 2%に
相当する 2,770[百万円]となることが分かった。 
 2030年においては需要が多少減少し、CASE1では国内での売り上げは 135,200[百万円]
となった。CASE3、CASE4では、再生 PVC原料を塩ビ管や樹脂サッシの原料として積極
的に用いるため、国内における塩ビ管及び樹脂サッシ用の需要が減少し、CASE3 で
124,230[百万円]、CASE4 は 127,930[百万円]となり、売上が 10,000[百万円]以上減少する
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結果となった。 
 2050年においては需要が減少し、CASE1では国内での売り上げは 124,820[百万円]とな
った。CASE3で 101,670[百万円]、CASE3で 108,770[百万円]となり、CASE1からは売上
が約 20,000[百万円]減少する結果となった。CASE3 を 2011 年と比較すると、人口減少に
伴う需要減に加え、再生 PVC原料利用による需要減少により 34,830[百万円]減少する結果
となった。 
 以上より、国内における塩ビ管及び樹脂サッシの製造事業者が再生 PVC原料を積極的に
用いるようになれば、国内の PVC樹脂の大幅な需要減少を招く可能性があり、PVC樹脂を
製造する事業者へ経済的な影響を及ぼす可能性があることが分かった。 
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(最終処分事業者) 
 最終処分事業者の評価結果を図 5.4.8に示す。 
 
 
図 5.4.8 各シナリオにおける最終処分事業者の売上 
 
 PVC製品の最終処分等に係る売り上げは、2011年において 55,030[百万円]となる事が分
かった。そのうち塩ビ管はおおよそ 15%に相当する 7,970[百万円]となり、樹脂サッシは 1%
にも満たないの 140[百万円]となることが分かった。 
 2030 年においては排出量が増加することから、CASE1 では 58,050[百万円]となること
が分かった。一方で、CASE3 から CASE7では再資源化が積極的に行われるため、売上は
減少し 54,670[百万円]となっている。 
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 2050 年の CASE1 は、2030 年とほぼ同程度の 57,630[百万円]となった。また、2030 年
と同様に CASE3から CASE7では、再資源化が積極的に行われるために、売り上げが減少
し 50,220[百万円]となる。 
 以上より、最終処分場においては、再資源化されればされるほど売り上げが減少していく
と言える。 
 
 各ステークホルダーにおける経済構造の分析を実施した。以上の分析より、塩ビ管と樹脂
サッシが再資源化されることで塩ビ管や樹脂サッシを製造している事業者は、再生 PVC原
料を利用することが可能となれば原料調達費用が安価になることが把握できた。中間処理
事業者は、より積極的に再資源化がされ国内及び海外への需要が確保可能であれば、売上が
大きく伸びる可能性があることが分かった。一方で、再資源化が積極的に行われる事で、
PVC樹脂製造事業者や最終処分事業者は、売り上げが減少してしまう事が把握された。 
 
(塩ビ管及び樹脂サッシ再資源化の経済波及効果) 
 上記では、シナリオ別に各ステークホルダーの経済構造の変化を捉えた。ここでは、シナ
リオ別の各ステークホルダーの需給変化に着目して、産業連関表の逆行列係数を用いて国
内の経済波及効果の評価を実施する。 
国内の経済波及効果の評価においては、総務省が公表している 108×108 の産業連関表の
輸入内生モデルの逆行列係数(I-(I-M)A)-1 5.29)を用いて評価を実施する事とした。 
CASE1 を基準とし、各シナリオにおける事業者の売上の増減を表 5.4.2 に示す。実施し
たケーススタディからの各事業体における最終需要に関しては、正や負の値となっている。
上記、逆行列係数による経済波及効果の算定においては、ホーキンス・サイモンの条件を満
たす必要があり、その投入係数は非負であることが必要十分条件とされている。このことか
ら、非負の値を用いることができないが、本研究では、計算を簡単とするために負の値を正
の値に読み替えて、この値と産業連関表の逆行列係数を用いて経済波及効果を検証した。ま
た、PVC 樹脂製造は化学品、中間処理は産業廃棄物、最終処分は最終処分の業種としその
経済波及効果を求めた。経済波及効果における算定式(5.15)を以下に示す。 
 
X = (I－(I-M)A)-1 (I-M)(⊿FC+⊿FI)+⊿E 
 
ここで、Xは経済波及効果、 (I－(I-M)A)-1は逆行列係数、Iは単位行列、Mは輸入係数、A
は投入係数、⊿FCは最終需要の消費増減量、⊿FIは最終需要の投資増減量を指す。 
 
 
 
 
(5.15) 
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表 5.4.2 各シナリオにおける事業者種別の売上増減(Unit;百万円) 
 
 
塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化システム構築による各シナリオの経済波及効果を図
5.4.9、図 5.4.10に示す。 
 
 
図 5.4.9 塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化システム構築による経済波及効果(2030 年) 
 
 2030 年における経済波及効果は、CASE3、CASE4 で大きくマイナスとなっている。こ
れは、再生原料を国内で消費したために、PVC 樹脂製造事業者の売上が減少したためであ
ると考えられる。一方で、CASE6、CASE7においては、最終処分事業者へマイナスの影響
があるものの、中間処理の事業者が利益を上げているために、正の経済波及効果となってい
る事がわかる。一方で、再資源化を実施しない CASE8においては、中間処理工場の利益が
減少するために、全体としてはマイナスの効果となっている事が分かる。 
 
対応産業
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・海
外なし)
CASE3
(国内積極・海
外なし)
CASE4
(国内積極・海
外維持)
CASE5
(国内積極・海
外積極)
CASE6
(国内現状・海
外積極 環境
重視)
CASE7
(国内現状・海
外積極 経済
重視)
CASE8
(再資源化実
施せず)
⊿Fc PVC樹脂製造 合成樹脂 0 0 -11,037 -7,332 -3,790 0 0 1,443
⊿Fc 中間処理　国内 0 -1,692 6,039 5,200 4,311 3,384 3,384 -4,414
⊿FE 中間処理　海外輸出 0 -858 -867 0 819 1,748 1,876 -1,737
⊿Fc 最終処分 廃棄物処理 0 1,692 -3,384 -3,384 -3,384 -3,384 -3,384 4,092
⊿Fc PVC樹脂製造 合成樹脂 0 0 -23,160 -16,055 -9,542 0 0 1,443
⊿Fc 中間処理　国内 0 -3,390 12,716 11,279 9,703 7,410 7,410 -4,414
⊿FE 中間処理　海外輸出 0 -1,719 -1,737 0 1,530 3,829 4,094 -1,737
⊿Fc 最終処分 廃棄物処理 0 3,390 -7,263 -7,410 -7,410 -7,410 -7,410 4,092
再生資源回収・加
工処理
再生資源回収・加
工処理
2030年
2050年
(百
万
円
)
-100,000
-80,000
-60,000
-40,000
-20,000
0
20,000
40,000
60,000
80,000
100,000
CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6 CASE7 CASE8
最終処分 中間処理 PVC樹脂 合計
5章 東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムの定量的評価 
220 
 
 
図 5.4.10 塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化による経済波及効果(2050 年) 
 
2050 年における経済波及効果は、2030 年とほぼ同様の傾向が見られ CASE2、CASE3、
CASE4、CASE5ではマイナスの傾向が見られ、CASE6、CASE7ではプラスの影響が見ら
れる。 
以上より、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化によって、今回想定したケースにおいてプラ
スの経済波及効果を与えられるケースは、海外へ積極的に輸出するケースのみであること
が分かった。 
 
5.5 各シナリオにおける CO2削減可能量と経済影響に関する考察 
 
 ここでは国内及び東アジアの CO2削減可能量と経済波及効果を用いて、各 CO2削減と経
済波及効果の関係性について考察することとする。CASE1を原点にとり、国内の CO2削減
可能量を Y 軸に取り、経済波及効果を X 軸とし CASE1から CASE7の CO2排出量と経済
影響の変化を捉えることとした。CO2削減可能量及び経済波及効果は、2050年のケースス
タディで得られた結果を用いることとした。図 5.5.1 に国内の CO2 削減可能量と負の経済
波及効果についての相関図を示す。CO2削減可能量、経済波及効果ともに、大きな値となる
ほど良い傾向を示している。 
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図 5.5.1 国内の CO2削減可能量と経済波及効果 
 
国内の CO2削減可能量と経済波及効果についてみてみると、CASE1よりも大きな国内
の CO2削減量を得ようとする場合、CASE2、CASE3、CASE4、、CASE5ともに経済波及
効果としてマイナスの影響が出てしまう。一方で、海外へ積極的に輸出を実施するケース
CASE6、CASE7においては国内で再資源化の処理が実施されるために、国内の CO2削減
量としては、CASE1とほぼ同程度の CO2削減効果となるが、海外への輸出により正の経
済波及効果を得ることが可能となる。また、全く再資源化を実施しなくなった CASE8に
おいては、CASE1に比べ CO2削減効果及び経済効果においてもマイナスとなることが分
かった。このことから、ある程度の再資源化システムを維持することは、環境負荷、経済
の観点からも望ましいことが分かった。今回の考察より、国内での CO2削減を実現しよう
とする場合、経済波及効果には、ある程度負の影響が出てしまうことが分かった。 
次に、東アジアを含めた CO2削減量を Y 軸に取り、経済波及効果を X 軸とし、CASE2
から CASE8 の東アジアを含めた CO2削減量と経済波及効果の違いを捉えることとした。
図 5.5.2に東アジアを含めた CO2削減可能量と経済波及効果についての相関図を示す。CO2
削減可能量については、大きな値となるほど良い傾向を示し、負の経済波及効果については、
小さい値となるほどよい傾向を示している。 
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図 5.5.2 東アジアを含めた CO2削減量と経済波及効果 
 
 東アジアを含めた CO2削減量と経済波及効果をみると、CASE6 では CO2削減可能量と
経済効果においてプラスとなる。このケースは、環境負荷低減効果の高い中国へ輸出したケ
ースであり、最も高い CO2削減効果が得られ、また、経済波及効果としても CASE1 より
良い結果を得られていることから、CO2 削減及び経済的な面からも良い結果を得ていると
言える。一方で、CASE3、CASE4、CASE5、CASE6では CO2削減効果が得られるものの、
経済的な影響としては負の結果となってしまうことが分かった。また、塩ビ管及びサッシに
ついて全く再資源化を実施しない CASE8においては、経済波及効果、CO2削減効果ともに
マイナスとなることが分かった。以上より、アジア全体の CO2 削減に寄与することを考え
るのであれば CASE6 は、CO2削減効果及び経済の観点からも望ましい姿であると言える。 
 以上より、塩ビ管及びサッシの再資源化における各 CO2 削減可能量と経済波及効果の考
察により、CO2削減について国内のみで捉えるのであれば、経済波及効果は縮小する傾向に
あることが分かった。一方で、CO2削減について、東アジアを含めた評価を実施するのであ
れば、原料調達に係る環境負荷が高い国へ輸出することで CO2 削減効果をより大きく得ら
れるケースもあり、また、国内の経済的な観点からも良い結果が得られることが分かった。 
 CO2排出量は、SOx や NOx と異なり局地的に環境影響を与える因子ではないことから、
東アジア全体で CO2 排出量の削減を捉えることが適した環境因子であると考えられること
から、国内の CO2削減に囚われず、東アジア全体の CO2削減量の観点から言えば、積極的
に海外へ輸出するという選択肢も望ましい再資源化システムの形態であると言える。 
 
-700
-500
-300
-100
100
300
500
700
-700.0 -500.0 -300.0 -100.0 100.0 300.0 500.0 700.0
東
ア
ジ
ア
を
含
め
た
削
減
量
CO2
経済波及効果
X：億円
Y：万ton-CO2
CASE6(国内：維持、海外：積極(中国))
CASE7(国内：維持、海外：積極(韓国))
CASE3(国内：積極、海外：なし)
CASE8(全量最終処分)
CASE5(国内:積極、海外：積極)
CASE2(国内：維持、海外：なし)
CASE4(国内：積極、海外：維持) CASE1(現状)
5章 東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムの定量的評価 
223 
 
5.6 CO2削減量及び経済波及効果の不確実性要素に関する感度分析 
 
 前章ではケーススタディにより、国内と東アジアを含めた CO2 削減量と経済波及効果の
関係性を考察した。前節までに得られた評価結果は、現状の生産効率や経済状況などを反映
した評価結果となっている。そのため、将来的に、各国における生産効率や経済状況などは
現状とは異なることが想定され、それらの不確実性により異なる評価結果となる可能性が
ある。ここでは、前章において評価結果に与えた影響の大きい因子である CO2 原単位、取
引価格、各国における再資源化量に対して感度分析を行い、将来における不確実性因子の変
動によって評価結果の解釈が変わるのか把握することを目的とした。また、評価結果に変動
を与える因子として PVC廃材の排出量も考えられるが、今回の評価方法は、一部、最終処
分量増加による環境負荷増加の影響はあるものの、各シナリオにおける再資源化量の差異
を捉えた相対比較としているため、評価結果に与える影響は極めて小さいと想定されるこ
とから、排出量の違いによる感度分析は実施しなかった。 
 以上、本節では、CO2原単位、取引価格、再生原料の消費量の変化量に対して評価結果変
動域を示し、感度分析を行うこととした。 
 
(1) CO2原単位の感度分析 
 今回の LCA評価に用いた CO2原単位は、文献値に基づいて評価を実施している。その
ため、各国ともに収集及び作成時期、また、作成方法が異なるため不確実性の要素が大きい。
PVC樹脂製造に係る CO2原単位をみると日本、韓国は、ほぼ同等の CO2原単位となってい
るが、台湾、中国の CO2原単位は、上述した 2 カ国より大きく、環境負荷の観点から、効
率的な生産体制が築かれていないと考えられる。特に、中国の PVC樹脂製造に係る CO2原
単位は日本と比較して約 3 倍程度となっており、東アジアを含めた CO2削減量への評価結
果に大きな影響を与えている。将来的には、各国ともに現状の生産体制が変わることも想定
され、中国においては国家として「国民経済と社会発展の第 11次 5ヶ年計画」により省エ
ネルギー化が推進されており、今後、生産効率が向上することも十分に考えられる。そ
こで、ここでは東アジアを含めた CO2削減量に大きな影響を与えている日本と中国の CO2
原単位に対する感度分析を行った。表 5.6.1 に CO2 原単位の感度分析に関する条件を、図
5.6.1に日本と中国の CO2原単位に対する感度分析の結果を示す。 
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表 5.6.1 感度分析に用いる各因子と変化量 
各因子 影響する評価結果の要素 設定条件 
CO2原単位 各 CO2削減量 日本 
 
1)現状 
2)現状の 1.5倍：やや効率が悪化 
3)現状の 2倍：台湾と同程度 
中国 
 
1)現状 
2)現状の 0.5倍：台湾と同程度 
3)現状の 0.25倍：日本と同程度 
 
 
図 5.6.1 中国と日本の CO2原単位の感度分析 
 
 日本の CO2原単位が 1.5倍となった場合、CASE3、CASE4、CASE5の東アジアを含め
たCO2削減量が増加する。CO2削減量が増加する最大のケースは、CASE3であり 500[kton-
CO2]から、2,000[kton-CO2]となる。 
 中国の生産効率が向上し、CO2原単位が現状の 0.5倍となった場合、CASE7の CO2削減
効果が小さくなり、現状の半分程度の 200[kton-CO2]となる。一方で、他の CASE の CO2
削減効果は微増となる。CO2原単位が現状の 0.25倍となった場合、CO2削減効果は、現状
の 4分の 1程度となり 100[kton-CO2]の削減効果となる。この場合、東アジアにおける CO2
削減量は、CASE3とほぼ同程度になり CASE4、CASE5については、CASE6よりも CO2
削減効果が大きく得られるという結果となった。以上より、中国の生産効率が 4 倍程度向
上すれば、日本国内で再生原料を消費することが最も CO2 削減効果として高い結果となる
ことが分かった。また、日本の生産効率が悪化し、CO2原単位が現状の 1.5倍になり、中国
の生産効率が向上し、CO2原単位が現状の 0.5倍となった場合、CASE3、CASE4、CASE5、
CASE6の CO2削減効果はほぼ同程度になり、このケースにおいても前章で得られている結
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果とは異なる結論となることが分かった。 
 
表 5.6.2 感度分析に用いる各因子と変化量 
各因子 影響する評価結果の要素 設定条件 
取引価格 経済波及効果 国内の取引価格 
1) 現状 : 中間 6.0万円/ton、最終 6.0万円/ton 
2) 現状の半値(中間処理委託費用) 
 : 中間 3.0万円/ton、最終 6.0万円/ton 
3) ほぼ有価で取引(中間処理委託費用) 
 : 中間 0万円/ton、最終 6.0万円/ton 
 
 今回の経済波及効果は、各ケースにおける中間処理工場、最終処分場、PVC 樹脂メーカ
ーの売上の変量をとり評価している。そのため、経済波及効果は、これらのステークホルダ
ーの売上変量に依存した結果となっている。売上変量に影響する要素として、最終処分場で
あれば処理委託単価、中間処理工場であれば処理委託単価、再生原料販売単価、PVC 樹脂
メーカーにおいては製品販売単価の変化によって、評価結果に大きな影響をもたらすこと
が想定される。PVC 樹脂の販売価格は、比較的安定した価格で推移しているものの、最終
処分場や中間処理工場への委託費用、また、中間処理された再生原料の販売価格については、
地域によって価格が大きく異なることや年代によっても大きく変動することが知られてお
り、不確実性要素が非常に大きい。そこで、ここでは不確実性要素の大きい最終処分場及び
中間処理工場の処理委託単価に対して感度分析を行うこととした。 
 国内の取引価格の感度分析の条件を表 5.6.2に、評価結果を図 5.6.2に示す。 
 
 
図 5.6.2 最終処分場と中間処理場の取引価格に関する感度分析 
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中間処理工場への委託費用が安価になる事によって CASE2、CASE3 は経済波及効果と
してプラスの方向となる右へ移動し、その他のケースにおいて経済波及効果としてはマイ
ナスとなる左へ移動する。中間処理工場への委託費用が 3.0 万円/ton の場合、各 CASE の
関係性は基準値と同じ関係性となる。一方で、中間処理工場への委託費用が 0 万円/ton の
場合、各 CASE の関係性について基準値と異なる結果となり、全量最終処分する CASE8
が、海外へ積極的に輸出する CASE6、CASE7 よりも経済波及効果としてプラスの効果が
得られる事となり、中間処理工場への委託費用が 0 万円/ton となった場合、海外へ積極的
に輸出するよりも、国内で全量最終処分とした方が経済波及効果としては良い結果となる
ことが分かった。 
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表 5.6.3 感度分析に用いる各因子と変化量 
各因子 影響する評価結果の要素 設定条件 
再 生 原
料 の 消
費量 
各 CO2削減量及び経済波及効果 日
本 
1) 現状 
2) 再生原料の利用技術が進歩：現状の2倍 
3) 再生原料の需要が減少：0.5倍 
中
国 
1) 現状 
2) 再生原料の利用技術が進歩：現状の2倍 
3) 再生原料の需要が減少：0.5倍 
韓
国 
1) 現状 
2) 再生原料の利用技術が進歩：現状の2倍 
3) 再生原料の需要が減少：0.5倍 
 
 次に、CO2削減量と経済波及効果双方に与える要素として、各国における再生原料消費量
がある。現在、再生原料の需要は、国内及び東アジア各国において一定量ある。将来的な再
生原料の需要は、各国で環境志向が強まれば再生原料の消費量が増加していくと考えられ
る一方で、各国において鉛系安定剤含有している再生原料の利用が禁止されることがあれ
ば需要は大きく減少してしまうことも考えられ、再生原料の将来的な需要については大き
な不確実性要素であると言える。 
 そこで、ここでは各国における再生原料の消費量の違いについて感度分析を行うことと
した。評価を行う条件を表 5.6.3に、評価結果を図 5.6.3に示す。 
 
 
図 5.6.3 再生原料消費量に係る感度分析 
 
 日本国内における再生原料の消費量が大きくなった場合 CASE3、CASE4、CASE5の評
価結果に影響を与え、経済波及効果としてマイナスとなり CO2 削減量はプラスとなり、双
方に一定程度の影響を与えている。影響の度合いとしては CASE3 に最も強い影響があり、
CASE4、CASE5ともに影響はあるものの CASE3よりは影響として小さい。また、その他
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のケースについては、評価結果への影響はほとんどみられない。 
次に中国への再生原料の輸出が増加した場合、東アジアを含めた CO2 削減量及び経済波
及効果はともにプラスに働き CASE4、CASE5、CASE6の評価結果に影響を与え、最も大
きく影響するのが CASE6である。また、中国への再生原料の輸出が減少した場合は、増加
したケースと異なり CO2 削減量及び経済波及効果はともにマイナスに働くことが分かった
が、CO2削減効果は小さくなるものの効果としては、今回行った感度分析の範囲では、各ケ
ースの関係性が変わるような結論とはならなかった。 
 次に韓国への再生原料輸出量の増減により、大きな影響を受けるケースは CASE7 であ
る。東アジアを含めた CO2 削減量への影響は、ほとんどみられないが、経済波及効果への
影響は顕著であり、韓国への再生原料の輸出が半分となった場合、各ケースの関係性が変わ
り CASE7は CASE6よりも経済波及効果としては小さくなってしまう。 
 以上、各要素に関する感度分析の結果を以下、表 5.6.4にまとめる。 
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表 5.6.4 各要素に関する感度分析等のまとめ 
各因子 要素 条件 結果 
CO2 原
単位 
東アジアを
含めた CO2
削減量 
日本のみ CO2 原単位 1.5 倍、2.0
倍 
(台湾と同程度の効率) 
CO2 削減量は増加するが、各
CASE の関係性は、ほぼ変わらな
い。 
中国のみ CO2原単位 0.25 倍 
(日本と同程度) 
国内で再生原料を積極消費した
CASE3 の CO2 削減量が最大とな
る。 
日本と中国 日本：1.5 倍 
(台湾と同程度) 
中国：0.5 倍 
(台湾と同程度) 
国内で再生原料を積極消費した
CASE3 の CO2 削減量が最大とな
る。 
取引価
格 
経済波及効
果 
中間処理と最
終処分の処理
委託費用 
中間処理：0 万円/ton 
最終処分：6.0 万円/ton 
全量最終処分する CASE8 が、海
外へ積極的に輸出を行う CASE6、
7よりも良い結果となる。 
再生原
料の消
費量 
各CO2削減
量と経済波
及効果 
日本 再生原料の消費量増加 CO2削減量：プラス(中) 
経済波及効果：マイナス(大) 
再生原料の消費量減少 CO2削減量：プラス(中) 
経済波及効果：マイナス(大) 
韓国 再生原料の消費量増加 CO2削減量：ほぼ同等 
経済波及効果：プラス(中) 
再生原料の消費量減少 
 
CO2削減量：ほぼ同等 
経済波及効果：マイナス(中) 
中国 再生原料の消費量増加 CO2削減量：プラス(大) 
経済波及効果：プラス(小) 
再生原料の消費量減少 
 
CO2削減量：マイナス(大) 
経済波及効果：マイナス(小) 
加味し
なかっ
た因子
(輸送) 
本研究は、再生 PVC原料について国家間の再生原料の取引による環境負荷低減効果に着目し
ているため、輸送に係る CO2排出量を加味していない。輸送に係る CO2排出量は、各国で輸
送距離が異なるため各 CASEの評価結果における影響も異なるが、類似の既往研究より再資
源化処理に係る負荷の 1割程度の影響と想定され、各 CASEの関係性を大きく変化させるほ
どの影響はないと考えられる。 
 
 CO2 原単位の不確実性についてみると、日本の原単位のみが変わった場合、CO2 削減量
は変わるものの、各 CASE の評価結果の関係性は変わらない。中国の原単位のみが変わっ
た場合、CO2削減量が変わり CO2原単位が 0.25 倍となると、各 CASE の評価結果の関係
性が変わり中国へ積極的に輸出する CASE6 が最大の CO2削減量の CASE とはならず、国
内で積極的に再生原料を消費する CASE3が最大の CO2削減量を得られる CASE となる。
日本と中国の CO2原単位が変わる場合、日本が 1.5 倍、中国が 0.5 倍となると、中国へ積
極的に輸出するCASE6と国内で積極的に再生原料を消費するCASE3がほぼ同等の値とな
り、最大の CO2削減量を得られるケースとなる。 
 再資源化フロー内の取引価格は、経済波及効果への影響があり中間処理委託費用が 0 万
円/ton、最終処分委託費用が 6.0万円/tonとなった場合、経済波及効果として全量最終処分
する CASE8 が、最も良いケースであった海外へ積極的に輸出する CASE6、CASE7 より
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も、経済波及効果としてよい結果となることが分かった。 
各国の再生原料の消費量の感度分析の結果について考察すると、日本の再生原料の消費
量が増加すると中程度 CO2 削減効果が増加し、一方で、経済波及効果が大きく減少する。
再生原料の消費量が減少すると CO2 削減効果が中程度減少し、経済波及効果は大きく増加
する。韓国の再生原料の消費量について考察すると、再生原料の消費量が増加しても CO2
削減量はほとんど変化せず、一方で、経済波及効果は中程度増加する。韓国で再生原料の消
費量が減少した場合、CO2 削減量はほとんど変化しないが、経済波及効果は中程度減少す
る。中国の再生原料の消費量が増加する場合、CO2削減量は大きく増加し、経済波及効果と
しても中程度増加する。中国で再生原料の消費量が減少する場合、CO2削減量は大きく減少
し、経済波及効果は中程度減少する。しかしながら、各ケースの関係性が大きく変わるよう
な変化はみられなかった。 
 以上より、各ケースの関係性が変わるのは CO2 原単位、取引価格が変わる場合であり、
再生原料の消費量の変化は、絶対値に関係するものの各ケースの関係性は、大きく変わらな
いことが本節より分かった。 
補足として、本研究は、再生 PVC原料について国家間の再生原料の取引による環境負荷
低減効果に着目しているため、輸送に係る CO2排出量を加味していない。輸送に係る CO2
排出量は、各国で輸送距離が異なるため各ケースの評価結果における影響も異なるが、輸送
等を含めた再資源化システムの既往研究などでは、再資源化処理に係る負荷の 1 割程度の
影響と考えられる。そのため、本章で得られた評価結果については、輸送を考慮したとして
も各ケースの関係性を大きく変化させるほどの影響はないと考えられる。 
 
5.7 小結 
 
 本章では塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に関する定量的評価として、以下 3 点の知見
が得られた。 
<本章で得られた知見> 
1) 東アジアを含めた塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に係る CO2原単位の整備とインベ 
ントリ分析 
東アジアを含めた塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に係る環境負荷を明らかにするため
に、各国における PVC 製品の製造及び再資源化に係る CO2 原単位を収集・推計し、PVC
建材の再資源化システムを評価するためのデータベースを作成した。また、これら CO2 原
単位のデータを用いて、インベントリ分析を行い日本、韓国、台湾、中国において再生原料
が PVC製品の代替品として利用されることになれば、各国ともに CO2削減が見込め、CO2
削減効果は、中国、台湾、日本、韓国の順で大きくなることが分かった。CO2削減効果が大
きくなる要因としては、中国、台湾の PVC樹脂生産に係る CO2排出量が、日本と比較し大
きいことが挙げられる。一方で、韓国で再生原料を消費した場合、PVC の生産に係る負荷
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が日本より低いことや、二次再生処理の負荷が高いことなどから、日本国内で再資源化を実
施するよりも CO2 削減効果が小さくなる結果となった。以上、インベントリ分析から、国
内で再資源化システムを完結させるよりも、中国や台湾へ再生原料として輸出することに
より CO2削減効果は、大きく得られる結果となった。 
 
2) マテリアルフローに基づいた塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化シナリオに基づく環境負
荷低減可能性 
マテリアルフローに基づいた CO2 削減効果は、再生原料の消費地で享受されることにな
るため、国内で CO2削減効果を享受するのであれば国内で再生原料を消費する必要がある。
その場合、塩ビ管及び樹脂サッシが 268[kton-CO2]の削減効果が得られる事が分かった。ま
た、東アジアを含めて CO2削減量を捉えた場合、最大で得られる CO2削減量として東アジ
ア全体では 820[kton-CO2]の削減効果が得られ、国内で再資源化システムを構築する場合よ
りも、大きな CO2削減効果が得られるものの、そのような場合、国内の CO2排出量は僅か
に大きくなる。以上より、国内で CO2 削減効果の拡大を推進していく場合、東アジア全体
で CO2 削減効果の拡大を推進していく場合で異なる結論が得られることから、これらの各
要素を総合的に判断する必要があると言える。 
日本及び東アジア双方の CO2削減を図るのであれば、PVC建材の再資源化システム構築
は、国内及びアジア全体でも削減に寄与できるよう国内で再生原料の消費をしつつ、海外へ
再生原料として輸出を行うようしていく事が望ましいと言える。一方で、不確実性分析によ
り、東アジアを含めた CO2削減量は、中国の CO2原単位が 0.25倍となった場合、結論が変
わり、日本国内で消費する事が最も CO2削減効果として大きくなることから、本章の 5 節
で示した評価結果は、6節で整理した各要素の不確実性によって結論が変わる可能性がある
ことから、その解釈には注意が必要である。 
 
3) 塩ビ管及び樹脂サッシの各シナリオにおける経済波及効果 
 塩ビ管及び樹脂サッシの各シナリオにおける経済構造を捉える事で、塩ビ管及び樹脂サ
ッシなどを製造する事業者は原料調達費が安価になるため、生産体制がバージン原料と同
様のものであれば、粗付加価値が増加する事が分かった。また、再資源化システムが構築さ
れることにより、再生原料を製造する中間処理を行う事業者は売上が大きくなる一方で、再
生原料の需要が増加することにより、PVC 樹脂製造事業者や最終処分場を行っている事業
者の売上が減少することが分かった。以上より、PVC 建材の再資源化システム構築につい
ては、国内へ向けた再資源化だけでは、経済波及効果的はマイナスとなり、海外へ輸出する
ことで、PVC樹脂の製造量が増加し経済波及効果としてはプラスとなることが分かった。 
 上記の結論について、国内で排出される塩ビ管及び樹脂サッシに関する東アジアを含め
た定量的評価によって得られた知見を、簡潔に表 5.7.1にまとめる。 
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表 5.7.1 本章で得られた知見をまとめ 
国際資源循環を目指すメリット 国際資源循環を目指すデメリット 
【環境負荷】 
- 国内需要だけでは得られない最終処分量 
の削減に寄与できる。 
- 東アジアという単位でみれば、国内より
も大きなCO2削減効果が得られるケース
もある。 
【経済波及効果】 
- 再生原料の輸出により、中間処理工場の
売上が増加する。 
- 再生原料の消費増に伴うPVC樹脂の国内
生産量減少分が回避可能 
【環境負荷】 
- 再資源化を実施しても国内における CO2
削減効果が期待できない。 
 
 
 
【経済波及効果】 
- 最終処分等を実施している事業者の売上
が減少 
 
 
<本章の課題と展望> 
 本章では、東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムに関してインベントリ分析や
CO2排出量評価、経済性に関する評価を実施して、上記の結論を得られた。本研究で行った
これらの評価には課題点もあるため、以下に整理する。 
 
1) 東アジアを含めた塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化に係るインベントリ分析 
 インベントリ分析においては、韓国、台湾、中国における再資源化及び加工プロセスのデ
ータを文献調査より可能な範囲収集したが、各国におけるデータの整備状況が異なるため、
LCA評価を実施するにあたり足りない CO2原単位については、日本の原単位に基づいて各
国における電力の CO2 原単位に比例すると仮定して推計している。また、各文献における
データに関してヒアリング調査を試みているが、台湾国内のデータについては、作成者への
ヒアリングを行えたが、韓国、中国においては作成者へのヒアリング調査を行えなかったた
め、海外の文献より収集したデータに関して詳細な検証はできていない。そのため、中谷ら
が指摘しているようにインベントリデータの有効範囲外使用の問題などが、本研究でも課
題として挙げられる。現在、国内から排出される大部分のプラスチックは、国内だけで完結
した再資源化システムとなっていないと考えられ、この現状を鑑みると、各国と連携を取り
アジア地域に拡張した CO2原単位のデータベース構築が、強く望まれると言える。 
 
2) 東アジアを含めた塩ビ管及び樹脂サッシのライフサイクルを含めた CO2評価 
 本研究における CO2 評価の最も大きな課題としては、日中間のペットボトルリサイクル
の評価において中谷らも指摘しているとおり代替品の不確実性である。特に、中国では、世
界各国から再生原料を輸入していることや、自国内でも再資源化が行われている。今回のケ
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ーススタディにおいては、バージン原料が新規代替品となると仮定したが再生原料の需要
は、再生原料の利用技術の水準によって決定するために再生原料の需要量は一定であると
も捉えることができる。その場合、再生原料が代替品となる可能性も考えられることから、
今回実施した CO2削減効果とは異なる結果となる。 
ただし、本研究の論旨として再生原料を有効活用し、バージン原料の製造の需要を抑制す
ることが可能となった際、日本の塩ビ管や樹脂サッシが再資源化されることによって、どの
程度、国内及び東アジアにおいて CO2 削減に寄与可能か把握する事を目的としている。こ
のことから、本研究で実施して得られた評価結果は、新規バージン製品と代替するという条
件の下では、日本における塩ビ管や樹脂サッシの再資源化によってもたらされる効果を定
量的に把握できたことは、一定の成果であると言える。 
現在、PVC に関してはバージン材や再生原料においても、本研究で明らかにしたように
グローバル化が進んでいる。そのため、多数国より再生原料を輸入している国家間との評価
においては代替品がバージン原料となるのか、もしくは、他国から輸入した再生原料となる
のか、不確実性の要素が大きいことから、各国において、その実態を把握した上で評価を実
施していく必要があると言える。 
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6 章 研究のまとめ 
  
はじめに 
 
2章、3章の各国における実態調査から各国における再資源化技術及び再生原料品質を把
握し、また、各国における排出量の推計を行い、マテリアルフローを作成した。それらに基
づいて 4 章では、国内から排出される PVC 廃材の鉛含有状況や各国における PVC 廃材の
排出量の増加により、今後、各国で再資源化システムが構築されれば、再生原料の海外需要
が大きく減少する可能性があることを示した。 
5章では、現状の社会・経済情勢下における環境負荷及び経済波及効果の評価を行い、CO2
削減量は、国内で再生原料を消費する再資源化システムよりも海外で再生原料を消費する
再資源化システムの方が、大きな CO2削減効果が得られることを示した。経済波及効果は、
国内で再生原料を消費するより、海外へ積極的に輸出する方が経済的に優位であることが
分かった。これら得られた結論は将来の不確実性要素によって異なる結果が得られるため、
社会情勢の変化による結論への影響についても不確実性要素による感度分析を行い不確実
性要素が評価結果に与える影響を整理した。 
以上、前章までに得られた結果では、PVC 建材の再資源化システム構築において加味し
なければいけない要素ごとに最適であると考えられる結論が異なることから、これら要素
を総合的に判断して、日本国内で排出される PVC建材の再資源化システムの構築を図って
いく必要があると言える。 
そこで本章では、『1)東アジアを含めた再資源化システム構築における方針』、『2)方針実
現に向けた実態調査に基づいた課題とその方策』、『3)本研究の総括』の 3つのプロセスによ
り、環境負荷低減に資する東アジアを含めた再資源化システム構築に向けた方策を示し、各
章におけるまとめをとおして、本研究の総括とする。 
 
6.1 東アジアを含めた再資源化システム構築に向けた方針 
 
本節では、前章までで明らかにしてきた以下 5 つの要素を中心に、日本国内から排出さ
れるPVC建材について環境負荷低減に向けた再資源化システムの構築に必要な事項を考察
し、その方針を示すこととする。 
 
 1) 各国での PVC廃材の排出量 2) 鉛系安定剤の規制動向 3) 再生原料の品質確保  
4) 国内の CO2削減可能量(国内、東アジア) 5) 経済波及効果 
 
各要素に関する考察のまとめを表 6.1.1に示し、各項目について記述する。 
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表 6.1.1 本研究で得られた結果と日本の再資源化システム構築に関する総合的な方針 
各要素 現状の社会・経済状
況下による結論 
将来の不確実性の影響 環境負荷低減に向けた再資源
化システム 
各国における排
出量 
現状、韓国、台湾、中
国等、東アジアを中心
とした一定の再生原
料の需要有 
各国で排出量が本格化
し、各国で再資源化シス
テムの構築が進めば、再
生原料が供給過多とな
り海外の需要が減少す
る可能性有 
国内での再生原料の需要量拡
大し、海外に依存しすぎない安
定した需要確保が必要 
鉛系安定剤 韓国の塩ビ管に鉛含
有の規制が導入され、
韓国における塩ビ管
の再生原料の需要激
減の危惧 
鉛系安定剤の規制が各
国に広まれば、海外にお
ける再生原料の需要が
減少する可能性有 
同上 
再生原料の品質 台湾における再生原
料は高い品質確保が
されておらず、安価な
原料として一般的に
流通 
低品位な再生原料を用
いた粗悪品による不具
合が顕在化すれば、再生
原料の需要が減少する
可能性有 
再生原料の適切な利用がされ
るよう国内外を含めたトレー
サビリティの確保が必要 
CO2削減量 国
内 
国内での再生原料の
消費量を拡大する必
要有 
国内で PVC樹脂生産の
省エネルギー化が進め
ば、CO2削減の効果は小 
国内での再生原料の需要量を
拡大 
東
ア
ジ
ア 
環境効率の低い国(台
湾、中国)において再
生原料を消費する必
要有 
台湾、中国における
PVC 樹脂生産の省エネ
ルギー化が進めば、日本
での消費が最大の CO2
削減量となる場合も有 
エネルギー効率の低い国で再
生原料の需要量を拡大(日本で
も一定の効果有) 
経済波及効果 海外へ輸出する事に
よりプラスの経済波
及効果 
中間処理、最終処分の委
託費用によって、海外へ
輸出するケースよりも
全量最終処分した方が
経済波及効果としてプ
ラスになる場合が有 
日本で再生原料を消費する場
合は、日本国内の経済波及効果
はマイナス 
総合的な方針 Ⅰ 安定した需要確保するために国内の再生原料の需要を拡大 
Ⅱ 国内需要を超えるものについては海外への輸出を検討し、品質確保を十分に行 
っている企業のみ輸出(輸出用の再生原料については適正利用を確保する) 
 
1) 各国における PVC 廃材の排出量 
各国における排出量は、現状、各国で一定量の排出量があるものの未だに本格化しておら
ず、日本の再生 PVC 原料は、現在、韓国、台湾、中国への再生原料の輸出が可能となって
いる。今後は、各国で排出量が本格化することが予測されることから、各国において自国の
再資源化システムが構築されることになれば、需要過多となり海外での需要を確保するこ
とが困難となるケースも考えられる。今後、各国における排出量の観点から、安定した需要
確保のためには、ある程度国内の需要を確保していく事が望ましいと考えられる。 
 
2) 各国における鉛系安定剤の規制動向 
鉛系安定剤の含有規制については、3章における韓国での実態調査から塩ビ管への利用が
規制されたことが把握された。また、欧州等でも鉛系安定剤の利用が規制されてきている 6.1)
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ことから、世界各国で鉛含有の規制が導入される可能性は少なくない。しかしながら日本で
は、旧来より鉛系安定剤を主に用いてきたため、国内の再生塩ビ原料の多くに鉛が含有して
いると考えられる。規制された国では需要が漸減する可能性があり、安定した需要を確保す
るためには、ある程度国内の需要を確保した再資源化システムが必要であると言える。 
 
3) 再生原料の品質確保 
 実態調査では、日本、韓国及び台湾の再生原料に関する品質を目視にて確認した。日本で
は、塩ビ管継手協会が設けている再生原料の品質が基準となっており、国内で消費される再
生原料については一定の品質が確保されていると考えられる。一方で、海外へ輸出されるも
のには、異物が多少付着したものなども輸出され、再生原料の品質確保は輸出先の業者任せ
になっていると言える。このような中、海外の動向をみると韓国では、微粉砕により異物の
除去や影響が出ないよう品質確保が行われており、再生原料の品質については、ある程度の
品質が保たれていると考えられる。台湾においては、ペレット化によって異物除去が行われ
ているものの、再生原料の中に多少異物が見られることから、十分に品質確保が行われてい
る状況ではないと考えられる。台湾のように、十分に品質確保が行われない場合、粗悪品が
流通することが危惧される。現状、粗悪品による事件等は聞かれなかったが、今後、製品品
質に悪影響を来すことになれば、リサイクル製品の需要が漸減することも考えられること
から、安定した需要を確保するには、海外へ輸出するものについても再生原料の品質確保も
重要な要素であると言える。 
 
4) CO2削減量 
塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化による CO2 削減量は、再生原料が消費されることによ
り、消費地における新規 PVC樹脂の需要量が減少し、それに伴い CO2削減が得られること
になる。現状、国内での CO2削減量は大きくないことから国内で CO2削減量を積極的に得
ていくには、国内で再生原料の需要量を拡大させることが求められる。次に、東アジアを含
めたCO2削減量は、PVC製品の想定される現状の生産体制で判断すると環境効率の低い国、
台湾、中国で再生原料を消費することによって CO2 削減量が大きく得られる。しかしなが
ら、将来的な不確実性要素により結論が異なり、台湾、中国における PVC樹脂の生産の省
エネルギー化が進むことで、日本で再生原料を消費するケースが最大となる場合もある。東
アジアを含め CO2 削減量を最大とするためには、回収量・再資源化量を増加させ、生産効
率の低い国で再生原料の需要を確保していくことが必要となる。以上より、国内、東アジア
を含め CO2 削減量を得るためには、まずは、再生原料の需要確保が必要であり、東アジア
全体で CO2 削減効果を大きくするためには、各国の生産量あたりのエネルギー効率を把握
し、エネルギー効率の低い国で需要を確保していく必要がある。 
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5) 経済波及効果 
塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化による経済波及効果は、現在の社会・経済情勢下におい
て積極的に海外へ輸出することで、中間処理工場の処理量の増加に伴う最終需要が増加す
る。加えて、国内 PVC樹脂の生産量減少に伴う最終需要の減少しないため、経済波及効果
は大きくなる。一方で、中間処理、最終処分の委託費用によっては、海外へ輸出するケース
よりも、国内で全量最終処分した方が経済波及効果として大きくなる場合もある。しかしな
がら、国内需要を創出するような再資源化システムを構築する場合は、経済波及効果として
は小さくあることから、現状の社会構造上、ある程度の経済的負担が生じてしまう可能性が
あると言える。 
 
 各要素による考察をまとめると、『4)CO2 削減量』、『5)経済波及効果』での考察に加え 5
章における CO2 削減量及び経済波及効果の評価結果より、全量最終処分を行うことは、現
状と比較して CO2 削減量及び経済波及効果として双方ともに低いという結論となる。その
ため、環境負荷の低減及び経済波及効果の観点からは、マテリアルリサイクルを中心とした
再資源化をしていく事が望ましいく、環境負荷を低減するためには、マテリアルリサイクル
を中心とした再資源化システムを構築していくことが必要であると言える。その中で、環境
負荷を低減することが可能な再資源化システムは、海外と協調し積極的に輸出していく再
資源化システムと、国内で積極的に再生原料を消費していく再資源化システムが考えられ、
海外へ積極的に輸出する場合、環境負荷低減の効果や経済波及効果の点から十分にメリッ
トがあると考えられる。 
一方で、再生原料の消費まで含めた再資源化システムを考えると、東アジア全体での排出
量の増加と鉛を含有している再生原料の課題がある。具体的に記述すると、排出量について
は『1)各国における PVC廃材の排出量』で考察しているとおり、日本、韓国、台湾、中国
における PVC 建材の総排出量は、将来的に、2011 年比のおおよそ 10 倍の 4,287[kton]と
なる。再生原料の鉛含有については、『2)各国における鉛系安定剤の規制動向』で整理して
いるように、EU を中心とした国々で PVC 製品の鉛系安定剤の使用規制が導入されてきて
いることなどから、今後、海外で鉛を含有している再生原料の需要を確保していくことが、
困難になる可能性も十分にあると考えられる。これらのことから、海外需要については不安
定な要素もあるため、『一定量国内需要を確保していく』ことが望ましいと言える。ただ、
国内需要にも限界があることから、PVC廃材を資源として最大限活用していくのであれば、
海外と協調して再生原料の需要拡大をしていくことが望ましいと考える。特にアジア全体
では、今後も、PVC 樹脂の需要が増加していくと考えられ、海外へ輸出する再生原料に関
しては 3)で考察したように、適切な利用によって安定的な需要を確保することができると
考えられるため『国内需要を超える分については、品質確保及び環境負荷削減の観点からト
レーサビリティを確保し再生原料の品質確保が十分に行われている企業へ輸出していく』
ことが望ましい再資源化システムの形態であると言える。 
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以上、国内における PVC建材の再資源化システムに係る各要素から、環境負荷低減にむ
けた再資源化システムの方針を示した。次節では、2章の実態調査で得られた再資源化シス
テム構築の課題より、塩ビ管及び樹脂サッシの課題点を整理してその方策を記述する。 
 
6.2 日本国内で排出される塩ビ管の再資源化の課題点とその方策 
 
 ここでは、前節において示した方針実現のための方策を示すこととする。再資源化システ
ムを実現に向けた課題について、2章で日本国内における実態調査を通して、塩ビ管及び樹
脂サッシの再資源化の課題を整理している。塩ビ管は、「回収量の向上の余地」、「再生原料
の品質確保」、「国内需要を確保」、「国内需要の限界から海外での適正利用を確保」の 4点を
今後の課題として挙げている。次に、樹脂サッシは、一部の事業者で再資源化されている。
加えて、再生原料のほぼ全量輸出されてしまっていることから、現在の樹脂サッシの再資源
化は、未だ発展途上であると言える。以上より、樹脂サッシの今後の課題として、「回収量
の向上の余地」、「再生原料の品質確保」、「国内外の需要を確保」、「海外での適正利用の確保」
の 4点が挙げられる。 
 今後、日本国内における PVC建材再資源化システム構築に際し、取り組んでいくべきこ
とを整理するために、これら 2 章における課題と上記で示した再資源化システム構築の方
策との対応について表 6.2.1にまとめる。 
 
表 6.2.1 再資源化システム構築の方針と実態の課題 
 再資源化システム構築の総合的方針 実態の課題 
塩ビ管 Ⅰ 安定した需要確保するために国内の再生
原料の需要を拡大 
－回収量の向上余地がある。 
－国内需要が少ない。 
Ⅱ 輸出用の再生原料については適正利用を
確保する 
－海外での適正利用が確認できない。 
樹脂サッシ Ⅰ 安定した需要確保するために国内の再生
原料の需要を拡大 
－回収量が多くない。 
－国内需要は、ほぼない。 
－国内事業者に対する再生原料の品質 
確保ができていない。 
Ⅱ 輸出用の再生原料については適正利用を
確保する 
－海外での適正利用が確認できない。 
 
上記で示した再資源化システムの方針を実現するために、各課題に対しての方策を具体
的に示すこととし以下、塩ビ管及び樹脂サッシに関連して東アジアを含めた再資源化シス
テム構築に向けた課題点とその方策を整理した。その結果の概要を表 6.2.2にまとめ、下記
に具体的な内容の詳細を記述する。 
 
 
6章 研究のまとめ 
 
241 
 
表 6.2.2 塩ビ管と樹脂サッシの東アジアを含めた再資源化システム構築に向けた課題と方策 
 
 国内の再生原料の需要を拡大する体制の構築 海外を含めた適正利用のトレーサビリティを確保する体制の構築 
塩
ビ
管 
課題 1 回収量の向上(一定の回収量有) 
【ステップ 1解体現場等で分別・回収する経済的メリットの創出】 
収集運搬業者へ、回収量に応じた金銭的なインセンティブの付与により、より一層の分
別・回収する動機づけができる。 
【ステップ 2 法的緩和による効率的な収集・搬出方法の創出】 
廃掃法における処理完了の確認期間を緩和することにより、少量で排出される地区の効
率的な収集、搬出方法が可能となる。 
 
課題 2 再生原料の安定的な需要確保(一定の再生原料を消費) 
【ステップ 1 品質及び需要確保のための再生原料の高値買取り制度(塩ビ管)】 
高値で購入することで、手間を掛けて再資源化出来るようなるほか、国内需要も確保可能
となり国内の塩ビ管の原料として利用することができる。 
【ステップ 2 再資源化義務率の導入】 
塩ビ管の再生原料の利用を安定化するために、再資源化義務率を導入する。 
課題 3 海外での適正利用を確保 
 
【ステップ 1 各国の情報を共有化】 
現在、各国における PVC 建材の再資源化は、東アジア各国において情報が十分に共
有化されていると言えないため、積極的に連携しリサイクル製品に関する情報(各国
の再資源化状況、品質面、技術面、粗悪品製造業者情報など)の共有化を図り、国内事
業者向けに適正利用を図るための情報を発信する。 
 
【ステップ 2 情報共有化による審査体制】 
輸出時に再生原料を利用する海外事業者が、粗悪品製造事業者でないことを審査する
ことで、海外で利用される場合の適正利用を図る。 
樹
脂
サ
ッ
シ 
課題 1 回収量を向上(ほぼ回収量なし) 
【ステップ 1 法的緩和による効率的な収集・搬出方法の創出】 
廃掃法における処理完了の確認期間を緩和することにより、少量で排出される樹脂サッ
シでも効率的な収集・運搬が可能となる。 
 
課題 2 再生原料の安定的な需要確保(再生原料の国内需要ほぼなし) 
【ステップ 1 他産業への再資源化の検討】 
他産業と連携しリサイクル製品を製造することで再生原料の回収量を向上させる。 
【ステップ 2 樹脂サッシの再資源化技術の一般化】 
リサイクル樹脂サッシを市場に販売できるような製造技術を確立する。 
【ステップ 3 再生原料の高値買取り制度(樹脂サッシ利用)】 
樹脂サッシの再生原料として、品質及び需要を確保できるように輸出用の再生材よりも
高値で購入する。 
【ステップ 4 再資源化義務率の導入】 
樹脂サッシの再生原料の利用を安定化するために、再資源化義務率を導入する。 
 
課題 3 再生原料の品質確保(ほとんど再資源化が行われていない) 
【ステップ 1 機械による再資源化技術の開発 (選別の効率化)】 
一部選別の機械化による効率化で、品質を確保する手間がかけられるよう、効率的な機械
による再資源化技術を確立する。 
課題 3 海外での適正利用を確保 
 
同上 
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(塩ビ管) 
<回収量の向上> 
 国内における塩ビ管の再資源化は、塩化ビニル管・継手協会の再資源化システムなどの再
資源化促進制度の運用によって一定量が回収され、再資源化が行われている。現在、塩ビ管・
継手協会の再資源化システムの運用によって回収及び再資源化が促進されているが、本研
究で得られた回収率を排出量ベースでみると 30%(60kton/201kton)の回収率に留まってい
ることから、回収率向上の余地は十分にあると考えられる。 
－解体現場等で分別・回収する経済的メリットの創出 
 回収量の向上を目的とした再資源化促進制度の事例として、EU 国内で行われている
Recovinylが運営している再資源化促進制度がある。この制度は、Vinyl2010 によって資金
提供を受け Recovinyl が再資源化システムを運用し、収集運搬プロセスの回収量に応じて
支援金を供給することで回収量の増加を目指すという趣旨で設立されたプロジェクトであ
る。この制度によって、EU内における PVC廃材の回収は飛躍的に増加していることから、
回収量向上においては効果的な手法であると言える。Recovinyl による PVC 廃材の再資源
化量 6.2)の推移を図 6.2.1に示す。 
 
 
図 6.2.1 Recovinyl による PVC 廃材の再資源化量(2005－2013)6.2) 
 
経済的視点から効率的な回収を実現させるための課題を整理すると、解体現場などより
排出された塩ビ管が回収される主な動機は、中間処理工場への処理委託費用と最終処分場
への処理委託費用の価格差が主な要素となっている。現在、国内における公的機関による調
査データとして経済調査会が発行している積算資料がある。これによれば、中間処理委託費
用と最終処分用の価格差はほとんどないため、回収するインセンティブが働きにくい市場
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構造となっていると考えられる。また、塩化ビニル管・継手協会が運用している再資源化シ
ステムの助成金は、再資源化量に応じて中間処理業者に支払われていることから、回収を実
施している収集運搬業者にはインセンティブが作用しにくい制度設計となっている。この
ように日本の塩ビ管の再資源化システムは中間処理工場を中心にインセンティブが与えら
れているが、回収率を向上させるためには収集運搬の段階において経済的なインセンティ
ブを付与することで、回収することの市場優位性が創出され、回収率の向上が期待できると
考えられる。 
－法的緩和による収集・運搬の効率化 
法律的視点から効率的な回収を実現させるための課題を整理すると、廃棄物処理法上、マ
ニュフェスト制度によって回収してから 90 日以内に処理する事が定められている 6.3)。そ
のため、塩ビ管の廃材を一定量確保できない地域においては、効率的な収集及び運搬ができ
ないために最終処分せざるを得ない状況となってしまっている。そのため 90日以内に処理
することと廃棄物処理法に規定されているが、この期間を緩和する事で、効率的な収集及び
運搬ができる量まで廃材をストックし、排出量が少量な地区でも効率的な収集・運搬のシス
テムを構築することが可能となると考えられる。 
 
<国内需要の拡大> 
－再生原料の高値買取り制度 
 現在、グリーン購入法などよってリサイクル製品の需要が確保されているが、再生原料の
消費量としては、一部であることから、効果は限定的であると言える。そこで、再生原料の
利用を積極的に行う手法としては、業界全体で積極的にリサイクル製品を製造する必要が
ある。現在、国内では塩ビ管・継手協会によって再資源化システムが構築されており、粉砕
品の購入制度がある。この購入制度における買取り価格は、ほぼ、海外へ輸出する額と同等
であることから、品質要求の低い海外へ輸出される傾向にある。そこで、買取り価格を高値
にすることで、手間を掛けて再資源化するメリットを創出し、かつ、海外へ輸出されていた
ものを国内の需要に一定量取込むことが可能になると考えられる。 
－再資源化義務率の導入 
韓国では、一般製品において再生原料利用率を義務化することによって再生原料を強制
的に消費する再資源化システムが構築されている。韓国のように一定量再生原料の利用を
義務化することで、再生原料の国内需要を拡大していく手法の導入も望ましいと考えられ
る。しかしながら、この場合、過度に再生原料の利用義務率を設定すると再生原料の価格
が高騰することや、製造事業者に過度な負担をかけてしまうことも考えられるため、適切
な再生原料の利用義務率を設定することが必要である。 
 
<海外での適正利用を確保> 
 塩ビ管や樹脂サッシの再生原料は、2章で記述した国内の実態調査の結果から、多くの事
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業者により、海外へ輸出されていることが分かった。しかしながら、本研究で調査した事業
者においては、輸出先における再生原料の利用先の詳細までは把握されておらず、適正な利
用がされているのか把握するのが困難であった。また、東アジアの PVC建材の再資源化に
ついて考えると、各国との連携が十分取られておらず、各国の情報が十分に把握されにくい
状況であった。 
－各国の情報を共有化 
輸出先での適正利用を確保するためには、これら各国の業界や事業者においてリサイク
ル製品の品質、技術を共有し、かつ、粗悪品を流通させている業者などの情報を共有が可能
となれば、適切な再資源化方法の選定や粗悪品を流通させている業者などが把握できるた
め、適切な再資源化システムを構築するための方針がたてやすくなり、一定の水準で海外に
おける適正利用が確保されると考えられる。 
－情報共有化による審査体制 
 情報の共有化が行われ不適切な利用をしている業者のブラックリストなどを設けること
が可能となれば、輸出時の審査において、不適切利用が疑わしい事業者への輸出に対し注意
喚起が行えるほか、強制的に規制するなどの措置をとれば、不適切なフローへの流通を減ら
す事ができると考えられる。 
 
(樹脂サッシ) 
<回収量の向上> 
－法的緩和による収集・運搬の効率化 
樹脂サッシは、現在、北海道を中心に普及していることや住宅一戸あたりの投入量として
多くないため、回収量が少ない割に輸送距離が長く、効率的な収集・運搬を行うことが難し
い状況であると言える。加えて、塩ビ管と同様に、マニュフェストを発行してから 90日以
内に処理が完了した事を確認する必要が定められている。そのため、排出量が少量となって
いる地域においては、回収効率や作業効率のよい回収量を確保する事が困難となり、再資源
化を行うことは効率的でないために最終処分せざるを得ない状況となってしまっていると
考えられることから、この期間を緩和し回収拠点などを設置することで、効率的な収集及び
運搬ができる量まで廃材をストックし、排出量が少量な地区でも効率的な収集・運搬のシス
テムを構築することが可能となると考えられる。 
 
<国内需要の拡大> 
－他産業への再資源化の検討 
樹脂サッシの再資源化は、一部の中間処理工場で再資源化が行われているが、大部分が最
終処分されていると考えられる。サッシからサッシへの利用は、現在、技術開発段階である
ため困難であると考えられるが、他産業における低品位の PVC製品であれば、十分に利用
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可能であると考えられるため、まずは、一定量の安定的な需要を確保するために他産業への
利用を含めた、再資源化システムを構築することが望まれる。 
－リサイクル樹脂サッシの市場投入 
 樹脂サッシについては、サッシからサッシへの再資源化技術の開発は行われているもの
の、リサイクル樹脂サッシは市場には投入されていないことから、需要を創出するためにも、
市場ベースで成立するリサイクル樹脂サッシの技術開発が求められる。 
－再生原料の高値買取り制度 
 樹脂サッシは、複合材であることから多くの異物が混入するリスクがある。そのため、現
在は、品質要求の比較的高くない海外へ、再生原料として多くが輸出されていると考えられ
る。サッシからサッシへの再資源化を実現するためには、手間を掛けて選別しなければなら
ないため、人件費などが多くかかってしまうことから、高品質の再生原料を製造するメリッ
トを創出するために、再生原料を高値で買い取る必要があると考えられる。 
－再資源化義務率の導入 
 塩ビ管と同様に、韓国では、樹脂サッシにおいても再資源化義務率が適用されている。再
生原料の国内需要を一定量創出するためには、韓国のように再資源化義務率を導入する事
が望ましいと考えられるが、現在、樹脂サッシについては、サッシからサッシへの再資源化
について実現化されていないことから、再資源化が一般的に行われるようになり、また、事
業者に過度の負担を掛けないような再資源化システムが構築されてから、再生原料の利用
義務率の導入を検討することが望ましいと考えられる。 
 
<再生原料の品質確保> 
－機械選別による効率化 
 樹脂サッシの選別の手間については、特に軟質材及び硬質材の分離に手間が多く係るこ
とから、機械による高精度の選別技術が開発されれば効率的な選別が可能となり、他の異物
に対する除去に手間を掛けることができる。このような、効率化によって、より高い品質の
再生原料を製造することが可能になると考えられる。 
 
<海外での適正利用を確保> 
 海外での適正利用を確保する手法については、塩ビ管と同様の手法であるため、ここで記
述は割愛する。 
 
 以上、本研究で示した理想とする東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムを構築
するためには、実態ベースで多くの課題が残されている。しかしながら、各項目の課題に対
し、既存の制度を上手く適用させることや積極的な技術開発を行ない、現在、最終処分され
ている PVC 廃材を回収し、再生原料として積極的に利用できる社会が実現されていけば、
国内だけでなく東アジアを含め環境負荷低減を実現させていくことが可能になると考えら
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れる。 
 本研究で得られた東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システム構築に対する知見は、
限定的なものではあるが、東アジアを含めた再資源化システム構築に向けた方針及びその
方策を包括的に示すことができたと考えている。 
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6.3 研究の総括 
 
環境負荷低減のための取り組みとして、世界各国において循環型社会形成への取り組み
が活発に行われている。本研究では、樹脂を用いた代表的な建材である塩ビ管と樹脂サッシ
を中心に、以下のプロセスを経て、東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムの環境
負荷低減効果及び経済性を示し、再資源化システム構築に向けた方策を示した。 
各章で明らかにしたことを以下に、記述する。 
２章 国内における PVC製品及び建材のライフサイクル 
 2章では、国内における塩ビ管及び樹脂サッシのライフサイクルに係るフロー及び、再資
源化の実態の課題点を明らかにするために文献調査及び実態調査を行った。 
1節では国内における塩ビ管及び樹脂サッシの市況や生産方法、また、生産に係るインベ
ントリデータの整理を実施した。塩ビ管は、現在、市場ベースでリサイクル製品が実現され
ている一方で、樹脂サッシに関してはリサイクル製品がないことについて明らかにした。加
えて、塩ビ管及び樹脂サッシの CO2原単位を整理した。 
2節では、再資源化に係る制度を中心に、行政機関や業界団体の取り組みについて述べた。
また、中間処理施設等における実態調査や統計資料を用いて、国内における PVC建材の再
資源化を取り巻く状況を明らかにした。その結果、塩ビ管に関しては、国内での再資源化が
行われているものの、再生原料として多くの PVC廃材が輸出されている可能性があること
が把握できた。 
3 節では塩ビ管及び樹脂サッシの生産量データなどを用い、2050 年までの各建材の排出
量の推計をして、国内における PVC製品ならびに建材の排出動向を明らかにした。PVC製
品全体であれば、1998 年に排出量のピークを迎え、塩ビ管と樹脂サッシの排出量の合計値
については、2040年頃に排出量のピークを迎える事が分かった。 
4 節では、1 章から 3 章までの得られたデータに基づいて PVC 製品のマテリアルフロー
を作成して、PVC 製品全体の資源消費の実態を俯瞰的に捉えた。マテリアルフロー作成か
ら PVC製品全体で 134kton再資源化されており 90ktonが海外へ輸出されていることが分
かった。このように国内において PVC製品全体で再資源化が行われているものの、海外に
依存した再資源化システムとなっていることが明らかとなった。 
 以上、2章の総括として国内において明らかにされていなかった塩ビ管や樹脂サッシの再
資源化システムについて、実態調査及び文献調査などより、その資源の流れを捉えて再資源
化システム構築に向けた課題を明らかにした。 
 
３章 東アジア各国における PVC製品及び建材のライフサイクル 
 3章では、韓国、台湾、中国を中心に塩ビ管及び樹脂サッシなどの再資源化状況を把握し
た。以下に各国における PVC建材の再資源化状況を示す。 
 1 節では韓国、2 節では台湾、3 節では中国について各国の PVC 製品の市場動向、PVC
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建材に関連する法制度、各国の再資源化の実態、各国の排出量予測、各国のマテリアルフロ
ーを作成した。 
 各国における法制度として、韓国において廃棄物負担金制度と自発的協約制度によって
塩ビ管や樹脂サッシ等の PVC製品において再資源化が促進されている事が分かった。一方
で、中国や台湾においては、塩ビ管や樹脂サッシに関連する再資源化促進制度はないが、安
価な再生原料を購入し、製品を製造する市場が形成されており、再生原料を消費する機構が
市場ベースで実現されていると考えられる。 
各国の再資源化の実態調査として韓国、台湾の事業者へ実態調査を実施した。韓国では、
PVC 廃材が微粉砕化されて再生原料化されており塩ビ管、樹脂サッシとも再資源化が行わ
れているのが分かった。台湾では、ペレット化して再生原料化しており主に塩ビ管の原料と
して利用されていることが実態調査より把握できた。 
各国の排出量予測では、韓国では 2050年まで単調に増加する傾向にあり、樹脂サッシや
塩ビ管などの排出量が高い割合を占めることが分かった。 
 以上、３章の総括として各国の PVC建材の再資源化状況を、法制度及び実態レベルでの
再資源化状況を把握した。加えて、各国の PVC 製品の資源の流れについては詳細に把握さ
れていなかったが、PVC建材の排出量予測、マテリアルフローによって各国における PVC
製品の流れを明らかにした。 
 
４章 東アジアを含めた PVC建材の再資源化システム 
 4章では、2章及び 3章で把握したデータを用いて、日本、韓国、台湾、中国 4カ国にお
ける法制度、鉛含有、再資源化の実態、マテリアルフロー、排出量の観点から PVC建材の
再資源化システムについて論じた。 
1 節では、各国における PVC 建材に関連する法制度を明らかにした。日本の PVC 廃材
は、建設リサイクル法と塩ビ管・継手の再資源化システムによって、再資源化が行われた
PVC 建材に鉛が含まれている建材もあることから、海外へ輸出する場合は、鉛含有の検査
が必要となっている。そのため、他の有害物質等を含まないプラスチックと比較して、手続
きが煩雑化している可能性があることが示された。 
 2節では、国内における PVC建材の鉛含有状況を推計した。PVC建材の多くが鉛を含有
していることが明らかとなった。また、PVC 建材の場合は対策を講じても、耐用年数の長
さからその性状が変わるまでに約 15年程度の期間を要することが分かった。今後、国内に
おける PVC廃材は鉛系安定剤を含んだものが多いことから、国際資源循環を念頭においた
日本の再資源化システム構築については、各国への合意の基、国際的な再資源化システムを
構築していく必要があると言える。 
3節では、日本、韓国、台湾の再資源化の実態について比較を行った。塩ビ管については、
日本、台湾においてペレット化されている。一方で、韓国においては微粉砕化してリサイク
ル製品を製造している事が分かった。樹脂サッシについては、日本、韓国のみでの再資源化
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となっていると考えられ、日本では一部再資源化されているものの粉砕品として海外へ輸
出され、日本国内においては再生原料の需要が多くないことが分かった。一方で、韓国にお
いては、積極的に回収が行われ、微粉砕され樹脂サッシの再生原料として利用されているこ
とが明らかとなった。以上のように、本節における各国での再資源化技術及び実態の分析に
より、塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化について各国の違いを明らかとした。 
 4 節では、PVC建材の東アジアを含めた PVC 製品及び PVC 建材のマテリアルフローを
作成し、日本の PVC廃材の多くは韓国、台湾、中国において利用されていることが分かっ
た。韓国、台湾においては、日本の PVC廃材を中心に輸入しているが、中国においては世
界各国から輸入していることが分かった。マテリアルフロー作成により、現在、日本の PVC
製品の再資源化システムは日本及びこれら 3 カ国によって形成されていることが明らかと
なった。 
 5 節では、各国の PVC 製品及び建材の排出量予測の比較により、PVC 製品全体でみれ
ば、2014年時点において日本、台湾は排出量のピークを過ぎている事が分かった。一方で、
中国、韓国においては、今後、排出量が本格化する事が推計結果より把握された。また、硬
質 PVC 建材については、未だ、各国ともに排出量が本格化しておらず 2014 年時点で、日
本が最大の排出国となることが考えられ、2020 年頃には中国が最大の排出国となると考え
られ、各国とも将来的に排出量が増加していくことから、自国での再生原料の確保が容易に
なる可能性があることが示された。 
以上より、4 章の総括として東アジアを含めた PVC 建材の再資源化システムについて、
各国の実態の違いを明らかにした。加えて、東アジアを含めた再資源化システム構築への留
意点として、鉛系安定剤の問題や各国における排出量の本格化する懸念などを示すことが
できた。 
 
５章 東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムの定量的評価 
 5章では、東アジアを含めたマテリアルフローに基づいて環境影響評価及び経済性の評価
を実施した。 
1節では、各国における PVC製品の再資源化に関連する CO2原単位を収集し、インベン
トリ分析をし、また、マテリアルフローに基づいて CO2 排出量及び最終処分量の評価を実
施した。インベントリ分析の結果、国内で再資源化を実施するよりも、台湾や中国で再生原
料が利用されるケースの CO2 削減効果が大きくなることが示された。また、マテリアルフ
ローを用いて環境影響評価を行い、国際資源循環を含めた日本の PVC建材の再資源化シス
テムを環境影響評価するにあたり、CO2 原単位と再生原料の消費量に着目した環境影響評
価手法により、国内から排出される PVC廃材がもたらす CO2削減効果を把握した。 
2節では、各国の再資源化技術に関する情報を収集し、再生原料利用可能量を把握したほ
か、2章、3章で得られた結論より、各国の再資源化の実態を考慮し、日本及び東アジアを
含めた 4カ国における再資源化システムのシナリオを策定した。 
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3節では、2節で整理したシナリオを用いて環境影響評価を行った。その結果、国内の CO2
排出量の削減に寄与するためには、国内で再生原料を用いる必要があること、加えて、東ア
ジアを含めた CO2削減効果は、国内で再資源化システムを構築するよりも、大きな CO2削
減効果が得られるケースがあることが分かった。この評価により、日本における PVC建材
の再資源化システム構築を考えると、本研究で想定した各国での生産体制の下では、東アジ
アを含めた再資源化システムを構築することで大きな環境負荷低減効果が得られることが
示された。 
4節では、2節で実施したケーススタディに基づき経済波及効果の評価を実施した。この
評価により国内で再資源化システムを構築する場合、経済波及効果としてマイナスの効果
が得られる事が分かった。一方で、国際的な資源循環が構築されれば経済的効果はプラスと
なる事が示された。以上より、経済波及効果の観点からも、本研究で想定した取引条件の下
においては、日本の再資源化システムは海外を含め構築することで、経済波及効果として優
位性があることが示された。 
5節では、3節で得られた国内及び東アジアを含めた CO2削減効果と、4節で得られた経
済波及効果との関係性を考察した。その結果、国内で CO2 削減効果を大きく得ようとする
場合、負の経済波及効果が大きくなる傾向にあることが分かった。一方で、東アジアを含め
た CO2削減効果を大きく得ようとするのであれば、PVC樹脂の製造の環境負荷が高い国へ
輸出することで CO2 削減効果がより大きく得られるケースもあり、また、国内の経済的な
観点からも良い結果が得られることが示された。 
6節では、5節で考察した評価結果は将来の不確実性により評価結果が異なる場合も想定
されることから、CO2原単位、取引価格、各国における再生原料消費量に対する不確実性に
ついて感度分析を行った。東アジアを含めた CO2削減量は、中国の PVC樹脂の生産効率が
4 倍程度向上すれば、日本で再生原料を消費する再資源化システムが最大の CO2 削減とな
るケースがあることを示した。また、経済波及効果は、国内における最終処分の委託費用及
び中間処理工場への委託費用の価格差によって異なる結果となり、価格差が 4 万円/ton と
なった場合、海外へ積極的に輸出するケースよりも全量最終処分した方が経済波及効果と
してプラスとなることが分かった。 
以上、5 章では、日本の PVC 建材の再資源化システム構築において、東アジアを含めた
CO2 削減効果及び日本国内の経済波及効果の 2 つの視点からは、積極的に海外へ再生原料
を輸出する形態で、東アジアを含めた再資源化システムを構築していくことが望ましい結
果であることが示された。このような結果が得られた要因としては、中国における PVC樹
脂製造の環境効率の低さにあると言える。しかしながら、将来に亘りこのような環境効率が
維持されるとは限らず、中国においてPVC樹脂の生産が効率的に製造されるようになれば、
日本が最大の削減効果となる場合もある。加えて、海外へ積極的に再生原料を輸出した場合、
国内において CO2 削減効果が得られないことから、国内の環境負荷を低減するために国内
で再生原料を消費していく必要がある。以上より、再資源化システム構築によって得られる
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効果については、各要素を総合的に判断する必要があることを示した。 
 本章の 1 節では、PVC 建材の再資源化システム構築における各要素を総合的に判断し、
今後、日本の再資源化システムを構築する上で、理想となる再資源化システムの形態を示し
た。次に 2節では、理想となる再資源化システムを実現させる方策を、2章で得られていた
実態調査に基づいた課題を含め考察し、PVC 建材の再資源化システム構築に向けた方策を
示した。 
 
以上、本研究では、国内における PVC建材の再資源化システムの課題を明らかにし、東
アジアを含めた再資源化システム構築による環境削減効果や経済波及効果を定量的に把握
した。また、東アジアを含めた再資源化システム構築に向けた課題を、法制度及び実態調査、
排出量の観点から考察し、その方策を示した。 
 
日本国内において塩ビ管や樹脂サッシなどは、業界団体や企業などの努力によって塩ビ
管から塩ビ管へのリサイクル、現在、検証段階ではあるがサッシからサッシへの水平リサイ
クルの技術が確立されている。また、特に塩ビ管については、塩化ビニル管・継手協会によ
る再資源化システムや国や各自治体の環境配慮製品の物品購入制度など、回収、再資源化、
需要確保といった一連の再資源化システムを図るための制度が運用され、回収する仕組み
は上手く機能し最終処分量の削減には一定の効果を得ていると言える。 
一方で、塩ビ建材の再資源化システムには、環境負荷だけではなく、経済的要素、法的要
素など多面的な要素がある。環境負荷及び経済的な要素に関しては、本研究で実施したケー
ススタディにより、中国などの PVC樹脂製造負荷の大きな国へ輸出することで、環境負荷
及び経済性双方のメリットがあることが示された。一方で、4章で示したよう国内における
PVC 廃材の鉛系安定剤の含有状況については、高い水準に留まることが想定されること、
また、各国ともに排出量が本格化することによって、再生原料が供給過多になることなども
考えられることから、一定量国内需要を確保することが望ましいと言える。しかしながら、
国内需要にも限界があるほか、今後も、アジアにおいては PVC樹脂の需要が増加していく
ことが考えられる。そのため、PVC 廃材を資源として有効活用するという視点に立つので
あれば、海外へ輸出される PVC廃材については適切な利用を確保しつつ、国際的に協調し
た再資源化システムを構築していくことも、望ましい再資源化システムの形態であると考
える。 
本研究で行った国際資源循環に基づいた環境影響評価は、各国において十分な情報が得
られなかったことから、精度の高い評価結果であるとは言えない。そのため評価結果の解釈
には、様々な前提条件があることを理解した上での解釈が必要であると言えるが、明らかに
されていなかった東アジアを含めた PVC建材の再資源化システムについて、マテリアルフ
ロー、環境負荷削減可能性、経済影響、関連する法制度の視点から、多面的に検証すること
ができたことは本研究の成果であると言える。 
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今後、日本の硬質 PVC 建材の再資源化システム構築にあたり、これらの視点を踏まえ、
適切な再資源化システムが構築されていくことが望まれる。 
 
6.4 本研究の課題と今後の展望 
  
本研究では、国内の PVC建材の再資源化の実態を捉え、現在の再資源化システムに基づ
き韓国、台湾、中国を含めて PVC建材の再資源化システムの評価を実施した。加えて、PVC
建材の国際資源循環構築に関して、国内のみで構築される再資源化システムよりも環境負
荷削減の可能性が大きくなることを示すことができた。しかしながら、この環境負荷の評価
は、バックグラウンドデータが整理されていないことや CO2 原単位の精度の問題など、評
価手法に課題があり、その精度は高いものであるとは言えない。今後は、各国における LCA
データベースの構築が進むことで、より正しい環境負荷の評価が可能になると考えられる。 
また、本研究では、PVC 建材の再資源化について環境負荷及び経済波及効果に着目し、
東アジアを含めた再資源化システム構築の有効性について検証したが、再資源化システム
を構築するためには、より多様な視点からの検証が必要であると言える。例えば、再生原料
が適切な製品に利用されているか、安全性や品質などの観点からもリサイクル製品を捉え
る必要があると言える。 
 加えて、本研究で捉えられた実態は、東アジアという範囲からすれば、ほんの一部を調査
したに過ぎない。そのため、引き続き実態調査ベースでの情報収集も実施し、各国の利用実
態の全貌を明らかにしていくことが望まれる。そのためには、現在、再生原料として輸出さ
れた PVC廃材のトレーサビリティは十分でないと考えられるため、関係各所において PVC
廃材のトレーサビリティを十分に確保するような社会となることが望まれる。
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補足資料 
 
1.調査で用いたヒアリングシート  
2.主な評価結果の数値データ    
 
 １．各調査で用いたヒアリングシート 
 各事業者へのヒアリング調査を実施した際の代表的なヒアリングシートを以下に示す。 
 
↓国内調査で用いたヒアリングシート 
<塩ビ管中間処理工場へのヒアリングシート> 
 
 様 
ヒアリングシート 
東京大学大学院 
清家研究室 磯部 
 
○ 主な業務内容は 
○ 受入れているものは、主に何か 
○ 年間の再資源化量は、どのぐらいか？ 
○ 持ち込まれる塩化ビニルは、どのような性状か？ 
○ 持ち込む事業者としては、どのような事業者か？ 
○ 受入れは、持ち込がメインか？排出先まで取りに行ったりするのか？ 
 持込み  割   引き取り  割 
○ 受入時の品質の区分はどのように分けているのか、それぞれどの事業者が持ち込むのが
主となりますか？ 
①（      ）、②（      ）、③（         ）、④（        ） 
○ 持ち込まれる廃塩化ビニルは、どこの地域が主か？また、最も遠方は？ 
○ 受入時の品質チェックは、どのように行っていますか？ 
○ 受入量と価格について 
 
受入のランク 品質の基準 受入価格 
① 
（○○トン） 
 
 
 
 
② 
（○○トン） 
 
 
 
 
③ 
（○○トン） 
 
 
 
 
④ 
（○○トン） 
 
 
 
 
 
 
 ○ 受入の品質で、再資源化のプロセスは、どのようにことなるか？ 
①     受入→      →     →    →    →再資源化 
②     受入→      →     →    →    →再資源化 
③     受入→      →     →    →    →再資源化 
④     受入→      →     →    →    →再資源化 
○ 再資源化に伴う、エネルギー投入量について 
プロセス①（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス②（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス③（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス④（      ）（電力：     重油：     ） 
○ 再資源化原料について 
 受入のランクにより、再資源化原料の品質は、どのように異なるか？ 
 
受入のランク 再資源化原料の品質 再資源化先 販売価格 
① 
（○○トン） 
   
② 
（○○トン） 
   
③ 
（○○トン） 
   
④ 
（○○トン） 
   
 
○ 海外への輸出は行っていますか？ 
○ どこの国へ輸出していますか？ 
○ どのような性状で輸出していますか？ 
 
  
 <塩ビ管中間処理工場、リサイクル塩ビ管製造工場> 
株式会社 様 
ヒアリングシート 
東京大学大学院 
清家研究室 磯部 
 
◎ 廃塩化ビニル管の再資源化について 
 
○ 主な業務内容は 
○ 受入れているものは、主に何か 
○ 年間の再資源化量は、どのぐらいか？ 
○ 持ち込まれる塩化ビニルは、どのような性状か？ 
○ 持ち込む事業者としては、どのような事業者か？ 
○ 受入れは、持ち込がメインか？排出先まで取りに行ったりするのか？ 
○ 受入時の品質のランクはどのように分けているのか、それぞれどの事業者が持ち込むの
が主となりますか？ 
①（      ）②（      ）③（        ）④（        ） 
○ 持ち込まれる廃塩化ビニルは、どこの地域が主か？また、最も遠方は？ 
○ 受入時の品質チェックの方法は？ 
○ 受入量と価格について 
 
受入のランク 品質の基準 受入価格 
① 
（  トン） 
  
② 
（  トン） 
  
③ 
（  トン） 
  
④ 
（  トン） 
  
 
○ 受入の品質で、再資源化のプロセスは、どのようにことなるか？ 
①     受入→      →     →    →    →再資源化 
②     受入→      →     →    →    →再資源化 
③     受入→      →     →    →    →再資源化 
④     受入→      →     →    →    →再資源化 
 
○ 再資源化に伴う、エネルギー投入量について 
プロセス①（      ）（電力：     重油：     ） 
 プロセス②（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス③（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス④（      ）（電力：     重油：     ） 
○ 再資源化原料について 
 受入のランクにより、再資源化原料の品質は、どのように異なるか？ 
受入のランク 再資源化原料の品質 再資源化先 販売価格 
① 
（  トン） 
   
② 
（  トン） 
   
③ 
（  トン） 
   
④ 
（  トン） 
   
 
○ 海外への輸出は行っていますか？ 
○ どこの国へ輸出していますか？ 
○ どのような性状で輸出していますか？ 
○ 再資源化製品の製造まで、・・・・株式会社では行っているが、そのメリットは？また、
デメリットはあるか？ 
○ 再資源化原料の利用について、他社の再資源化原料の利用は行っているのか？ 
 
◎ 廃塩化ビニル管の再資源化について 
 
○ 再生塩化ビニル管の製造量は？ 
○ 再資源化原料の年間の利用量は？ 
○ 塩化ビニル管製造について原料の構成比として再資源化原料を何％まで利用できるの
か？ 
○ 再資源化原料を用いるメリットは？ 
○ 再資源化原料とバージン原料の価格について 
○ 再資源化原料の購入先としては、自社以外にあるのか？ 
○ 塩化ビニル管製造に係るエネルギー投入量は 
 
プロセス①（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス②（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス③（      ）（電力：     重油：     ） 
プロセス④（      ）（電力：     重油：     ） 
○ 再生塩化ビニル管の需要は、どの程度あるのか 
○ ＪＩＳを取得した事での変化は？ 
 ○ 再生塩化ビニル管とバージン管との需要の差はあるのか？ 
○ 再生塩化ビニル管とバージン管との需要の差はあるのか？ 
○ 再生塩化ビニル管が一般的に広がるには、どうしたらよいとお考えか？ 
 
  
 <樹脂サッシ中間処理工場> 
 様 
ヒアリングシート 
東京大学大学院 
清家研究室 磯部 
◎ 樹脂サッシの再資源化について 
○ 御社の事業はいつから始業されましたか？ 
○ 御社の主な業務内容は？ 
○ 受入れているものは、主に何か？ 
○ 年間の再資源化量は、どのぐらいか？ 
○ 持ち込まれる塩化ビニルサッシの性状は？ 
○ 持ち込む事業者としては、どのような事業者か？ 
○ 受入れは、持ち込がメインか？排出先まで取りに行ったりするのか？ 
○ 受入時の品質のランクはどのように分けているのか、それぞれどの事業者が持ち込むの
が主となりますか？ 
①（      ）②（      ）③（        ）④（        ） 
○ 持ち込まれる廃塩化ビニルは、どこの地域が主か？また、最も遠方は？ 
○ 受入時の品質チェックの方法は？ 
○ 受入量と価格について 
受入のランク 品質の基準 受入価格 
① 
（  トン） 
  
② 
（  トン） 
  
③ 
（  トン） 
  
④ 
（  トン） 
  
 
○ 再資源化のプロセスは、どのような流れか？ 
①     受入→      →     →    →    →再資源化 
○ 再資源化原料について 
 受入のランクにより、再資源化原料の品質は、どのように異なるか？ 
受入のランク 再資源化原料の品質 再資源化先 販売価格 
① 
（  トン） 
   
② 
（  トン） 
   
③ 
（  トン） 
   
④ 
（  トン） 
   
  
○ 海外への輸出は行っていますか？ 
○ どこの国へ輸出していますか？ 
○ どのような性状で輸出していますか？ 
 
  
 <樹脂サッシ製造事業者> 
株式会社  様 
ヒアリングシート 
 
東京大学大学院  
清家研究室 磯部  
 
１ 従業員数は何名ですか？ 
２ 敷地の広さは、何㎡ですか？ 
３ 樹脂サッシの生産量は、年間約何 ton ですか？また、最大の生産可能量は何 ton です
か？ 
４ 株式会社国内の工場において、樹脂サッシの最大生産可能量は年間約何 tonです 
か？ 
５ 商圏は、どこからどこまでですか？ またメインの都市はどこですか？ 
 
○ 押し出し工程に関する事項 
 
１ 押出プロファイルの種類は、何種類程度製造されていますか？ 
（       種類） 
２ 押出プロファイルの一般的な製造工程を教えてください。 
３ 押出プロファイルの原料名と、大まかな構成比を教えてください。 
４ 最も出荷量の多い、樹脂窓のサイズと重量を教えてください。 
５ 製造工程で発生する工場内端材は発生しますか。また、発生する場合発生量をお答えく 
ださい。 
６ プロファイル製造での工場内端材の投入量は、何％ぐらいですか？ 
（                     ） 
７ 工場内端材の中間処理は、どこで行っていますか？ 
（                     ） 
８ 不良品などは、どのように処理していますか？ 
（                     ） 
９ 樹脂プロファイルのロットは何ｍですか？ 
（                     ） 
１０ 樹脂プロファイルのロットの重量は？ 
（                     ） 
１１ 樹脂プロファイル製造に係るエネルギー投入量を教えてください。 
 ・ １ロットごと把握していれば 
 （    kwh/ロット） 
 ・ 工場全体での把握【工場での総生産量と、消費エネルギー量】 
（          kwh）、（総生産量        ton） 
１２ 今後、使用済み PVCの再資源化原料を用いる予定、もしくは可能性はありますか？ 
１３ 今後、PVCサッシ製造にあたり、使用済み PVCの再資源化原料を用いる課題点などは、
どのようにお考えですか、教えてください。 
○ 窓組立工程に関する事項 
１ 窓組立ての製造工程を教えてください？ 
２ 窓組立工程で使用している部品は何種類ありますか？ 
３ 製造工程で発生する工場内端材の発生量は、生産量に対して約何パーセントぐらいです 
か？ 
発生する製造工程   （             ） 
 発生する端材の発生量 （             ） 
４ 工場内端材の中間処理は、どこで行っていますか？ 
（                         ） 
 
○ 将来リサイクル等に関連する事項 
１ 将来の樹脂サッシの需要は、どのように考えていますか？ 
（                                   ） 
２ 省資源などの取り組みはなされていますか？ 
（                                   ） 
３ 将来的に再資源化原料の受入は可能であると思いますか？ 
（                                   ） 
４ 再資源化原料を受け入れるために必要なことは、どのようにお考えですか？ 
品質面  （                   ） 
コスト面 （                   ） 
その他  （                   ） 
 
  
 ↓韓国調査で用いたヒアリングシート 
KOVEC へのヒアリングシート 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
清家研究室 
 
 今回は、当研究室のアジアにおける硬質 PVC 建材のリサイクル調査にご協力いただきま
したこと、深くお礼申し上げます。以下、ヒアリング項目になりますので、ご回答よろしく
お願いいたします。 
  
1  KOVEC について 
 
1-1  KOVEC は、いつ設立されましたか 
1-2  KOVEC の設立目的を教えてください。 
1-3  KOVEC の主な事業内容についてお聞かせください。 
1-4  KOVEC へ、参加している事業者及び数を教えてください。 
内、PVC サッシメーカーと PVC パイプのメーカーは何社参加していますか。 
 
2  韓国における硬質 PVC 製品について 
 
  ここでは、韓国国内の硬質 PVC 製品の消費量並びに再資源化の状況を把握するために
PVC 管と PVC サッシを中心に、他の硬質 PVC 製品についてもお伺いしたいと考えてお
ります。( )内の製品ごとに、ヒアリング項目についてお答えいただければと思います。 
  
2-1 硬質 PVC を主原料としている製品を教えてください。 
 
2-2  メーカーは、韓国内に何社ありますか。（管・サッシ・その他共通） 
 
2-3  韓国国内における PVC 製品の年間の出荷量を教えてください。（管・サッシ・その
他共通） 
 
2-4  韓国国内における各製品の利用用途を教えてください。また、それぞれの生産量が
分かれば教えてください。（管・その他共通） 
 
2-4  韓国国内における各製品の耐用年数は何年程度であると考えられていますか。分か
 れば教えてください。（管・サッシ・その他共通） 
2-5  韓国国内で生産された PVC 製品の約何割が自国内で消費されますか。（管・サッシ・
その他共通） 
 
2-6  韓国国内での PVC 管の色と用途について、教えてください。（管 のみ） 
 
2-7  PVC 管のグレードなどは、ありますか。（管 のみ） 
 
2-8  近年、KS 規格の変更がなされたとの情報を得ましたが、具体的に何が変更されま
したか？（管 のみ） 
 
2-9  PVC 製品に使用されている安定剤は、鉛系ですか。錫系ですか。 
（管・サッシ・その他共通） 
 
2-10  PVC 製品について LCA 評価などによる環境負荷の定量化は行われていますか。行
われていれば、それらの評価結果について教えてください。（管・サッシ・その他共
通） 
 
2-11 再資源化原料を使用することが義務付けられていると伺っておりますが、現在、再
資源化原料の利用状況は、どのような状況ですか？（管・サッシ・その他共通） 
 
2-12 硬質PVCの廃材をリサイクルしている会社は、韓国内に何社程度ありますか？（管・
サッシ・その他共通） 
 
2-13 現在、硬質 PVC 製品について、リサイクルシステムなどの運用は行われています
か。（管・サッシ・その他共通） 
運用がなされていれば、そのシステムと成果などについて教えてください。 
 
2-14 海外から輸入されてくる再資源化 PVC についての規制等はありますか。あれば、 
教えてください。（管・サッシ・その他共通） 
 
2-15 リサイクル製品に対する優遇措置（優先購入制度・品質及び性能の緩和）などはあ
りますか、あれば優遇措置と成果などについて教えてください。（管・サッシ・その
他共通） 
 
 
  
2-16 韓国国内で発生する廃 PVC 製品の排出状況と再資源化の状況についてお聞かせく
ださい？（管・サッシ・その他共通） 
（年間   ton 発生） （内    ton 再資源化） 
 
2-17 韓国国内で発生する廃 PVC 製品の再資源化の利用先についてお聞かせください？ 
（管・サッシ・その他共通） 
（利用先 1 ;    ,     %） 、（利用先 2 ;    ,     %） 
（利用先 3 ;    ,     %） 、（利用先 4 ;    ,     %） 
 
2-18 今後、韓国国内における PVC 製品の将来需要は、どのように考えられております
か。また、可能であればそれらの需要量を教えてください。（管・サッシ・その他共
通） 
 
2-19 今後、韓国国内内における PVC 製品の排出量の予測などは、なされていますか 
また、予測されていればそれらの排出量を教えてください。（管・サッシ・その他共 
通） 
 
2-20 今後、韓国における硬質 PVC 製品のリサイクルについての目標値などがあれば教
えてください。 
 
 2-21 KOVEC 内において、硬質 PVC 製品のリサイクルについての目標などがあれば、教
えてください。 
 
以上になります。ご協力に感謝いたします。 
  
 ＜韓国 中間処理会社＞ 
様へのヒアリングシート 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
清家研究室 
 
 今回は、当研究室のアジアにおける硬質 PVC 建材のリサイクル調査にご協力いただきま
したこと、深くお礼申し上げます。以下、ヒアリング項目になりますので、ご回答よろしく
お願いいたします。また、これらデータにつきましては、研究用のデータとして会社名など
を伏せてまとめさせていただきます。 
  
1  貴社の概要について 
 
1-1  会社の設立は、いつですか。 
1-2  会社の主な事業内容を教えてください。 
1-3  従業員数を教えてください。 
 
2  硬質 PVC のリサイクルについて 
 
2-1  硬質 PVC についてお聞きします。何の廃材を受け入れていますか。 
   1. 管   2. サッシ   3. その他（      ） 
2-2  どのような性状で、廃材を受け入れていますか。 
   1. 端材  2. フレーク状 3. その他（      ） 
2-3  年間のリサイクル PVC の取扱量を教えてください。また、いつぐらいから PVC 取
扱量は増えてきましたか。 
  （取扱量；   ton/年） 
   （取扱量の変化について；                         ） 
2-4  廃材の処理フローを教えてください。 
2-5  工場の消費エネルギー量などについて教えてください。 
  （電力；        kWh）, （石油；        kℓ） 
2-6 受入れている廃材は、どのような事業者から受入れ・購入していますか。 
    1. 建設工事業者  2. 商社・バイヤー  3. 廃棄物処理業者  4. その他
（      ） 
2-7 受入れている廃材について、韓国の物と輸入している物の内訳が分かれば教えてくだ
さい。また、以前と比べて、輸入品が増えたなど変化はありますか。また、今後どの
 ようになると思いますか。 
   今  （自国；    %）, （輸入品；    %） 
   以前 （自国；    %）, （輸入品；    %） 
 今後 （自国；    %）, （輸入品；    %） 
2-8  リサイクル PVC は、どこの国の物ですか。また、内訳など分かれば教えてください。
また、以前と比べて、輸入している国について変化はありますか。また、今後どのよ
うになると思いますか。 
 
  今  （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
  以前 （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
今後 （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
 
2-9  日本の廃材を取り扱っていれば、お答えください。 
 ‐ 品質面   1. 良い（理由：     ） 2. ふつう   3. 悪い（理由：     ） 
 ‐ 価格面    1. 高い            2. ふつう   3. 安い 
2-10  リサイクル原料を、どのような性状で販売しますか。 
    1. ペレット   2. 粉砕品          3. その他（      ） 
 
2-11 リサイクルされた PVC は、何の製品に利用されていますか。また、内訳が分かれば
教えてください。また、各製品においてリサイクル原料の需要の変化はありますか。
また、今後どのようになると思いますか。 
   1. 管   2. サッシ   3. その他（      ） 
  今  （管：サッシ：その他 ＝   ：   ：    ） 
  以前 （管：サッシ：その他 ＝   ：   ：    ） 
  今後 （管：サッシ：その他 ＝   ：   ：    ） 
 
2-12 PVC 管の KS 規格の変更により、取扱量などの影響はありましたか。 
 
2-13 韓国国内における硬質 PVC 製品の排出量は、増加していると感じますか。 
 
2-14 今後、韓国内において日本の硬質 PVC 廃材の、再利用は、どのように変化すると考
えられますか。ご意見などあれば、教えてください。 
 
 
以上になります。ご協力に感謝いたします。 
↓台湾調査で用いたヒアリングシート 
  
行政院環境保護署 へのヒアリングシート 
行政環境保護署的調查問卷 
 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
清家研究室 
東京大學大學院 新領域創成科學研究科 
清家研究室 
 
 
 今回は、当研究室のアジアにおける硬質 PVC 建材（管など）のリサイクル調査にご協力い
ただきましたこと、深くお礼申し上げます。以下、ヒアリング項目になりますので、ご回答
よろしくお願いいたします。 
首先，感謝貴署對我研究室關於東亞地區硬質 PVC建材回收利用的調查研究的支持與配合。
以下是希望您可以給予我們回答的問題。 
  
1. 台湾国内における建設廃棄物の処理及び再資源化の状況について 
1.台灣國內的建築廢棄物的處理與再生利用的相關情況（各建材の排出量、再資源化量・率） 
 
1-1 台湾国内における建設廃材の排出量は、何万 ton ぐらいですか。 
1-1 台灣國內的廢棄建材的排出量大概是多少（幾百萬頓）？ 
1-2 建設廃棄物の発生量の内訳を教えてください。その中で、PVC 建材（管など）も把握 
されていれば教えてください。 
1-3 台湾国内における建設廃棄物の種類別の再資源化率及び再資源化原料の利用用途など 
が分かれば教えてください。その中で、PVC 建材（管など）も把握されていれば教え 
てください。 
 
2. 台湾における建設廃棄物処理の制度について 
2. 台灣的建築廢棄物的處理的相關制度（制度の内容、再資源化の義務化の有無） 
 2-1 台湾における建設廃棄物の回収・再資源化を行う場合、事業者は許可など必要になり 
ますか。 
   （ 回 収 事 業 者 ） 1. 必要   2. 必要なし    3. その他（   ） 
  （ 再資源化事業者 ） 1. 必要   2. 必要なし    3. その他（   ） 
 2-2 台湾において建設廃棄物が発生する際、事業者から提出される書類などはあります 
か。あれば、どのような書類ですか 
2-3 台湾における建設廃棄物の回収・再資源化について、再資源化が義務化されている資 
材はありますか。 
 2-4 建設廃棄物を不適切に処理した場合、罰則などはありますか。 
 
3. 海外からの PVC 再資源化原料の利用について 
3. 關於國外進口的 PVC 回收原料的利用(使用量等、規制、方針內容) 
3-1 海外から輸入している PVC 再資源化原料について規制などはありますか。 
  3-2 海外から輸入している PVC 再資源化原料の取扱量については、把握されていますか。 
  3-3 今後、海外から輸入している PVC 再資源化原料について、どのように取り扱ってい
く可能性がありますか 
  1. 規制していく 2. 市場に任せる 3. 推進する 4. その他（    ） 
 
4. 台湾国内で排出される PVC 建材（管など）の再資源化について 
4.台灣國內排出的 PVC 建材（管等）的再生在資源化的相關內容 
 4-1 台湾国内で排出される PVC 建材（管など）の再資源化状況を教えてください。 
 4-2 台湾国内で排出される PVC 建材（管など）の再資源化を促進・規制などをする制度 
はありますか。あれば、その効果を含めて教えてください。 
 4-3 今後、台湾国内において PVC 建材（管など）の再資源化を推進する動きなどはあり 
ますか？ 
 
5. 台湾における建設廃棄物処理の今後の方針について台灣 
5.今後台灣的建材廢棄物處理的發展方向與方針 
  
 5-1 今後、台湾で問題になると考えられる建設廃棄物はなんですか？また、その中に PVC 
建材（管など）は、含まれていますか？ 
5-2 台湾国内の建設廃棄物の再資源化において重点を置いている方針等あればお聞かせ 
ください。 
 
以上になります。ご協力に感謝いたします 
 台湾区塑料製品工業同業公会 へのヒアリングシート 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
清家研究室 
 
 今回は、当研究室のアジアにおける硬質 PVC 建材のリサイクル調査にご協力いただきま
したこと、深くお礼申し上げます。以下、ヒアリング項目になりますので、ご回答よろしく
お願いいたします。 
  
1  台湾区塑料製品工業同業公会について 
 
1-1  台湾区塑料製品工業同業公会は、いつ設立されましたか 
1-2  台湾区塑料製品工業同業公会の設立目的を教えてください。 
1-3  台湾区塑料製品工業同業公会の主な事業内容についてお聞かせください。 
1-4  台湾区塑料製品工業同業公会へ、参加している事業者及び数を教えてください。 
内、PVC 建材のメーカーは何社参加していますか。 
 
2  台湾における硬質 PVC 製品について 
 
  ここでは、韓国国内の硬質 PVC 製品の消費量並びに再資源化の状況を把握するために
PVC 建材を中心にお伺いしたいと考えております。( )内の製品ごとに、ヒアリング項目
についてお答えいただければと思います。 
  
2-1 硬質 PVC を主原料としている建材は何がありますか。 
 
2-2  PVC 建材のメーカーは、台湾国内に何社ありますか。 
 
2-3  台湾国内における PVC 建材の年間の出荷量を教えてください。 
   管（     ton）、板（     ton）、サッシ（    ton）、 
その他（    ton） 
 
2-4  台湾国内における各製品の耐用年数は何年程度であると考えられていますか。分か
れば教えてください。 
   管（     年）、板（     年）、サッシ（    年）、 
その他（    年） 
 2-5  台湾国内で生産された PVC 建材の約何割が自国内で消費されますか。 
 
2-6  台湾国内での PVC 管の色はどのような種類がありますか。また、色と用途の対応 
関係はありますか。 
 
2-7  PVC 管には、リサイクル管とバージン原料から製造された管があると思いますが、 
グレードなどの区別はされるのですか。 
 
2-8  PVC 管に使用されている安定剤は、鉛系ですか。錫系ですか。 
 
2-9  PVC 製品について LCA 評価などによる環境負荷の定量化は行われていますか。行
われていれば、それらの評価結果について教えてください。（管） 
 
2-10 PVC 建材の再資源化を促進する制度などはありますか？あれば、その効果を教えて
ください。 
 
2-11 硬質 PVC の廃材をリサイクルしている会社は、台湾国内に何社程度ありますか？ 
 
2-12 海外から輸入されてくる再資源化 PVC についての規制等はありますか。あれば、 
教えてください。（管） 
 
2-13 リサイクル製品に対する優遇措置（優先購入制度・品質及び性能の緩和）などはあ
りますか、あれば優遇措置と成果などについて教えてください。（管） 
 
2-14 台湾国内で発生する廃 PVC 製品の排出状況と再資源化の状況についてお聞かせく
ださい？ 
管  （年間   ton 発生） （内    ton 再資源化） 
板  （年間   ton 発生） （内    ton 再資源化） 
サッシ（年間   ton 発生） （内    ton 再資源化） 
その他（年間   ton 発生） （内    ton 再資源化） 
 
2-15 台湾国内で発生する廃 PVC 建材の再資源化の利用先についてお聞かせください？ 
（利用先 1 ;    ,     %） 、（利用先 2 ;    ,     %） 
（利用先 3 ;    ,     %） 、（利用先 4 ;    ,     %） 
 
 
 2-16 今後、台湾国内における PVC 建材の将来需要は、どのように考えられております
か。また、可能であればそれらの需要量を教えてください。 
 
2-17 今後、台湾国内における PVC 建材の排出量の予測などは、なされていますか 
また、予測されていればそれらの排出量を教えてください。 
 
2-19 今後、台湾における硬質 PVC 建材のリサイクルについての目標値などがあれば教
えてください。 
 
 2-20 協会において、硬質 PVC 建材のリサイクルについての目標などがあれば、教えて
ください。 
 
以上になります。ご協力に感謝いたします。 
 
 
  
 ＜学識有識者へのヒアリングシート＞ 
 
PVC 建材の再資源化に関するヒアリング事項 
 
・ 台湾における建設廃材の処理に関する法律を教えてください。その法律において、再資 
源化を義務付けた建設資材などありますか？ 
 
・ 再資源化を実施する処理業者は、廃棄物を処理するにあたり許可などは必要ですか？ 
 
・ 海外から輸入した再資源化原料を処理するのには許可など必要ですか？ 
 
・ PVC 建材（管など）を処理するには、どのような許可が必要ですか？ 
 
・ PVC 建材（管など）の再資源化状況を教えてください。 
 
・ 台湾における PVC 建材（管など）の排出量および再資源化量はわかりますか？ 
 
・ 緑色建材について教えてください。（制度の内容、その効果） 
 
・ 緑色建材に登録されている PVC 建材はありますか？ 
 
・ 台湾において、緑色建材とは別に、建材の再資源化を促進する取り組みなどはあります 
か？ 
 
・ 今後、台湾の PVC 建材の再資源化は、どのように発展していくと考えられますか？ 
 
以上、ご協力ありがとうございました。 
  
 <台湾 中間処理業者> 
様へのヒアリングシート 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 
清家研究室 
 
 今回は、当研究室の東アジアにおける硬質 PVC 建材のリサイクル調査にご協力いただき
ましたこと、深くお礼申し上げます。以下、ヒアリング項目になりますので、ご回答よろし
くお願いいたします。また、これらデータにつきましては、研究用のデータとして会社名な
どを伏せてまとめさせていただきます。 
  
1  貴社の概要について 
 
1-1  会社の設立は、いつですか。 
1-2  会社の主な事業内容を教えてください。 
1-3  従業員数を教えてください。 
 
2  硬質 PVC 建材のリサイクルについて 
 
2-1  硬質 PVC の再資源化についてお聞きします。何の廃材からの再資源化原料を使用し
ていますか。 
   1. 管   2. サッシ   3. その他（      ） 
2-2  どのような性状で、再資源化原料を受け入れていますか。 
   1. 端材  2. フレーク状 3. その他（      ） 
2-3  年間の PVC の再資源化原料の使用量を教えてください。 
  （使用量；   ton/年） 
2-4  年間の PVC 管の製造量を教えてください。 
  （使用量；   ton/年） 
2-5  PVC 管製造の流れを教えてください。 
2-6  工場の消費エネルギー量などについて教えてください。 
  （電力；        kWh）, （石油；        kℓ） 
2-7 受入れている廃材は、どのような事業者から受入れ・購入していますか。 
    1. 建設工事業者  2. 商社・バイヤー  3. 廃棄物処理業者  4. その他
（      ） 
2-8  PVC の再資源化原料は、どこの国の物ですか。また、内訳など分かれば教えてくだ
さい。また、以前と比べて、輸入している国について変化はありますか。また、今後
 どのようになると思いますか。 
 
  今  （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
  以前 （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
今後 （国名；   、   %）, （国名；   、   %）, （国名；   、   %） 
2-9  日本の再資源化原料を取り扱っていれば、お答えください。 
   ‐ 品質面   1. 良い（理由：     ）  2. ふつう    3. 悪い（理
由：     ） 
   ‐ 価格面    1. 高い            2. ふつう   3. 安い 
 
2-10 リサイクル PVC 管の利用用途は何に使われていますか？ 
 
2-11 台湾で製造しているPVC管の内、リサイクルPVC 管は何割程度と想定されますか。 
 
2-12 PVC の再資源化原料の取扱いについて、台湾国内で規制はありますか。 
 
2-13 台湾国内における硬質 PVC 管の排出量は、増加していると感じますか。 
 
2-14 今後、台湾国内において日本の硬質 PVC 廃材の再利用は、どのように変化すると考
えられますか。ご意見などあれば、教えてください。 
 
以上になります。ご協力に感謝いたします。 
 
  
 <台湾 リサイクル製品製造事業者> 
 
へのヒアリング事項 
 
東京大学大学院 
清家研究室 
 
○ 会社の主な事業内容を教えてください。 
 
○ 従業員数を教えてください。 
 
○ PVC 製品の生産量は、年間何トンぐらいですか？ 
 
○ 台湾における PVC タイルの何パーセントのシェアになりますか？ 
 
○ PVC の年間消費量は、何トンぐらいですか？うち、再資源化原料は何％ぐらい使用して
いますか？ 
 
○ どの部位に再資源化原料を用いますか？ 
 
○ 再資源化原料を用いる事による品質への影響はないですか？ 
 
○ PVC タイルの重さは、㎡あたり何 kg ぐらいですか？ 
 
○ 再資源化原料は、どこから購入していますか？ 
 
○ 再資源化原料は何からできたものですか？ 
 
○ 再資源化原料を用いているメリットを教えてください。 
 
○ 台湾全体で、PVC タイルに再資源化原料がどのぐらい利用されていると考えられます
か？ 
 
 
  
 ２．推計結果及び評価結果 
 
 以下に、本研究において評価及び推計した主要な結果を以下、数値データで示す。 
 
<PVC 製品及び建材の排出量> 
 
【日本】；p.54 図 2.3.10 
 
表 1 日本国内における PVC 製品及び建材の排出量(Unit:kton) 
 
 
【韓国】；p.94 図 3.1.14 
 
表 2 韓国国内における PVC 製品及び建材の排出量(Unit:kton) 
 
(製品)↓　(年)→ 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
塩ビ管(建築) 142 149 156 163 170 177 183 189 195 201 207 212 218 222 227 231 235 239 242 246
塩ビ管(土木) 58 62 66 69 73 77 81 85 89 93 97 101 105 109 113 117 120 124 127 130
樹脂サッシ 3 3 4 4 5 5 6 6 7 7 8 8 9 10 10 11 12 12 13 14
板材 68 66 63 60 57 54 50 46 42 39 36 33 31 30 29 28 28 27 27 27
被覆材 238 234 229 224 217 210 203 196 189 183 176 171 166 161 158 155 153 151 150 150
その他(建築/土木) 75 79 83 86 90 93 97 100 104 107 110 113 116 119 122 124 127 129 131 132
その他(1年) 120 127 121 119 123 122 122 122 122 122 122 122 121 121 121 121 120 120 120 119
その他(3年) 71 65 62 62 63 64 65 65 65 65 65 65 65 65 65 64 64 64 64 64
その他(5年) 284 270 252 234 223 219 221 225 228 230 231 231 231 231 230 230 230 229 229 228
(製品)↓　(年)→ 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050
塩ビ管(建築) 248 251 253 255 256 258 258 259 259 259 259 258 258 256 255 254 252 250 248 246
塩ビ管(土木) 134 136 139 142 144 147 149 151 152 154 155 156 157 158 158 159 159 159 159 159
樹脂サッシ 14 15 15 16 16 17 17 18 18 19 19 19 20 20 20 20 20 21 21 21
板材 27 27 27 27 27 27 27 27 27 27 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26
被覆材 149 149 149 149 149 149 149 149 149 148 148 148 147 147 146 146 146 145 144 144
その他(建築/土木) 134 135 136 137 138 138 139 139 139 138 138 137 137 136 135 134 133 132 131 130
その他(1年) 119 119 118 118 117 117 116 116 115 115 114 114 113 113 112 111 111 110 109 109
その他(3年) 64 63 63 63 63 63 62 62 62 62 61 61 61 61 60 60 60 59 59 59
その他(5年) 228 227 226 226 225 224 224 223 222 221 220 219 218 217 216 215 214 213 212 211
(製品)↓　(年)→ 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
塩ビ管(建築) 40 43 46 48 51 54 57 59 62 64 66 68 70 72 73 74 75 76 77 78
塩ビ管(土木) 11 12 13 14 15 16 18 19 20 22 23 25 27 28 30 32 34 35 37 39
樹脂サッシ 28 31 34 38 42 47 51 57 62 69 75 82 90 98 106 115 124 133 142 151
板材 16 15 13 12 10 10 9 9 9 10 11 12 13 15 16 16 17 17 18 18
被覆材 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他(1年) 113 113 115 119 120 120 121 121 122 122 123 123 124 124 124 125 125 125 126 126
その他(3年) 90 77 70 67 57 45 40 39 39 40 40 40 40 40 40 40 41 41 41 41
その他(5年) 266 259 254 248 244 243 246 250 254 257 259 260 261 262 263 264 265 266 267 268
(製品)↓　(年)→ 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050
塩ビ管(建築) 78 79 79 79 80 80 80 80 81 81 81 82 82 82 83 83 84 84 85 85
塩ビ管(土木) 41 43 44 46 48 50 52 53 55 57 58 60 62 63 64 66 67 68 70 71
樹脂サッシ 160 169 178 186 194 202 209 216 221 227 232 236 239 242 245 247 249 250 252 253
板材 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
被覆材 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
その他(1年) 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 125 125 125 125 124 124
その他(3年) 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41
その他(5年) 268 269 269 270 270 270 271 271 271 271 271 271 271 271 271 270 270 270 269 269
 【台湾】；p.118 図 3.2.13 
 
表 3 台湾における PVC 製品及び建材の排出量(Unit:kton) 
 
 
【中国】；p.131 図 3.3.8 
 
表 4 中国における PVC 製品及び建材の排出量(Unit:kton) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(製品)↓　(年)→ 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
塩ビ管(建築) 83 87 92 96 100 103 106 109 111 113 114 115 115 115 115 114 113 113 112 111
塩ビ管(土木) 12 13 14 16 17 19 20 22 24 26 28 30 33 35 37 40 42 45 47 50
樹脂サッシ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
板材 75 76 78 80 82 84 85 86 86 87 87 87 86 86 86 86 86 85 85 85
被覆材 43 43 42 41 40 39 37 36 34 33 32 30 29 28 27 26 25 25 24 24
その他(1年) 122 126 116 117 116 116 116 116 116 116 116 117 117 117 117 117 117 117 117 117
その他(3年) 100 88 82 81 77 76 75 75 75 75 75 75 75 76 76 76 76 76 76 76
その他(5年) 122 111 101 92 85 81 78 77 76 75 75 75 75 75 75 76 76 76 76 76
(製品)↓　(年)→ 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050
塩ビ管(建築) 110 109 108 107 106 106 105 105 105 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104
塩ビ管(土木) 53 55 58 61 63 66 68 71 73 76 78 80 82 84 86 88 90 92 93 95
樹脂サッシ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
板材 85 85 85 85 85 85 85 85 85 85 85 85 85 84 84 84 83 83 83 82
被覆材 24 24 24 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23
その他(1年) 116 116 116 116 115 115 115 114 114 113 112 112 111 110 109 109 108 107 106 105
その他(3年) 76 76 75 75 75 75 75 75 74 74 74 73 73 72 72 71 71 70 70 69
その他(5年) 76 76 76 75 75 75 75 75 75 74 74 74 74 73 73 72 72 71 71 70
(製品)↓　(年)→ 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
塩ビ管(建築) 33 39 46 54 63 74 86 100 116 134 154 177 201 228 258 289 323 360 398 438
塩ビ管(土木) 11 12 14 16 19 21 24 27 31 35 40 45 51 57 64 71 79 88 98 109
樹脂サッシ 36 43 51 61 72 85 100 117 137 158 183 209 239 271 306 344 384 427 473 521
板材 569 619 669 721 776 835 898 963 1,031 1,100 1,167 1,231 1,292 1,348 1,399 1,443 1,480 1,511 1,535 1,553
被覆材 211 223 236 250 266 283 302 323 346 372 400 429 458 489 519 548 576 603 628 650
その他(1年) 2,480 2,638 2,789 2,932 3,067 3,194 3,312 3,423 3,484 3,497 3,509 3,520 3,530 3,539 3,547 3,555 3,561 3,566 3,570 3,573
その他(3年) 2,405 2,585 2,774 2,956 3,126 3,286 3,437 3,579 3,710 3,820 3,890 3,921 3,937 3,949 3,961 3,971 3,980 3,988 3,994 4,000
その他(5年) 1,472 1,624 1,771 1,911 2,047 2,178 2,304 2,423 2,534 2,637 2,727 2,801 2,854 2,886 2,906 2,918 2,926 2,934 2,941 2,947
(製品)↓　(年)→ 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050
塩ビ管(建築) 481 524 570 616 663 710 757 805 852 897 942 986 1,027 1,067 1,105 1,141 1,174 1,205 1,234 1,260
塩ビ管(土木) 120 133 146 160 176 192 210 228 248 268 290 313 337 361 387 414 441 469 498 528
樹脂サッシ 570 622 675 728 783 838 894 948 1,003 1,056 1,107 1,158 1,206 1,252 1,296 1,337 1,375 1,411 1,444 1,474
板材 1,566 1,576 1,583 1,588 1,592 1,595 1,598 1,600 1,601 1,602 1,602 1,602 1,602 1,601 1,600 1,598 1,596 1,594 1,590 1,587
被覆材 671 688 704 717 728 737 744 749 754 757 760 761 763 764 764 765 765 765 764 764
その他(1年) 3,575 3,576 3,576 3,575 3,573 3,571 3,567 3,562 3,556 3,549 3,542 3,533 3,523 3,512 3,501 3,488 3,474 3,460 3,444 3,427
その他(3年) 4,005 4,008 4,010 4,012 4,012 4,011 4,009 4,006 4,001 3,996 3,989 3,982 3,973 3,963 3,952 3,940 3,927 3,913 3,898 3,881
その他(5年) 2,952 2,956 2,959 2,962 2,963 2,964 2,965 2,964 2,962 2,960 2,957 2,953 2,948 2,942 2,936 2,929 2,921 2,912 2,902 2,891
 <鉛含有と非鉛の塩ビ管及び樹脂サッシの排出量推計；【p.153 図 4.2.2】〉 
 
表 5 鉛含有と非鉛の塩ビ管及び樹脂サッシの排出量推計の結果(Unit:kton) 
 
 
<各シナリオにおける CO2排出量；【p.198 図 5.3.1】〉 
 
表 6 各シナリオにおける国内の CO2排出量(Unit:kton-CO2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
鉛有 197 207 217 227 237 247 257 266 275 284 293 301 309 316 323 330 336 342 348 353
非鉛 6 7 8 9 11 12 13 15 16 18 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37
鉛有 197 207 217 227 237 247 257 266 275 284 292 301 308 316 323 329 336 341 346 351
非鉛 6 7 8 9 10 12 13 14 16 18 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37
鉛有 197 207 217 227 237 247 256 266 275 283 292 300 308 315 322 328 334 339 344 348
非鉛 6 7 8 9 11 12 13 15 17 18 20 22 24 27 29 31 34 36 39 42
2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050
鉛有 357 361 365 368 371 373 375 376 377 378 378 378 377 376 375 373 372 369 367 365
非鉛 40 42 44 46 48 49 51 53 55 56 58 59 60 62 63 64 64 65 66 67
鉛有 355 359 362 365 367 369 370 371 371 370 369 368 366 363 360 357 353 349 344 339
非鉛 40 42 44 46 49 51 53 55 58 60 62 65 67 70 72 75 78 81 84 87
鉛有 352 355 357 359 361 361 361 361 359 357 355 351 347 343 338 332 325 318 311 303
非鉛 45 48 51 54 58 61 65 69 73 77 81 85 90 95 100 105 111 116 122 128
(有無)↓　(年)→
C
A
S
E
1
C
A
S
E
2
C
A
S
E
3
C
A
S
E
1
C
A
S
E
2
C
A
S
E
3
(有無)↓　(年)→
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・
海外なし)
CASE3
(国内積極・
海外なし)
CASE4
(国内積極・
海外維持)
CASE5
(国内積極・
海外積極)
CASE6
(国内現状・
海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・
海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化
実施せず)
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・
海外なし)
CASE3
(国内積極・
海外なし)
CASE4
(国内積極・
海外維持)
CASE5
(国内積極・
海外積極)
CASE6
(国内現状・
海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・
海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化
実施せず)
最終処分 5 5 5 5 5 5 5 5 6 5 5 5 5 5 5 5 6
再資源化 26 26 22 58 50 43 36 37 13 27 18 93 79 65 47 49 14
PVC樹脂原料(バージン) 1,510 1,508 1,508 1,385 1,426 1,465 1,508 1,508 1,524 1,391 1,391 1,133 1,212 1,285 1,391 1,391 1,407
塩ビ管加工 43 42 42 46 46 44 42 42 40 40 40 50 50 45 40 40 39
樹脂サッシ加工 13 13 13 13 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12
その他加工 409 413 413 413 413 413 413 413 413 375 375 375 375 375 375 375 375
2011年
2030年 2050年
 <各シナリオにおける東アジアを含めた CO2削減可能量；【p.200 図 5.3.2】〉 
 
表 7 各シナリオにおける東アジアを含めた CO2排出量(Unit:kton-CO2) 
 
 
<各シナリオにおける東アジアを含めたCO2削減可能量；【p.219 図5.4.9、p.220 図5.4.10】〉 
 
表 8 塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化による経済波及効果：2030(Unit:百万円) 
 
 
表 9 塩ビ管及び樹脂サッシの再資源化による経済波及効果：2050(Unit:百万円) 
 
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・
海外なし)
CASE3
(国内積極・
海外なし)
CASE4
(国内積極・
海外維持)
CASE5
(国内積極・
海外積極)
CASE6
(国内現状・
海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・
海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化
実施せず)
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・
海外なし)
CASE3
(国内積極・
海外なし)
CASE4
(国内積極・
海外維持)
CASE5
(国内積極・
海外積極)
CASE6
(国内現状・
海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・
海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化
実施せず)
日本(塩ビ管由来) 10 10 10 85 60 35 10 10 0 10 10 170 119 74 10 10 0
日本(樹脂サッシ由来) 0 0 0 5 5 2 0 0 0 0 0 7 9 4 0 0 0
日本(その他由来) 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43
韓国(塩ビ管由来) 5 5 3 3 5 7 5 19 0 5 0 0 5 10 5 32 0
韓国(樹脂サッシ由来) 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 2 0
韓国(その他由来) 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15
台湾(塩ビ管由来) 20 20 10 10 20 31 20 20 0 20 0 0 20 35 20 20 0
台湾(樹脂サッシ由来) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
台湾(その他由来) 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22
中国(塩ビ管由来) 75 75 37 37 75 108 291 42 0 75 0 0 75 141 552 42 0
中国(樹脂サッシ由来) 1 1 1 0 1 6 19 1 0 1 1 0 1 10 36 1 0
中国(その他由来) 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41 41
その他(PVC製品全体) 27 27 21 20 27 30 27 27 14 27 14 14 27 33 28 34 14
2011年
2030年 2050年
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・海外なし)
CASE3
(国内積極・海外なし)
CASE4
(国内積極・海外維持)
CASE5
(国内積極・海外積極)
CASE6
(国内現状・海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化実施せず)
PVC樹脂 0 0 -23,633 -15,699 -8,114 0 0 3,090
中間処理 0 -4,642 9,268 9,368 9,288 9,344 9,582 -11,179
最終処分 0 2,442 -4,885 -4,885 -4,885 -4,885 -4,885 5,907
合計 0 -2,200 -19,249 -11,217 -3,711 4,459 4,697 -2,182
CASE1
(現状)
CASE2
(国内維持・海外なし)
CASE3
(国内積極・海外なし)
CASE4
(国内積極・海外維持)
CASE5
(国内積極・海外積極)
CASE6
(国内現状・海外積極
環境重視)
CASE7
(国内現状・海外積極
経済重視)
CASE8
(再資源化実施せず)
PVC樹脂 0 0 -49,590 -34,377 -20,432 0 0 3,090
中間処理 0 -9,301 19,681 20,318 20,322 20,464 20,957 -11,179
最終処分 0 4,894 -10,484 -10,697 -10,697 -10,697 -10,697 5,907
合計 0 -4,408 -40,393 -24,756 -10,807 9,768 10,260 -2,182
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